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１．中長期の視点に立った持続可能な経済財政運営

（効果的・効率的な支出の推進とEBPMの徹底強化）
●公的統計の不適切な取扱いを繰り返さぬよう、集中的な統計改革の実施

（税制改革）
●公平かつ多様な働き方等に中立的で、デジタル社会にふさわしい税制を構築し、
経済成長を阻害しない安定的な税収基盤を確保するため、税体系全般の見直しの推進
納税環境の整備と適正・公平な課税の実現の観点からの取組強化

２．持続可能な社会保障制度の構築

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）
●オンライン資格確認について、保険医療機関・薬局に、2023年４月から原則義務づける
とともに、導入が進み、患者によるマイナンバーカードの保険証利用が進むよう、関連する
支援等の措置を見直す。2024年度中を目途に保険者による保険証発行の選択制の
導入を目指し、オンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の原則廃止を目指す

●国保財政健全化の観点から、法定外繰入等の早期解消を促すとともに、普通調整交付金
の配分の在り方について、方向性を示すべく地方団体等との議論を深める

３．生産性を高め経済社会を支える社会資本整備

●５Ｇネットワーク等の整備拡大

４．国と地方の新たな役割分担

●地方制度調査会における調査審議を踏まえ、将来の地域住民サービスの
在り方を見据え、国・地方間、東京圏等の大都市圏を含む地方自治体間の役割分担や
連携の在り方を明確化する観点から、法整備を視野に入れつつ検討を進める

●感染収束後、早期に地方財政の歳出構造を平時に戻す

５．経済社会の活力を支える教育・研究活動の推進

（２）包摂社会の実現
（就職氷河期世代支援）
●公務員等での採用の推進（地方自治体の実情を踏まえた積極的な採用が行われるよう、
国として要請）

（３）多極化・地域活性化の推進

（デジタル田園都市国家構想）
●ＥＢＰＭに基づく取組の徹底や人材育成手法の開発等を推進して、スマートシティの
実装を加速

●地域における情報通信格差が生じないよう５Ｇ・光ファイバをはじめとした通信
インフラの更なる整備、データセンター地方拠点／海底ケーブル等の整備、
地域協議会の設置、ポスト５Ｇ／Beyond５Ｇの2025年度以降の社会実装と国際標準化
に向けた取組の推進

（関係人口の拡大と個性を活かした地域づくり）
●ふるさと納税等の地域の取組の後押し
●サテライトオフィスの整備等
●地域おこし協力隊等自治体への人的支援の充実
●「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」（うち、CIO補佐官等を含む）の推進
●産学金官連携により、地域の経済循環を担う地域密着型企業の立ち上げの促進
●過疎地域等の条件不利地域対策の実施

（４）経済安全保障の徹底

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野
（１）人への投資と分配

●時間や場所を有効に活用できる良質なテレワークの促進
●地方自治体による奨学金返還支援の促進

（２）科学技術・イノベーションへの投資
（３）スタートアップ（新規創業）への投資
（４）グリーントランスフォーメーション（GX）への投資

●分散型エネルギーシステムなど真の地産地消の取組の促進
（５）デジタルトランスフォーメーション（DX）への投資

●より機動的で柔軟な政策形成・評価を可能とする取組の推進
●「サイバーセキュリティ戦略」に基づく取組の推進（人材育成、研究開発、攻撃把握・分析・
共有基盤、安全かつ信頼性の高い通信ネットワークの確保等を含む）

●携帯電話市場における、公正な競争環境の整備を進め、料金の低廉化を図る
●マイナンバーカードの普及のため、マイナンバーカードの利活用拡大等の国民の利便性を
高める取組の推進や、市町村における交付体制の強化に向けた支援などの実施

●総務省は、「自治体ＤＸ推進計画」を改定し、デジタル人材の確保・ネットワークの強化や
自治体マイナポイントの活用など、地方自治体におけるデジタル化の取組を推進

２．社会課題の解決に向けた取組
（１）民間による社会的価値の創造

（ＰＰＰ／ＰＦＩの活用等による官民連携の推進）
●ＰＰＰ／ＰＦＩの先行事例の横展開の強化

第２章 新しい資本主義に向けた改革

１．国際環境の変化への対応
（１）外交・安全保障の強化
（２）経済安全保障の強化
（３）エネルギー安全保障の強化
（４）食料安全保障の強化と農林水産業の持続可能な成長の推進
（５）対外経済連携の促進
（国際連携の強化）
●ＤＦＦＴの具体的推進に向けた国際的なルール作りの推進
●「インフラシステム海外展開戦略2025」に基づく施策の推進

１．国際情勢の変化と社会課題の解決に向けて
２．短期と中長期の経済財政運営
（１）コロナ禍からの回復とウクライナ情勢の下でのマクロ経済運営 （２）中長期の経済財政運営

第１章 我が国を取り巻く環境変化と日本経済

第４章 中長期の経済財政運営

１．当面の経済財政運営について ２．令和５年度予算編成に向けた考え方

●令和５年度予算において、本方針及び骨太方針2021に基づき、経済・財政一体改革を着実に推進

第５章 当面の経済財政運営と令和５年度予算編成に向けた考え方

（外国人材の受入れ・共生）
●在留カードとマイナンバーカードの一体化の検討

２．防災・減災、国土強靱化の推進、東日本大震災等からの復興
（防災・減災、国土強靱化）
●ＤＸの推進などによる消防団を含む消防防災力の拡充・強化

３．国民生活の安全・安心

●サイバーセキュリティ対策の着実な推進

経済財政運営と改革の基本方針2022の概要と主な総務省関係施策

第３章 内外の環境変化への対応



●外交・安全保障の強化
・安全保障環境が⼀層厳しさを増す中、外交・安全保障双⽅の⼤幅な強化
・防衛⼒を５年以内に抜本的に強化
●経済安全保障の強化
・経済安全保障推進法の着実な施⾏
●エネルギー安全保障の強化
・省エネ促進、再エネ、原⼦⼒など脱炭素効果の⾼い電源を最⼤限活⽤
●⾷料安全保障の強化と農林⽔産業の持続可能な成⻑の推進
・⾷料安定供給、みどり戦略、輸出促進(2030年5兆円⽬標) 、スマート農林⽔産業
●対外経済連携の促進
・国際連携の強化（DFFT、TPP11、RCEP、IPEF等）
・対⽇直接投資の推進（2030年80兆円⽬標）
・外国⼈材の受⼊れ・共⽣

●⺠間による社会的価値の創造
・PPP/PFIの活⽤等による官⺠連携の推進
・社会的インパクト投資、共助社会づくり
・イノベーションを促す競争環境の整備
●包摂社会の実現
・少⼦化対策・こども政策、⼥性活躍
・共⽣社会づくり、孤独・孤⽴対策、就職氷河期世代⽀援
●多極化・地域活性化の推進
・デジタル⽥園都市国家構想
・分散型国づくり、地域公共交通ネットワークの再構築
・多極化された仮想空間へ
・中堅・中⼩企業の活⼒向上、債務増⼤への対応
・観光⽴国の復活、⽂化芸術・スポーツの振興
●経済安全保障の徹底

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2022
新しい資本主義へ〜課題解決を成⻑のエンジンに変え、持続可能な経済を実現〜

・我が国を取り巻く環境変化（新型コロナウイルス感染症、ロシアのウクライナ侵略、気候変動問題 等）や国内における構造的課題（輸⼊資源価格の⾼騰、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化、
潜在成⻑率の停滞、災害の頻発化・激甚化等）など、内外の難局が同時かつ複合的に押し寄せている。
・世界経済の不確実性が⼤きく増す中、我が国のマクロ経済運営については、当⾯、2段階のアプローチで万全の対応を⾏う。

・⼤胆な⾦融政策、機動的な財政政策、⺠間投資を喚起する成⻑戦略を⼀体的に進める経済財政運営の枠組みを堅持。⺠需主導の⾃律的な成⻑とデフレからの脱却に向け、
躊躇なく機動的なマクロ経済運営を⾏う。

・持続的な経済成⻑に向けて、官⺠連携による計画的な重点投資を推進する。危機に対する必要な財政⽀出は躊躇なく⾏い、万全を期す。
経済あっての財政であり、経済をしっかり⽴て直す。そして、財政健全化に向けて取り組む。

１．⼈への投資と分配
・スキルアップ、多様な働き⽅の推進
・質の⾼い教育
・賃上げ・最低賃⾦の引上げ（全国加重平均1000円以上）
・「資産所得倍増プラン」（NISAの抜本的拡充、iDeCo制度の改⾰等）
２．科学技術・イノベーションへの投資
・量⼦、AI、ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・医療分野への官⺠が連携した
投資の抜本拡充

３．スタートアップ（新規創業）への投資
・スタートアップ育成5か年計画を本年末に策定（5年10倍増）
４．グリーントランスフォーメーション（GX)への投資
・150兆円超の官⺠投資に向けた成⻑志向型カーボンプ
ライシング構想の具体化やGX経済移⾏債(仮称)の検討
５．デジタルトランスフォーメーション（DX)への投資
・テクノロジーマップの整備・実装、マイナンバーカードの普及

Ⅱ．新しい資本主義に向けた改⾰

新しい資本主義に向けた重点投資分野

国際環境の変化への対応

防災・減災、国⼟強靱化の推進、東⽇本⼤震災等からの復興
国⺠⽣活の安全・安⼼

・財政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの財政健全化⽬標に取り組む。経済あっての財政であり、現⾏の⽬標年度により、状況に応じたマクロ経済政策の選択肢が歪められてはなら
ない。必要な政策対応と財政健全化⽬標に取り組むことは決して⽭盾するものではない。経済をしっかり⽴て直し、そして財政健全化に向けて取り組んでいく。ただし、感染症及び直近の
物価⾼の影響を始め、内外の経済情勢等を常に注視していく必要がある。このため、状況に応じ必要な検証を⾏っていく。
・官⺠連携による計画的な重点投資の推進、単年度予算の弊害是正、効果的・効率的な⽀出（ワイズスペンディング）の推進とEBPMの徹底強化、税制改⾰。
・全世代型社会保障をはじめとする持続可能な社会保障制度の構築、その他歳出分野（社会資本整備、地⽅⾏財政、教育・研究活動の推進）の取組を実施。
・令和５年度予算において、本⽅針及び⾻太⽅針2021に基づき、経済・財政⼀体改⾰を着実に推進。ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。

社会課題の解決に向けた取組

Ⅲ．内外の環境変化への対応

【第１段階】 総合緊急対策を講じることにより、国⺠⽣活や経済への更なる打撃を抑制し、
厳しい状況にある⽅々を全⼒で⽀援。コロナ禍からの回復を確かなものに。
予備費の活⽤等により予期せぬ財政需要にも迅速に対応し、国⺠の安⼼を確保。

●社会課題の解決に向けた取組それ⾃体を付加価値創造の源泉として成⻑戦略に位置づけ
●官と⺠が協⼒して計画的・重点的な投資と改⾰を⾏い、課題解決と経済成⻑を同時に実現

【第２段階】 ⾻太⽅針2022や新しい資本主義に向けたグランドデザイン・実⾏計画を
ジャンプスタートさせるための総合的な⽅策を早急に具体化し、実⾏へ。

Ⅰ．我が国を取り巻く環境変化と⽇本経済

Ⅳ．中⻑期の経済財政運営、Ⅴ．当⾯の経済財政運営と令和５年度予算編成に向けた考え⽅

令和４年６⽉７⽇
閣 議 決 定



 

 
経済財政運営と改革の基本方針2022について 

 

 

令和４年６月７日 

閣 議 決 定 

 

 

経済財政運営と改革の基本方針2022を別紙のとおり定める。 
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第１章 我が国を取り巻く環境変化と日本経済 
 

１． 国際情勢の変化と社会課題の解決に向けて 

我々はこれまでの延長線上にない世界を生きている。世界を一変させた新型コロナウイ

ルス感染症、力による一方的な現状変更という国際秩序の根幹を揺るがすロシアのウクラ

イナ侵略、権威主義的国家による民主主義・自由主義への挑戦、一刻の猶予も許さない気

候変動問題など我が国を取り巻く環境に地殻変動とも言うべき構造変化が生じるととも

に、国内においては、回復の足取りが依然脆弱な中での輸入資源価格高騰による海外への

所得流出、コロナ禍で更に進む人口減少・少子高齢化、潜在成長率の停滞、災害の頻発化・

激甚化など、内外の難局が同時に、そして複合的に押し寄せている。 

我々に求められるのは、この難局を単に乗り越えるだけでなく、こうした社会課題の解

決に向けた取組それ自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、官民が協働し

て重点的な投資と規制・制度改革を中長期的かつ計画的に実施することにより、課題解決

と経済成長を同時に実現しながら、経済社会の構造を変化に対してより強靱で持続可能な

ものに変革する「新しい資本主義」を起動することである。こうして我々自身の資本主義

をバージョンアップすることにより、自由で公正な経済体制を一層強化していく。 

このため、本「経済財政運営と改革の基本方針2022」においては、 

 当面の難局を乗り越えるためのマクロ経済運営の方針を示すとともに、 

 成長と分配をともに高める「人への投資」を始め、科学技術・イノベーションへの投

資、スタートアップへの投資、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）、デジタル

トランスフォーメーション（ＤＸ）への投資を柱とする「新しい資本主義」の実現に

向けた重点投資分野についての官民連携投資の基本方針を示す。 

 あわせて、新しい資本主義が目指す民間の力を活用した社会課題解決に向けた取組や

多様性に富んだ包摂社会の実現、一極集中から多極化した社会をつくり地域を活性化

する改革の方向性を示す。 

 さらに、世界に開かれた貿易・投資立国であることをこれからも維持しつつ、厳しさ

を増す東アジア情勢や権威主義的国家の台頭など国際環境の変化に応じた戦略的な

外交・安全保障や同志国との連携強化、経済安全保障等についての方向性を示す。 

 また、強靱で持続可能な経済社会に向けた防災・減災、国土強靱化の推進や東日本大

震災等からの復興、国民生活の安全・安心に向けた基本的な方針を示していく。 

 その上で、これらの政策遂行の基盤となる強固で持続可能な経済・財政・社会保障制

度の構築に向けた経済・財政一体改革の取組方針を示し、短期と中長期の整合性を確

保した経済財政運営の方針と令和５年度予算編成の考え方を提示する。 

 

２． 短期と中長期の経済財政運営 

（１）コロナ禍からの回復とウクライナ情勢の下でのマクロ経済運営 

（当面のマクロ経済運営） 

我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による強い下押し圧力を受けながらも、持ち
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直しの動きを続けてきた。この間、医療提供体制の強化やワクチン接種の加速など経済社

会活動回復のための環境整備を行うとともに、あらゆる政策を総動員して国民の所得や雇

用を下支えし、特に、厳しい影響を受けた方々や事業者に対する金融措置を含む万全の支

援を行うことにより、新型コロナウイルス感染症の影響から国民生活を守り、ポストコロ

ナの持続的な成長に向けた基盤整備を進めてきた。その中で生じたのが本年２月のロシア

によるウクライナへの軍事侵攻である。 

国際商品・金融市場を始め世界経済の不確実性が大きく増す中、我が国のマクロ経済運

営については、当面、２段階のアプローチで万全の対応を行う。コロナ禍からの回復が依

然として脆弱であることに鑑み、まずは、ウクライナ情勢に伴う原油・原材料、穀物等の

国際価格の高騰や希少物資の供給懸念等に対する緊急対策1を講ずることにより、コロナ禍

で傷んでいる国民生活や経済への更なる打撃をできる限り抑制し、厳しい状況にある方々

を全力で支援する。これにより、経済の腰折れを防ぎ、コロナ禍からの経済社会活動の回

復を確かなものとしていく。 

また、今後も感染症の再拡大やウクライナ情勢の長期化に伴う原油価格・物価の更なる

高騰の可能性など予断を許さない状況は続くと見込まれることから、予備費の活用等によ

り予期せぬ財政需要にも迅速に対応して国民の安心を確保する。 

その上で、第２段階として、本基本方針や新しい資本主義に向けたグランドデザインと

実行計画をジャンプスタートさせるための総合的な方策を早急に具体化し、実行に移す。

これにより、中長期的な課題に対応しつつ、コロナ禍で失われた経済活動のダイナミズム

を取り戻し、新陳代謝と多様性に満ちた裾野の広い経済成長と成長の果実が隅々まで行き

渡る「成長と分配の好循環」を早期に実現する。あわせて、国際的な人の往来や観光需要

の回復、対日直接投資の更なる推進等を通じて旺盛な海外需要を日本経済に取り込む。ま

た、エネルギー分野を始め国際環境の変化にも強靱な経済構造に向けた改革を進め、世界

の構造変化を日本がリードしていく。 

今後とも、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略を一体的

に進める経済財政運営の枠組みを堅持し、民需主導の自律的な成長とデフレからの脱却に

向け、経済状況等を注視し、躊躇なく機動的なマクロ経済運営を行っていく。日本銀行に

おいては、経済・物価・金融情勢を踏まえつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定的に

実現することを期待する。 

  

（経済社会活動の正常化に向けた感染症対策） 

新型コロナウイルス感染症対策については、必要な財政支援や見える化等により医療提

供体制の強化を進めるとともに、感染状況や変異株の発生動向に細心の注意を払いつつ、

段階的な見直しを行い、一日も早い経済社会活動の正常化を目指す。 

医療提供体制の強化について、国立病院機構等の公立公的病院に法律に基づく要求・要

請を行うことによる新型コロナウイルス感染症の専用病床化とともに、個別の病院名を明

                         
1 「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」（令和４年４月26日原油価格・物価高騰等に関する関係閣
僚会議決定）。 
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らかにした病床の確保を行いつつ、感染拡大時には即応病床の増床や病床の使用率向上に

より、入院を必要とする者がまずは迅速に病床又は臨時の医療施設等に受け入れられ、確

実に入院につなげる体制を整備する。 

 感染拡大時に臨時の医療施設等が円滑に稼働できるよう、都道府県ごとに医療人材派遣

の協力可能な医療機関数や派遣者数を具体化するほか、公立公的病院においても都道府県

に設置する臨時の医療施設等に医療人材を派遣する。 

 医療ＤＸを推進し、医療情報の基盤を整備するとともに、Ｇ－ＭＩＳやレセプトデータ

等を活用し、病床確保や使用率、オンライン診療実績など医療体制の稼働状況の徹底的な

「見える化」を進める。 

 ワクチン、検査、経口治療薬の普及等により、予防、発見から早期治療までの流れを強

化して新型コロナウイルス感染症の脅威を社会全体として可能な限り引き下げる。マイナ

ンバーカードを使ったワクチン接種証明書のデジタル化等により、入国時での効率的なワ

クチン接種履歴の確認など円滑な確認体制を進める。 

 国際的な人の往来の活発化に向け、感染拡大防止と経済社会活動のバランスを取りなが

ら、他のＧ７諸国並みの円滑な入国を可能とする水際措置の見直しなど水際対策の緩和を

進める。また、新たな変異株が発生する場合にはこれに機動的に対処する。 

 新型コロナウイルス感染症に関する罹患後症状（いわゆる後遺症）についての実態把握

や病態解明等に資する調査・研究を進める。 

 その上で、これまでの新型コロナウイルス感染症対応を客観的に評価し、次の感染症危

機に備えて、本年６月を目途に、危機に迅速・的確に対応するための司令塔機能の強化や

感染症法2の在り方、保健医療体制の確保など、中長期的観点から必要な対応を取りまとめ

る。 

 

（２）中長期の経済財政運営  

持続的な経済成長に向けて、官民連携による計画的な重点投資を推進する。これによる

民間企業投資の喚起と継続的な所得上昇により成長力を高めつつ需要創出を促すととも

に、今後の成長分野への労働移動を円滑に促す。また、省エネ・脱炭素を通じた国内所得

の海外流出の抑制や同じ価値観を共有する国々との協力関係の強化を通じて、比較優位の

メリットをこれまで以上に引き出すとともに国内投資を喚起する。さらには、インバウン

ドの再生、農林水産物・食品や中小企業の輸出振興といった取組を強化し、産業の構造変

化を促す。 

その際、危機に対する必要な財政支出は躊躇なく行い、万全を期す。経済あっての財政

であり、順番を間違えてはならない。経済をしっかり立て直す。そして、財政健全化に向

けて取り組む。 
 
 
 

                         
2 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）。 
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第２章 新しい資本主義に向けた改革 
 

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野 

（１）人への投資と分配 

デジタル化や脱炭素化という大きな変革の波の中、人口減少に伴う労働力不足にも直面

する我が国において、創造性を発揮して付加価値を生み出していく原動力は「人」である。

自律的な経済成長の実現には、民間投資を喚起して生産性を向上することで収益・所得を

大きく増やすだけでなく、「人への投資」を拡大することにより、次なる成長の機会を生み

出すことが不可欠である。「人への投資」は、新しい資本主義に向けて計画的な重点投資を

行う科学技術・イノベーション、スタートアップ、ＧＸ、ＤＸに共通する基盤への中核的

な投資であるとも言える。 

こうした考えの下、働く人への分配を強化する賃上げを推進するとともに、職業訓練、

生涯教育等への投資により人的資本の蓄積を加速させる。あわせて、多様な人材の一人一

人が持つ潜在力を十分に発揮できるよう、年齢や性別、正規雇用・非正規雇用といった雇

用形態にかかわらず、能力開発やセーフティネットを利用でき、自分の意思で仕事を選択

可能で、個々の希望に応じて多様な働き方を選択できる環境整備を進める。 

 

（人的資本投資） 

成長分野における重点投資等を通じた質の高い雇用の拡大を図りつつ、「人への投資」を

抜本的に強化するため、2024年度までの３年間に、一般の方から募集したアイデアを踏ま

えた、4,000 億円規模の予算を投入する施策パッケージを講じ、働く人が自らの意思でス

キルアップし、デジタルなど成長分野へ移動できるよう強力に支援する。 

企業統治改革を進め、人的投資が企業の持続的な価値創造の基盤である点について株主

との共通の理解を作り、今年中に非財務情報の開示ルールを策定するとともに、四半期開

示の見直しを行う。男女の賃金格差の是正に向けて企業の開示ルールの見直しにも取り組

む。また、政府からの特に大規模な支援を受ける際には、人的資本投資などを通じ、中長

期的な価値創造にコミットすることを企業に求める。 

あわせて、社会全体で学び直し（リカレント教育）を促進するための環境を整備する3。

学び直しによる成果の可視化と適切な評価、学び直し成果を活用したキャリアアップや兼

業・副業の促進、学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整備、成長分野のニーズに応じ

たプログラムの開発支援や学び直しの産学官の対話、企業におけるリカレント教育による

人材育成の強化等の取組を進める。 

以上の人的投資に取り組む中で、雇用調整助成金の特例措置等については、引き続き、

感染が拡大している地域・特に業況が厳しい企業に配慮しつつ、雇用情勢を見極めながら

段階的に縮減していく一方で、人への投資や強力な就職支援を通じて円滑な労働移動を図

り、成長分野等における労働需要に対応する。あわせて、同一労働同一賃金の徹底等を通

                         
3 「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）」（令和４年５月10日教育未来創造会議決定）
に基づく。 
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じた非正規雇用労働者の処遇改善や正規化に取り組む。 

 少子化対策・こども政策は、包摂社会の実現に向けて重要であるだけでなく、「人への

投資」としても重要であり、強力に進める。 

 

（多様な働き方の推進） 

 人的資本投資の取組とともに、働く人のエンゲージメント4と生産性を高めていくことを

目指して働き方改革を進め、働く人の個々のニーズに基づいてジョブ型の雇用形態を始め

多様な働き方を選択でき、活躍できる環境の整備に取り組む。 

こうした観点から、就業場所・業務の変更の範囲の明示など、労働契約関係の明確化に

取り組む。専門知識・技能を持った新卒学生や既卒数年程度の若者について、より一層活

躍できるようにする観点から、その就職・採用方法を産・学と共に検討し、年度内を目途

に一定の方向性を得る。裁量労働制を含めた労働時間制度の在り方について、裁量労働制

の実態調査の結果やデジタル化による働き方の変化等を踏まえ、更なる検討を進める。フ

リーランスについて、事業者がフリーランスと取引する際の契約の明確化を図る法整備や

相談体制の充実など、フリーランスが安心して働ける環境を整備する。 

ポストコロナの「新しい日常」に対応した多様な働き方の普及を図るため、時間や場所

を有効に活用できる良質なテレワークを促進する。労働移動の円滑化も視野に入れながら、

労働者の職業選択の幅を広げ、多様なキャリア形成を促進する観点から副業・兼業を推進

するほか、選択的週休３日制度については、子育て、介護等での活用、地方兼業での活用

が考えられることから、好事例の収集・提供等により企業における導入を促進し、普及を

図る。また、地域に貢献しながら多様な就労の機会を創る労働者協同組合についてＮＰＯ

等からの円滑な移行等を図る。 

国家公務員について、既存業務の廃止・効率化、職場のデジタル環境整備、勤務形態の

柔軟化などを通じた働き方改革を一層推進するとともに、採用試験の受験者拡大やデジタ

ル人材を含めた中途採用の円滑化、リスキリングなど人材の確保・育成策に戦略的に取り

組む。 

 

（質の高い教育の実現）  

人への投資を通じた「成長と分配の好循環」を教育・人材育成においても実現し、「新し

い資本主義」の実現に資するため、デジタル化に対応したイノベーション人材の育成等、

大学、高等専門学校、専門学校等の社会の変化への対応を加速する。このため、教育未来

創造会議の第一次提言等に基づき、以下の課題について、必要な取組を速やかに進める。 

新たな時代に対応する学びの支援の充実を図る。このため、恒久的な財源も念頭に置き

つつ、給付型奨学金と授業料減免を、必要性の高い多子世帯や理工農系の学生等の中間層

へ拡大する。また、減額返還制度を見直すほか、在学中は授業料を徴収せず卒業後の所得

に応じて納付を可能とする新たな制度を、教育費を親・子供本人・国がどのように負担す

                         
4 働き手にとって、組織目標の達成と自らの成長の方向が一致し、仕事へのやりがい・働きがいを感じる中で、組織や仕事に
主体的に貢献する意欲や姿勢を示す概念。 
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べきかという論点や本制度の国民的な理解・受け入れ可能性を十分に考慮した上で、授業

料無償化の対象となっていない学生について、安定的な財源を確保しつつ本格導入するこ

とに向け検討する5こととし、まずは大学院段階において導入することにより、ライフイベ

ントも踏まえた柔軟な返還・納付（出世払い）の仕組みの創設を行う。官民共同修学支援

プログラムの創設、地方自治体や企業による奨学金返還支援の促進等、若者を始め誰もが、

家庭の経済事情にかかわらず学ぶことができる環境の整備を進める。 

未来を支える人材を育む大学等の機能強化を図る。このため、デジタル・グリーンなど

成長分野への大学等の再編促進と産学官連携強化等に向け、複数年度にわたり予見可能性

をもって再編に取り組める支援の検討や、私学助成のメリハリ付けの活用を始め、必要な

仕組みの構築等を進めていく。その際、現在35％にとどまっている自然科学（理系）分野

の学問を専攻する学生の割合についてＯＥＣＤ諸国で最も高い水準である５割程度を目

指すなど具体的な目標を設定し、今後５～10年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体

性をいかした取組を推進する。また、あらゆる分野の知見を総合的に活用し社会課題への

的確な対応を図る｢総合知｣の創出・活用を目指し、専門性を大事にしつつも、文理横断的

な大学入学者選抜や学びへの転換を進め、文系・理系の枠を超えた人材育成を加速する。

若手研究者と企業との共同研究を通じた人材育成等により大学院教育を強化する。 

 

（賃上げ・最低賃金） 

今年は、ここ数年低下してきた賃上げ率を反転させたが、ウクライナ情勢も相まって物

価が上昇している6。こうした中、賃上げの流れをサプライチェーン内の適切な分配を通じ

て中小企業に広げ、全国各地での賃上げ機運の一層の拡大を図る。 

このため、中堅・中小企業の活力向上につながる事業再構築・生産性向上等の支援を通

じて賃上げの原資となる付加価値の増大を図るとともに、適切な価格転嫁が行われる環境

の整備に取り組むほか、抜本的に拡充した賃上げ促進税制の活用促進、賃上げを行った企

業からの優先的な政府調達等に取り組み、地域の中小企業も含めた賃上げを推進する。 

新しい資本主義実現会議において、価格転嫁や多様な働き方の在り方について合意づく

りを進めるとともに、データ・エビデンスを基に、適正な賃金引上げの在り方について検

討を行う。 

また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策決定事項である。最低賃金

の引上げの環境整備を一層進めるためにも事業再構築・生産性向上に取り組む中小企業へ

のきめ細やかな支援や取引適正化等に取り組みつつ、景気や物価動向を踏まえ、地域間格

差にも配慮しながら、できる限り早期に最低賃金の全国加重平均が 1000 円以上となるこ

とを目指し、引上げに取り組む。こうした考えの下、最低賃金について、官民が協力して

引上げを図るとともに、その引上げ額については、公労使三者構成の最低賃金審議会で、

生計費、賃金、賃金支払能力を考慮し、しっかり議論する。 

 

                         
5 法制的な位置付けの検討を含む。 
6 2022年４月の消費者物価上昇率（総合）は前年同月比2.5％の上昇。 
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（「貯蓄から投資」のための「資産所得倍増プラン」） 

我が国の個人金融資産2,000兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。

投資による資産所得倍増を目指して、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の抜本的拡充や、

高齢者に向けた iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革、国民の預貯金を資産運用に誘

導する新たな仕組みの創設など、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜本

的に進める。これらを含めて、本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。そ

の際、家計の安定的な資産形成に向けて、金融リテラシーの向上に取り組むとともに、家

計がより適切に金融商品の選択を行えるよう、将来受給可能な年金額等の見える化、デジ

タルツールも活用した情報提供の充実や金融商品取引業者等による適切な助言や勧誘・説

明を促すための制度整備を図る。 

 

（２）科学技術・イノベーションへの投資  

社会課題を経済成長のエンジンへと押し上げていくためには、科学技術・イノベーショ

ンの力が不可欠である。特に、量子、ＡＩ、バイオものづくり、再生・細胞医療・遺伝子

治療等のバイオテクノロジー・医療分野は我が国の国益に直結する科学技術分野である。

このため、国が国家戦略を明示し、官民が連携して科学技術投資の抜本拡充を図り、科学

技術立国を再興する。その上で、研究開発投資を増加する企業に対しては、インセンティ

ブを付与していく。あわせて、総理に対する情報提供・助言のため、総理官邸に科学技術

顧問を設置する。小型衛星コンステレーションの構築、ロケットの打上げ能力の強化、日

本人の月面着陸等の月・火星探査等の宇宙分野、北極を含む海洋分野の取組の強化を図る。 

イノベーション創出の拠点である大学の抜本強化7を図る。世界と伍する研究大学の実現

に向け、競争的な環境の下で大学ファンドから支援を受ける国際卓越研究大学の持続的な

イノベーション創出と自律化に資するよう、専門人材の経営参画等のガバナンス体制を確

立するとともに、必要な規制改革等の対応を早期に実行していく。地域の中核大学等が、

特色ある強みを発揮し、地域の経済社会の発展等への貢献を通じて切磋琢磨できるよう、

産学官連携など戦略的経営の抜本強化を図る8。 

イノベーションの担い手である若い人材に対する支援を強力に推進する。博士課程学生

の処遇向上を始め、未来ある研究者の卵たちにキャリアパス全体として魅力的な展望を与

え、研究に専念できる支援策を深化させる。寄附に基づく「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」
9の発展的推進を含め、若者の世界での活躍を支援し、コロナ禍で停滞した国際頭脳循環の

活性化に取り組む。 

 

（３）スタートアップ（新規創業）への投資   

スタートアップは、経済成長の原動力であるイノベーションを生み出すとともに、環境

問題や子育て問題などの社会課題の解決にも貢献しうる、新しい資本主義の担い手である。

                         
7 ソフト・ハード一体となった教育研究環境の整備等の共創拠点化の推進等。 
8 「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」（令和４年２月１日総合科学技術・イノベーション会議決定）に基
づく。 
9 官民協働で海外留学を支援する取組。 
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こうしたスタートアップが新たに生まれ、飛躍を遂げることができる環境を整備すること

により、戦後の日本の創業期に次ぐ「第二創業期」の実現を目指す。このため、実行のた

めの司令塔機能を明確化し、５年 10 倍増を視野にスタートアップ育成５か年計画を本年

末に策定し、スタートアップ政策を大胆に展開する。 

 具体的には、スタートアップが直面する資金調達の困難さの解消を図るため、新規上場

の際に十分な資金調達を行うことを可能にすべくＩＰＯ10プロセスの見直しを進めるとと

もに、事業化までに時間を要するスタートアップの成長を図るためのストックオプション

等の環境整備を行う。また、海外のベンチャーキャピタルの誘致も含めて、国内外のベンチ

ャーキャピタルに対する公的資本の有限責任投資等による投資拡大を図るとともに、エンジ

ェル投資家等の個人や年金・保険等の長期運用資金がベンチャーキャピタルやスタートア

ップに循環する流れの形成に取り組む。加えて、個人保証や不動産担保に依存しない形の

融資への見直しや事業全体を担保とした成長資金の調達を可能とする仕組みづくり等を

通じて、成長資金の調達環境を整備する。 

 あわせて、起業を支える人材の育成や確保を行う。具体的には、成長分野において前人

未踏の優れたアイデア・技術を持つ人材に対する支援策を抜本的に拡充するとともに、家

庭や学校とは別に子供の才能を発掘・育成する場の整備を支援する。情報開示等を通じた

副業・兼業の促進等により円滑な労働移動を図るほか、大学等の研究者と外部経営人材と

のマッチングを支援する。また、スタートアップの経営を支援する専門家等の相談窓口整備

を推進する。 

スタートアップの研究開発や販路開拓を支援するため、既存企業がＭ＆Ａや共同研究開

発等によりスタートアップの有する知見を取り入れるオープンイノベーションの活性化

を図るとともに、ＳＢＩＲ制度11の強化を始めとし、公共調達の活用を推進する。ベンチャ

ーキャピタルとも連携した支援の拡充や創薬ベンチャーへの支援の強化を行うほか、革新

技術の研究開発とスタートアップ創出を行う拠点づくりを海外の大学等とも連携し、民間

資金を基盤として運営される形で進める。 

以上のほか、起業拠点の整備を含めて大学等も存分に活用しつつ、知的財産の保護・活

用の推進、規制・制度改革等を通じて世界に伍するスタートアップエコシステムを作り上

げ、大規模なスタートアップの創出に取り組む。 

 

（４）グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）への投資 

脱炭素社会の実現に向けた官民連携の取組を一気に加速し、エネルギー安全保障の確保

に万全を期しながら、国内投資を拡大しつつ新たな成長のフロンティアを開拓する。2050

年カーボンニュートラル実現を見据え、官民連携の下、脱炭素に向けた経済・社会、産業

構造変革への道筋の大枠を示したクリーンエネルギー戦略中間整理に基づき、年内にロー

ドマップを取りまとめる。 

今後10 年間に150 兆円超の投資を実現するため、成長促進と排出抑制・吸収を共に最

                         
10 新規株式公開（Initial Public Offering）。 
11 中小企業技術革新制度（Small Business Innovation Research）。 
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大化する効果を持った、「成長志向型カーボンプライシング構想」を具体化し、最大限活用

する。 

同構想においては、150兆円超の官民の投資を先導するために十分な規模の政府資金を、

将来の財源の裏付けをもった「ＧＸ経済移行債（仮称）」により先行して調達し、複数年度

にわたり予見可能な形で、速やかに投資支援に回していくことと一体で検討していく。 

また、「規制・支援一体型の投資促進策」として、省エネ法12などの規制対応、水素・ア

ンモニアなどの新たなエネルギーや脱炭素電源の導入拡大に向け、新たなスキームを具体

化させる。 

加えて、企業の排出削減に向けた取組を加速させるためのＧＸリーグの段階的発展・活

用、民間投資の呼び水として、トランジション・ファイナンスなどの新たな金融手法の活

用、アジア・ゼロエミッション共同体などの国際展開戦略も含め、企業の投資の予見可能

性を高められるよう、具体的なロードマップを示す。 

こうした新たな政策イニシアティブの具体化に向けて、本年夏に総理官邸に新たに「Ｇ

Ｘ実行会議」を設置し、更に議論を深め、速やかに結論を得る。 

エネルギーを起点とした産業のＧＸに向け、脱炭素投資を後押しする重点的な環境整備

を行う。自動車については、将来の合成燃料の内燃機関への利用も見据え、2035年までに

新車販売でいわゆる電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動

車及びハイブリッド自動車）100％とする目標等に向けて、蓄電池の大規模投資促進等や

車両の購入支援、充電・充てんインフラの整備等による集中的な導入を図るとともに、中

小サプライヤー等の業態転換を促す。再生可能エネルギー13については、Ｓ＋３Ｅを大前

提に、主力電源として最優先の原則の下で、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら

最大限の導入に取り組むための大胆な改革を進めるほか、送配電網・電源への投資14を着

実に実施し、分散型エネルギーシステムなど真の地産地消にも取り組むよう促す。さらに、

水素・アンモニア15やＣＣＵＳ／カーボンリサイクル、革新原子力、核融合などあらゆる選

択肢を追求した研究開発・人材育成・産業基盤強化等を進める。また、カーボンニュート

ラルポート等16の形成17や持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）等を含む船舶・航空・陸上の輸送

分野の脱炭素化を推進する。 

産業のエネルギー需給構造転換に向け、省エネルギー対策を徹底しつつ、エネルギー多

消費型産業における非化石エネルギーへの転換を含む低炭素化投資等を後押しする。 

脱炭素分野で活躍する人材の育成や中小企業・地域金融に対する脱炭素経営の能力向上

支援18、資金供給19等を通じ、地域の脱炭素トランジションに向けた投資を含め、地域脱炭

                         
12 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）。 
13 エネルギー安全保障にも寄与できる自立した国産のエネルギー源である。 
14 ダムの高度運用による治水と水力発電の両立・強化を含む。 
15 国産水素・アンモニアの大量導入も見据えつつ、国内外サプライチェーン構築に向け、他燃料との燃料価格差を早期に縮
小させる支援や、拠点整備支援を行う。 
16 産業集積地の脱炭素化を含む。 
17 洋上風力発電の導入促進を支える基地港湾の整備を含む。 
18 地域の金融機関や中小企業団体等の支援機関による中小企業の取組の後押しを含む。 
19 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金や、地球温暖化対策推進法の改正により設置される脱炭素化支援機構の取組を含む。 
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素の加速化を図る。ライフスタイルの転換に向け、ポイント制度等を通じて消費者の意識・

行動変容を促すほか、省エネルギー対策を含む規制的措置の強化や省エネ住宅の購入・改

修支援を含めたＺＥＨ・ＺＥＢ20等の取組を推進するとともに、森林吸収源対策等21を加速

化する。また、資源制約克服や自律性確保の観点も踏まえ、プラスチック資源循環を始め

循環経済への移行を推進22する。 

これらのＧＸを実現するため、グリーンイノベーション基金による支援の拡充や規制改

革、国際標準化など、社会システム・インフラ整備に取り組む。グリーンボンド等の環境

関連商品が取引されるグリーン国際金融センターの実現を目指すほか、ＴＣＦＤ23等に基

づく開示の質と量の充実やトランジション及びイノベーションへの資金供給の支援を進

めるなど、サステナブルファイナンス市場の拡大に向けた早急な環境整備24を図り、国内

外25のＥＳＧ金融を呼び込む。また、グリーンＧＤＰ（仮称）などの研究・整備を進める。 

 

（５）デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への投資 

 デジタル時代に相応しい行政、規制・制度に見直すため、デジタル改革・規制改革・行

政改革を一体的に推進する。今後３年間の集中改革期間において、「デジタル原則に照ら

した規制の一括見直しプラン」26に基づく目視規制や常駐専任規制等の法令等の見直しな

どを行い、デジタル原則への適合を目指す。また、自動運転車や空飛ぶクルマ、低速・小

型の自動配送ロボットの活用を含む物流・人流分野のＤＸや標準化、ＭａａＳの推進のほ

か、センサー、ドローン、ＡＩ診断、ＩｏＴ技術、ビッグデータ分析など、あらゆる技術

を活用するためのテクノロジーマップを整備し、実装を加速させる。さらに、法人設立時

の手続の迅速化・費用軽減を含む規制改革を推進する。行政の無謬性にとらわれず、デジ

タル技術も活用し、予算編成プロセスなどでＥＢＰＭに基づく意思決定を推進するなど、

より機動的で柔軟な政策形成・評価を可能とする取組を進める27。加えて、ベンダーロック

インなどの課題を解消するため、政府の情報システム調達の見直しに向けた検討を進める。 

 「サイバーセキュリティ戦略」に基づく取組を進める28。また、携帯電話市場における、

公正な競争環境の整備を進め、料金の低廉化を図る。さらに、準天頂衛星等の更なる整備

や地理空間（Ｇ空間）情報の高度活用及び衛星データの利活用を図る。 

我が国経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸福な生活の実現に寄与するデジタル社

会の形成に向け、デジタル庁を中心に、政府全体で、「デジタル社会の実現に向けた重点計

                         
20 Net Zero Energy House 及びNet Zero Energy Building の略称。 
21 建築物等における木材利用促進や、ブルーカーボン（海洋生態系によって吸収・固定される二酸化炭素由来の炭素）の取
組を含む。 
22 工程表・戦略の策定や、希少金属等の素材や生活用品等の製品のライフサイクル全体での資源循環の推進を含む。 
23 Task Force on Climate-related Financial Disclosures の略称。 
24 森林由来クレジットの創出拡大、森林リート市場の検討など森林分野等における民間投資促進のための基盤整備を含む。 
25 大手機関投資家のみならず、地域金融機関、個人投資家等の資金の出し手や、地方自治体等の資金の受け手を含む。 
26 令和４年６月３日デジタル臨時行政調査会決定。 
27 行政改革推進会議アジャイル型政策形成・評価の在り方に関するワーキンググループ提言（令和４年５月31日）及び総務
省政策評価審議会提言（令和４年５月31日）に盛り込まれた各種取組。 
28 令和３年９月28日閣議決定。人材育成、研究開発、攻撃把握・分析・共有基盤、安全かつ信頼性の高い通信ネットワーク
の確保等を含む。 
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画」29に基づき、デジタル３原則30を基本原則としつつ、行政のデジタル化を着実に推進す

る。2022 年度末にほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡ることを目指すとの方針の

下、マイナンバーカードの利活用拡大等の国民の利便性を高める取組を推進するとともに、

市町村における交付体制の強化に向けた支援を行うなど、適切な広報も含め、マイナンバ

ーカードの普及に取り組む。 

デジタル庁を中心に、デジタル社会の実現において不可欠なデータ基盤強化を図るため、

「包括的データ戦略」31に基づき、医療・介護、教育、インフラ、防災に係るデータ・プラ

ットフォームを早期に整備する。 

マイナポータルの利便性向上など、個人や法人の税務始め各種手続の負担軽減に向けた

検討を進める。また、困窮世帯への迅速・的確な公的給付実現のためマイナンバーを用い

るなど、給付事務等への活用を念頭に行政機関間の情報連携を推進する。 

また、総務省は、「自治体ＤＸ推進計画」32を改定し、デジタル人材の確保・ネットワー

ク強化やＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術や自治体マイナポイントの活用など、国の取組と

歩調を合わせた地方自治体におけるデジタル化の取組を推進する。 

 

２．社会課題の解決に向けた取組 

（１）民間による社会的価値の創造  

（ＰＰＰ／ＰＦＩの活用等による官民連携の推進）  

民間の資金・ノウハウを公共施設等に活用するＰＰＰ／ＰＦＩ33について、新しい資本

主義の中核となる「新たな官民連携」の取組として、新たなアクションプラン34に基づき、

取組を抜本的に強化する。今後５年間を、ＰＰＰ／ＰＦＩが自律的に展開される基盤の形

成に向けた「重点実行期間」とし、ＰＦＩ推進機構の機能も活用・強化しつつ、関連施策

を集中的に投入するとともに、幅広い自治体の取組を促す。その際、交付金等について、

ＰＰＰ／ＰＦＩの活用がより促進されるよう制度改善を検討する。 

スタジアム・アリーナ、文化施設、交通ターミナル等へのコンセッション導入、指標連

動方式35も活用した道路等のインフラの維持管理・更新での案件形成等活用対象の拡大を

図る36とともに、水道、下水道、教育施設等の先行事例の横展開を強化する。 

コロナ禍の経験等を踏まえ、リスク分担の検討等を進めつつ、原則として全ての空港へ

のコンセッション導入を促進する。 

デジタル田園都市国家構想の推進力として活用し、地域交流の場である公園・公民館等

の身近な施設への新しい活用モデルを形成するとともに、地域プラットフォームの全都道

府県での設置促進、優先的検討規程の策定・運用支援、事業効果の見える化・情報発信等

                         
29 令和４年６月７日閣議決定。 
30 デジタルファースト・ワンスオンリー・コネクテッド・ワンストップ。 
31 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和３年６月18日閣議決定）別紙。 
32 令和２年12月25日総務省策定。 
33 民間の資金・ノウハウを活用し、財政負担を削減・平準化しつつ、民間のビジネス機会を創出すること等が期待される。 
34「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和４年改定版）」（令和４年６月３日民間資金等活用事業推進会議決定）。 
35 民間事業者のサービスに対する対価等の一部又は全部が、サービスの水準に関する指標の達成状況で決まる方式。 
36 ＬＡＢＶ（Local Asset Backed Vehicleの略で、地方公共団体等が公的不動産を現物出資して民間事業者と新たな事業体
を設立し、公的不動産の有効活用を図る方式）の活用を含む。 
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により、案件形成を強力に促進する。民間の創意工夫の一層の発揮に向け、提案者へのイ

ンセンティブ付与等民間提案制度の強化等に取り組む。 

また、樹木採取権制度の活用を推進する。 

 

（社会的インパクト投資、共助社会づくり） 

「成長と分配の好循環」による新しい資本主義の実現に向け、これまで官の領域とされ

てきた社会課題の解決に、民の力を大いに発揮してもらい、資本主義のバージョンアップ

を図る。寄附文化やベンチャー・フィランソロフィーの促進など社会的起業家の支援強化

を図る。 

従来の「リスク」、「リターン」に加えて「インパクト」を測定し、「課題解決」を資本主

義におけるもう一つの評価尺度としていく必要がある。また、社会課題の解決と経済成長

の両立を目指す起業家が増えており、ソーシャルセクターの発展を支援する取組を通じて、

その裾野を広げるとともに、更にステップアップを目指す起業家を後押しする。 

こうした観点から、新たな官民連携の形として、民間で公的役割を担う新たな法人形態

の必要性の有無について検討することとし、新しい資本主義実現会議に検討の場を設ける。

あわせて、民間にとっての利便性向上の観点から、財団・社団等の既存の法人形態の改革

も検討する。休眠預金等活用法37施行５年後の見直しに際し、これまでの取組について評

価を行い、出資や貸付けの在り方、手法等の検討を進め、本年度中に結論を得るなど、必

要な対応を行う。ＳＩＢ38を含む成果連動型民間委託契約方式（Pay For Success：ＰＦＳ）

を通じて、複雑化する社会課題の効率的、効果的解決を促進し、さらに、社会的インパク

ト投資資金を呼び込むための環境整備39に取り組む。ソーシャルボンド40について、プロジ

ェクトの実施による社会的な効果を適切に開示できるようにする。ガイドラインの整備を

図り、社会課題ごとに、発行主体の参考となる指標の例を示す。起業家教育に当たっては、

社会的起業家を育成するシステムの強化を検討する。 

ＮＰＯ法41に基づく各種事務のオンライン化の促進を含め、ＮＰＯ法人の活動促進に向

けた環境整備を進めるとともに、官民連携による協働の促進を図る。 

 

（イノベーションを促す競争環境の整備） 

 社会経済の急速な変化に対応し、イノベーションや企業の成長を促す競争環境を整備す

るため、公正取引委員会が取引慣行や規制により競争が働いていない分野を調査し、取引

慣行の改善や規制の見直しを提言するアドボカシー（唱導）機能の強化を図る。 

 

                         
37 民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（平成28年法律第101号）。 
38 Social Impact Bond の略称。成果連動型民間委託契約方式による事業を受託した民間事業者が、当該事業に係る資金調
達を金融機関等の資金提供者から行い、その返済等を成果に連動した地方自治体からの支払額等に応じて行うもの。 
39 案件形成を含めた複数年にわたる支援の充実や、中間支援組織等との連携促進。 
40 調達した資金が社会課題の解決に貢献するプロジェクトのみに充当される債券。 
41 特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）。 



 

13 

（２）包摂社会の実現 

（少子化対策・こども政策） 

少子化は予想を上回るペースで進む極めて危機的な状況42にあり、児童虐待やいじめ、

不登校等こどもを取り巻く状況も深刻で、待ったなしの課題である。このため、「こども家

庭庁」を創設し、こども政策を推進する体制の強化を図り、常にこどもの最善の利益を第

一に考え、こどもに関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据えていく。 

結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会を目指し、「希望出生率1.8」の

実現に向け、「少子化社会対策大綱」43等に基づき、結婚、妊娠・出産、子育てのライフス

テージに応じた総合的な取組の推進、結婚新生活立上げ時の経済的負担の軽減や出会いの

機会・場の提供など地方自治体による結婚支援の取組に対する支援、妊娠前から妊娠・出

産、子育て期にわたる切れ目ない支援の充実、「新子育て安心プラン」44の着実な実施や病

児保育サービスの推進等仕事と子育ての両立支援に取り組む。妊娠・出産支援として、不

妊症・不育症支援やデジタル相談の活用45を含む妊産婦支援・産後ケアの推進等に取り組

むとともに、出産育児一時金の増額を始めとして、経済的負担の軽減についても議論を進

める。流産・死産等を経験された方への支援に取り組む。養育費の支払い確保と安全・安

心な親子の面会交流に向けた取組を推進する。児童手当法等改正法46附則に基づく児童手

当の在り方の検討に取り組む。 

全てのこどもに、安全・安心に成長できる環境を提供するため、教育・保育施設等にお

いて働く際に性犯罪歴等についての証明を求める仕組み（日本版ＤＢＳ）の導入、予防の

ためのこどもの死亡検証（ＣＤＲ）の検討、未就園児等の実態把握と保育所等の空き定員

の活用等による支援の推進、ＳＮＳ等の活用を含めこどもの意見を政策に反映する仕組み

づくり、学校給食などを通じた食育の充実、放課後児童クラブやこども食堂等様々なこど

もの居場所づくり等に取り組む。こどもの貧困解消や見守り強化を図るため、こども食堂

のほか、こども宅食・フードバンク等への支援を推進する47。 

こどもの成長環境にかかわらず誰一人取り残すことなく健やかな成長を保障するため、

児童虐待防止対策の更なる強化、ヤングケアラー、若年妊婦やひとり親世帯への支援、真

に支援を要するこどもや家庭の早期発見・プッシュ型支援のためのデータ連携、医療的ケ

ア児を含む障害児に対する支援、いじめ防止対策の推進等に取り組む。また、市町村にお

ける家庭支援機能の強化、里親支援の充実等家庭養育優先原則の徹底、社会的養育経験者

等に対する自立支援の充実等改正児童福祉法の円滑な施行に取り組みつつ、認定資格の取

得促進を含む児童相談所等の質・量の体制強化を推進する。 

こども政策については、こどもの視点に立って、必要な政策を体系的に取りまとめた上

                         
42 出生数は2016年に100万人を下回った後も５年連続で減少を続け、2021年の出生数（概数）は81万２千人と過去最少
となった。合計特殊出生率も2015年に1.45まで上昇するも６年連続で再び低下し2021年に1.30となった。 
43 令和２年５月29日閣議決定。 
44 令和２年12月21日公表。 
45 ＳＮＳを活用したオンライン相談などアクセスしやすい妊産婦支援。 
46 子ども・子育て支援法及び児童手当法の一部を改正する法律（令和３年法律第50号）。 
47 その際、中間支援法人の活用も検討。 
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で、その充実を図り、強力に進めていく。そのために必要な安定財源については、国民各

層の理解を得ながら、社会全体での費用負担の在り方を含め幅広く検討を進める48。その

際には、こどもに負担を先送りすることのないよう、応能負担や歳入改革を通じて十分に

安定的な財源を確保しつつ、有効性や優先順位を踏まえ、速やかに必要な支援策を講じて

いく。安定的な財源の確保にあたっては、企業を含め社会・経済の参加者全員が連帯し、

公平な立場で、広く負担していく新たな枠組みについても検討する。 

 

（女性活躍）  

「女性活躍・男女共同参画の重点方針2022（女性版骨太の方針2022）」49に基づき、「新

しい資本主義」の中核に位置付けられた「女性の経済的自立」を実現するため、男女間の

賃金格差の解消に向けて大企業に男女間の賃金格差の開示を義務付けるとともに、「女性

デジタル人材育成プラン」50を着実に実行する。また、同一労働同一賃金を徹底し、女性が

多い非正規雇用労働者の待遇を改善する。女性の視点も踏まえた社会保障制度や税制等の

検討51を進める。テレワーク等の多様な働き方を後退させず、コロナ前の働き方に戻さな

いことに加え、男性の育児休業取得促進や長時間労働の是正等働き方改革の着実な実施、

男性が子育てに参画しやすくなるための環境整備等男性の家庭・地域における活躍を進め

るとともに、登用・採用の拡大を含めた幅広い分野における女性の参画拡大や、ベビーシ

ッター・家政士等の活用推進に取り組む。また、女性の健康に関する支援、困難な問題を

抱える女性に対する支援、フェムテックの更なる推進、アダルトビデオ出演被害対策、性

犯罪・性暴力対策、ＤＶ対策等女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現に向けた

取組を進める。 

ジェンダーバイアス解消のための総合的な理解の醸成と支援を図り、女子中高生のＩＴ

分野を始めとした理工系の学びや分野選択を促進するなどにより、理工系分野の女性教員

及び女子学生の割合を向上する取組52を加速する。 

 

（共生社会づくり）  

地域共生社会の実現に向け、重層的支援体制整備事業など市町村における包括的支援体

制の整備を進める。加えて、コロナ禍によって顕在化した課題等に的確に対応するため、

生活に困窮する者への自立相談支援等の強化を図る。生活保護基準の定期的な見直しにつ

いて、消費水準との比較による検証結果や社会経済情勢等を踏まえて対応する。 

長生きが幸せと思える社会の実現のため、高齢者の豊富な人生経験が尊重され、心通う

拠り所となり、誰もが繋がりあえる地域づくりを推進する。認知症施策推進大綱53に基づ

                         
48 また、子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、消費税分以外も含め、適切に財源を確保していく。 
49 令和４年６月３日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定。 
50 令和４年４月26日男女共同参画会議決定。 
51 女性活躍・男女共同参画の重点方針2022参照。 
52 「Society5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ」（令和４年６月２日総合科学技術・イノベーショ
ン会議決定）、教育未来創造会議の第一次提言等に基づく。 
53 令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定。 
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き、認知症サポーターが地域で活躍できる場の整備等認知症の人や家族に対する支援を推

進するとともに、第二期成年後見制度利用促進基本計画54に基づき、成年後見制度を含め

た総合的な権利擁護支援の取組を推進する。障害者の就労や情報コミュニケーション等に

対する支援、難聴対策、難病対策等を着実に推進する。感染症による不安やうつ等を含め

たメンタルヘルスへの対応を推進する。 

性的マイノリティに関する正しい理解を促進するとともに、社会全体が多様性を受け入

れる環境づくりを進める。 

地域と学校が連携したコミュニティ・スクールの導入を加速するとともに、夜間中学の

設置、医療的ケア児を含む障害のある子供の学びの環境整備55、障害者等の様々な体験活

動やこれを含む生涯学習を推進する。 

ユニバーサルデザインの街づくりや、交通事業者の接遇向上、高齢者障害者等用施設等
56の適正な利用の推進などの「心のバリアフリー」57の取組を進めるとともに、利用者負担

の枠組みも活用した鉄道等のバリアフリー化を推進する。 

 

（孤独・孤立対策） 

 「孤独・孤立対策の重点計画」58の施策を着実に推進するとともに、さらに全省庁の協力

による取組を進める。実態調査結果を踏まえた施策の重点化と「予防」の観点からの施策

の充実を図り、重点計画に適切に反映する。いわゆる「社会的処方」の活用、ワンストッ

プの相談窓口の本格実施に向けた環境整備、食・住など日常生活での孤独・孤立の軽減、

ひきこもり支援に資する支援策の充実とともに、アウトリーチ型のアプローチや同世代・

同性の対応促進のための取組を推進し、確実に支援を届ける方策を講ずる。官民一体で取

組を推進する観点から、国の官民連携プラットフォームの活動を促進し、複数年契約の普

及促進等によりＮＰＯ等の活動を継続的にきめ細かく支援するとともに、地方における官

民連携プラットフォームの形成に向けた環境整備に取り組む。あわせて、支援者支援など

孤独・孤立対策に関するＮＰＯ等の諸活動への支援を促進する方策の在り方を検討する。 

若者・女性の自殺者数の増加に対するＳＮＳを含むきめ細かい相談支援など、見直しが

予定されている「自殺総合対策大綱」59に基づき、自殺総合対策を推進する。 

 

（就職氷河期世代支援）  

就職氷河期世代の就労や社会参加への支援について、今年度までの３年間の集中取組期

間に加え、2023年度からの２年間を「第二ステージ」と位置付け、これまでの施策の効果

も検証の上、効果的・効率的な支援を実施し、成果を積み上げる。公務員等での採用を推

                         
54 令和４年３月25日閣議決定。 
55 特別支援学校の教室不足解消に向けた取組を含む。 
56 バリアフリートイレ、車椅子使用者用駐車施設等、旅客施設等のエレベーター、車両等の優先席など。 
57 様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合うこと。 
58 令和３年12月28日孤独・孤立対策推進会議決定。 
59 平成29年７月25日閣議決定。 
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進し60、地方自治体の取組も後押ししながら、相談、教育訓練から就職、定着までの切れ目

のない支援を行い、民間企業での採用等を促すとともに、個々人の状況に合わせた、より

丁寧な寄り添い支援に取り組む。第二ステージを含めた取組により、現状よりも良い処遇、

そもそも働くことや社会参加を促す中で、同世代の正規の雇用者について 30 万人増やす

ことを目指す。 

 

（３）多極化・地域活性化の推進  

東京一極集中の是正、多極集中、社会機能を補完・分散する国土構造の実現に向け、デ

ジタル田園都市国家構想の実現による個性をいかした地方の活性化を強力に進める。また、

従来の地方創生にも取り組むとともに、分散型国づくりを進める。地方発のボトムアップ

型の経済成長を通じ、持続可能な経済社会の実現や個人と社会全体のWell-beingの向上、

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」61を目指す。 

 

（デジタル田園都市国家構想）   

「デジタル田園都市国家構想基本方針」62に基づき、（１）デジタルの力を活用した地方

の社会課題解決、（２）ハード・ソフトのデジタル基盤整備、（３）デジタル人材の育成・

確保、（４）誰一人取り残されないための取組、の４つを柱として取組を進め、「デジタル

田園都市国家構想」の実現を目指す。 

同構想の一翼を担うスマートシティは、ＥＢＰＭに基づく取組の徹底や人材育成手法の

開発等を推進し実装を加速する。ＧＩＧＡスクール構想による全国どこでも誰一人取り残

さない教育のための取組を進める。また、地域における情報通信格差が生じないよう５Ｇ・

光ファイバを始めとした通信インフラの更なる整備、データセンター地方拠点／海底ケー

ブル等の整備、地域協議会の設置、デジタル田園都市国家構想実現ファンドの創設の検討、

ポスト５Ｇ／Beyond５Ｇの2025年以降の社会実装と国際標準化に向けた取組63、デジタル

推進人材を2026年度末までに230万人育成する取組を進める。 

あわせて、デジタル田園都市国家構想を先導することが期待されるスーパーシティ及び

デジタル田園健康特区の取組を推進する。 

 

（分散型国づくり・地域公共交通ネットワークの再構築） 

我が国の成長と国民生活を支えるサプライチェーンの強化や観光等による地域活性化

に向けた環境整備のため、高規格道路、整備新幹線、リニア中央新幹線、港湾、漁港等の

物流・人流ネットワークの早期整備・活用、航空ネットワークの維持・活性化、港湾の24

時間化も念頭においたＡＩターミナルの実現、造船・海運業等の競争力強化等に取り組む。 

                         
60 国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）を2024年度まで継続するほか、既存の国家公務員の経験者採用等の
取組も着実に継続する。地方でも、地方自治体の実情を踏まえた積極的な採用が行われるよう、国として要請していく。 
61 例えばキャッシュレス化が進展し、マイナンバーカードが広く利用され、シェアリングエコノミーなどの便利な新しいサ
ービスが生まれているなど。 
62 令和４年６月７日閣議決定。 
63 その取組に当たり、超低消費電力の次世代通信の研究開発及び社会実装の推進を含む。 
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リニア中央新幹線について、水資源、環境保全等の課題解決に向けた取組を進めること

により品川・名古屋間の早期整備を促進するとともに、全線開業の前倒し64を図るため、建

設主体が 2023 年から名古屋・大阪間の環境影響評価に着手できるよう、沿線自治体と連

携して、必要な指導、支援を行う。 

デジタル田園都市国家構想の実現に資する持続可能で多彩な地域生活圏の形成のため、

交通事業者と地域との官民共創等による持続可能性と利便性の高い地域公共交通ネット

ワークへの再構築に当たっては、法整備等を通じ、国が中心となって交通事業者と自治体

が参画する新たな協議の場を設けるほか、規制見直しや従来とは異なる実効性ある支援等

を実施する。また、モーダルコネクト65の強化や自転車利用環境の充実、通学路等の交通安

全の確保に係る対策の推進、バリアフリーの推進等に取り組む。 

自動運転等の技術開発動向を踏まえたインフラ機能の充実を図る。 

北海道知床で発生した遊覧船事故を受け、小型船舶を使用する旅客輸送における総合的

な安全対策及び海上保安庁の救助・救急体制の強化に取り組む。 

 

（多極化された仮想空間へ） 

より分散化され、信頼性を確保したインターネットの推進や、ブロックチェーン66上で

のデジタル資産の普及・拡大など、ユーザーが自らデータの管理や活用を行うことで、新

しい価値を創出する動きが広がっており、こうした分散型のデジタル社会の実現に向けて、

必要な環境整備を図る。 

そのため、トラステッド・ウェブ（Trusted Web）67の実現に向けた機能の詳細化や国際

標準化への取組を進める。また、ブロックチェーン技術を基盤とするＮＦＴ68やＤＡＯ69の

利用等のWeb3.070の推進に向けた環境整備の検討を進める。さらに、メタバース71も含めた

コンテンツの利用拡大に向け、2023年通常国会での関連法案の提出を図る。Fintechの推

進のため、セキュリティトークン（デジタル証券）での資金調達に関する制度整備、暗号

資産について利用者保護に配慮した審査基準の緩和、決済手段としての経済機能に関する

解釈指針の作成などを行う72。 

 

                         
64 リニア中央新幹線については、2016 年、建設主体の当時の2045 年の東京・大阪間の全線開業計画について全線開業まで
の期間の最大８年間前倒し（最速2037年）を図るため、財政投融資を活用して2016年、2017年の２年間で３兆円の長期、
固定、低利の貸付けを行った。 

65 高速バスや鉄道、乗用車、路線バスなどの交通モード間の接続。 
66 分散型台帳とも呼ばれ、特定の帳簿管理者を置かずに、参加者が同じ帳簿を共有しながら資産や権利の移転などを記録し
ていく情報技術。 
67 特定のサービスに依存せずに、個人・法人によるデータのコントロールを強化する仕組み。やり取りするデータや相手方
を検証できる仕組み等の新たな信頼の枠組みをインターネット上に付加するもの。 

68 Non-Fungible Token（非代替性トークン）の略称。「偽造・改ざん不能のデジタルデータ」であり、ブロックチェーン上
で、デジタルデータに唯一の性質を付与して真贋性を担保する機能や、取引履歴を追跡できる機能をもつもの。 
69 Decentralized Autonomous Organization（分散型自律組織）の略称。中央集権的な存在に支配されることなく、誰でも
参加可能な組織であり、取引が自動的にブロックチェーン上に記録されるため、透明性と公平性に富んでいるとされる。 
70 次世代インターネットとして注目される概念。巨大なプラットフォーマーの支配を脱し、分散化されて個と個がつながっ
た世界。電子メールとウェブサイトを中心としたWeb1.0、スマートフォンとＳＮＳに特徴付けられるWeb2.0に続くもの。 
71 コンピューターやコンピュータネットワークの中に構築された、現実世界とは異なる３次元の仮想空間やそのサービス。 
72 ステーブルコインに関する制度整備等の安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を含む。 
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（関係人口の拡大と個性をいかした地域づくり） 

関係人口の創出・拡大や二地域・多地域居住、地方でテレワークを活用することによる

「転職なき移住」の推進に向け、関係人口の実態把握とふるさと納税等の地域の取組の後

押し、地方企業や地域人材との交流・連携の促進、全国版空き家・空き地バンクの活用、

空き家や企業版ふるさと納税の活用等によるサテライトオフィスの整備等73を進める。地

域への人材還流を促進するため、地域おこし協力隊等自治体への人的支援の充実やまちづ

くりの中核となる経営人材の国内 100 地域への展開に取り組むとともに、「デジタル人材

地域還流戦略パッケージ」に基づき、地域企業への人材マッチング支援等74を行う。地域の

稼ぐ力の向上に向け、産学金官連携により地域の経済循環を担う地域密着型企業の立ち上

げ等を促進する。 

復帰50年を迎えた沖縄が、「強い沖縄経済」を実現し、日本の経済成長の牽引役となる

よう、改正沖縄振興特別措置法75等を最大限に活用し、観光を始めとする各種産業の振興、

北部・離島地域の振興、子供の貧困対策、人材の育成、基地跡地の利用等の沖縄振興策を

国家戦略として総合的・積極的に推進する。 

ゼロカーボン北海道、食と観光を担う生産空間の発展、北方領土隣接地域の振興等、北

海道開発を推進する。アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するため、ウポポイを

拠点に取り組む。 

過疎地域や離島、半島、奄美、小笠原、豪雪地帯などの条件不利地域対策に取り組む。 

 

（中堅・中小企業の活力向上）  

地域の経済やコミュニティを支える中堅・中小企業の生産性向上等を推進し、その活力

を向上させ、経済の底上げにつなげていく。感染症に加え、デジタル、グリーン等の事業

環境変化への対応を後押ししつつ、切れ目のない継続的な中小企業等の事業再構築や生産

性向上の支援、円滑な事業承継やＭ＆Ａの支援、伴走支援を行う体制の整備等に取り組む。

これらの施策の活用によるサプライチェーン全体の付加価値の増大とその適切な分配を

推進するため、「パートナーシップ構築宣言」の拡大に取り組むとともに、取引適正化を強

力に推進76する。あわせて、2023年10月のインボイス制度実施を見据えて標準化された電

子インボイスの普及促進等を行うほか、中小企業のサイバーセキュリティ対策を支援する。 

加えて、創業等の促進のため、官民金融機関・信用保証協会における経営者保証に依存

しない融資を一層推進する。さらに、地域経済を牽引する事業の発展を推進するため、内

外の価格動向など事業環境の変化も踏まえ、ＥＣ活用等を通じた中堅・中小企業の輸出力

の強化や製品の試作・開発の支援体制強化を図るとともに、地域企業におけるＤＸ実現や

人材育成等の地域の主体的な取組を促進する。 

 

                         
73 「第２のふるさとづくり（何度も地域に通う旅、帰る旅）」の普及・定着を含む。 
74 プロフェッショナル人材戦略拠点と、地域金融機関、株式会社地域経済活性化支援機構が緊密に連携して行う取組の強化
等。 
75 沖縄振興特別措置法等の一部を改正する法律（令和４年法律第７号）。 
76 価格交渉・価格転嫁の促進、2026年の約束手形の利用廃止に向けた取組等について、強力に推進する。 
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（債務が増大している企業や家計への対応） 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業に対して資金繰り等の支援に取り組ん

できた中、企業債務が増大していることに加え、原油等の価格高騰の影響を受けている状

況への対応に万全を期す。具体的には、地域の中核企業・中小企業・小規模事業者の実情

に応じた収益力改善・事業再生・再チャレンジを図るため、返済猶予・資金繰り支援、経

営改善・事業転換・再構築支援、資本基盤の強化、債務減免を含めた債務整理等に総合的

に取り組む。 

あわせて、感染症後に向けた事業再構築を容易にするため、債務がその足かせにならな

いよう、新たな事業再構築法制の整備を進める。 

また、債務が増大している生活困窮者への対応として、2023年１月から償還が始まる緊

急小口資金等の特例貸付について、住民税非課税世帯に対する償還免除や償還が困難な借

受人への相談支援等をきめ細かく行うとともに、そのための体制の整備を図る。 

 

（観光立国の復活） 

我が国の成長戦略の柱の一つであり、地方経済・雇用を支える観光立国の復活を図り、

地方創生を進める。 

国内交流需要喚起のため、感染状況等を踏まえて引き続き注意深く検討を行い、旅行者

等の安全を確保した上で、国内需要喚起策77を実施し、観光・交通事業者と連携して平日の

旅行促進等を推進する。新たな交流市場を開拓しつつ、宿泊施設改修やデジタル実装等、

観光地・観光産業の再生・高付加価値化について、基金化などの計画的・継続的な支援策

が可能となるよう制度を拡充するとともに、法整備も視野に強力に推進し、また、持続可

能な観光に向けた取組を進める。 

国際交通を支える航空・空港関連企業の経営基盤強化を図りつつ、インバウンドの戦略

的回復に取り組む。消費額増加や地方誘客促進のほか観光外交の推進78のため、きめ細か

なプロモーションを実施し、ＣＩＱ等の受入環境の整備や水際対策、外国人観光客の民間

医療保険への加入促進を進めつつ、サステナブルツーリズムやアドベンチャーツーリズム、

新たな観光コンテンツの創出、国立公園等の滞在環境上質化、高付加価値旅行者の誘客、

クルーズの再興と世界に誇るクルーズの拠点形成、カジノ規制の実施を含めたＩＲ整備等

を強力に推進する。日本酒、焼酎・泡盛等のユネスコ無形文化遺産への登録を目指す。 

 

（文化芸術・スポーツの振興）  

ソフトパワーを含む我が国が誇る文化芸術資源の持続可能な活用を通じた経済・地域活

性化を促進するため、統括団体等を通じた文化芸術団体・関係者の活動支援、文化芸術教

育や子供の文化芸術鑑賞・体験機会の確保、クリエーターの創作活動の支援、国立文化施

設や博物館の機能強化や日本博 2.0 等の「ＷＡＢＩ」の取組79を推進しつつ、インセンテ

                         
77 2022年度末まで執行可能な制度となっている。 
78 観光を通じた我が国の外交的プレゼンス向上。 
79 「「咲き誇れ！日本文化」戦略 ＷＡＢＩ-Worldwide Art Blossom Initiative-」（令和４年５月12日日本博総合推進会議）、
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ィブを付与した寄附を始めとする民間資金や文化ＤＸ80の一層の活用等により、文化財等

の保存と活用の好循環や日本の文化芸術・コンテンツの魅力の国内外への発信、グローバ

ル展開及び地方展開の着実な支援・収益基盤の強化を推進する。これらを通じ、アート市

場活性化を含め文化芸術の成長産業化81を図る。これらも含めた次期文化芸術推進基本計

画を本年度内に策定し、政府一体となって推進する。メディア芸術ナショナルセンターに

関する構想に基づき、必要な検討を行う。 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会を通じて創出された多様なレガシーを着実

に継承・発展させる。スポーツツーリズムの推進を含め、日本らしいスポーツホスピタリ

ティ82を取り入れた、スポーツ・健康まちづくりの全国展開の加速化等を通じ、誰もが気軽

にスポーツに親しみ、その価値を実感できる、活力ある、絆の強い社会を実現する83。民間

資金やスポーツＤＸ84の一層の活用等により、指導者や活動団体の育成を通じて、スポー

ツの成長産業化やスポーツの発展を図る。運動部活動の地域移行と持続可能な地域スポー

ツ環境の一体的な整備に向けた取組を推進する。 

 

（４）経済安全保障の徹底 

新しい資本主義実現のための基礎的条件は国家の安全保障である。第３章で詳述するよ

うに、エネルギーや食料を含めた経済安全保障の徹底は、国際環境の変化に応じた新しい

資本主義の根幹となる。新しい資本主義では、外交・防衛のみならず、持続可能で包摂性

のある国民生活における安全・安心の確保を図る。 

また、権威主義国家の台頭に対しては、自由、民主主義、人権、法の支配といった普遍

的価値を重視する国々が団結し、自由で開かれた経済秩序の維持・強化を進め、自由貿易

を推進するとともに、不公正な経済活動に対する対応を強化する必要がある。 

 

 

第３章 内外の環境変化への対応 
 

１．国際環境の変化への対応 

（１）外交・安全保障の強化   

国際社会では、米中競争、国家間競争の時代に本格的に突入する中、ロシアがウクライ

ナを侵略し、国際秩序の根幹を揺るがすとともに、インド太平洋地域においても、力によ

                         
国際的なアートフェアの誘致、文化財の匠プロジェクトや文化観光拠点等の整備及び日本遺産の推進、地域の伝統行事等の
伝承等。三の丸尚蔵館収蔵品の地方展開も引き続き実施。 
80 デジタル技術を活用した文化芸術活動等の効果的・効率的な推進を指し、著作権制度改革を含む。 
81 映像作品のロケ誘致活動やｅスポーツ（コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える
際の名称）等、文化関連産業の振興を含む。 
82 「する・みる・ささえる」スポーツを行う人々が、そこに「あつまる」ことで、これまで以上に「より良く楽しむ」こと
を可能とする取組・行為全般を示す概念。 
83 「第３期スポーツ基本計画」（令和４年３月25日文部科学大臣決定）に基づく。 
84 デジタル技術を用いてデータ利活用を拡大し、それに伴う資金循環システムの強化等も含め、スポーツ活動の変革を推進
することを指す。 
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る一方的な現状変更やその試みが生じており、安全保障環境は一層厳しさを増しているこ

とから、外交・安全保障双方の大幅な強化が求められている85。こうした中、同志国の集ま

りであるＧ７の政策協調が密接に行われるようになってきているとともに、「自由で開か

れたインド太平洋」の実現に向けた協力も一層重要になってきている。また、ＮＡＴＯ諸

国においては、国防予算を対ＧＤＰ比２％以上とする基準を満たすという誓約へのコミッ

トメントを果たすための努力を加速することと防衛力強化について改めて合意がなされ

た86。 

我が国は、次期Ｇ７議長国として、自由、民主主義、人権、法の支配といった普遍的価

値に基づく国際秩序の維持・発展のための外交を積極的に展開する。ウクライナ侵略には

経済制裁等により毅然と対応し、ウクライナ及び周辺国等への支援を強化する。「自由で

開かれたインド太平洋」の実現に向け、日米同盟を基軸としつつ、豪印、ＡＳＥＡＮ、欧

州、太平洋島しょ国等の国・地域との協力を深化させ、日米豪印の取組等も活用するとと

もに、ＴＩＣＡＤ８を通じアフリカとの連携を強化する。安保理改革を含む国連の強化、

法の支配の確立、国際機関邦人職員の増強、国際裁判を含む国際法に基づく紛争解決、コ

ロナ禍からの回復を含む地球規模課題への取組を推進し、人権問題、人間の安全保障、核

を含む軍縮・不拡散等の課題に取り組む。 

北朝鮮との関係では、日朝平壌宣言に基づき、拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包

括的に解決し、不幸な過去を清算して、国交正常化を目指す。 

これらの取組を推進するため、時代に即した国際協力の在り方を模索するとともに、国

際機関とＯＤＡを通じた国際協力を適正・効率的かつ戦略的に活用しつつ、ＯＤＡを拡充

する87ほか、偽情報対策・戦略的対外発信、親日派・知日派の育成、デジタル化・情報防護、

情報収集・分析力の向上等を推進し、外交力の強化に取り組む。 

その基盤として、人的体制、財政基盤、在外公館の整備を図り、邦人保護体制等を含め

外交・領事実施体制を抜本的に強化する。 

また、前述の情勢認識を踏まえ、新たな国家安全保障戦略等の検討を加速し、国家安全

保障の最終的な担保となる防衛力を５年以内に抜本的に強化する。 

特に、スタンド・オフ防衛能力や無人化装備、宇宙・サイバー・電磁波領域を含む領域

横断能力、機動展開能力、指揮統制・情報関連機能を強化するとともに、政府の他の枠組

みも活用しつつ、民生技術を取り込み、ＡＩ、無人機、量子等の先端技術の研究開発を進

める。 

あわせて、防衛力の持続性・強靱性を確保するとともに、現有装備品を真に有効に活用

するため、必要な弾薬の確保、装備品の維持整備、隊舎・宿舎の老朽化対策への重点的な

取組を進める。 

                         
85 2022年５月23日の日米首脳会談において両首脳は、日米同盟を強化することを改めて確認したほか、台湾に関する両国
の基本的な立場に変更はないことを確認し、国際社会の安全と繁栄に不可欠な要素である台湾海峡の平和と安定の重要性を
強調するとともに、両岸問題の平和的解決を促した。 
86 ＮＡＴＯ諸国の中でＧ７メンバーでもあるドイツは、国防予算を対ＧＤＰ比２％とすることを表明し、そのために憲法に
相当する基本法を改正し、新規借入によって1,000億ユーロの特別基金を設立しつつ、その償還方法については別途法律で
定めることとしている。 
87 ＪＩＣＡによる人材育成等の協力を含む。 
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加えて、装備品の取得に関し、国内の防衛生産・技術基盤を維持・強化する観点を一層

重視するとともに、基盤強化のために装備移転に係る見直しを含めた所要の制度整備を行

うなど、より踏み込んだ取組を検討する。 

質の高い自衛隊員の十分な確保や処遇改善等を通じて人的基盤を強化するとともに、在

日米軍再編及び基地対策の推進等を図る。 

こうした様々な取組を積み上げ、将来にわたり我が国を守り抜く防衛力を構築する。 

その際、本年末に改定する「国家安全保障戦略」及び「防衛計画の大綱」を踏まえて策

定される新たな「中期防衛力整備計画」の初年度に当たる令和５年度予算については、同

計画に係る議論を経て結論を得る必要があることから予算編成過程において検討し、必要

な措置を講ずる。 

「海洋基本計画」88を改訂し、海洋観測・調査、海洋状況把握を含む海洋の安全保障等の

取組を強力に推進するとともに、新たな国家安全保障戦略の策定の取組の中で、巡視船の

増強、老朽代替の促進、無操縦者航空機を始めとした新技術の活用による監視能力の強化、

人材育成等により海上保安体制を強化するとともに、海上保安庁と自衛隊の連携強化や海

外の海上保安機関との協力体制の強化を図る。 

 

（２）経済安全保障の強化 

国家・国民の安全を経済面から確保する観点から、経済活動の自由との両立を図りつつ、

安全保障の確保に関する経済施策を総合的・効果的に推進する。新たな国家安全保障戦略

等の策定に当たり、経済安全保障を重要な課題と位置付ける。基幹産業が直面するリスク

を総点検・評価し、脆弱性を解消するための取組を定式化し、継続・深化していく。 

経済安全保障推進法89を着実に施行すべく、速やかに基本方針を策定し、サプライチェ

ーン及び官民技術協力に関する施策については、先行して可能な限り早期に実施する。 

半導体、レアアースを含む重要鉱物、電池、医薬品等を始めとする重要な物資について、

供給途絶リスクを将来も見据えて分析し、物資の特性に応じて、基金等の枠組みも含め、金

融支援や助成などの必要な支援措置を整備することで、政府として安定供給を早急に確保

する。基幹インフラの事前審査制度について、各省における事業者からの相談窓口の設置

を含め円滑な施行に向けた取組を進める。シンクタンクを立ち上げるとともに、先端的な

重要技術の育成を進めるプロジェクトを早急に強化し、速やかに5,000億円規模とするこ

とを目指して、実用化に向けた強力な支援を行う。特許出願の非公開制度について、必要

なシステム整備を含め円滑な施行に向けた取組を進める。 

外為法90上の投資審査について、地方支分部局も含めた情報収集・分析・モニタリング等

の強化を図るとともに、指定業種の在り方について検討を行う。ロシアによるウクライナ

侵略も踏まえ、新たな安全保障貿易管理の枠組みの検討も含めた先端技術を保有する民主

                         
88 平成30年５月15日閣議決定。 
89 経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和４年法律第43号）。 
90 外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）。 
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主義国家による責任ある技術管理や、各種制裁の効果的な実施、経済的威圧への対応を含

め、同盟国・同志国との連携を強化する。重要土地等調査法91に基づき、土地等利用状況調

査等を着実に進める。 

 国際共同研究等における具体的事例の検証等を踏まえつつ、重要情報を取り扱う者への

資格付与について制度整備を含めた所要の措置を講ずるべく検討を進める。先端技術・機

微技術を保有するなど、次世代に不可欠な技術の開発・実装の担い手となる民間企業への

資本強化を含めた支援の在り方について検討を行う。日米首脳での合意に基づき、先端半

導体基盤の拡充・人材育成に加え、2020年代後半に次世代半導体の設計・製造基盤を確立

する。国際情勢の変化等を踏まえたサイバーセキュリティの確保に向けた官民連携や分析

能力の強化について、技術開発の推進や制度整備を含めた所要の措置を講ずるべく検討を

進める。政府が扱う情報の機密性等に応じたクラウドの利用方針を年内に定め、必要なク

ラウドの技術開発等を支援し、クラウド等に係る政府調達に反映する。 

 国家安全保障局を司令塔とした、関係府省庁を含めた経済安全保障の推進体制の強化を

図るとともに、内閣府に経済安全保障推進室（仮称）を速やかに設置し、情勢の変化に柔

軟かつ機動的に対応する観点から関係省庁の事務の調整を行う枠組みを整備する。インテ

リジェンス能力を強化するため、情報の収集・分析等に必要な体制を整備する。 

 

（３）エネルギー安全保障の強化 

ロシアによるウクライナ侵略を踏まえ、エネルギー安全保障の確保が諸外国でも改めて

重要課題に浮上する中、エネルギーの安定的かつ安価な供給の確保を大前提に、脱炭素の

取組92を加速させるとともに、エネルギー自給率の向上を図る。そのため、徹底した省エネ

ルギーを進めるとともに、再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、

脱炭素効果の高い電源を最大限活用する。また、電力需給ひっ迫を踏まえ、供給力の確保、

電力ネットワークやシステムの整備などを図るとともに、脱炭素のエネルギー源を安定的

に活用するためのサプライチェーン維持・強化、安全最優先の原発再稼働、厳正かつ効率

的な審査を含む実効性ある原子力規制や、道路整備等による避難経路の確保等93を含む原

子力防災体制の構築を進めていく。 

化石燃料・資源のロシア依存度低減や供給途絶への対策のため、ロシア以外の調達先の

多角化や、主要消費国と連携した生産国への増産働きかけ、使用量低減対策を行う。また、

石油備蓄放出の機動性向上やＳＳ94事業者の経営力強化、特にＬＮＧについて国による調

達関与の強化等を通じて、燃料供給体制を強化する。 

また、レアメタル権益の確実な確保に向けた支援措置95など安定供給体制の強化や、メ

タンハイドレート、海底熱水鉱床、レアアース泥等の国産海洋資源の確保に加え、金属鉱

物資源等の安定確保に向けた資源循環の促進に取り組む。 

                         
91 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律（令和３年法律第84号）。 
92 第２章１．（４）の取組を含む。 
93 緊急時避難円滑化事業による避難の円滑化や高度被ばく医療の質の向上等を含む。 
94 サービスステーションの略称。 
95 石油天然ガス・金属鉱物資源機構による出資・債務保証など。 



 

24 

（４）食料安全保障の強化と農林水産業の持続可能な成長の推進 

我が国の食料・農林水産業が輸入に大きく依存してきた中で、世界の食料需給等を巡る

リスクが顕在化していることを踏まえ、生産資材の安定確保、国産の飼料や小麦、米粉等

の生産・需要拡大、食品原材料や木材の国産への転換等を図るとともに、肥料価格急騰へ

の対策の構築等の検討を進める。今後のリスクを検証し、将来にわたる食料の安定供給確

保に必要な総合的な対策の構築に着手し、食料自給率の向上を含め食料安全保障の強化を

図る。 

気候変動に対応しつつ人口減少に伴う国内市場縮小や農林漁業者減少等の課題克服に

向け、人材育成を始め農林水産業の持続可能な成長のための改革96を更に進める。 

みどり戦略の実現に向け、2030 年目標やみどりの食料システム法97に基づき、新技術の

開発、有機農業の推進、環境負荷低減の見える化等を進める。 

国内生産の維持・拡大のためにも、改訂輸出戦略98等に基づき、オールジャパンで輸出に

取り組む認定輸出促進団体、輸出産地・事業者を支援するＧＦＰ99、輸出支援プラットフォ

ームの体制や活動支援等を強化する。 

中山間地域等を含めた生産基盤の確保・強化、農山漁村の活性化に向け、スマート農林

水産業の実装加速化、支援サービス事業の育成等の推進、改正基盤法100による地域計画の

策定、農地バンクを活用した農地の集積・集約化、担い手等の確保等の推進、デジタル技

術を活用した農山漁村の課題解決のための枠組みの創設を行う。土地改良事業により農地

の大区画化や汎用化・畑地化を進めるとともに、鳥獣対策、家畜疾病対策を推進する。地

域食材を活用した高付加価値化を始め食品産業の持続可能な取組を進める。 

再造林促進や林道等の生産基盤整備等を含む木材の安定的・持続的な供給体制の構築、

ＣＬＴ101等の木材利用拡大を進める。 

着実な資源管理、養殖業の成長産業化、漁業者の経営安定、漁船等の生産基盤整備、海

業の振興等を進める。 

 

（５）対外経済連携の促進 

（国際連携の強化） 

多国間主義重視の下、人権を尊重し、環境にも配慮しつつ、自由で公正な経済圏の拡大、

ルールに基づく多角的貿易体制の維持・強化に取り組む102。同時に、資本主義に内在する

課題を克服し、持続可能な経済社会を創り上げ、社会課題の解決を新たな成長の源泉とす

ることで、世界のＳＤＧｓ達成に貢献する。 

                         
96 「農林水産業・地域の活力創造プラン」（令和３年12月24日農林水産業・地域の活力創造本部改訂）等に基づく改革。 
97 環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）。 
98 「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」（令和２年12月15日農林水産業・地域の活力創造本部決定）。2025年までに２
兆円、2030年までに５兆円とする輸出額目標を実現するため、実行する施策をまとめた戦略。 
99 「農林水産物・食品輸出プロジェクト」（輸出に意欲のある生産者等に対し、コミュニティサイトへの登録を通じて、輸出
訪問診断や輸出商社等とのマッチング、情報提供など各種サポートを行う取組。）。 
100 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第56号）。 
101 Cross Laminated Timberの略称。直交集成板。ひき板を繊維方向が直交するように積層接着した重厚なパネル。 
102 ＵＮＣＩＴＲＡＬ等でのルール形成を含む。 
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ＤＦＦＴ103の具体的推進に向け、国際的なルール作りを進めるとともに、2023年日本で

開催されるＧ７での一定の成果を目指す。また、ＷＴＯ改革に積極的に取り組む。ＴＰＰ

11 の着実な実施及び高いレベルを維持しながらの拡大に向けた議論を主導するとともに、

ＲＣＥＰ協定の円滑な運用及び履行の確保に取り組む。ＩＰＥＦ104については、インド太

平洋地域への米国の強いコミットメントを示すものとして歓迎し、我が国は米国及びＡＳ

ＥＡＮ諸国・インドを含むパートナー国と連携して地域の繁栄と経済秩序の構築に取り組

み、加えて、米国にはＴＰＰ復帰を働きかける。日米経済政策協議委員会（経済版２＋２）

等も活用し、米国との経済分野での連携を深めるほか、ＥＵ及び英国との経済関係を更に

強化する。また、「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」105に基づく施策を実施する。投資関連

協定やＯＤＡ等106の活用、海外ビジネス投資支援室（仮称）の設置等を通じ、企業の海外

展開を促進し、コロナ後の世界での成長力強化を図る。また、予見可能性を高める国際協

調の下、企業のサプライチェーンにおける人権尊重の指針を策定する。 

技術開発やインフラ整備、技術標準、クレジット活用を通じて、ＡＥＴＩ107等を強化・

具体化しつつ、アジア・ゼロエミッション共同体構想の実現を目指すなど、気候変動・エ

ネルギー分野のリーダーシップをとる。プラスチック汚染対策では、我が国の技術を活用

し、条約交渉及び「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を主導する。グローバルヘルス

戦略に基づき、官民資金の拡充を図りつつ、感染症に対する予防・備え・対応の強化など

世界の保健課題の解決に貢献し、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の達成を

目指すほか、ＷＨＯとの連携について協議する。また、薬剤耐性対策において市場インセ

ンティブなどの薬剤耐性菌の治療薬を確保するための具体的な手法を包括的に検討した

上で結論を出し、国際的な議論において主導的な役割を果たす。デジタル化、サプライチ

ェーンの強靱化、質の高いインフラ、水循環、環境保全、女性等の分野でも取組を進める。

上記の取組やスマートシティ等の案件形成支援、公的金融の機能強化を含め、「インフラ

システム海外展開戦略2025」108に基づく施策を着実に進める。また、2025年大阪・関西万

博、2027年国際園芸博覧会を始め、大規模国際大会等109に向け着実な準備を進める。 

 

（対日直接投資の推進） 

旺盛な海外需要を取り込み、我が国経済の活力や長期的な成長力を高めるため、イノベ

ーション創出やサプライチェーン強靱化等につながる対日直接投資を戦略的に推進する。

対日直接投資残高を2030年に80兆円との目標達成に向け、投資先としての我が国の魅力

を高める。あわせて、水際措置の段階的緩和のタイミングも捉えて、我が国のビジネス環

境や技術の強み等についての内外への発信を強化する。 

その際、海外企業が求める人材育成を強化するとともに、医療、教育等の面での外国人

                         
103 Data Free Flow with Trust（信頼性のある自由なデータ流通）の略称。 
104 Indo-Pacific Economic Framework（インド太平洋経済枠組み）の略称。 
105 令和２年12月８日ＴＰＰ等総合対策本部決定。 
106 法制度整備支援を含む。 
107 アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブの略称。 
108 令和２年12月10日経協インフラ戦略会議決定。 
109 ワールドマスターズゲームズ2021関西、第19回ＦＩＮＡ世界水泳選手権2022福岡大会等。 
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の生活環境の向上、行政手続のワンストップ化・デジタル化による効率化、法令・行政文

書の英語化や理解の促進等の環境整備を進める。また、経済安全保障の観点にも留意しな

がら、ＤＸやＧＸの推進、スタートアップの育成などに資する、プッシュ型の重点支援、

日本企業の経営力強化のための外資誘致・活用等への支援、海外企業と地域の企業・大学

等を結び付ける支援を行う。さらに、より多くの海外の金融事業者を我が国に呼び込むた

め、国際金融センターの機能を強化する。あわせて、国際仲裁の活性化を図る。 

 

（外国人材の受入れ・共生）  

高度外国人材の受入れや活躍を推進するほか、特定技能制度の受入分野追加は、分野を

所管する行政機関が人手不足状況が深刻であること等を具体的に示し、法務省を中心に適

切な検討を行う。技能実習制度について人権への配慮等の運用の適正化を行う。これらを

含めて、制度の在り方に関する見直しの検討を行う。さらに、人道的な観点から真に庇護

すべき者を確実に保護するとともに、送還忌避・長期収容等の課題解消を図る法整備に取

り組む。これに加え、外国人が暮らしやすい地域社会づくりのほか、在留カードとマイナ

ンバーカードの一体化の検討、日本語教育の推進や外国人児童生徒等の就学促進110を含め、

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」等111に基づき施策を着実に実施し、外

国人との共生社会の実現に向けて取り組む。 

 

２．防災・減災、国土強靱化の推進、東日本大震災等からの復興 

（防災・減災、国土強靱化）  

切迫する大規模地震災害112、相次ぐ気象災害、火山災害、インフラ老朽化等の国家の危

機に打ち勝ち、国民の生命・財産・暮らしを守り、社会の重要な機能を維持するため、「国

土強靱化基本計画」113に基づき、必要・十分な予算を確保し、自助・共助・公助を適切に

組み合わせ、ハード・ソフト一体となった取組を強力に推進する。中長期的な目標の下、

取組の更なる加速化・深化のため、追加的に必要となる事業規模等を定めた「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」114を推進し、引き続き、災害に屈しない国土づく

りを進める。 

また、国土強靱化基本法115の施行から10年目を迎える中、これまでの成果や経験をいか

し、「５か年加速化対策」後も、中長期的かつ明確な見通しの下、継続的・安定的に国土強

靱化の取組を進めていくことの重要性等も勘案して、次期「国土強靱化基本計画」に反映

する。 

近年の災害を踏まえ、盛土の安全確保対策の推進、災害に強い交通ネットワークの構築、

                         
110 日本語教師の新たな資格制度及び日本語教育機関の水準の維持向上を図る認定制度に関する新たな法案の速やかな提
出、地域の日本語教育の体制づくり、学校における日本語指導体制整備を含む。 
111 「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」において改訂される予定。あわせて、外国人との共生社会の実現に
向けて今後５年間に取り組むべき方策等を示すロードマップを策定することとしている。 
112 南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震等（これらに起因する津波を含む。）。 
113 平成30年12月14日閣議決定。 
114 令和２年12月11日閣議決定。 
115 強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成25年法律第95号）。 
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豪雪時の道路交通確保対策の強化、建築物の安全性向上、無電柱化等を推進するとともに、

激甚化・頻発化する水害・土砂災害や高潮・高波への対策として、流域治水の取組116を推

進する。インフラ老朽化対策117やスマート保安を加速するとともに、ＤＸの推進などによ

るＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ118及び気象台等の防災体制・機能並びに消防団を含む消防防災力の

拡充・強化、次期静止気象衛星やデジタル技術等を活用した防災・減災対策の高度化119、

船舶活用医療120の推進、医療コンテナの活用を通じた医療体制の強化121、地方自治体によ

るタイムライン防災の充実強化を図るための気象防災アドバイザーや地域防災マネージ

ャーの拡充、学校などの避難拠点等の防災機能強化や熱中症対策を含む環境改善、被災者

支援等を担う人材の確保・育成122、要配慮者避難や災害ケースマネジメント123の促進等の

地域防災力の向上や事前防災に資する取組を推進する。気候変動に伴う災害リスクへの対

応に関するグローバルな新事業機会の創出を推進する。 

 

（東日本大震災等からの復興）  

東北の復興なくして、日本の再生なし。復興庁を司令塔に、「「第２期復興・創生期間」

以降における東日本大震災からの復興の基本方針」124等に基づき、被災地の復興・再生に

全力を尽くす。地震・津波被災地域では、被災者の心のケアなど残された課題に取り組む。

原子力災害被災地域の復興・再生には中長期的な対応が必要であり、今後も国が前面に立

って取り組む。東京電力福島第一原発の廃炉及び環境再生を安全かつ着実に進める。ＡＬ

ＰＳ処理水については、基本方針125及び行動計画126等に基づき、引き続き、地元等の声を

受け止め、科学的知見に基づくモニタリング等を含む安全性への理解の醸成や漁業者等の

事業の継続・拡大への支援など、必要な対策に万全を期す。住民の帰還促進と併せ、移住・

定住の促進を図る。たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域の全てを避

難指示解除し、復興・再生に責任を持って取り組むとの決意の下、まずは、特定復興再生

拠点区域の避難指示解除に向けて、引き続き除染やインフラ整備等を着実に進めるととも

に、拠点区域外については、基本的方針127に基づき、2020年代をかけて、帰還意向のある

住民が帰還できるよう、避難指示解除の取組を進める。創業支援や実装フィールド整備、

高専等と連携した地元人材育成等による福島イノベーション・コースト構想の具体化を図

                         
116 堤防・遊水地・ダム・砂防堰堤・下水道・ため池の整備、森林整備・治山対策、ダムの事前放流・堆砂対策等、内水対策
等の事前防災対策、水害リスク情報の提供及び災害リスクの高い土地の利用規制と併せた安全な土地への移転誘導、線状降
水帯・洪水等の予測精度向上、最新の気象予測技術を活用したダム運用の高度化、グリーンインフラの活用等。 
117 頭首工など農業水利施設の戦略的な保全管理の推進を含む。 
118 Technical Emergency Control Force の略称。緊急災害対策派遣隊。 
119 災害対応機関が活用する防災デジタルプラットフォーム、災害時などにドローン・センサー等を活用し現場の状況を収集
する防災ＩｏＴ、通信インフラ基盤の整備等。 
120 災害時等において民間船舶や自衛隊艦艇等を活用し、医療提供を行う取組。 
121 医療コンテナの導入状況の把握、活用促進の検討、情報発信等。 
122 地域の実情も踏まえた民間団体・行政等による連携・協働の促進、避難生活支援を担う地域のボランティア人材の育成、
防災教育の実施等。 
123 一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を実施する取組。 
124 令和３年３月９日閣議決定。 
125 「ＡＬＰＳ処理水の処分に関する基本方針」（令和３年４月13日廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議決定）。 
126 「ＡＬＰＳ処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた行動計画」（令和３年12月28日ＡＬＰＳ処理水の処分
に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議決定）。 
127 「特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除に関する考え方」（令和３年８月31日原子力災害対策本
部・復興推進会議決定）。 
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る。この構想の更なる発展に向けて、福島新エネ社会構想の実現に向けた取組を進めつつ、

「創造的復興の中核拠点」となる福島国際研究教育機構の長期・安定的な運営に政府を挙

げて取り組むとともに、研究開発や産業化、人材育成の取組を加速させる。あわせて、デ

ジタル技術や映像・芸術等のソフトパワー等を活用した街づくりを推進する。また、災害

からの復旧・復興に全力を尽くす。 

 

３．国民生活の安全・安心 

良好な治安確保のため、関係府省庁間で連携し、テロの未然防止やインテリジェンス機

能の強化を含むサイバーセキュリティ対策等を着実に進める。また、有事に備えた国民保

護施策を推進する。金融機関等の検査・監督強化等、マネロン・テロ資金供与・拡散金融

対策を推進するとともに、国際基準に対応するための法案を早期に国会に提出する。 

高齢運転者等の事故防止や自動車事故による被害者の支援、特殊詐欺等への対策に向け

た取組を推進する。 

本年度中に実効性のある次期「再犯防止推進計画」128を策定し、地方公共団体との連携

強化等の施策を推進する。また、国内外の予防司法支援機能や総合法律支援の充実・強化、

司法分野のデジタル化の推進、インターネット上の人権侵害への対策の強化とともに、「第

４次犯罪被害者等基本計画」129を基として、取組の強化を推進する。法務分野でのＡＳＥ

ＡＮとの連携強化を始め、司法外交を外交一元化の下で推進し、国際法務人材を育成する。 

消費者の判断を歪めるようなデジタル広告130に対応した制度整備、消費者団体訴訟制度

の一層の活用促進131、消費生活相談のデジタル化やフードバンク支援を含めた食品ロス削

減を始めとする消費者政策132を推進する。 

 

 

第４章 中長期の経済財政運営 
 

１． 中長期の視点に立った持続可能な経済財政運営 

第１章で述べた時代認識とそれに対して必要な取組や政策の方向性を踏まえ、持続可能

な経済財政運営を行う。 

まずは、急激な輸入物価上昇の中にあって、安定的な物価上昇の下での持続的かつ力強

い経済成長の実現が重要であり、第１章で述べた経済財政運営に関する枠組みの下、「成

長と分配の好循環」を拡大する。特に、資本主義のバージョンアップに向けて、社会課題

の解決に向けた官民連携を成長の源泉とする。このための計画的な重点投資、規制・制度

改革を通じて力強い成長を取り戻すとともに、分配戦略により成長の果実を幅広く行き渡

らせる。 

                         
128 保護司・更生保護施設等の民間協力者と協働した満期釈放者対策等、矯正施設での適切な被収容者処遇の充実を含む。 
129 令和３年３月30日閣議決定。 
130 ステルスマーケティング等を含む。 
131 改正消費者裁判手続特例法に基づく制度。 
132 消費者志向経営や若年者への消費者教育、食品表示のデジタル活用等を含む。 
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その際、予算の単年度主義の弊害を是正する。税制の将来にわたる効果を見据えた動的

思考を活用する。また、成長と分配の好循環に資する官民投資に重点化し、構造変化を促

すインセンティブ・仕組みを構築するとともに、個々の予算を効果的・効率的なものとし、

成果の検証の強化を進める。 

財政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの財政健全化目標に取り組む。経済あっての

財政であり、現行の目標年度により、状況に応じたマクロ経済政策の選択肢が歪められて

はならない。必要な政策対応と財政健全化目標に取り組むことは決して矛盾するものでは

ない。経済をしっかり立て直し、そして財政健全化に向けて取り組んでいく。ただし、感

染症及び直近の物価高の影響を始め、内外の経済情勢等を常に注視していく必要がある。

このため、状況に応じ必要な検証を行っていく。 

 

（官民連携による計画的な重点投資の推進） 

持続的な成長には、需要創出と同時に、供給力を高める効果も持つ「投資」の拡大が不

可欠である。世界的に不確実性が増大し、民間企業の投資への逡巡が懸念される中でこれ

を実現するには、政府が、民間の予見可能性を高め、民間投資の呼び水となる効果的・効

率的な支出（ワイズスペンディング）を思い切って行うことで、これまで長期にわたり低

迷してきた民間投資を喚起し、可及的速やかに経済を安定成長経路に乗せていく必要があ

る。 

このため、投資促進に向けては、「人への投資」、「科学技術・イノベーションへの投資」、

「スタートアップへの投資」、「ＧＸへの投資」、「ＤＸへの投資」を重点投資分野に位置付

ける。計画的な投資と課題解決に必要な制度改革を含めたロードマップ133を官民で共有し、

それに基づいて、必要な財源を確保しつつ、事業の性質に応じた基金や、税制も活用しな

がら、大胆な重点投資を、官民連携の下で中長期的かつ計画的に推進する。 

 

（単年度予算の弊害是正） 

政策の長期的方向性や予見可能性を高めるよう、単年度主義の弊害を是正し、国家課題

に計画的に取り組む。事業の性質に応じた基金の活用等を進めるとともに、年度末の予算

消化などの予算単年度主義に起因する弊害についても、年度を跨ぐ予算執行が可能となる

よう、柔軟かつ適切に対応する。 

 

（持続可能な債務管理に向けて） 

我が国の債務残高は毎年の財政赤字が積み上がっており、今後も、安定的な国債の借換

えのための環境を実現していく必要がある。また、債務残高対ＧＤＰ比をコントロールし

ていく観点からも名目成長率を高めることが重要である。 

 

                         
133「人への投資」を強化する３年間で4,000億円規模の施策パッケージ、「第６期科学技術・イノベーション基本計画」、
「スタートアップ育成５か年計画」、「クリーンエネルギー戦略」、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」、「デジタル社
会の実現に向けた重点計画」等。 

014370
ハイライト表示

014370
ハイライト表示
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（効果的・効率的な支出の推進とＥＢＰＭの徹底強化） 

今後これまで以上に歳出の中身をより結果につながる効果的なものとすることが重要

となる。効果的・効率的な支出（ワイズスペンディング）の推進に向けて、国民各層の意

識や行動の変容につながる見える化、先進・優良事例の全国展開、インセンティブ改革、

公的部門の産業化、ＰＰＰ／ＰＦＩや共助も含めた民間活力の最大活用などの経済・財政

一体改革の取組を抜本強化する。また、コロナ禍での累次の補正予算について、その使い

道、成果について、見える化する。 

ＥＢＰＭの手法の実践に向け、行政事業レビューシートを順次見直し、予算編成プロセ

スでのプラットフォームとしての活用等134を進める。また、政策立案・実施に投入するリ

ソースの確保に向け政府の評価関連作業の合理化を進めるとともに、ＥＢＰＭの取組を強

化135するため、エビデンスによって効果が裏付けられた政策やエビデンスを構築するため

のデータ収集等に予算を重点化する。 

予算の単年度主義の弊害是正に向け、事業の性質に応じた基金を活用しつつ、重要な政

策課題に取り組む基金についてＥＢＰＭの手法を前提としたＰＤＣＡの取組を推進する。

また、計画的な投資と課題解決に必要な制度改革を含めたロードマップについても、こう

した考え方に立って取組を進める。 

政府向け及び一般向けの可視化等を含めた統計データのエコシステムの構築に向けて

取り組むとともに、ＧＤＰ統計等における無形資産の捕捉強化や、文化資源コンテンツの

価値等のソフトパワーの把握・計測等、さらに各政策分野におけるＫＰＩへのWell-being

指標の導入を進める。また、公的統計の不適切な取扱いを繰り返さぬよう、集中的な統計

改革を行う。 

 

（税制改革） 

経済成長と財政健全化の両立を図るとともに、少子高齢化、グローバル化等の経済社会

の構造変化に対応したあるべき税制の具体化に向け、包括的な検討を進める。 

骨太方針2021136等も踏まえ、応能負担を通じた再分配機能の向上・格差の固定化防止を

図りつつ、公平かつ多様な働き方等に中立的で、デジタル社会にふさわしい税制を構築し、

経済成長を阻害しない安定的な税収基盤を確保するため、税体系全般の見直しを推進する。

納税環境の整備と適正・公平な課税の実現の観点から制度及び執行体制の両面からの取組

を強化するとともに、新たな国際課税ルールへの対応を進める。 

 

２． 持続可能な社会保障制度の構築  

（全世代型社会保障の構築） 

全世代型社会保障は、「成長と分配の好循環」を実現するためにも、給付と負担のバラン

スを確保しつつ、若年期、壮中年期及び高齢期のそれぞれの世代で安心できるよう構築す

                         
134 記載事項の検索のためのレビューシートのデータベース構築や補正予算のレビューシートの前倒し作成。 
135 経済産業研究所におけるＥＢＰＭセンター設置等の例がある。 
136 「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和３年６月18日閣議決定）。 
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る必要がある。そのために、社会保険を始めとする共助について、包摂的で中立的な仕組

みとし、制度による分断や格差、就労の歪みが生じないようにする。これにより、我が国

の中間層を支え、その厚みを増すことに寄与する。給付は高齢者中心、負担は現役世代中

心というこれまでの社会保障の構造を見直し、能力に応じて皆が支え合うことを基本とし

ながら、それぞれの人生のステージに応じて必要な保障をバランスよく確保する。その際、

給付と負担のバランスや現役世代の負担上昇の抑制を図りつつ、後期高齢者医療制度の保

険料賦課限度額の引上げを含む保険料負担の在り方等各種保険制度における負担能力に

応じた負担の在り方等137の総合的な検討を進める。全世代型社会保障の構築に向けて、世

代間の対立に陥ることなく、全世代にわたって広く基本的な考え方を共有し、国民的な議

論を進めていく。 

男女が希望どおりに働ける社会を構築するため、男性や非正規雇用労働者の育児休業取

得促進や子育て支援138に取り組む。そして、子育て・若者世代が出産・育児によって収入

や生活に不安を抱くことなく、仕事と子育てを両立できる環境を整備するために必要とな

る更なる対応策について、国民的な議論を進める。勤労者皆保険の実現に向けて、被用者

保険の適用拡大の着実な実施や更に企業規模要件の撤廃・非適用業種の見直しの検討、フ

リーランス・ギグワーカーへの社会保険適用について被用者性の捉え方等の検討を進める。

家庭における介護の負担軽減のため介護サービスの基盤整備等を進める。公的価格の費用

の見える化等を行った上で、職種毎に仕事の内容に比して適正な水準まで賃金が引き上が

り、必要な人材が確保されること等を目指して、現場で働く方々の更なる処遇改善に取り

組んでいく。また、独居の困窮者・高齢者等に対する相談支援や医療・介護・住まいの一

体的な検討・改革等地域共生社会づくりに取り組む。また、医療・介護提供体制などの社

会保障制度基盤の強化については、今後の医療ニーズや人口動態の変化、コロナ禍で顕在

化した課題を踏まえ、質の高い医療を効率的に提供できる体制を構築するため、機能分化

と連携を一層重視した医療・介護提供体制等の国民目線での改革を進めることとし、かか

りつけ医機能が発揮される制度整備を行うとともに、地域医療連携推進法人の有効活用や

都道府県の責務の明確化等に関し必要な法制上の措置を含め地域医療構想を推進する。あ

わせて、医師の働き方改革の円滑な施行に向けた取組を進める。その他基盤強化に向けて、

医療費適正化計画の在り方の見直しや都道府県のガバナンスの強化など関連する医療保

険制度等の改革139とあわせて、これまでの骨太方針2021等に沿って着実に進める。 

これらの取組について、今後、生産年齢人口が急速に減少していく中、高齢者人口がピ

ークを迎えて減少に転ずる 2040 年頃を視野に入れつつ、コロナ禍で顕在化した課題を含

め、2023 年、2024 年を見据えた短期的課題及び中長期的な各種の課題を全世代型社会保

障構築会議において整理し、中長期的な改革事項を工程化した上で、政府全体として取組

                         
137 これまでの経済財政運営と改革の基本方針や新経済・財政再生計画改革工程表に掲げられた医療・介護等に関する事項
を含む。 
138 第２章２．（２）「（少子化対策・こども政策）」に記載されている内容を含む。 
139 中長期的課題として、現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢者医療制度の在り方、生活保護受給者の国保
及び後期高齢者医療制度への加入を含めた医療扶助の在り方の検討を深めることなどを含む。 
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を進める。 

 

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進） 

医療・介護費の適正化を進めるとともに、医療・介護分野でのＤＸ140を含む技術革新を

通じたサービスの効率化・質の向上を図るため、デジタルヘルスの活性化に向けた関連サ

ービスの認証制度や評価指針による質の見える化やイノベーション等を進め、同時にデー

タヘルス改革に関する工程表にのっとりＰＨＲの推進等改革を着実に実行する。オンライ

ン資格確認について、保険医療機関・薬局に、2023年４月から導入を原則として義務付け

るとともに、導入が進み、患者によるマイナンバーカードの保険証利用が進むよう、関連

する支援等の措置を見直す141。2024年度中を目途に保険者による保険証発行の選択制の導

入を目指し、さらにオンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の原則廃止142を目

指す。「全国医療情報プラットフォーム143の創設」、「電子カルテ情報の標準化等144」及び「診

療報酬改定ＤＸ」145の取組を行政と関係業界146が一丸となって進めるとともに、医療情報

の利活用について法制上の措置等を講ずる。そのため、政府に総理を本部長とし関係閣僚

により構成される「医療ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。経営実態の透明化の観点から、

医療法人・介護サービス事業者の経営状況に関する全国的な電子開示システム等を整備す

る147とともに、処遇改善を進めるに際して費用の見える化などの促進策を講ずる。医療・

介護サービスの生産性向上を図るため、タスク・シフティングや経営の大規模化・協働化

を推進する。加えて、医療ＤＸの推進を図るため、オンライン診療の活用を促進するとと

もに、ＡＩホスピタル148の推進及び実装に向け取り組む。 

経済安全保障や医薬品産業ビジョン 2021 等の観点も踏まえ、医薬品の品質・安定供給

の確保とともに創薬力を強化149し、様々な手段を講じて科学技術力の向上とイノベーショ

ンを実現する。がん・難病に係る創薬推進等のため、臨床情報と全ゲノム解析の結果等150

の情報を連携させ搭載する情報基盤を構築し、その利活用に係る環境を早急に整備する。

がん専門医療人材を養成するとともに、「がん対策推進基本計画」151の見直し、新たな治療

                         
140 データヘルス、オンライン診療、ＡＩ・ロボット・ＩＣＴの活用など、医療・介護分野におけるデジタルトランスフォ
ーメーションをいう。 
141 診療報酬上の加算の取扱いについては、中央社会保険医療協議会において検討。 
142 加入者から申請があれば保険証は交付される。 
143 オンライン資格確認等システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定健診等情報に加え、予防接種、電子処方箋情
報、自治体検診情報、電子カルテ等の医療（介護を含む）全般にわたる情報について共有・交換できる全国的なプラットフ
ォームをいう。 
144 その他、標準型電子カルテの検討や、電子カルテデータを、治療の最適化やＡＩ等の新しい医療技術の開発、創薬のた
めに有効活用することが含まれる。 
145 デジタル時代に対応した診療報酬やその改定に関する作業を大幅に効率化し、システムエンジニアの有効活用や費用の
低廉化を目指すことをいう。これにより、医療保険制度全体の運営コスト削減につなげることが求められている。 
146 医療界、医学界、産業界をいう。 
147 その際、補助金等について事業収益と分けるなど見える化できる内容の充実も検討。 
148 平成30年度から開始した「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」第２期（平成30～令和４年度）において
ＡＩホスピタル等の研究開発を推進している。 
149 医薬品産業ビジョン2021では、医薬品産業政策の取組を継続していく観点からＫＰＩの重要性について言及しており、
創薬力の強化等に向け、ＫＰＩを設定し、取組を進める。 
150 10万ゲノム規模を目指した解析結果のほか、マルチ・オミックス（網羅的な生体分子についての情報）解析の結果等を
含む。  
151 平成30年３月９日閣議決定。 
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法を患者に届ける取組を推進する等がん対策を推進する。大麻に関する制度を見直し、大

麻由来医薬品の利用等に向けた必要な環境整備を進める。熱中症対策に取り組むとともに、

ＯＴＣ医薬品・ＯＴＣ検査薬の拡大に向けた検討等によるセルフメディケーションの推進、

ヘルスリテラシーの向上に取り組む。早期発見・早期治療のため、疾患に関する正しい知

識の周知啓発を実施し、感染拡大によるがん検診受診の実態を踏まえ、引き続き、受診勧

奨に取り組むとともに、政策効果に関する実証事業を着実に実施するなどリハビリテーシ

ョンを含め予防・重症化予防・健康づくりを推進する。また、移植医療を推進する。 

良質な医療を効率的に提供する体制の整備等の観点から、2022年度診療報酬改定により

措置された取組の検証を行うとともに、周知・広報の推進とあわせたリフィル処方箋の普

及・定着のための仕組みの整備を実現する。バイオシミラーについて、医療費適正化効果

を踏まえた目標値を今年度中に設定し、着実に推進する。新型コロナウイルス感染症対応

の経験を踏まえ、コロナ入院患者受入医療機関等に対する補助の在り方について、これま

での診療報酬の特例等152も参考に見直す。国保財政健全化の観点から、法定外繰入等の早

期解消を促すとともに、普通調整交付金の配分の在り方について、方向性を示すべく地方

団体等との議論を深める。 

全身の健康と口腔の健康に関する科学的根拠の集積と国民への適切な情報提供、生涯を

通じた歯科健診（いわゆる国民皆歯科健診）の具体的な検討、オーラルフレイル対策・疾

病の重症化予防につながる歯科専門職による口腔健康管理の充実、歯科医療職間・医科歯

科連携を始めとする関係職種間・関係機関間の連携、歯科衛生士・歯科技工士の人材確保、

歯科技工を含む歯科領域におけるＩＣＴの活用を推進し、歯科保健医療提供体制の構築と

強化に取り組む。また、市場価格に左右されない歯科用材料の導入を推進する。 

 

３． 生産性を高め経済社会を支える社会資本整備 

５Ｇネットワーク等の整備拡大による超高速・超低遅延・多数同時接続環境をいかし、

大学・民間等の技術開発の促進に向けたインフラデータのオープン化・データ連携の推進、

中小建設企業へのＩＣＴ施工の普及支援等による i-Construction の推進など、インフラ

分野のＤＸを加速し、生産性を高める。 

新技術の導入促進等による予防保全型メンテナンスへの転換や高度化・効率化、集約・

再編等を通じた公的ストック適正化を推進するとともに、適切な維持管理の観点から、財

源対策等について検討を行う。高速道路の更新事業等を確実に実施するための方策導入や、

東北新幹線の脱線事故の検証を踏まえた新幹線等の防災・減災の推進に関する費用負担の

在り方等の検討を進める。災害対応力の強化や生産性向上等に資するよう、費用便益分析

の客観性・透明性の向上を図りつつ、ストック効果の高い事業への重点化を図る。その際、

受益者負担や財政投融資も適切に活用する。 

公共事業の効率化等を図るとともに、民間事業者が安心して設備投資や人材育成を行う

ことができるよう、中長期的な見通しの下、安定的・持続的な公共投資を推進しつつ、戦

略的・計画的な取組を進める。その際、現下の資材価格の高騰の状況等を注視しながら適

                         
152 過去の収入に応じた支払いを含む。 
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切な価格転嫁が進むよう促した上で今後も必要な事業量を確保しつつ、実効性のあるＰＤ

ＣＡサイクルを回しながら、社会資本整備を着実に進める。 

建設キャリアアップシステムや施工時期の平準化による処遇改善等や、全ての建設工事

について安全管理の徹底を図ること等により建設産業の担い手の育成・確保を図る。 

災害リスクや人口動態の変化を見据えた立地適正化を促進するとともに、建築・都市の

ＤＸ153等を活用しつつ都市再生を促進し、公園の利活用等による人間中心のまちづくりを

実現する。質の高い住宅等の流通等を図るため、ＩｏＴ住宅の普及や不動産情報の活用等
154の取組を総合的に進める。空き家等の利活用や基本方針155等に基づく所有者不明土地等

対策を進める。 

 

４． 国と地方の新たな役割分担  

社会全体におけるＤＸの進展及び今回の感染症対応で直面した課題等を踏まえ、ポスト

コロナの経済社会に的確に対応する必要がある。このため、総務省は、地方制度調査会156

における調査審議を踏まえ、将来の地域住民サービスの在り方を見据え、国・地方間、東

京圏等の大都市圏を含む地方自治体間の役割分担や連携の在り方を明確化する観点から、

法整備を視野に入れつつ検討を進める。 

国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合に

は、累次の勧告等に基づき、必要最小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、

通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる限り

新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体の

判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、

策定済みの計画等との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。 

新型コロナウイルス感染症対応として行われた国から地方への財政移転について、事業

実施計画や決算等を踏まえて、その内容と成果の見える化を実施した上で、成果と課題の

検証を進めるとともに、感染収束後、早期に地方財政の歳出構造を平時に戻す。 

 

５． 経済社会の活力を支える教育・研究活動の推進 

多様な子供たちの特性や少子化など地域の実情等を踏まえ、誰一人取り残さず、可能性

を最大限に引き出す学びを通じ、個人と社会全体の Well-being の向上を目指す。このた

め、コロナ禍を契機に進展した教育ＤＸ157におけるリアルとデジタルの最適な組合せの観

点も踏まえつつ、あるべき資源配分の方向性を次期教育振興基本計画において示す。人と

人の触れ合いも大事にしながら、１人１台端末環境を前提として、自分のペースで試行錯

                         
153 建築物の形状、材質、施工方法に関する３次元データ、３Ｄ都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進するProject 
PLATEAUやデジタル技術を用いた都市空間再編、土地や建物に関する固有の識別番号の活用等。 
154 不動産ＩＤ、土地・不動産情報ライブラリ、ＢＩＭの活用や関係府省庁で連携したベース・レジストリの整備等。 
155 「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針｣（令和４年５月27日所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会
議決定）における地籍調査、登記所備付地図の整備の促進等。 
156 地方制度調査会では、「国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の関係その他の必要な地方制度のあり方について、調
査審議を求める」ことが諮問されている。 
157 デジタル技術を活用した教育活動や学校運営等の効果的・効率的な推進と新たな価値の創出を指す。 
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誤できる「個別最適な学び」と「協働的な学び」の具体化を早急に実現する。その際、教

育ＤＸと連動した教育のハード・ソフト・人材の一体的改革158を、家庭環境、学習環境の

格差防止や個人情報保護、教師の勤務実態や働き方改革の進捗状況、教師不足解消に留意

しながら、総合的に推進する。発達段階も踏まえつつ、同一の年齢・内容・教材等の前提

に過度にとらわれず、全ての学校段階において、探究・ＳＴＥＡＭ・起業家教育等の抜本

強化を図る。35人学級等についての小学校における多面的な効果検証等を踏まえつつ、中

学校を含め、学校の望ましい教育環境や指導体制を構築していく。 

学びの基盤的な環境整備を進める。非認知能力の育成に向け、幼児期及び幼保小接続期

の教育・保育の質的向上、豊かな感性や創造性を育む文化芸術、スポーツ、自然等の体験

や読書活動を推進する。ＩＣＴも効果的に活用し、不登校特例校の全都道府県等での設置

や指導の充実の促進、ＳＣ・ＳＳＷ159の配置の促進等を通じた重大ないじめ・自殺や不登

校への対応、特異な才能への対応や特別支援教育の充実160、国内同等の学びの環境整備及

びその特色をいかした教育の推進等の在外教育施設の機能強化を図るとともに、公民館等

の社会教育施設の活用促進により、地域の人材育成力の強化を図る。新しい時代の学びを

実現する教育環境を整備161しつつ、組織的・実践的な安全対策に取り組むセーフティプロ

モーションスクールの考え方を取り入れた学校安全を推進162する。 

官民連携による持続可能な経済社会の実現に向け、「第６期科学技術・イノベーション基

本計画」163及び分野別戦略164を着実に実行する。研究開発成果の社会実装と国際市場獲得

のため、標準活用戦略を加速する。破壊的イノベーションの創出を目指し、初期の失敗を

許容し長期に成果を求める研究開発助成制度165を推奨する。教育・研究・ガバナンスの一

体的改革を推進し、国立大学法人運営費交付金について、客観・共通指標による成果に基

づく配分の検証・見直しを不断に進めながら、私学助成等を含めた大学への財政支援の配

分のメリハリを強化し、若手研究者の増加等につなげる。学校法人について、沿革や多様

性に配慮しつつ、社会の要請に応え得る、実効性あるガバナンス改革の法案を、秋以降速

やかに国会に提出する。国際性向上166や人材の円滑な移動の促進、大型研究施設の官民共

同の仕組み等による戦略的な整備・活用の推進167、情報インフラの活用を含む研究ＤＸの

推進、各種研究開発事業における国際共同研究の推進等168により、研究の質及び生産性の

向上を目指す。 

                         
158 ＧＩＧＡスクール運営支援センターの整備、デジタル教科書の普及促進や民間教育が生み出した EdTech の活用の促進、
小学校における35人学級や高学年の教科担任制の推進、外部人材の柔軟な確保・活用を含む教師が安心して本務に集中でき
る環境づくりや研修高度化を含む教師の資質向上等。 
159 ＳＣ：スクールカウンセラー、ＳＳＷ：スクールソーシャルワーカー。 
160 特別支援学級との適切な選択など、通級による指導の円滑な運用を含む。 
161 教育環境向上と老朽化対策を一体的に行う長寿命化改修等を含む計画的・効率的な整備及び横断的実行計画の策定。 
162 「第３次学校安全の推進に関する計画」（令和４年３月25日閣議決定）に基づく。 
163 令和３年３月26日閣議決定。 
164 「第６期科学技術・イノベーション基本計画」において、ＡＩ、バイオテクノロジー、量子、マテリアル、環境エネルギ
ー、安全・安心、健康・医療、宇宙、海洋、食料・農林水産業が戦略的な重要分野として位置付けられている。また、「医療
用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」に基づく取組を推進する。 
165 ムーンショット型研究開発制度、創発的研究支援事業等。 
166 沖縄科学技術大学院大学（ＯＩＳＴ）の取組の例がある。 
167 生物・医学、素粒子物理学、天文学、情報学といった、世界の学術フロンティアなどを先導する国際的なものを含む。 
168 施設・設備・機器の共用化、競争的研究費の一体的改革、研究を支える研究職人材の活用促進、マッチングファンド方式
の活用拡大、ステージゲートによる基金の機動的な資金配分見直し等。 
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第５章 当面の経済財政運営と令和５年度予算編成に向けた考え方 
 

１． 当面の経済財政運営について 

現状、民需に力強さを欠く状況にある中、海外への所得流出を伴う物価高騰に直面して

いるほか、ロシアによるウクライナ侵略は、安全保障をめぐる環境を一変させた。こうし

た中にあって、経済財政運営においては、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資

を喚起する成長戦略の下、適切な実行を図るとともに、構造変化を牽引しつつ、「成長と分

配の好循環」を拡大していく必要がある。 

このため、第１章で示したとおり、２段階のアプローチで万全の経済財政運営を行う。 

当面は、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を具体化する令和３年度補正予算

及び令和４年度予算を着実に執行するとともに、令和４年度予備費等を活用した「コロナ

禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」を迅速かつ着実に実行し、景気の下振

れリスクに対応し、消費や投資を始め民需中心の景気回復を着実に実現するべく、賃上げ

や価格転嫁など「成長と分配の好循環」に向けた動きを確かなものとしていく。 

その上で、本基本方針や新しい資本主義に向けたグランドデザインと実行計画を前に進

めるための総合的な方策を早急に具体化し、実行に移す。人への投資、デジタル、グリー

ンなど、社会課題の解決を経済成長のエンジンとする新しい資本主義を実現するため、官

民が連携し、計画的で大胆な重点投資を推進することで、供給力強化と持続的な成長に向

けた基盤を構築していく。 

 

２．令和５年度予算編成に向けた考え方 

① 前述の情勢認識を踏まえ、景気の下振れリスクにしっかり対応し、民需中心の景気回

復を着実に実現することで、成長と分配の好循環に向けた動きを確かなものとしていく。 

② 令和５年度予算において、本方針及び骨太方針 2021 に基づき、経済・財政一体改革

を着実に推進する。 

ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。 

③ 新しい資本主義の実現に向け、「人への投資」、「科学技術・イノベーションへの投資」、

「スタートアップへの投資」、「ＧＸへの投資」、「ＤＸへの投資」の分野について、計画

的で大胆な重点投資を官民連携の下で推進する。 

④ 政策の長期的方向性や予見可能性を高めるよう、事業の性質に応じた基金の活用、年

度を跨いだ予算執行が可能となる柔軟かつ適切な対応等により、単年度主義の弊害是正

に取り組む。また、歳出について、その中身をより結果につながる効果的なものとする

よう、コロナ禍での累次の補正予算の使い道や成果を見える化するとともに、ＥＢＰＭ

やＰＤＣＡの取組を推進し、効果的・効率的な支出（ワイズスペンディング）を徹底す

る。 
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経済財政運営と改革の基本方針2022（抄） （令和４年６月７日閣議決定）

第５章 当面の経済財政運営と令和５年度予算編成に向けた考え方

１． 当面の経済財政運営について

２．令和５年度予算編成に向けた考え方

① （略）

② 令和５年度予算において、本方針及び骨太方針2021に基づき、経済・財政一体改革を着実に推進する。
ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。

③ 、④ （略）

＜参考＞ 経済財政運営と改革の基本方針2021（抄）（令和３年６月18日閣議決定）

歳出の目安がこれまで財政規律としての役割を果たしてきたことを踏まえ、機動的なマクロ経済運営
を行いつつ成長力強化に取り組む中で、2022年度から2024年度までの３年間について、これまでと同
様の歳出改革努力を継続することとし、以下の目安に沿った予算編成を行う(注)。
① 社会保障関係費については、基盤強化期間においてその実質的な増加を高齢化による増加分に相
当する伸びにおさめることを目指す方針とされていること、経済・物価動向等を踏まえ、その方針
を継続する。

② 一般歳出のうち非社会保障関係費については、経済・物価動向等を踏まえつつ、これまでの歳出
改革の取組を継続する。

③ 地方の歳出水準については、国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体を始め地方の安
定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、2021年度地方財政計画の水準を下回らない
よう実質的に同水準を確保する。

(注釈)

真に必要な財政需要の増加に対応するため、制度改革により恒久的な歳入増を確保する場合、歳出改革の取組に当

たって考慮する等の新経済・財政再生計画において定めた取組についても、引き続き推進する。その際、英米などの

諸外国において、財政出動を行う中でその財源を賄う措置を講じようとしていることも参考とする。



（３）デジタル人材の育成・確保

（４）誰一人取り残されないための取組
●高齢者等に向けたデジタル活用支援の推進 ●地域ICTクラブの普及促進

２．地域ビジョンの提示
３．政策間連携
４．今後の進め方

●CIO補佐官等の外部人材の確保支援

１．デジタル実装による地方の課題解決
（１）地域の特色を活かした分野横断的な支援

（２）仕事づくりと稼ぐ地域の実現

（３）地方への人の流れの強化

（４）結婚・出産・子育てしやすい環境整備

（５）豊かで魅力あふれる地域づくり

（６）多様な主体が参加する地方活性化

デジタル田園都市国家構想基本方針の概要と総務省関係施策
第１章 デジタル田園都市国家構想の基本的な考え方 ～「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して～

１．取組方針
（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決

（２）デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備

第２章 デジタル田園都市国家構想の実現に向けた方向性

第３章 各分野の政策の推進

１．構想の背景 ２．意義・目的 ３．取組の前提

２．デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備
（１）デジタルインフラの整備

（２）マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大

（３）データ連携基盤の構築

（４）ICTの活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワークの整備
（５）エネルギーインフラのデジタル化
（６）次世代計算基盤・研究デジタルインフラの整備

３．デジタル人材の育成・確保
（１）デジタル人材育成プラットフォームの構築
（２）職業訓練のデジタル分野の重点化
（３）高等教育機関等におけるデジタル人材の育成・確保

（４）デジタル人材の地域への還流促進

（５）女性デジタル人材の育成・確保
（６）その他の関連重要施策

４．誰一人取り残されないための取組
（１）デジタル活用を促すための支援

（２）デジタル活用に不安のある人への支援

（３）「誰一人取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開

●デジタル田園都市国家インフラ整備計画に基づく基盤整備の推進
・地域協議会の開催
・光ファイバ・５Ｇ・データセンター/海底ケーブルなどの整備
・ローカル５Ｇなどの地域のデジタル基盤の構築の推進
・Beyond5Gの推進

●マイナンバーカードによる利便性の高いオンライン市役所サービスの実現
●マイナンバーカードの普及推進
●自治体マイナポイントの全国展開
●統一コード（JPQR）や地域通貨によるキャッシュレス基盤の構築
●マイナンバーカードの普及状況等を踏まえた交付税算定（2023年度～）の検討

●地方公共団体情報システムの統一・標準化の推進
●統計データの利便性向上と環境整備

●奨学金返還支援制度の活用促進【再掲】

●CIO補佐官等の外部人材の確保支援

●地域ICTクラブの普及推進
●統計リテラシー向上セミナーの開催
●公的分野におけるサイバーセキュリティ人材の育成に向けた体験型演習の実施
●統計人材の育成に向けたICTを活用した研修の充実
●テレワークマネージャーの派遣等による地域におけるテレワークの普及促進
●地域情報化アドバイザーの派遣等によるICT活用推進

●地域ICTクラブの普及推進【再掲】

●高齢者等に向けたデジタル活用支援の推進
●テレワークセキュリティ・無線LANセキュリティの確保

●デジタルインフラの整備（光ファイバ・５Ｇ・Beyond5Gなど）
●マイナンバーカードの普及推進・利活用の拡大

●デジタル技術を活用した郵便局と地域との連携促進
●地方創生、地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決の取組等に対する地方財政措置
●スマートシティの推進

●地方創生、地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決の取組等に対する地方財政措置

●ふるさと納税の活用促進

●ローカル10,000プロジェクトの推進（新たに地域脱炭素化に向けた取組を重点支援）

●放送コンテンツの海外展開を通じた地域の魅力発信

●テレワークの普及促進

●地域おこし協力隊制度の充実

●政府関係機関の地方移転

●地域から関係人口への情報発信等（関係人口ポータルサイト）

●ふるさとワーキングホリデーの推進

●子どもの農山漁村体験交流の支援

●遠隔医療等の推進

●デジタル技術を活用した郵便局と地域との連携促進

●人口急減地域での仕事創出を目的とした「特定地域づくり事業協同組合」制度の活用促進

●過疎対策の推進

●定住自立圏構想の推進

●分散型エネルギーインフラプロジェクトの推進、専門人材の招へい等の事業化支援

●公共施設等の脱炭素化に向けた地方財政措置

●スマートシティの推進

●デジタル化による消防防災の高度化

●Ｌアラートの高度化

●デジタル活用による行政相談手段の多様化

●地域活性化起業人、地域プロジェクトマネージャーの推進

●地域運営組織の持続的な取組の支援

●ＪＥＴ青年の地域協力活動支援など地域における多文化共生の推進

●地域社会のデジタル化に係る事例の横展開

●サテライトオフィス誘致の取組や環境整備の支援
●移住・交流情報ガーデンでの情報発信の強化

●奨学金返還支援制度の活用促進

●二地域居住等の普及促進

●ドローンの電波利用に関する技術条件の整理

●連携中枢都市圏など多様な広域連携の推進
●棚田地域の振興

●災害に強い防災情報基盤の整備

●消防団を中核とした地域防災力の充実強化

●防災・減災対策に係る地方財政措置

●情報銀行を介したパーソナルデータ利活用

（参考） １．地方の経済・社会の現状 ２．デジタル利活用の浸透

●マイナポイント第２弾の実施

●公的統計におけるビッグデータの利活用の推進

●データサイエンスに関する講座の実施
●地域のセキュリティ・コミュニティの活動支援等

●デジタル活用による行政相談手段の多様化【再掲】



デジタル田園都市国家構想基本方針について

令和４年６月
内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局



デジタル田園都市国家構想基本方針の全体像

デジタル実装
を通じて、
地域の社会課
題解決・魅力
向上の取組を、
より高度・効
率的に推進

【今後の進め方】
〇デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）の策定（まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂）
・国は、2024年度までの地方創生の基本的方向を定めたまち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、構想の中長期的な基本的方向を提示するデジタル田園都市国家構想総合戦略(仮称)を策定。
・地方公共団体は、新たな状況下で目指すべき地域像を再構築し、地方版総合戦略を改訂し、具体的な取組を推進。国は、様々な施策を活用して地方の取組を支援。

【取組方針】

1

デジタルは地方の社会課題を解決するための鍵であり、新しい価値を生み出す源泉。今こそデジタル田園都市国家構想の旗を掲げ、デジタルインフラを急速に整備し、官民
双方で地方におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）を積極的に推進。

 デジタル田園都市国家構想は「新しい資本主義」の重要な柱の一つ。地方の社会課題を成長のエンジンへと転換し、持続可能な経済社会の実現や新たな成長を目指す。
 構想の実現により、地方における仕事や暮らしの向上に資する新たなサービスの創出、持続可能性の向上、Well-beingの実現等を通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業

者が享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。これにより、東京圏への一極集中の是正を図り、地方から全国へとボトムアッ
プの成長を推進する。

 国は、基本方針を通じて、構想が目指すべき中長期的な方向性を提示し、地方の取組を支援。特に、データ連携基盤の構築など国が主導して進める環境整備に積極的に取
り組む。地方は、自らが目指す社会の姿を描き、自主的・主体的に構想の実現に向けた取組を推進。

【基本的な考え方～「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して～】

 デジタルの力を活用した地方の社会課題解決
（2024年度末までにデジタル実装に取り組む地方公共団体1000団体達成）

①地方に仕事をつくる
スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX（キャッシュレス決済、シェアリングエコノミー等）、スマート農林水産業、
観光DX、地方大学を核としたイノベーション創出等

②人の流れをつくる
「転職なき移住」の推進（2024年度末までにサテライトオフィス等を地方公共団体1000団体に設置）、オンライン関係人口の創出・
拡大、二地域居住等の推進、サテライトキャンパス等

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる
母子オンライン相談、母子健康手帳アプリ、子どもの見守り支援等

④魅力的な地域をつくる
GIGAスクール・遠隔教育（教育DX）、遠隔医療、ドローン物流、自動運転、MaaS、インフラ分野のDX、3D都市モデル整備・活用、
文化芸術DX、防災DX等

⑤地域の特色を活かした分野横断的な支援
デジタル田園都市国家構想交付金による支援、スマートシティ関連施策の支援（地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる
経営人材を国内100地域に展開） 等

☆解決すべき地方の社会課題

・人口減少・少子高齢化
※出生率 1.45(2015年)→1.33(2020年)
※生産年齢人口 7,667万人(2016年)

→7,450万人(2021年)

・過疎化・東京圏への一極集中
※東京圏転入超過数 80,441人(2021年)

・地域産業の空洞化
※都道府県別労働生産性格差

最大1.5倍(2018年) 等

脱炭素先行地域スマートシティ・スーパーシティ 「デジ活」中山間地域 SDGs未来都市産学官協創都市

（構想の実現に向けた地域ビジョンの提示） 地方の取組を促すため、構想を通じて実現する地域ビジョンを提示。

MaaS実装地域

 デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備
2030年度末までの5Gの人口カバー率99％達成、全国各地で十数か所の地方データセンター拠点を５年程度で整備、2027年度末までに光ファイバの世帯カバー率99.9％達成、
日本周回の海底ケーブル（デジタル田園都市スーパーハイウェイ）を2025年度末までに完成など、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」の実行等を通じてデジタル基盤整備を推進。
①デジタルインフラの整備 ②マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大 ③データ連携基盤の構築
④ICTの活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワークの整備 ⑤エネルギーインフラのデジタル化

 デジタル人材の育成・確保

デジタル推進人材について、2026年度末までに230万人育成。「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」に基づき、人材の地域への還流を促進。
「女性デジタル人材育成プラン」に基づく取組を推進。
①デジタル人材育成プラットフォームの構築 ②職業訓練のデジタル分野の重点化 ③高等教育機関等におけるデジタル人材の育成 ④デジタル人材の地域への還流促進

 誰一人取り残されないための取組

2022年度に２万人以上で「デジタル推進委員」の取組をスタートし、今後更なる拡大を図るなど、誰もがデジタルの恩恵を享受できる「取り残されない」デジタル社会を実現。
①デジタル推進委員の展開 ②デジタル共生社会の実現 ③経済的事情等に基づくデジタルデバイドの是正 ④利用者視点でのサービスデザイン体制の確立
⑤「誰一人取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開



１．デジタル田園都市国家構想の基本的な考え方～「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して～

〇デジタルの力を活用する意義
デジタルの活用により、距離の壁を越えて高い付加価値の創出や、地方へのビジネス、人材の流れの創出を図る。

取組の前提

構想の背景

意義・目的
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 デジタルは地方の社会課題（人口減少、過疎化、産業空洞化等）を解決するための鍵であり、新しい付加価値を生み出す源泉。
 このため、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地方におけるデジタルトランスフォーメーションを積極的に推進する。

 様々な社会課題に直面する地方において、デジタル技術の進展を背景に、その活用によって地域の個性を活かしながら地方の社会課題の
解決、魅力向上のブレークスルーを実現し、地方活性化を加速する。

 構想の実現により、地方における仕事や暮らしの向上に資する新たなサービスの創出、持続可能性の向上、Well-beingの実現等を通じて、
デジタル化の恩恵を国民や事業者が享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。これにより、
東京圏への一極集中の是正を図り、地方から全国へとボトムアップの成長を推進する。

〇構想の実現に向けた価値観の共有
Well-being、Sustainability（持続可能性）、Diversity（多様性）など多様な価値観を通じて住民の主体的な参画と協力を引き出し、世界に発信できる魅力

ある地域づくりを実現。

〇各主体の役割分担と連携による取組の推進
国は構想の中長期的な方向性を示し、地方の自主的・主体的な取組を支援。地方は、自らが目指すべき理想像を描き、その実現に向けた取組を推進。

あわせて、民間企業、大学などの多様な主体が連携し、地域一丸となって取り組む。

〇共助による取組の力強い推進
地域内外のリソースを有効活用するため、シェアリングエコノミーやPPP/PFI手法等を活用するとともに、共助のビジネスモデルを構築する。

〇取組の可視化・効果検証
構想実現に向けた取組のKPIを設定し、その達成に向けたロードマップを年末までに作成し、取組の着実な進捗を図る。

〇国民的な機運の醸成
構想の実現に向けた地域の取組を広く募集し、特に優れたものを表彰する「Digi田甲子園」を開催。

〇これまでの地方創生に係る取組の継承と発展
これまでの地方創生の取組をデジタルの力でさらに発展。また、デジタルによらない従来の地方創生の取組を引き続き推進。



２－１．構想実現に向けた取組方針（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決）

①地方に仕事をつくる

②人の流れをつくる

〇 地方が経済的に自立するため、地域を支える産業の振興や起業を促し、活発な経済活動を確立することが不可欠。
〇 デジタル技術の活用を図りつつ、地方のイノベーションを生む多様な人材・知・産業の集積を促し、自らの力で稼ぐ地域を
作り出すことが重要。

（主な施策）
【スタートアップエコシステムの確立】
ベンチャー投資や社会的投資の拡充・強化、大学・高専等との連携 等

【中小・中堅企業DX】
中小企業等のDXの伴走型支援、キャッシュレス決済・シェアリングエコノ
ミーの推進 等

【スマート農林水産業・食品産業】
農機等の遠隔操作、農作業の軽労化、食品産業との連携強化 等

【観光DX】
観光アプリの活用、決済データを活用したマーケティングへの支援 等

【地方大学を核としたイノベーション創出】
地方大学を核とした産学官連携、オープンイノベーションの促進 等

【地方と海外を含めた他地域とのつながりの強化】
中小企業等の海外展開が自律的に拡大する仕組みの構築 等

◎重要業績評価指標（KPI）
・地方公共団体1000団体が2024年度末までにデジタル実装に取り組む
・2024年度末までにサテライトオフィス等を地方公共団体1000団体に設置

・地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる経営人材を国内100地域に展開

〇 地方活性化を目指すために一定程度以上の人口を地方で維持することが重要。
〇 都会から地方への人の流れを生み出し、にぎわいの創出や地域の取組を支える担い手の確保を図ることが不可欠。

（主な施策）
【「転職なき移住」の推進など地方への人材の還流】
地方創生に資するテレワーク（地方創生テレワーク）の推進、企業版ふる
さと納税等を活用したサテライトオフィス整備 等

【関係人口の創出・拡大、二地域居住等の推進】
オンライン関係人口の創出・拡大、地方への移住・就業に対する支援、二
地域居住の推進 等

【地方大学・高校の魅力向上】
地方大学の振興、地方へのサテライトキャンパスの設置推進、産学官の
連携による地域産業振興・雇用創出、高校の機能強化 等

【女性に選ばれる地域づくり】
女性活躍に向けた意識改革や働きかけ、女性の起業支援などの取組の横
展開 等
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２－１．構想実現に向けた取組方針（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決）

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる

⑤地域の特色を活かした分野横断的な支援

〇 深刻な人口減少・少子化の中、地域の持続可能性を高めるため、結婚・出産・子育てがしやすい地域づくりを進めることが
重要。また、地方経済の活性化を図るため、若い女性を含めて働きやすい環境を整えることも必要。

（主な施策）
【デジタル技術を活用した子育て支援等の推進】
オンラインによる母子健康相談、母子健康手帳アプリの拡大 等

【結婚・出産・子育てへの支援】
新生活への経済的支援を含む結婚支援、ライフステージに応じた総合的な
少子化対策 等

【仕事と子育て・介護が両立できる環境整備】
育児・介護休業の取得促進 等

〇 地方への力強い人の流れを生み出すために、あらゆる人が地方で暮らすことに対しての不安を解消し、暮らしやすく、
魅力あふれる地域を作り上げることが重要。

〇 デジタル技術の活用により、高度かつ効率的に魅力あふれる地域づくりを実現することが重要。

（主な施策）
【質の高い教育、医療サービスの提供】
GIGAスクール・遠隔教育の推進（教育DX）、遠隔医療の更なる活用への
支援 等

【公共交通・物流・インフラ分野のDXによる地域活性化】
MaaS・自動運転など公共交通分野のデジタル化、ドローンを用いた物流
サービス、インフラに係る手続の効率化・３次元データの活用 等

【まちづくりDX】
3D都市モデルの整備・活用、イノベーションを創発する魅力的な空間・
拠点づくり 等

【地域資源を活かした個性あふれる地域づくり】
中山間地域の活性化（「デジ活」中山間地域）、脱炭素・エネルギーの地
産地消、デジタルの活用による文化・芸術・スポーツ等の価値向上 等

【防災・減災、国土強靱化等による安心・安全な地域づくり】
デジタル技術を活用した避難計画策定、災害対応基盤の構築、デジタルツ
インなどの最先端技術の開発、統合型Ｇ空間防災・減災システム構築、効
率的なインフラメンテナンス 等

【地域コミュニティ機能の維持・強化】
デジタルの活用による高齢者の見守り、社会教育施設の活用促進など地域
コミュニティを補完する取組の推進 等

〇 ①～④の取組のほか、分野横断的な取組により、地方を支援。

（主な施策）
【デジタル田園都市国家構想交付金等及び地方財政措置の着実な実施】
デジタル田園都市国家構想交付金による地方公共団体の取組への支援、
デジタル実装を通じた課題解決に向けた地方財政措置 等

【スマートシティ関連施策の推進】
個別分野も含めたスマートシティ関連施策の推進、デジタルと地域づく
り・まちづくりの知見を兼ね備えた人材の育成 等 4

④魅力的な地域をつくる



２－２．構想実現に向けた取組方針（デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備）

①デジタルインフラの整備
〇 デジタル田園都市国家構想の実現のためには、光ファイバ、5G等の通信インフラの整備が不可欠。
〇 総務省「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に基づき、インフラ整備を地方ニーズに即してスピード感をもって推進。

（主な施策）
【光ファイバ】
・地域協議会開催によるデジタル実装とインフラ整備のマッチング推進
・ユニバーサルサービス交付金の創設による不採算地域における維持管

理支援
・補助事業の実施による条件不利地域等における整備促進 等

【データセンター／海底ケーブル等】
・地方データセンター拠点や日本周回ケーブルの整備、陸揚局の地方分

散を促進
・インターネット接続点（IX）の地方分散を促進 等

【5G】
・新たな5G用周波数の割当て
・基地局開設の責務の創設
・補助金による支援、税制措置の活用
・鉄塔やアンテナ等のインフラシェアリングの推進 等

【Beyond 5G】
・通信インフラの超高速化・省電力化、陸海空含め国土100％カバー等

を実現する技術の研究開発を加速
・2025年以降順次、開発成果の社会実装と国際標準化を推進 等

◎重要業績評価指標（KPI）
・光ファイバの世帯カバー率について、2027年度末までに世帯カバー率99.9％とすることを目指す。
・5Gの人口カバー率について、2023年度末に全国95％、2025年度末までに全国97％、2030年度末まで全国99％と

することを目指す。

・全国各地で十数か所の地方データセンター拠点を５年程度で整備する。
・日本を周回する海底ケーブル（デジタル田園都市スーパーハイウェイ）を2025年度末までに完成させる。
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②マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大
〇 安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、マイナンバーカードの普及推進、利活用拡
大を図る。

〇 マイナンバーカードが持つ本人確認・認証機能を徹底的に利活用していくため、用途の充実や利活用した取組への支援を強
化するとともに、空き領域を含め更なる活用を促進する。

（主な施策）
・健康保険証としての利用の推進、公金受取口座の登録、運転免許証や
在留カードとの一体化

【オンライン市役所サービス】
・引越手続のワンストップ化、子育て・介護等の31手続のオンライン化
・様々な行政機関から各市民へのお知らせを的確にお届け出来る仕組みの構築
【市民カード化】
・図書館カード、市町村の施設の利用証など生活の様々な局面での活用

【本人確認機能の民間ビジネスの様々な局面での利用】
・電子証明書手数料を当面無料にする等の検討
・マイナンバーカードの機能（電子証明書）のスマホ搭載



③データ連携基盤の構築

（主な施策）
【公共・準公共領域】
・情報連携基盤としての公共サービスメッシュの設計の検討
・データ連携基盤のコア部品にあたるデータ仲介機能の提供

【産業領域】
・グローバルサプライチェーンにおけるデータの共有・連携の推進
・相互連携に必要となるシステム全体のアーキテクチャ設計や技術開発の推進
・スマートホーム、スマートビルのアーキテクチャ設計の推進
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〇 国・地方間、地方・準公共・企業間などのサービス利活用を促進するため、データ連携基盤の構築を進める。
〇 産業活動に係るソフトインフラの構築も進める。

⑤エネルギーインフラのデジタル化

〇 地域におけるデジタル利活用や分散型データ処理を支えていくには、再生可能エネルギー等の分散・効率的な供給が重要。
〇 再生可能エネルギーの最大限導入、電力の安定供給等を進めていくため、送配電インフラの増強やデジタル化による運用の
高度化を推進。

（主な施策）
・データセンターなど需要サイドの見通しを織り込んだ送電網の増強の

計画的な実施
・ダイナミックレイティング技術等の導入、順次拡大を通じた送電線容

量の効率的な利用

・次世代スマートメーターの導入、分散型エネルギーリソースを活用した
フレキシビリティ技術の早期実証等を通じた地域配電網の運用高度化

・「蓄電池産業戦略」のとりまとめ

２－２．構想実現に向けた取組方針（デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備）

④ICTの活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワークの整備
○ ICTを活用し、交通事業者と地域との官民共創等による持続可能性と利便性の高い地域公共交通ネットワークへの再構築を
図るため、法整備等を通じ、新たな協議の場を設けるほか、規制見直しや従来とは異なる実効性ある支援等を実施する。

○ 三大都市圏間等のアクセス利便性向上に資する高速かつ安定的な交通インフラとして、世界最高速度での自動運転システム
等最先端のデジタル技術を活用したリニア中央新幹線の早期整備を促進する。

（主な施策）
・国が中心となり、沿線地方公共団体と鉄道事業者を含む新たな協議の
枠組みを創設し、デジタル技術の導入を含め、実証事業も活用しなが
ら必要な対策を促進

・保守等のDXの推進、新技術の活用、輸送モード間の連携、上下分離等
や新たな輸送モードの導入等による公共交通ネットワークの再構築

・最新技術の実装を進めつつ、地方公共団体がバス等のサービス水準を設
定した上で、エリア一括して複数年にわたり運行委託する場合に、複数
年にわたる長期安定的な支援の実施

・世界最高速度での自動運転システム等最先端のデジタル技術を活用した
リニア中央新幹線の早期整備の促進



〇 デジタル田園都市国家構想を実現するため、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身に付け、デジタル技術を利活用できるように
するとともに、専門的なデジタル知識・能力を有し、デジタル実装による地域の課題解決を牽引する人材を「デジタル推進人材」として、
2026年度末までに230万人育成を目指す。加えて、「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」に基づき、人材の地域への還流を促進する。
また、「女性デジタル人材育成プラン」に基づく取組を推進する。

２－３．構想実現に向けた取組方針（デジタル人材の育成・確保）

・「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」に基づき、人材の地域への還流を促進

・デジタルスキル標準の設定
-全ビジネスパーソン向け共通に求められる学びの指針となる
「DXリテラシー標準」を本年３月末に作成。
-年内に、DX推進人材向けのデジタルスキル標準を作成。

・デジタルスキル標準に紐づける形での教育コンテンツの整備

-民間事業者や大学等が提供する様々な教育コンテンツを提示。

・地方におけるDX促進活動支援
-地域の企業・産業のDXに必要なデジタル人材を育成・確保
すべく、実践的な学びの場の提供等を実施。

①デジタル人材育成プラットフォームの構築

③高等教育機関等におけるデジタル人材の育成

・数理・データサイエンス・AI教育の推進
-大学・高専における数理・データサイエンス・AI教育のうち、
優れた教育プログラムを国が認定することで取組を促進。

-全国の大学等による「数理・データサイエンス教育強化拠点コ
ンソーシアム」を形成し、各地域ブロックの代表校を中心に、
各地域における数理・データサイエンス・AI教育を促進。

・リカレント教育の推進
-大学・専門学校等が自治体や企業等と連携してDXなど、成長分
野に関してリテラシーレベルの能力取得・リスキリングを実施。

④デジタル人材の地域への還流促進

◎重要業績評価指標（KPI）
・2026年度末までに、デジタル推進人材230万人育成を目指す。
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②職業訓練のデジタル分野の重点化

・公共職業訓練、求職者支援訓練、教育訓練給付におけるデジタル分野の重点化
-IT分野の資格取得を目指す訓練コースの訓練委託費等の上乗せ等によりデジタル分野の重点化を実施。

・人材開発支援助成金の拡充
-IT技術の知識・技能を習得させる訓練を高率助成に位置づけ
ること等によりデジタル人材の育成を推進。

・３年間で4000億円規模の施策パッケージの創設による人材育成等の推進
-人材開発支援助成金や教育訓練給付とも連携して、企業や労働者の
ニーズに合ったデジタル人材の育成・確保の取組を実施。



デジタル人材地域還流戦略パッケージ
 地域へのデジタル人材等の還流と地域人材市場の育成、マッチングビジネスの早期市場化・自立化を図ることを目的に、『デ

ジタル人材地域還流戦略パッケージ』を集中的に実施。
①［地域企業への人材マッチング支援］プロフェッショナル人材戦略拠点と、地域金融機関、株式会社地域経済活性
化支援機構が緊密に連携して行う取組を強化するとともに、スタートアップの実情を把握するベンチャー・キャピ
タルやスタートアップ専門の職業紹介事業者等とも連携し人材マッチングを支援。

②［地方公共団体への人材派遣］地域課題解決において中核的な役割を担う地方公共団体に対するスキルの高い外部
人材の派遣を促進。

③［起業支援・移住支援等］デジタル等を活用した地域の社会的課題の解決を目指す起業等を支援。

地域への還流促進

① 地域企業への
人材マッチング支援

・ 46道府県が行うデジタル実装等にも資するプロ
フェッショナル人材のマッチング支援

（プロフェッショナル人材事業）
・ 地域金融機関等が行う経営幹部やデジタル人
材等のハイクラス人材のマッチング支援

（先導的人材マッチング事業）

③ 起業支援・
移住支援等

・ 人材マッチング支援と
あわせ、地域における
スタートアップの創出・
成長を促す

・ デジタル人材等の地
方への移住を促進 等

地域の活性化

地方公
共団体

地域

企業
スタート
アップ

プロフェッショナ
ル人材のマッチ
ングで高いノウハ
ウと実績を保有

・取引先とのネットワークを有し
地域企業の経営課題等に精通

・地域経済活性化支援機構に整
備する大企業人材プラットフォー
ムとも連携

都市部

地域

② 地方公共団体への
人材派遣

・ 市町村のCIO補佐官等の
確保支援

・ デジタル専門人材派遣
・ DX地域活性化チーム派遣

事業 等
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２－４．構想実現に向けた取組方針（誰一人取り残されないための取組）

〇 高齢者等が身近な場所で身近な人からデジタル機器・
サービスの利用方法を学ぶことができる「デジタル活用支
援」事業に取り組む。また、このような取組の成果等も踏
まえ、2022年度に２万人以上で「デジタル推進委員」の取
組をスタートし、今後、全国津々浦々に展開できるよう、
更なる拡大を図る。

〇 地域で子どもたちがICT 活用スキルを学び合う「地域ICT クラブ」の普及促進を図る。障害者に対するデジタル機器の紹
介・貸出・利用に係る相談等を行うサービス拠点の設置などの取組を支援する。

デジタル推進委員の展開講習会・相談会等

令和３年度デジタル活用支援推進事業（総務省）における
講習会等の様子

①デジタル推進委員の展開

〇 生活困窮者のデジタル利用等に関する支援策の検討を進めるとともに、全国の学校におけるICT 環境の整備、ICT 支援人材
の学校への配置促進、低所得世帯向けの通信環境の整備を図る。

〇 デジタル庁が率先しサービスデザイン体制を確立するための取組を推進するとともに、これらの取組について他の政府機関
等に対し横展開を図る。

〇 「デジタルの日」の開催や、「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」の実現に資する活動等を行う個人や団体への
表彰等を通じ、社会全体のデジタルへの理解・普及や、事例の横展開等を進める。

②デジタル共生社会の実現

③経済的事情等に基づくデジタルデバイドの是正

④利用者視点でのサービスデザイン体制の確立

⑤「誰一人取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開

◎重要業績評価指標（KPI）
・デジタル推進委員を2022年度に全国２万人以上でスタート
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３．構想実現に向けた地域ビジョンの提示

〇 構想の実現に向けた地方における取組を促すため、地方がイメージしやすいビジョンの類型を
提示し、取組の参考としてもらうことが有効。

〇 各地域において、ビジョンをもとに地域の実情等に応じてカスタマイズしながら、目指すべき理想
像の実現につなげる。

【地域ビジョンの例】

⑥MaaS実装地域
地域住民等の移動ニーズに対応

して、複数の公共交通やそれ以外
の移動サービスを組み合わせて検
索・予約・決済等を一括して行う
MaaSを実装し、移動の利便性向上
等が図られたまちづくりを目指す。

①スマートシティ・スーパーシティ
データ連携基盤などのデジタルや

AI、IoTなどの未来技術を活用して、
地域の抱える様々な課題を高度に解
決することにより、新たな価値を創
出し、持続可能な地域づくり・まち
づくりを目指す。

②「デジ活」中山間地域
中山間地域の基幹産業である農林

漁業の「仕事づくり」を軸として、
豊かな自然、魅力ある多彩な地域資
源・文化等やデジタル技術の活用に
より、活性化を図る地域づくりを目
指す。

③産学官協創都市
地域産業・若者雇用の創出や、

地元企業や地方公共団体と連携し
た地方大学の取組を促し、大学を
核として地方活性化が図られるよ
うな地域づくりを目指す。

④SDGs未来都市
地方活性化に取り組むに当たり、

SDGsの理念を取り込むことで、政策
の全体最適化や地域課題の解決の加
速化という相乗効果を生み出し、未
来志向で持続可能な地域づくりを目
指す。

⑤脱炭素先行地域
2030年度までに民生部門の電力消

費に伴うCO2排出実質ゼロを実現する
にあたり、デジタル技術も活用して
脱炭素化に取り組み、地域課題の解
決につなげる地域づくりを目指す。

スマートシティAiCT（福島県会津若松市）
データを活用したスマート農業の取組

（高知大学）

スマートなまちづくりプロジェクト
（北海道上士幌町）

太陽光発電と大型蓄電池によるマイクログリッド
（静岡県静岡市）

ワーケーション可能な農泊施設（イメージ）

10MaaSアプリを利用したタクシー配車
（群馬県前橋市）



４．構想実現に向けた今後の進め方

【デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）の策定】
デジタル田園都市国家構想は地方創生の目的を共有したうえで、取組を継承・発展するもの。

〇 国は、年内を目途に、まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、デジタル田園都市国家
構想総合戦略（仮称）を策定。その際、構想に関連する施策のロードマップを策定し、取組を進め
る。

〇 地方は、策定された総合戦略に基づき、目指すべき地方像を再構築し、地方版まち・ひと・しごと
創生総合戦略の改訂に努め、具体的な地方活性化の取組を推進する。

【Digi田甲子園の開催】
構想を一層推進するために、地方公共団体、民間企業、個人など様々な主体の意欲を高め、広く国
民全体の関心を高めることが必要。

構想の実現に向けた地域の取組を広く募集し、特に優れたものを内閣総理大臣が表彰する「Digi田
甲子園」を開催。
・今夏 地方公共団体を対象とする「夏のDigi田甲子園」を開催
・年末にかけて 幅広く個人や企業も参加する「Digi田甲子園」を開催
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第１章 デジタル田園都市国家構想の基本的な考え方 

～「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して～ 
 

１．構想の背景 

地方には人口減少や少子高齢化、産業空洞化などの社会課題がある。こうした課

題を解決し、地方活性化を図っていかねばならない。このため、2014 年以降地方創

生に取り組んできたが、東京圏と地方との転出入均衡達成目標はいまだ達成できて

いないなど、その実現はいまだ道半ばである。新型コロナウイルス感染症（以下

「感染症」という。）が拡大したことに伴い、観光業などの地方経済を支える産業へ

の打撃や、地域コミュニティの弱体化など、地方の経済・社会は大きな影響を受け

た。高齢化や過疎化などもともと地方が抱えていた構造的な問題とあいまって、地

方はまさに疲弊の極みにあり、地方の豊かさを取り戻すことは我が国にとって喫緊

の課題である。こうした課題を解決するためには、これまでの地方創生の成果を最

大限に活用しつつ、国や地方の取組を大きくバージョンアップさせ、地方の社会課

題を解決し、魅力を向上させることを通じて、地方活性化を図ることが求められて

いる。 

 こうした中、官民の様々な主体により、デジタル技術の活用が多方面で進み、他

地域の見本となる優れた取組も見られ始めている。また、感染症の影響が長期にわ

たったことで、地方への移住に対する関心の高まりや人の流れに変化の兆しが見ら

れたこと、民間企業の間でも、テレワークなど新たな働き方の動きが活発になった

ことなど、国民の意識・行動に変化が生じている。このように、デジタルは地方の

抱える社会課題を解決するための鍵である。また、新しい付加価値を生み出す源泉

でもある。このため、今こそデジタル田園都市国家構想の旗を掲げ、デジタルイン

フラを急速に整備し、官民双方で地方におけるデジタルトランスフォーメーション

を積極的に推進していく必要がある。 

 

２．意義・目的 

デジタル田園都市国家構想は、市場や競争に任せきりにせず、官と民とが協働し

て成長と分配の好循環を生み出しつつ経済成長を図る「新しい資本主義」の重要な

柱の一つである。地方の社会課題を障害物と捉えるのではなく、成長のエンジンへ

と転換していく。さらに、官が呼び水となって、民間の投資を集め、官民連携で社

会課題を解決し、力強く成長する。様々な社会課題に直面する地方にこそ、テレワ

ークや遠隔教育・遠隔医療など新たなデジタル技術を活用するニーズがあることに

鑑み、デジタル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら地方の社会課題の

解決、魅力向上のブレークスルーを実現し、地方活性化を加速する。これがデジタ

ル田園都市国家構想の意義である。デジタル技術の進展を背景に、地方に住み、働

きながら都会に匹敵する情報やサービスを利用できるようになるなど、デジタル技

術を効果的に活用して、地方の「不便・不安・不利」の言わば３つの「不」を解消

し、魅力を高めることができる。このようにデジタル化の恩恵を日本の津々浦々に
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まで広げ、根付かせるための取組を強力に推進することにより、地方活性化の取組

を一層高度かつ効率的に進めることが可能となる。また、地方へのアクセス利便性

向上に資する高速かつ安定的な交通インフラの整備も併せて進め、地方活性化を図

る。 

本構想を通じて、暮らす場所、年齢、性別にかかわらずあらゆる国民が、それぞ

れのライフスタイルやニーズに合ったゆとりと安心を兼ね備えた心豊かな暮らしを

営むことができ、地方における仕事や暮らしの向上に資する新たなサービスの創出、

持続可能性の向上、Well-being の実現等を通じてデジタル化の恩恵を国民や事業者

が享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目

指す。これにより、「集中から分散へ」という考え方の下、東京圏への過度の一極集

中の是正や多極化を図り、地方から全国へと、ボトムアップの成長を目指すデジタ

ル田園都市国家構想を力強く推進していくことが今こそ必要である。また、自然災

害や感染症等の事態に対して強 靱
じ ん

な社会を実現し、さらには、緊迫する国際情勢の

下、国民生活に不可欠な物資である食料やエネルギーの供給源としての地方をしっ

かり維持・発展させる。 

 

３．取組の前提 

デジタル田園都市国家構想はデジタル基盤が整備された都市のみ対象とするもの

ではない。むしろ、過疎化、高齢化の課題先進地である地方においてこそ、デジタ

ル技術を活用し社会課題の解決を図っていく必要があり、全国津々浦々で本構想が

実現されることが重要である。全国各地において、２．で掲げたような社会の姿を

実現し、地方の活力を高め、心豊かな暮らしを実現するため、地理的条件、人口構

成や地域産業の状況など地域それぞれの実情に応じて、解決すべき課題を整理し、

デジタル技術を活用することで、地域の魅力を向上させていくことが求められてい

る。 

 

【デジタルの力を活用する意義】 

我が国においてデジタル技術の利活用は一定程度浸透しているが、海外と比べれ

ばまだ大きな差があり、国内でも地域間格差が残されている。 

 距離の壁を越えて、多様で創造的な付加価値の提供を可能とする、デジタル技術

本来のポテンシャルを発揮していくチャンスは、地方にこそ存在している。例えば、

地方の人口密度の低さは、サービス業の展開にとって大きなボトルネックとなるが、

デジタル技術を活用すれば、こうした課題の解決も期待される。また、都市部に先

んじて進む少子高齢化は、裏を返せば、デジタル起点の成長の芽の宝庫であるとも

言える。さらに、観光・農業などの地方の魅力を高める地域資産も、デジタル技術

を活用すれば、リモートワークや、インターネットを通じた国境を越えたアピール

等により、更に高い付加価値を得ることができる。 

 なにより、都会の暮らしや、大企業における働き方は、多様性ある暮らしや様々

なビジネスにチャレンジしたい創造的な人材にとって、閉塞感のある空間になって
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いる場合もある。自由で活力ある暮らしとビジネスの実践の場を形成し、外国人材

も含め、多様な人材を地域に引き込んでいくことができれば、地方が原動力となっ

た、我が国経済成長のモデルを描くことも可能である。 

デジタル田園都市国家構想を実現するためには、上辺だけのデジタル利活用を追

求するのではなく、一人一人が地域や自分の暮らしの課題に向き合うためにデジタ

ルを活用していく、という視点を持つことが重要であり、それをバネにデジタルを

深く、暮らしや経済に活用していくことが不可欠である。あわせて、デジタル実装

に係る分野に十分な投資がされるような環境整備が重要である。 

 

【構想の実現に向けた価値観の共有】 

デジタル技術の活用により、地方では地方の魅力をそのままに、都市の利便性を

享受することが可能となる。構想の実現に向けては、都市と地方双方の生活の質の

向上を図り、生活者の目線、ユーザーの目線を大切に、高齢者、障害者、外国人及

び子どもも含め、多様な住民の暮らしを巻き込みながら、その暮らしが本当に向上

しているのかどうか、Well-being の視点を大切にした取組 1を進めていくことが重

要である。 

また、循環型経済の構築など Sustainability（持続可能性）や様々なバックグラ

ウンドを持つ方が活躍できる環境づくりを通じて互いの尊厳や意見が尊重される

Diversity（多様性）など、多様な価値観を地域で共有しながら取組を進めることが

重要である。あわせて、構想の実現に当たって偏りのない公正なデジタル社会や、

経済成長と住民の幸福や SDGs といった価値観を通じて住民の主体的な参画と協力を

引き出し、世界に発信できる魅力ある地域づくりを実現する。 

 

【共助による取組の力強い推進】 

感染症への対応で地方経済・社会をめぐる様々な課題が顕在化した今こそ、地方

からのデジタル化を一気に進め、デジタルを地方創生の取組を進めるための手段と

捉えて、有効に活用し、目指すべき社会の姿を追求することが必要である。その実

現にあたっては、社会的事業を推し進めるスタートアップや共助の力も積極的に活

用し、地域内外の多様性を活かしていくことが重要である。その際には、人口減少

に伴う地域経済の縮小や担い手不足の状況の中、地域内外のリソースを最大限有効

に活用するため、シェアリングエコノミーや民間の創意工夫が発揮される PPP/PFI

手法等の活用、共助を担うソーシャルベンチャーの創出支援などに取り組むととも

に、個人の多様な生活や価値観に寄り添う共助のビジネスモデルを構築し、高度か

つ効率的に地方の社会課題の解決や魅力の向上を図る。 

 

【各主体の役割分担と連携による取組の推進】 

国は、デジタル田園都市国家構想が目指すべき中長期的な方向性について達成す

べき目標と併せて示すとともに、地方の自主的・主体的な取組を様々な施策を通じ

                                                   
1 Well-beingの改善をリアルタイムで確実に把握するために、Well-beingを数値化した１つ以上の指標からなる Well-being

指標を用いた評価について、検討をすすめていく。 
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て支援する。また、データ連携基盤の構築など国が主導して取り組むべき事項につ

いて積極的に推進する。 

地方においては、地方公共団体を中心とした地域それぞれが十分議論した上で、

自らの地域が目指すべき理想像を描き、そこに向けた地方活性化の取組を進めてい

くことが求められる。また、国の示した方向性を踏まえ、必要に応じて広域連携を

図りながら、自主的・主体的な取組を推進する。その際、地方公共団体がデジタル

を介し、自ら課題をオープンにすることで、地域課題の解決に関する提案・共創の

募集を促すことにより、地域単独では対応しがたい課題解決に対する知見やノウハ

ウの共有、財政的・人材的な支援を呼び込むことも期待できる。このため、スモー

ルビジネスの起業の促進等を通じて都市圏からの若年層の移住や新規ビジネスの創

出の促進を図ること、地域におけるアイデアの共有・横展開の実現を図ることなど、

地域における人材と地域課題のネットワーク化を実現するための取組を推進する。

さらに、デジタル実装に係る様々な取組や、通信インフラをはじめとしたデジタル

基盤の整備、デジタル人材の育成・確保、デジタル社会から誰一人取り残されない

ための取組などの様々な分野において民間企業等の積極的な関与が期待される。 

また、国と地方は力を合わせて、全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会

を実現するための基盤として、マイナンバーカードの普及と利用の拡大に取り組ん

でいくことが必要である。 

あわせて、国・地方公共団体・企業・大学・スタートアップ企業・金融機関など

多様な主体が参画し、地域外の主体も巻き込みながら、地域が一丸となってデジタ

ルを活用した課題解決に取り組むことが肝要である。 

 

【取組の可視化・効果検証】 

デジタル化の進展はスピードが速く、日々状況が変化していく。また、地域の抱

える課題も変化し得るものである。こうした状況に対して地方公共団体や民間企業

のチャレンジを広く認め、試行錯誤を許容しつつアジャイルに取組を進めることが

重要である。また、構想の実現に向けた取組を費用対効果を意識しつつ効果的に進

めるため、中長期的な視座に立って、取組の PDCA サイクルをしっかり回すとともに、

地域経済に関するデータの活用等、エビデンスに基づいた政策の企画立案（EBPM）

を推進していくことが重要である。そこで、構想の実現に向けた取組を行う上で目

指すべき重要業績評価指標（KPI）を設定し、その達成に向けたロードマップを作成

する。さらに、ロードマップに係る取組について定期的に効果検証を行い、施策の

改善につなげていくことにより、取組の着実な進捗を目指す。 

 

【国民的な機運の醸成】 

全国津々浦々で構想を力強く進めていくためには、地方の創意工夫がなされた独

自の取組を積極的に横展開していくことが必要である。また、地方公共団体、民間

企業、個人など様々な主体の意欲を高め、広く国民全体の関心を高め、様々な主体

が積極的に取組に参画してもらえるような環境整備も求められる。このため、本構

想の実現に向けた地域の取組を広く募集し、特に優れたものを内閣総理大臣賞とし
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て表彰する「Digi 田甲子園」の開催を通じて、取組を進める主体のモチベーション

を高め、国民の関心を喚起して大きなムーブメントを起こすことにより、取組全体

の底上げを図る。 

 

【これまでの地方創生に係る取組の継承と発展】 

 地方においてはこれまで様々な地域の社会課題解決・魅力向上に向けた取組を行

い、地域活性化につながるような成果を生んだ事例も数多く存在する。今後はこう

した取組をデジタルの力を活用して更に発展させていくことが重要である。また、

デジタルの力によらない従来の地方創生の取組についても、これまで取り組んでき

た中で蓄積された成果や知見に基づき、引き続き推進する。 
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第２章 デジタル田園都市国家構想の実現に向けた方向性 

１．取組方針 

 地方では、地域経済の活性化や東京圏への過度の一極集中の是正、人口減少・少

子高齢化への対応、教育の質の維持・向上、適切な医療水準の確保などの課題に、

感染症に伴う新たな課題が加わり、地方が解決すべき社会課題はより複合的なもの

となっている。 

 第１章で掲げたような基本的な考え方にのっとった上で、様々な分野におけるデ

ジタル技術の実装を行い、多岐にわたる地方の社会課題をデジタルの力を活用して

解決していく。また、その前提として、地方においてデジタル基盤や、デジタル人

材を確保することが重要である。あわせて、デジタル技術になじみの薄い高齢者や

障害者など、デジタル化の恩恵を受けられない人を生まないための取組も求められ

る。こうした考え方に立ち、（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決、

（２）デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備、（３）

デジタル人材の育成・確保、（４）誰一人取り残されないための取組、の４つの柱に

基づく取組を進めることにより、構想の実現を目指すこととする。 

 様々な施策をフル活用し、地方の自主的・主体的な取組を支援する。その際、将

来的に自走化できるよう工夫された取組であることを重視して支援を行うとともに、

デジタル活用に意欲的な地域を選定し、モデル的な取組を重点的に支援しつつ、他

地域の横展開を促す、言わば優良な「点」の取組を面的に広げていくことにより、

あらゆる地域において早期に構想の実現が進むよう取り組む。また、構想の実現に

向けた取組を進めることで地域の魅力を高めた上で効果的な情報発信を行い、地方

に人や投資を呼び込むことも重要である。 

 

（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

地方活性化を図るため、地方の経済・社会に密接に関係する様々な政策分野にお

いてデジタルの力を活用した社会課題解決や魅力向上を図ることが必要である。こ

れらを実現する上で重要な要素として、①地方に仕事をつくる、②人の流れをつく

る、③結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④魅力的な地域をつくる、という４

つの類型に分類して、それぞれの取組を推進する。これらを通じ、2024 年度末まで

にデジタルの実装に取り組む地方公共団体 1,000団体の達成を目指す。 

 

①地方に仕事をつくる 

（現状と課題） 

感染症の影響により落ち込んだ、宿泊業や飲食店等についてはまだ回復の途上に

ある。有効求人倍率も多くの地域で感染症拡大以前の水準には戻り切っていない。

地方が経済的に自立するために、地域を支える産業の振興や起業を促し、活発な経

済活動を確立することが不可欠である。そのため、デジタル技術の活用を図りつつ、

地域内外から地方のイノベーションを生む多様な人材・知・産業の集積を促し、自
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らの力で稼ぐ地域を作り出すことが重要である。また、若年層の女性が地方から東

京圏へ大量に流入し、少子化の要因となっていることを踏まえ、デジタルにより、

特に女性が希望する仕事を創出し、様々な出産・子育て支援とあいまって、女性が

働き続けることができる環境を整備することが重要である。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

【スタートアップ・エコシステムの確立】 

地域における課題を解決し、地域発のイノベーションを創発するスタートアップ

を生み出す「スタートアップ・エコシステム」の確立が求められる。具体的には、

官民連携の下で、新たな技術を育てるベンチャー投資や地域課題を解決しうる社会

的投資の拡充・強化、実証の場の創設・拡充等、スタートアップが育ちやすい環境

を整え、成功事例を重ねることで新たな投資を呼び込む環境整備を行う。あわせて、

大学・高等専門学校等と新たなシーズの創出・活用や人材育成・マッチング、新た

なビジネス連携等について、官民連携して積極的に取り組み、スタートアップ企業

の輩出や新たな市場の獲得が、地方発で積極的に進むよう、スタートアップエコシ

ステムを実現する。 

 

【中小・中堅企業 DX】 

地方の経済を支える中小・中堅企業の生産性を、デジタルを活用して向上させる

ことも重要である。人材・資金に乏しい中小企業においてはデジタル投資を十分行

えず、都市部の大企業と比べると海外への展開や業務効率化による生産性向上の実

現が難しい。こうした状況を踏まえ、地域の産学官金が参画して地域ぐるみで中小

企業等をサポートする支援コミュニティの立ち上げを促し、中小企業等の DX を伴走

型で支援する取組等を進めるとともに、地域発のデジタルイノベーション創出に取

り組む中小企業等を支援すること等を通じて、地方の中小企業の輸出力の強化など

新たな市場の開拓に結びつくデジタル化や、デジタルを活用した地域産業の生産性

向上を、地域経済 牽
け ん

引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

（平成 19 年法律第 40 号。以下「地域未来投資促進法」という。）の更なる活用等も

促進しながら、積極的に進める。また、地域内外の中小企業等が、デジタルを活用

し、地方公共団体等の地域内の関係主体と連携しつつ地方の社会課題解決と収益性

の両立を目指す取組を支援する。また、キャッシュレス決済の拡大は、決済関連業

務のデジタル化による効率化・付加価値向上という事業者の生産性向上、消費者の

利便性向上による消費活性化及びポストコロナのインバウンド回復等による地域活

性化に資する取組であり、事業環境等を大きく改善させる可能性がある。そのよう

な恩恵を、地域の中小加盟店を含めた事業者等が広く享受できるような社会の実現

を目指す。さらに、シェアリングエコノミーを進めること等により、地域の新しい

産業の創出を進める。また、林地や空き家などの地域の遊休資産をデジタル技術に

より有効活用する取組等を通じて、地方における魅力的な仕事の創出を促す。加え

て、地域の中小企業やスタートアップにおいてデジタル化に係る経営課題の解決や、
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デジタルを柱とする成長戦略の策定・実行を担える即戦力の経営人材や専門人材の

確保を支援する。こうした取組により、稼ぐ地域づくりを目指す。 

 

【スマート農林水産業・食品産業】 

地域を支える産業である農林水産業・食品産業は、担い手の減少・高齢化や労働

力不足が特に進んでいる。地域の経済社会の維持、食料安全保障の観点からも、生

産性の維持・向上と担い手の育成・確保は喫緊の課題であり、女性や若者も含めた

様々な人材が活躍できる魅力ある産業とするとともに、農林水産物・食品の輸出や

農林水産業・食品産業のグリーン化を進め、農林水産業・食品産業の成長産業化と

地域の活性化を図ることが求められる。このため、センサーやリモート制御による

農機等の遠隔操作、ドローン等を活用した農薬や肥料の適量散布、AI 等を活用した

熟練者の技術の再現、アシストスーツを活用した作業の軽労化、ICT 等を活用した

森林施業の効率化や高度な木材生産、森林における通信の確保、デジタル林業戦略

拠点（仮称）、水産デジタル人材バンクを活用したデジタル水産業戦略拠点（仮称）

の創出等に取り組み、農林水産業の従来のイメージを一新し、多様な人々に開かれ

た地域の基幹産業とする、言わば“ゲームチェンジャー”の役割を果たすスマート

農林水産業の取組を積極的に推進するとともに、地域の農林水産物の主要な仕向先

である食品産業についても、AI・ロボット等による生産性向上や流通のデジタル化、

農林水産業との連携強化などの取組を推進する。 

 

【観光 DX】 

国内外の需要を地域に取り込む観光は地方経済を支える重要な産業である。観光

分野のデジタル実装を進めることにより、旅行者の消費拡大や再来訪の促進等を図

ることが可能となる。具体的には、観光アプリを活用した混雑状況の見える化や、

旅行者の決済データ等を用いたマーケティング分析とそれを担う観光デジタル人材

の育成、顧客予約管理システムによる旅館業等の情報管理の高度化及び人員配置の

効率化等が挙げられる。こうした取組を通じて、観光に係る様々な分野間でデジタ

ル連携を強化することにより、生産性を向上させ、地域全体の収益最大化を図る。 

 

【地方大学を核としたイノベーション創出】 

地方大学は、医療・農林水産業・工業・環境・モビリティなど様々な分野のスマ

ート化を促進することで地域の課題解決に貢献している。地方大学を核とした産学

官連携、オープンイノベーションを促進し、地方色豊かなイノベーション拠点を更

に全国に広げるため、2022 年２月に決定された「地域中核・特色ある研究大学総合

振興パッケージ」（令和４年２月１日総合科学技術・イノベーション会議決定）を踏

まえ、地方大学の活性化に向けた取組を総合的に進める。 

 

【地方と海外を含めた他地域とのつながりの強化】 

インターネット等を通じて地域と外国企業とが直接つながるなど、地方と海外を

含めた他地域との新たな商流・人流を生み出すことにより、地域において新たなビ
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ジネスチャンスを生み出す。具体的には、海外展開を図る中小企業等に対する新商

品開発・ブランディング支援や、関係機関の連携によるきめ細かなサポートを行う

とともに、デジタルを活用した輸出支援ビジネスの育成などを通じ、中小企業等の

海外展開が自律的に拡大する仕組みの構築に取り組む。 

 

②人の流れをつくる 

（現状と課題） 

人口減少・少子化は深刻さを増している。地方活性化を目指すためには、一定程

度以上の人口を地方で維持することが重要である。そのためには、都会から地方へ

の人の流れを生み出すとともに、地方から流出しようとする人を食い止めることに

より、にぎわいの創出や地域の様々な取組を支える担い手の確保を図ることが求め

られる。足元では、都会から地方への人の流れに変化が生じており、東京圏・東京

都ともに感染症拡大前に比べて、転入超過数が大きく減少又は転出超過となってい

る状況が続いている。こうした動きを継続的なものとすべく、取組を進めていくこ

とが重要である。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

【「転職なき移住」の推進など地方への人材の還流】 

就職を機に都会に転出する若い世代を引き留め、地方の自然豊かな環境の中で子

育てを行いたい世帯をひきつけるなど、都会から地方への大きな人の流れをつくり

だすためには、地方においても都会と同じように仕事ができる環境整備が重要であ

る。デジタル技術を活用して地方創生に資するテレワーク（地方創生テレワーク）

や副業・兼業等による「転職なき移住」を更に推進することにより、地理的・時間

的な条件にかかわらずあらゆる地域で同じような働き方を可能とする環境を整える。

具体的には、企業版ふるさと納税等の活用を通じて、全国にサテライトオフィス等

の整備を促し、2024 年度末までに全国の地方公共団体 1,000 団体における設置を目

指す。また、優良事例の表彰やマニュアルの配布など、企業側のインセンティブを

高める取組も推進する。 

また、地域の幅広い企業に対して、地域一体となった取組等により、副業・兼業

を含めた多様な形態での人材確保等を総合的に支援する。あわせて、デジタル技術

の活用により、様々な主体から地方への情報の流れを生み出すことにより、地方に

おける魅力的な仕事の創出や創業を促す。こうした取組を通じて、地域発の新たな

イノベーションを促進する。 

 

【関係人口の創出・拡大、二地域居住等の推進】 

関係人口は、地域住民との信頼関係をベースに、地域の社会課題解決や魅力向上

に貢献する存在である。関係人口の活発な往来により、地方の経済活動や様々な魅

力向上の取組の活性化、更には災害時の支え合いにもつながる。とりわけ人口減

少・高齢化の深刻な地域においては、関係人口が地域住民の共助の取組に参画し、

地域の内発的発展を誘発することが期待される。 
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また、都市部住民が地方に転居するためには心理的・金銭的なハードルも存在す

るため、例えば、都市部で閉塞感を感じる人々にチャレンジできる場として地方を

位置づけるなど、関係人口として地域への関わりを深化させていくことで、こうし

た地方移住の心理的なハードルを下げると同時に、都市部の人材のキャリアアップ、

さらには地域の付加価値創出にもつなげていく。デジタル化の進展により、地理

的・時間的な距離に関係なく、コミュニケーションが取れる環境が整備されたこと

により、オンライン関係人口の創出・拡大など、カジュアルに都会の人が地方と関

わるきっかけになっている。また、企業等におけるワーケーションの取組や、地域

を繰り返し訪ね、住民と来訪者の関係性を深める、第２のふるさとづくりを推進す

ることにより、地方への交流人口を生み出すことも地域活性化には重要である。こ

れらの取組を通じて、地方と他地域の交流の間口をデジタルの力により広げること

により、リアルな交流や地方移住を促し、地方と都市をつなぐ人材の裾野の拡大を

図ることができる。また、地方に移住・就業しようとする人の経済的な負担の軽減

のため、移住支援事業などの活用を通じて、後押しをすることも求められる。 

 加えて、都会に住む人が生活基盤を完全に地方に移すことについては、仕事等の

面でハードルが高いことから、都会に生活拠点を残しつつ地方にも生活拠点を設け

る二地域居住等への関心が高まっている。そこで、都市部と地方の二拠点での生活

をはじめ、多様なライフスタイルの実現が可能な環境を整えることも重要である。 

 

【地方大学・高校の魅力向上】 

進学や就職を機に地方を離れる若者は多く、若い世代の人の流れに関しては、大

学等が果たす役割が大きい。地方大学の振興や、地方国立大学の限定的・特例的定

員増、東京圏の大学等の地方へのサテライトキャンパス設置推進により、地方にお

いて魅力ある学びの場を作るとともに、産学官の連携により地域の中核的産業の振

興や雇用の創出を推進することが重要である。 

同様に、高等学校段階も重要な役割を担っており、将来、地域ならではの新しい

価値を創造し、地域を支えるような人材を育成するためには、地域を知り、地域に

親しむ機会の創出が重要である。特に、学校が地域の関係機関等と連携しながら教

育に取り組むために高等学校等と地域をつなぐ人材（コーディネーター）の配置や、

専門高校（農業高校、工業高校、商業高校等）において、地方公共団体や産業界等

と連携・協働した実践的な職業教育を推進することで、地域経済の活性化を担う人

材養成に果たす役割を強化する。 

 

【女性に選ばれる地域づくり】 

 東京圏への女性の転入超過数が男性を上回る傾向が続く中で、固定的な性別役割

分担などについての意識改革、シングルマザーの移住の積極的な働きかけ、女性の

起業支援を行う地方公共団体等が現れている。こうした取組が広がるよう支援し、

女性に選ばれる地域づくりを推進する。 
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③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

（現状と課題） 

人口減少・少子化は深刻さを増しており、人口減少を食い止め、地域の持続可能

性を高めるために結婚・出産・子育てがしやすくなる地域づくりを進めることが重

要である。また、地方経済の活性化を図る上でも、若い女性を含めて働きやすい環

境を整えることにより、経済活動を促進することが求められる。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

【デジタル技術の活用による取組】 

オンラインによる母子の健康相談や、一部の地域で進められている母子健康手帳

アプリの拡大など、対面のコミュニケーションでは手が届きにくい取組について、

デジタル技術の活用により手当てを行うことが可能になる。また、子どもの見守り

をアプリなどを活用して支援することにより、人口減少・高齢化等により地域の見

守り機能が低下している場合の下支えも行うことができる。 

 

【結婚・出産・子育てへの支援】 

 深刻な少子化からいち早く脱却するため、人々が望めば結婚・出産できるような

環境を整えていくことが重要である。そのため、新生活への経済的支援を含む結婚

支援や、妊娠・出産への支援、地域・社会による子育て支援など、それぞれのライ

フステージに応じた総合的な少子化対策に取り組む。 

 

【仕事と子育て・介護が両立できる環境整備】 

 ライフステージが変化する中でも仕事との両立が図られるよう、官民を含めた取

組を進めることが必要である。具体的には、希望する労働者が育児・介護休業を取

得できるよう、助成金等を通じた民間企業へのインセンティブ付与など、引き続き、

取組を進める。 

 

④魅力的な地域をつくる 

（現状と課題） 

地方への力強い人の流れを生み出すためには、あらゆる人が地方で暮らすことに

対しての不安を解消し、暮らしやすく、魅力あふれる地域を作り上げることが重要

である。デジタル技術を有効に活用することで、高度かつ効率的に魅力あふれる地

域づくりを実現することができる。デジタル化の進展により、地方の魅力を高める

取組を高度かつ効率的に行い、それを対外的に発信することが容易になりつつある。

こうした時勢を的確に捉えた取組を行うことが重要である。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

【質の高い教育、医療サービスの提供】 

都市部に住む人が地方に暮らすようになるための重要な条件は、十分な教育機会

や医療サービスが地方においても享受できることである。子育て世帯においては子
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どもたちに十分な教育機会が与えられなければ、居住する候補地からは除外される。

また、十分な医療水準が確保できない地域に長く暮らし続けることはできない。デ

ジタル技術を活用した遠隔教育や遠隔医療を進めることにより、地理的に不利な地

域においても都会とおおよそ同様の教育機会や医療サービスを提供することが可能

になる。 

デジタル田園都市国家構想の実現のためには、将来の地域活性化の基盤となる子

どもたちの教育の質を、教育 DX2を通じて全国どこでも向上させることが必要であり、

教育の機会均等、学校における働き方改革、個別最適な学び等の観点から、誰一人

取り残すことのない教育のための GIGA スクール構想を進めることが重要である。さ

らに、遠隔教育については、学校規模や地理的要因等にとらわれず教育の質を高め

る手段であり、離島や中山間地域においては特に大きな効果が見込まれるため、遠

隔教育を含めた学校における ICT 活用を更に進める。 

また、遠隔医療については、離島などの条件不利地域を含め、地域の限定なくオ

ンライン診療やオンライン服薬指導が可能となっているほか、それに付随する医薬

品等のドローン配送等が試みられている地域がある。こうした取組が更に進められ

るよう、遠隔医療の実施状況等を踏まえ、医療分野の情報化の推進や、遠隔医療の

更なる活用に向けた基本方針の策定や好事例の横展開の推進に取り組む。 

 

【公共交通・物流・インフラ分野の DXによる地方活性化】 

買い物や通院等に利用するための十分な移動手段やこれを支えるインフラが確保

されていることも地方に求められる大きな条件である。MaaS（Mobility as a 

Service）の活用や自動運転の活用場面の更なる拡大など公共交通分野に係るデジタ

ル化や先進技術の活用を一層進めるとともに、官民や交通事業者間、他分野との垣

根を越えた「共創」で地域交通をリ・デザインし、自家用車を持たない高齢者をは

じめとする地域住民の移動手段を確保することを可能とする。また、離島・山間部

においてもドローンを用いた物流サービスを提供するなど、様々な制約がある中で

もデジタル技術の活用によりサービスを継続することも可能である。さらに、デジ

タル技術の活用により、インフラに係る各種手続の効率化、３次元データを活用し

た情報共有、現場作業の遠隔化・自動化・自律化等も可能になる。このように、地

域住民の生活に不可欠なサービスをデジタル技術の活用により維持・確保し、利便

性の高い暮らしの実現、地域の生活水準の向上を目指す。 

 

【まちづくり DX】 

人口減少・少子高齢化の中で豊かで多様な暮らし方を支える「人間中心のまちづ

くり」を実現するため、3D 都市モデルの整備・活用・オープンデータ化、デジタル

技術を用いた都市空間再編やエリアマネジメントの高度化、データを活用したオー

プンイノベーション創出等を進めるなど、まちづくり分野の DXを推進する。 

                                                   
2 デジタル技術を活用した教育活動や学校運営等の効果的・効率的な推進と新たな価値の創出を指す。 
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また、地域において様々な人を受け入れる「寛容性と多様性」を育むとともに、

内外の多様な人材をひきつける魅力的な空間・拠点づくりを行い、地方におけるイ

ノベーション創発を促進する。 

 

【地域資源を活かした個性あふれる地域づくり】 

人口減少・高齢化が進行し条件不利な中山間地域等は、一方で豊かな自然や魅力

ある多彩な地域資源・文化等を有し、次の時代につなぐ価値ある拠点としての可能

性を秘めている。中山間地域等の農山漁村が、基幹産業である農林漁業の「仕事づ

くり」を軸として、地域資源やデジタル技術を活用し、農林漁業関係者に加え、多

様な内外の人材を巻き込みながら活力を生み出し、社会課題解決に向けて取組を積

み重ねることで活性化を図る地域を「デジ活」中山間地域として選定し、その取組

を後押しする。関係省庁連携によるこの支援枠組みを 2022年中に創設する。 

他地域に依存せず、経済的に自立できる地域を作り出すことも重要である。地域

資源を活かした脱炭素やエネルギー地産地消のための取組をデジタルと掛け合わせ

ることによって、効率的に地域のエネルギー自給率を高めるほか、地域と ESG に積

極的なグローバル企業とのつながりの強化による地域経済活性化、脱炭素化への地

域経済の円滑な移行など、地域の持続可能性を高める取組を進める。また、エネル

ギーマネジメントやデジタルインフラに必要不可欠な ICT のグリーン化を実現する

ための次世代半導体等の高度化・実装等を支援する。 

地方の大きな魅力として、各地域が育んできた文化や芸術、スポーツに関する活

動が挙げられる。このため、地方の特色ある歴史や文化・スポーツ、食といった無

形資産の価値を高める取組を進める。さらに、美術館・博物館の DX を推進し、アカ

ウンタビリティの確保や運営の効率化等を図る。また、日本に所在する文化遺産を

オンラインで公開し、地方の魅力を広く世界に発信する。加えて、デジタル技術の

活用等による地域のにぎわいづくりを目指すスタジアム・アリーナ改革を官民一体

となって推進する。 

 

【防災・減災、国土強 靱
じ ん

化の強化等による安心・安全な地域づくり】 

多くの人が地方で暮らす上で不可欠な要素は、巨大災害に対する重要な機能の維

持を含め、災害への十分な備えである。防災・減災、国土強 靱
じ ん

化の強化をより効率

的に進めるためには、デジタル技術の活用等が不可欠であり、デジタル技術を活用

した避難計画の策定等に取り組むことにより、人々が安心して住み続けられる環境

を一体的に整備する。また、災害時に被災者との対応に当たる市町村が業務に迅

速・適切に対応できるようにするため、標準化された災害対応業務システムをクラ

ウド上に構築し、複数の地方公共団体が参画し、災害時にも機能する災害対応基盤

を構築する。災害対応現場のデジタル化を一層推進するため、産学共創の下、防

災・減災に資する適切な情報提供やデジタルツイン 3などの最先端技術の開発等に向

                                                   
3 現実空間の情報をリアルタイムでサイバー空間に送り、サイバー空間内に現実空間の環境を再現すること。これにより、例 

えば防災シミュレーションを容易に行うことが可能となる。 
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けた更なる環境整備を図る。あわせて、高精度測位情報と地理情報システムを組み

合わせた「Ｇ空間情報」の活用により、統合型Ｇ空間防災・減災システムを構築す

ることで、より高度な防災情報の利活用を実現する。 

地域を支えるインフラの維持管理を着実に行うことも安心して暮らせる地域づく

りを行う上で重要な要素である。デジタルデータの活用等を一層推進することによ

り、インフラの効率的なメンテナンスを実現する。 

 

【地域コミュニティ機能の維持・強化】 

地方の魅力を高める上で、温かみのある良質な地域コミュニティづくりも重要な

要素である。人口減少や高齢化等により地域の担い手が不足することに伴い、地域

コミュニティの活力が失われ、感染症や災害の発生時や土地の管理に活かされてい

た地域の経済・社会のバックアップ機能が失われつつある。郵便局などの既存施設

の行政サービス窓口としての活用や、デジタルの活用による地域の高齢者の見守り、

スマートフォン等を介した交流の場の提供、デジタルの活用による適正な国土利

用・管理や、公民館・図書館などの社会教育施設の活用促進等、多様な組織や主体

がデジタル技術も活用して連携し、地域コミュニティの補完的な取組を進め、安心

して暮らせる地域をつくる。また、デジタルの力を活用して地域の共助の取組など

目に見えない価値を拾い上げ、キャッシュレスのデジタル地域通貨として流通させ

ることにより、地域コミュニティの活性化に取り組む地域も存在する。また、シェ

アリングエコノミーの考え方に基づく取組を進めることにより、地域資源の有効活

用を図ることが可能になる。こうした取組を横展開することにより、限られたリソ

ースの中で地域の結びつきをより強めることが可能となる。 

 

⑤地域の特色を活かした分野横断的な支援 

上記で掲げた個別の政策分野に対しての取組に加えて、分野横断的な取組を進め

る。 

【デジタル田園都市国家構想交付金等及び地方財政措置の着実な実施】 

 地方創生推進交付金、地方創生拠点整備交付金及びデジタル田園都市国家構想推

進交付金を、新たに「デジタル田園都市国家構想交付金」として位置付け、デジタ

ル田園都市国家構想による地方の活性化に向けた支援を進める。 

 具体的には、同交付金を活用し、 

・地方公共団体が、都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・

ひと・しごと創生総合戦略（以下、これらを合わせて「地方版総合戦略 4」とい

う。）に基づき行う先導的な事業を安定的かつ継続的に支援するとともに、その

使途の拡大に係る検討や運用の更なる改善等を通じて、一層の活用促進を図る。 

・また、デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けて、他地域

等で既に確立された優良モデル・サービスを活用して迅速な横展開を行う事業

                                                   
4 全 1,788団体のうち、1,777団体が 2022年３月 31日までに地方版総合戦略の改訂・延長等により策定を終えており、残り 

の 11団体も、今後、改訂等により地方版総合戦略を策定する予定である。（2022年４月１日時点調査結果） 
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や、オープンなデータ連携基盤を活用する他地域のモデルケースとなり得る事

業に取り組む地方公共団体を支援する。 

 

なお、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金については、各地方公

共団体が新型コロナウイルスの感染拡大の防止及び感染拡大の影響を受けている地

域経済や住民生活の支援等を通じた地方創生に資する事業を実施するに当たり、財

政上の不安なく対応できるよう、適切に支援する。 

 また、地方公共団体が、地域の実情に応じ、自主的・主体的に地方創生に取り組

むとともに地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決に取り組めるよう、地方

財政計画に所要額を計上し、地方財政措置を講ずる。 

 

【スマートシティ関連施策の推進】 

 AI、IoT などの未来技術や官民データ等を地域づくり・まちづくりに取り入れ、

都市・地域課題の解決を図る「スマートシティ」を 2025 年度までに 100 地域構築す

るため、MaaS や自動運転、ドローン、グリーン化といった個別の分野も含めた全国

各地のスマートシティ関連事業を推進する。これに合わせ、デジタルと地域づく

り・まちづくりの知見を兼ね備えた人材の育成を進めることなどを通じ、デジタル

を活用して地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる経営人材を国内 100 地域

に展開する。 

 

（２）デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備 

デジタル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら、地方を活性化し、持

続可能な経済社会を実現するデジタル田園都市国家構想の実現に向けては、①デジ

タルインフラの整備、②マイナンバーカードの普及推進・利活用拡大、③データ連

携基盤の構築、④ICT の活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワー

クの整備、⑤エネルギーインフラのデジタル化等に取り組むことが重要である。 

 

①デジタルインフラの整備 

デジタル田園都市国家構想の実現のためには、光ファイバ、5G、データセンター

や海底ケーブルなどの通信インフラの整備が不可欠であることから、「デジタル田園

都市国家インフラ整備計画」（令和４年３月 29 日公表）の実行等により、これらの

インフラ整備を地方のニーズに即してスピード感をもって推進する。 

 

【光ファイバ】 

（現状及び課題） 

居住世帯向けサービスのための光ファイバについては、2020 年度末時点で世帯カ

バー率 99.3％（未整備世帯約 39 万世帯）まで整備されており、2021 年度末には、

未整備世帯が従来見込んでいた約 17万世帯（世帯カバー率 99.7％）を下回る見込み

（このうち、4G の携帯電話がエリア外であるのは数集落の見込み）であるが、地域

によって整備状況に差があるという課題がある。 

014370
ハイライト表示
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特に、離島等条件不利地域については、地域が抱える社会課題解決のためにデジ

タル技術の利活用が強く期待されている一方、光ファイバの整備を希望しながらも、

財政上の理由から進めることができない地域の大部分は、このような条件不利地域

である。 

また、近年、急速な人口減少の進展等を背景に、地方における光ファイバ等の採

算性が悪化しつつあり、サービスの中長期的な維持が新たな課題として浮上しつつ

ある。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

引き続き、条件不利地域における整備促進によって地域間の整備状況の格差縮小

を図り、全国の世帯カバー率を 2027年度末までに 99.9％（未整備世帯約５万世帯）

とすることを目指す。加えて、地方公共団体の意向等も踏まえ、更なる前倒しを追

求する。また、未整備世帯約５万世帯についても、光ファイバを必要とする全地域

の整備を目指す。さらに、2022 年度末までに光ファイバ及び携帯電話のいずれも使

えない地域を解消する。 

このための施策として、補助事業の実施により条件不利地域等における整備を促

進していく。また、光ファイバ等の維持管理費用を支援する交付金制度の創設が、

光ファイバ等の更なる基盤整備促進にも資するものと考えられる。 

さらに、インフラ整備の効果を最大化するためには、地元ニーズのきめ細かい具

体化、整備の必要性についての関係者間での共通認識の形成、インフラシェアリン

グなどによるリソースの有効活用、投資コストの削減等が重要であることから、地

方公共団体、通信事業者、社会実装関係者、インフラシェアリング事業者、総務省

（総合通信局等）等から形成される地域協議会を開催し、関係者の間でデジタル実

装とインフラ整備のマッチングを推進する。 

 

【5G】 

（現状及び課題） 

2020 年度末時点で、5G 基盤展開率 5は計画 6.9％に対して実績値が 16.5％、5G 基

地局数は計画約 9,000 局に対し実績値が約 2.1 万局である。このように着実な整備

が進んできているが、地域によって整備状況に差があるほか、5G の恩恵がより多く

の人々に実感されるために、基盤展開率だけでなく、子局の設置の加速により、5G

人口カバー率を追求していくことも重要となっている。さらに、人口の多寡にかか

わらず地域ニーズを踏まえた整備も求められる。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

第一フェーズとして、2023年度末までに全ての居住地で 4Gを利用可能な状態を実

現するとともに、5Gの親局（高度特定基地局）を全国展開し、5G基盤展開率を 2023

年度末に 98％とすることを目指す。第二フェーズとして、子局（基地局）を地方展

                                                   
5 10km四方エリア（全国に約 4,500）の親局（高度特定基地局）の整備割合。 
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開し、エリアカバーを全国で拡大することを目指す。具体的には、5G 人口カバー率
6を、2023年度末に全国 95％、全市区町村に 5G基地局を整備、2025年度末までに全

国97％、各都道府県90％程度以上、2030年度末までに全国・各都道府県ともに99％

とすることを目指す。さらに、将来的には、5G を必要とする全地域の整備を目指す
7。 

このための施策として、新たな 5G用周波数の割当て、制度整備（5G中継局用基地

局等の制度整備等。また、基地局開設の責務の創設は、5G の地方での活用にもつな

がるものと考えられる。）、補助金による支援や税制措置の活用、鉄塔やアンテナな

どのインフラシェアリングの推進（補助金要件での優遇、技術開発、基地局設置が

可能な施設のデータベース化等）を進める。また、上述の地域協議会の開催により、

デジタル実装とインフラ整備のマッチングを推進する。さらに、ローカル 5G などの

地域のデジタル基盤の構築を推進する。 

 

【データセンター/海底ケーブル等】 

（現状及び課題） 

データセンターの立地状況は、６割程度が東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神

奈川県）に一極集中しており、我が国の災害に対する通信ネットワークの強 靱
じ ん

化等

の観点から、データセンターの地方分散が求められる。 

海底ケーブルのうち、国内海底ケーブルは主に太平洋側に敷設され、日本海側が

未整備（ミッシングリンク）となっている。また、海底ケーブルの終端である陸揚

局の立地は房総半島に集中している。ここでも、我が国の災害に対する通信ネット

ワークの強 靱
じ ん

化等の観点から、日本海側の国内海底ケーブルなど補完性の高い海底

ケーブル網の整備や、陸揚局の地方分散が求められる。また、国際海底ケーブルの

我が国への敷設を一層促進し、我が国がデータ・ハブとなることを目指すことも重

要である。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

全国各地で十数か所の地方データセンター拠点を５年程度で整備するほか、日本

を周回する海底ケーブル（「デジタル田園都市スーパーハイウェイ」）を 2025 年度末

までに完成させるとともに、陸揚局の地方分散を促進する。このための施策として、

令和３年度補正予算の補助金を活用した取組を進める。また、本補助による整備を

呼び水として、民間事業者による地方におけるデータセンター等の更なる整備が期

待される。さらに、データセンター及び海底ケーブルと一体的に地方分散を図るべ

きインターネット接続点（IX）についても、地方における整備を促進する。 

 

 

                                                   
6 500m四方エリア（人口のあるエリアは約 47万エリア）のうち、5G通信ができるエリアの人口の合計を総人口で除した割

合。 
7 数値目標は通信事業者４者のエリアカバーの重ね合わせにより達成する数値。今後の周波数移行等により変更があり得る。 
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【Beyond 5G（いわゆる 6G）】 

（現状及び課題） 

デジタル技術による地方の社会課題解決と、これによる国全体のボトムアップの

成長を継続していくためには、日進月歩の技術進展を我が国がリードし、その成果

がいち早く社会実装されることが重要であり、2030 年代の次世代情報通信インフラ

「Beyond 5G」の実現に向けた取組を戦略的に推進し、研究開発成果の社会実装や市

場獲得等の実現につなげていく必要がある。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

Beyond 5G の技術開発を我が国がリードし、2025 年以降順次、通信インフラの超

高速化と省電力化（光ネットワーク技術、光電融合技術 8、テラヘルツ波 9技術）や、

陸海空をシームレスにつなぐ通信カバレッジの拡張（衛星通信、HAPS10などの非地

上系ネットワーク（NTN11）技術）等を実現する開発成果の社会実装と国際標準化を

強力に推進する。これを実現するため、Beyond 5Gに向けた研究開発戦略を策定し、

同戦略を反映した研究開発を強力に加速していく。 

 

②マイナンバーカードの普及推進・利活用拡大 

【マイナンバーカードの普及の推進】 

安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、

国は、「デジタル社会のパスポート」であるマイナンバーカードの利便性向上・利活

用シーンの拡大を更に推進するとともに、市町村における交付体制の強化に向けた

支援を行う等、マイナンバーカードの普及を強力に推進する。 

 

【マイナンバーカードの利活用の拡大】 

マイナンバーカードが持つ本人確認・認証機能を、デジタル社会の基盤として徹

底的に利活用していくため、その用途の充実や、それを利活用した取組への支援を

強化するとともに、電子証明書のみならず空き領域を含め更なる活用を促進する。 

具体的には、健康保険証としての利用の推進、公金受取口座の登録等を強力に普

及していくとともに、運転免許証や在留カードとの一体化に向けた準備を進める。

また、以下３つの取組を進める。 

第一に、「オンライン市役所サービス」の充実を図るため、2022 年度中には、引

越手続のワンストップ化を実現するとともに、子育て・介護等の 31 手続におけるオ

ンライン手続を、原則、全ての地方公共団体で行えることを目指す。また、居住す

る市町村をはじめ、様々な行政機関から各市民へのお知らせを的確にお届けできる

                                                   
8 電気通信と光通信を融合させることでネットワークの高速化と大幅な低消費電力化を実現する技術 
9 電波と光（可視光線）の間の領域にある高い周波数帯の電波。従来は利用が難しく未開の電波とされてきたが、近年の技術

革新によって高精度なセンシングや大容量無線通信への活用が期待されている。 
10 High Altitude Platform Station（高高度プラットフォーム）の略。携帯基地局等の機能を搭載して高高度を飛行しなが

ら通信エリアをカバーする技術。 

11 Non-Terrestrial Network（非地上ネットワーク）の略。宇宙・空・海・陸上の通信システムを多層的につなげて構築する

ネットワーク。 
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仕組みの構築を進める。 

第二に、マイナンバーカードの「市民カード化」を進めるため、図書館カード、

市町村の施設の利用証等、生活の様々な局面で、マイナンバーカード１枚をかざせ

ば済むよう、その全国展開を目指し、地方公共団体による市民カード化の動きを、

地方公共団体と緊密に連携し、デジタル田園都市国家構想の実現推進に向けた各種

支援制度も用いて、後押しする。 

第三に、マイナンバーカードの民間ビジネスにおける様々な局面での利用を進め

るため、電子証明書手数料を当面無料にする等の検討を行う。 

また、今年度には、マイナンバーカードの機能（電子証明書）のスマホ搭載を進

めていく等、便利なマイナンバーカードの実現に向けて、いろいろな角度から取り

組んでいくこととする。 

 

③データ連携基盤の構築 

【公共・準公共領域】 

国・地方公共団体間、地方公共団体・準公共・企業間などのサービス利活用を促

進するために、データ連携基盤の構築を進めていく。品質・コスト・スピードを兼

ね備えた行政サービス実現に向けた情報連携の基盤として、公共サービスメッシュ

の設計について検討する。また、地方公共団体と準公共、企業間のデータ連携を行

うエリア・データ連携基盤は、複数のサービスのデータを連携し、ID を含めたサー

ビス間の相互運用性を高めることで住民へのデジタルサービスの利便性を図る。本

基盤のコア部分にあたるデータ仲介機能(ブローカー)を国が提供し、地方公共団体

における安全な基盤の構築を支援する。 

 

【産業領域】 

産業活動に係るソフトインフラの構築も進めていく。地域からグローバル市場に

つながるために、CO2 排出量の可視化や模倣品の排除などグローバル・サプライチェ

ーンにおいて新たに対応が必要となってくるデータの共有・連携を推進していく。

地域の中小企業の経済活動に不可欠な契約から決済にわたる取引や人口減少・少子

高齢化等の地域の社会課題解決のカギとなるモビリティサービスを中心に、相互連

携に必要となるシステム全体のアーキテクチャ設計・検証や実装に向けた技術開発

を行い、世界をリードする新たな産業・サービスの創出を目指す。また、快適で便

利な地域における国民生活を実現するような次世代の建物空間の創出に向けて、ス

マートホーム、スマートビルのアーキテクチャ設計を推進する。 

 

④ICT の活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワークの整備 

ICT を活用し、交通事業者と地域との官民共創等による持続可能性と利便性の高

い地域公共交通ネットワークへの再構築を図るため、法整備等を通じ、国が中心と

なって事業者と地方公共団体が参画する新たな協議の場を設けるほか、規制見直し

や従来とは異なる実効性ある支援等を実施する。 
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また、三大都市圏間及びその周辺地域のアクセス利便性向上に資する高速かつ安

定的な交通インフラとして、世界最高速度での自動運転システム等最先端のデジタ

ル技術を活用したリニア中央新幹線の早期整備を促進する。 
 

⑤エネルギーインフラのデジタル化 

（現状及び課題） 

地域におけるデジタル利活用を進めるとともに、デジタルインフラの整備を通じ

て今後拡大していくことが見込まれる分散型のデータ処理を支えていくためには、

再生可能エネルギー等の分散・効率的な供給等が重要である。また、地域における

グローバルレベルの産業拠点の育成という観点からも、事業活動におけるカーボン

ニュートラルの実現に資する再生可能エネルギーの効率的な導入拡大は不可欠であ

る。このため、デジタル田園都市国家構想の実現に向けた基盤整備として、エネル

ギーインフラのデジタル化を進めていく。 

 

（中長期的な取組の方向性） 

具体的には、2050 年のカーボンニュートラルの実現に向け、地域との共生を図り

ながら再生可能エネルギーの最大限導入、電力の安定供給、レジリエンスの向上等

を進めていくために、送配電インフラの増強やデジタル化による運用の高度化をセ

キュリティ対策に万全を期しつつ推進していく。送電網においては、データセンタ

ーなど需要サイドの見通しを織り込んだ送電網の増強を計画的に実施する。 

また、ダイナミックレイティング技術等の導入の順次拡大を通じて、送電線容量

を効率的に利用していく。配電網においては、次世代スマートメーターの導入、分

散型エネルギーリソースを活用したフレキシビリティ技術の早期実証と着実な社会

実装等を通じて、地域における配電網の運用高度化等を実現していく。 

再エネ有効活用につながる、ディマンドレスポンスや系統混雑の緩和等に資する

蓄電池に関して、2022 年４月に中間とりまとめを行った「蓄電池産業戦略」につい

て、2022 年夏頃目途に最終とりまとめを行い、国内製造基盤・上流資源の確保、人

材育成、次世代技術開発、蓄電池の導入促進等を一体的に支援する。 

 

（３）デジタル人材の育成・確保 

（現状と課題） 

 デジタル田園都市国家構想が掲げるデジタル技術の活用による地域の社会課題解

決を全国で進めるためには、その担い手となるデジタル人材の育成・確保が不可欠

である。しかし、現状では、デジタル人材が質・量ともに不足していることに加え

て、都市圏への偏在も課題となっている。 

 

（デジタル人材の育成・確保の方針） 

こうした課題を打開し、デジタル田園都市国家構想を実現するためには、全ての

労働人口がデジタルリテラシーを身に付け、デジタル技術を利活用できるようにす
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ることが重要である。このため、小・中・高等学校及び大学等における教育を通じ

て新社会人がデジタルリテラシーを確実に身に付けるようにするとともに、現役社

会人に向けてはデジタルスキル標準を提示し、それに紐付くオンライン教育の提供

等により、いつでも誰でもデジタルスキルを習得できる環境整備を行う。 

同時に、専門的なデジタル知識・能力を有し、デジタル実装による地域の社会課

題解決を 牽
け ん

引する人材を「デジタル推進人材」と位置付け、育成・確保していく。

「デジタル推進人材」とは具体的には、ビジネスアーキテクト（ビジネスの現場に

おいてデジタル技術の導入を行う全体設計ができる人材）や、データサイエンティ

スト（AI を活用して多くのデータから新たな知見を引き出せる人材）等 12が想定さ

れ、その育成・確保の数値目標としては、デジタル社会の推進に最低限必要な人数

をマクロ的観点から大胆な仮説をもとに推計 13し、330万人と設定する。この 330万

人と、現在の情報処理・通信技術者の人数である約 100万人 14との差である、230万

人を育成・確保するため、2024年度末までに年間 45万人育成する体制を整え、2026

年度末までに 230万人の育成を目指すこととする。 

これらの取組を進めるに当たっては、 

①デジタル人材育成プラットフォームの構築 

②職業訓練のデジタル分野の重点化 

③高等教育機関等におけるデジタル人材の育成 

④デジタル人材の地域への還流促進 

の４つを重点領域として、関係省庁が連携し、政府全体として計画的に取り組む。 

また、女性のデジタル人材の育成・確保については、「女性デジタル人材育成プラ

ン」15（令和４年４月 26 日男女共同参画会議決定）が決定されている。デジタル田

園都市国家構想基本方針によるデジタル人材の育成・確保においても、性別の分け

隔てなく全ての人材が自分の力を発揮できるよう、ジェンダーギャップの解消が重

要であるとの認識に立って、「女性デジタル人材育成プラン」に基づき、就労に直結

するデジタルスキルの習得支援及びデジタル分野への就労支援の推進等の取組を進

めていくこととする。 

さらに、デジタル分野の高度外国人材が地域におけるデジタル実装の新たな担い

手として定着できるよう、地方公共団体の受入支援や定着支援の優良事例の収集・

横展開を行い、自主的・主体的で先導的な取組を支援する。 

 

                                                   
12 その他、エンジニア・オペレータ、サイバーセキュリティスペシャリスト、UI/UX デザイナーなどの職種が想定され、経済 

産業省の「実践的な学びの場ワーキンググループ」において議論がなされている。 

13 ①組織・コミュニティの構成員の 30％が変革すると、その組織・コミュニティの文化が変わる。 

― ロザベス・モス・カンターの「黄金の 3割理論」 

  ②全体の 16％の組織・コミュニティが変革すると、その変革が他の組織・コミュニティにも広がっていく。  

― エベレット・M・ロジャーズの「イノベーター理論」 

  この２つの理論を援用し、現在の労働人口(6800万人）から逆算して導出。 

14  国勢調査（平成 27 年）に基づき、職業（小分類）における「システムコンサルタント・設計者」、「ソフトウェア作成者」、

「その他の情報処理・通信技術者」の数を合算した人数。 

15 コロナ下で厳しい状況にある女性の就業獲得や経済的自立に向けて、就労に直結するデジタルスキルを身に付けた女性デ 

ジタル人材育成の加速化を目的として、男女共同参画会議において決定された計画。 
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図１ デジタル人材の育成目標の実現に向けて 

 

 

 

図２ デジタル人材育成・確保の重点領域 
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（具体的な取組の方向性） 

先述した４つの重点領域における具体的な取組の方向性は以下のとおりである。 

 

①デジタル人材育成プラットフォームの構築 

 デジタル知識・能力を身に付けるためには、講義の受講等による基礎的・汎用的

な知識の習得に加え、ビジネスの現場における課題解決の実践等を通じた能力を磨

くことが必要である。このため、産業界で求められるデジタルスキル標準を提示す

るとともに、「デジタル人材育成プラットフォーム」において、それに紐付く教育コ

ンテンツの掲載、IT 企業や金融機関等の地域有力企業の協力も得つつ、課題解決型

現場研修（OJT）及び地域の現場とデジタル人材のマッチング等を行い、全国で人材

育成を行っていく。 

 具体的な取組として、①全てのビジネスパーソン向けデジタルスキル標準（DX リ

テラシー標準）を本年３月に公表したところであり、年内に DX 推進人材向けのデジ

タルスキル標準を整備する。また、②これらのスキル標準に紐付ける形で、民間事

業者や大学等が提供する様々な教育コンテンツを提示するとともに、デジタル技術

を活用した実践的なケーススタディ教育プログラム等を実施する。さらに、③地域

の企業・産業の DX に必要なデジタル人材を育成・確保すべく、地方 DX 拠点を創設

し、実践的な学びの場の提供等を行う仕組みを構築する。 

これらの取組とあわせ、DX推進施策（DX銘柄・DX認定等）を通じた人材育成の促

進を図る。 

 

②職業訓練のデジタル分野の重点化 

 労働者や求職中の者を対象としたデジタル分野の職業訓練については、訓練コー

スや講座の数が少ないことや、各種制度の周知・広報に課題があり、公的職業訓練

については地域偏在も課題となっている。これらの課題に対応して、労働者や求職

中の者に対するデジタル技術の活用に関するスキルの向上を図り、労働市場におけ

るデジタル人材の育成・確保を進めるため、職業訓練におけるデジタル分野の重点

化を推進する。 

 具体的には、各種の訓練制度の一層の周知・広報に取り組みつつ、労働者を対象

とした公的職業訓練や教育訓練給付については、IT 分野の資格取得を目指す訓練コ

ースの訓練委託費等の上乗せなどによるデジタル分野の重点化を図るとともに、企

業を対象とした人材開発支援助成金については、IT 技術の知識・技能を習得させる

訓練を高率助成の対象に位置付け、企業によるデジタル人材の育成を促進するなど

の取組を行う。 

 また、地域偏在の解消や、地域のニーズに応じた訓練の提供促進に向けて、雇用

保険等の一部を改正する法律（令和４年法律第 12 号）により改正された職業能力開

発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）（以下「改正職業能力開発促進法」という。）に

より、都道府県を単位として訓練コースの設定や検証等について関係者間で協議す

る仕組みを法定化しており、こうした取組とも連携して、デジタル分野についても
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地域のニーズに合った訓練コースの設定を促進していく。 

さらに、企業や労働者のニーズに合った支援に強力に取り組んでいく観点から、

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議決定）を踏

まえ、３年間で 4,000 億円規模の施策パッケージを創設し、人材育成等を推進して

いくこととしている。本パッケージの実施に当たって、人材開発支援助成金や教育

訓練給付について、民間からの提案を踏まえて訓練メニューの高率助成化や訓練の

拡充を行うこととしているため、こうした取組とも連携して、職業訓練におけるデ

ジタル人材の育成・確保の加速を図る。 

なお、デジタル化の進展や社会経済環境の変化が加速し，成長分野への円滑な労

働移動の重要性がより高まっていることから，労働者のリスキリングを効率的かつ

速やかに推進するとともに円滑な労働移動の仕組みを構築する。 

 

③高等教育機関等におけるデジタル人材の育成 

 デジタル人材の育成に関して重要な役割を果たす高等教育機関等においては、数

理・データサイエンス・AI 教育の推進として、大学・高等専門学校における数理・

データサイエンス・AI 教育のうち、優れた教育プログラムを国が認定することで、

大学・高等専門学校の取組を促進し、デジタル技術等を活用した実践的な課題解決

能力を持った人材の育成を進める。また、全国の大学等による「数理・データサイ

エンス教育強化拠点コンソーシアム」を形成し、全国９ブロックの代表校を中心に、

地域 DX拠点とも連携しながら、各地域における数理・データサイエンス・AI教育を

推進する。 

加えて、地域企業を学びの場とした実践的な教育プログラムやインターンシップ

の実施を促進するとともに、地方公共団体による奨学金の返還支援を推進すること

で、若者の地方への還流や定着の流れを後押しする。 

 リカレント教育としても、大学・専門学校等が労働局、企業等産業界と連携する

体制を構築し、就業者・失業者・非正規雇用労働者に対するデジタル分野等成長分

野を中心とした教育プログラムを提供する。具体的には、失業者や非正規雇用労働

者を対象としたプログラムによって、基礎的なデジタル分野の能力を育成し、就

職・転職につなげる。また、就業者を対象としたプログラムでは、キャリアアップ

につながるよう、リスキリングを推進し、応用基礎的なデジタル分野の能力の育成

を進める。 

 これらの取組により、デジタル人材を地方の高等教育機関等から継続的に輩出す

る体制を構築していく。 

 

④デジタル人材の地域への還流促進 

 デジタル田園都市国家構想の実現に向けては、デジタル人材の育成を行うととも

に、育成した人材が都市部に偏在することのないよう、地方への人材還流を促進し

ていくことが重要である。 

具体的には、地域企業等において、デジタル人材の確保に向けた取組を進める必
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要がある。このため、地域企業の経営課題解決に必要なデジタル人材等のマッチン

グ支援を強化していく。具体的には、プロフェッショナル人材のマッチングで高い

ノウハウと実績を有するプロフェッショナル人材戦略拠点と、取引先とのネットワ

ークを有し地域企業の経営課題等に精通する地域金融機関、大企業の人材プラット

フォームを整備する株式会社地域経済活性化支援機構（以下「REVIC」という。）が

緊密に連携して行う取組を強化する。また、地方からデジタル実装を進めるために

は、地域においてイノベーションを担うスタートアップにも人材が適切に供給され

る必要がある。こうした観点から、プロフェッショナル人材戦略拠点及び地域金融

機関に加え、スタートアップの実情を把握するベンチャー・キャピタルやスタート

アップ専門の職業紹介事業者等とも連携して人材マッチングを支援する。 

さらに、デジタルを活用した地域の社会課題解決を実現するため、その中核的な

役割を担う地方公共団体に対しても、高いスキルを有する外部人材の派遣が促進さ

れるよう、民間事業者などとも連携しながら取組を推進する。 

加えて、地方創生移住支援事業により、デジタル人材等の地方移住を支援すると

ともに、地方創生起業支援事業により、デジタル等を活用した地域の社会課題の解

決を目指す起業等を支援する。 

 これらの取組を「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」として期限を区切って

集中的に実施し、地域へのデジタル人材等の還流、地域人材市場の育成及びマッチ

ングビジネスの早期市場化・自立化を図る。 

 

図３ デジタル人材地域還流戦略パッケージ 
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（４）誰一人取り残されないための取組 

構想の実現に当たっては、地理的な制約、年齢、性別、障害の有無等にかかわら

ず、誰もがデジタル化の恩恵を享受することにより、豊かさを実感できることが重

要である。また、デジタルを介した格差や分断が生まれないよう十分に留意してデ

ジタル化を実現することも求められる。このように構想の具体化に当たって、「誰一

人取り残されない」社会の実現を目指していくことも重要な要素である。 

このような社会を実現するには、利用者本位の考え方に立って、デジタルサービ

スの設計を行うことや、デジタル技術の活用に当たって個々人の能力に応じた様々

な選択肢を用意することが必要である。 

こうした取組は国や地方公共団体だけでは実現できず、官民一体となって取り組

む必要がある。例えば、地域住民等が官民のオープンデータを活用して地域の解決

を図る取組等を推進することにより、国、地方公共団体、民間企業、住民等が各々

の立場で相互に協力し、「皆で支え合うデジタル共生社会」を官民挙げて構築してい

くことが可能となる。 

上記の取組を進めるために、①デジタル機器等に不慣れな人にも分かりやすく、

使いたくなるようなデザインを考案するなど、利用者目線に立って、デジタル機

器・サービスを提供すること、②高齢者や障害者に対して、デジタル機器の操作方

法等とともに、デジタル技術により、何ができ、どのような課題を解決できるかを

分かりやすく情報共有すること、といった基本的な考え方を共通認識としつつ、「皆

で支え合うデジタル共生社会」の環境整備に向けた取組を官民挙げて推進する。 

 

＜具体的な進め方＞ 

「誰一人取り残されない」デジタル田園都市国家構想の実現を目指していく上で

は、デジタル実装を通じて個々の利用者の利便性の向上や課題の解決をいかに図っ

ていくか、常に利用者視点で、各々の社会環境や日常生活、ライフステージ等を具

体的にイメージしつつ、きめ細かに対応していくことが重要である。このため、デ

ジタル技術に慣れていない人や、自らはこれらを利用しない人も含め、デジタル化

の恩恵をあらゆる人が享受できる環境を整備することが必要である。 

このような観点から、地理的な制約、年齢、障害の有無等の心身の状態、経済的

な状況その他の要因に基づく高度情報通信ネットワークの利用及び情報通信技術を

用いた情報の活用に係る機会又は必要な能力における格差の是正を促進するため、

以下の取組を推進し、国、地方公共団体、民間企業等が皆で支え合う体制を構築し

ていく。 

 

①デジタル推進委員の展開 

高齢者等が、身近な場所で身近な人からデジタル機器・サービスの利用方法を学

ぶことができる環境づくりを推進する「デジタル活用支援」事業に重点的に取り組

み、これまでのデジタル活用支援による全国の携帯ショップ、地域の ICT 企業、社

会福祉協議会、シルバー人材センター、公民館等での講習会等の実施の成果を踏ま
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えつつ、更なる質・量の向上を図り、地方公共団体や教育機関等とも密接に連携し、

地域のサポート体制を確立し、幅広い取組を国民運動として促進するとともに、こ

のような取組を定着させるための方策を検討する。また、障害者に対するデジタル

機器の紹介・貸出・利用に係る相談等を行う総合的なサービス拠点（サポートセン

ター）の設置や、サピエなどの障害者がアクセスしやすいネットワークを通じたサ

ービスの利活用、デジタル機器の操作支援を行うパソコンボランティアの養成・派

遣などの取組を支援する。さらに、これらも含め、関係省庁、地方公共団体・関連

団体、ボランティア団体等と連携し、デジタルに不慣れな方をサポートするため、

国民運動として、「デジタル推進委員」の取組を 2022 年度に２万人以上でスタート

し、今後、全国津々浦々に展開できるよう、更なる拡大を図る。 

 

②デジタル共生社会の実現 

地域で子どもたちがプログラミング等の ICT 活用スキルを学び合う機会を提供す

る「地域 ICT クラブ」について、地域 ICT クラブ間及び地域 ICT クラブと多様な主

体との連携の推進を通じて、更なる広がりに向けた普及促進を図る。障害者に対す

る上述のデジタル機器の紹介・貸出・利用に係る相談等を行う総合的なサービス拠

点の設置などの取組を支援する。 

 

③経済的事情等に基づくデジタルデバイドの是正 

生活困窮者の支援の強化に向けて、生活困窮者のデジタル利用等に関する実態を

把握し、好事例の収集・横展開等を行うとともに、更なる支援策を検討する。 

また、経済的格差等によって子どもたちの教育格差、学力格差が生じることのな

いよう、全国の学校における ICT 環境の整備とそれを活用するための ICT 支援人材

の学校への配置促進、低所得世帯向けの通信環境の整備を図る。 

 

④利用者視点でのサービスデザイン体制の確立 

デジタル庁において、サービスデザイン体制を確立し、適切なサービスデザイン

プロセスに係る職員の意識改革や専門人材の活用、研修手法の開発、学習機会の提

供、国内外の有識者やデザインコミュニティとの交流を通じた先行事例及び知見の

収集の取組について他の政府機関等に対し横展開を図る。 

 

⑤「誰一人取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開 

 社会全体でデジタルについて定期的に振り返り、体験し、見直す機会である「デ

ジタルの日」を、地域を巻き込んで開催し、産学官、コミュニティ等が連携した自

発的な取組を推進する。また、「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」の

実現に資する、社会貢献度の高い活動や先進的な活動等を行う個人や企業・団体等

の表彰を行う。 
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 これらの取組を通じ、社会全体のデジタルへの理解を深めるとともに、デジタル

社会の推進に向けた全国各地の活動・取組について、広く普及促進を図り、事例の

横展開等を進める。 

 

２．地域ビジョンの提示 

地方における構想の実現に向けた取組を促すために、地方において、デジタル田

園都市国家構想実現に向けた取組を、それぞれの地域において取り組むべきものと

して捉えてもらうことも重要である。このため、国として、構想の実現を通じて地

方が目指すイメージしやすいビジョンの類型を提示し、取組を進める上での参考に

してもらうことも有効である。例えば、以下に提示されたビジョンをもとに、各地

域において、地域の実情や資源等を踏まえてカスタマイズしながら、構想の実現を

図ることで、目指すべき地域像の実現につなげることができる。 

 デジタルインフラの整備の進展等により、他の地域の見本となるような優れた取

組の萌芽が見られる地域も出ている。デジタルの力でこうした取組を育て、全国的

に横展開していくことが重要である。また、地方が活用可能な支援メニューについ

てわかりやすく提示すること等により、地方の自主的な取組を一層促していく。 

 

＜地域ビジョンの例＞ 

〇スマートシティ・スーパーシティ 

 データ連携基盤などデジタル技術を活用して、市民生活の質、都市活動の効率性

の向上等地域の抱える様々な社会課題を高度に解決することを通じて、新たな価値

を創出し、持続可能な地域づくり・まちづくりを目指す。また、国家戦略特区制度

を活用して規制改革を実現し、データの連携や先端的サービスの実施を通じて地域

課題の解決を図るスーパーシティとデジタル田園健康特区の取組も強力に推進して

いく。 

 

〇「デジ活」中山間地域 

中山間地域の基幹産業である農林漁業の「仕事づくり」を軸として、豊かな自然、

魅力ある多彩な地域資源・文化等やデジタル技術の活用により、農林漁業関係者に

加え、多様な内外の人材も取り込みながら活力を生み出し、社会課題解決に向けて

取組を積み重ねることで活性化を図る地域づくりを目指す。 

 

〇産学官協創都市 

若者を地域にひきつけるためには、学びの場、働く場が確保されていることが必

要である。こうしたことを踏まえ、地域産業・若者雇用の創出や、地元企業や地方

公共団体と連携した地方活性化につながるような地方大学の取組を促し、大学を核

として地方活性化が図られるような地域づくりを目指す。 
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〇SDGs未来都市 

 SDGs が対象としている社会課題は地域が抱える問題そのものにも共通するところ

が多い。そこで地方活性化に取り組むに当たって、経済・社会・環境の三側面を統

合した SDGs の理念を取り込むことで、政策の全体最適化や地域の社会課題の解決の

加速化という相乗効果を生み出す。これにより、未来志向で持続可能な地域づくり

を目指す。 

 

〇脱炭素先行地域 

 地域の雇用や資本を活用しつつ、地域資源である豊富な再エネポテンシャルを有

効利用することは、2050 年のカーボンニュートラルという政府全体の方針のみなら

ず、地域の経済収支の改善等につながることが期待でき、エネルギー安全保障にも

貢献する。2030 年度までに民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に

伴う CO2排出実質ゼロを実現する脱炭素先行地域を、2025年度までに少なくとも 100

か所創出し、デジタル技術も活用して、地域において、産業、暮らし、交通などの

様々な分野で脱炭素化に取り組み、地域の経済収支の改善、防災・減災対応や生活

の質の向上など地域の社会課題の解決につなげる地域づくりを目指す。 

 

○MaaS実装地域 

 地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公

共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括

で行うサービス（MaaS）の社会実装を促進し、移動の利便性向上や外出機会創出等、

地方活性化が図られるようなまちづくりを目指す。 

 

３．政策間連携 

デジタル田園都市国家構想に関する施策を政府一丸となって総合的・効果的に実

施するためには、関係省庁が連携して縦割りを排除しつつ、明確な役割分担のもと

で、様々な政策分野間の連携を図ることが重要である。 

 

①規制改革との連携 
「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議決定）に基づき、スタートアップ・

イノベーション、地域産業活性化、デジタル基盤の整備など、各重点分野における

規制・制度改革を推進する。こうした取組を通じ、地域の現場で創意工夫を発揮し

やすい環境づくり、イノベーション力の強化、スタートアップの拡大を促すことで、

成長産業を創出し経済成長の実現及び人への投資の促進を行う。 

 

②デジタル臨時行政調査会との連携 

デジタル臨時行政調査会（デジタル臨調）では、デジタル化の急速な進展が世界

にもたらす根本的な構造変化、発展可能性の拡大を踏まえ、デジタル改革、規制改

革及び行政改革に係る横断的課題を一体的に検討し実行することとなっている。デ
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ジタルの力を活用して、国民や地域に寄り添い、個人や民間企業等が能力を最大限

発揮できる社会の実現に向けて取り組む中で、デジタル田園都市国家構想とも密接

に連携して取組を進める。 

 

③国家戦略特区等との連携 

国家戦略特区は、世界で一番ビジネスのしやすい環境の整備を目指し、全国から

提案を募りつつ、スピード感を持って大胆な規制・制度改革を実現することとされ

ている。引き続き、岩盤規制改革に集中的に取り組むとともに、特例措置の活用か

ら一定期間が経過し、特段の弊害のない特区の成果については、全国展開に向けた

検討を重点的に進める等、全国展開を加速化させる。 

特に、2022 年４月に新たに国家戦略特区として指定されたスーパーシティとデジ

タル田園健康特区は、デジタル田園都市国家構想を先導することが期待されるもの

である。今後、これらの特区において規制改革を推進し、データの連携や先端的な

サービスの実施を通じて地域の社会課題の解決を実現していくことで、デジタル田

園都市国家構想の実現につなげていく。 

構造改革特区は、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）や国立大学法人法（平成

15 年法律第 112 号）の特例等を盛り込んだ構造改革特別区域法の一部を改正する法

律（令和４年法律第 58 号）の円滑な施行を通じて、地域のイノベーション創出に資

する高度人材の育成や革新的な研究開発等の促進を図る。 

総合特区は、地域の実情に合わせた規制の特例措置、財政・税制・金融上の措置

を活用することとされている。 

これらの特区制度における特例措置等を活用した取組と連携することで地域の創

意工夫を活かした地方創生を推進する。 

 

④地方分権改革との連携 

地方分権改革の推進は、地域が自らの発想と創意工夫によって課題解決を図るた

めの基盤であることから、地方分権改革に関する提案募集について、地方からの提

案の最大限の実現を図る。特に、デジタル活用による地方の業務の効率化・簡素化

のための改革を推進する。 

 

⑤社会保障制度改革等との連携 

全世代型社会保障制度改革等に基づく少子化対策・医療の改革を推進するととも

に、健康づくりや介護予防の取組を含め、地方における医療や介護等の改革を支援

する取組を進め、安心して暮らすことができる地域づくりを行う。 

 

⑥東日本大震災の被災地域における活性化等との連携 

「『第２期復興・創生期間』以降における東日本大震災からの復興の基本方針」

（令和３年３月９日閣議決定）等を踏まえ、復興の取組と地方創生施策の連携の充
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実・強化を図ることにより、東日本大震災の被災地域における地方創生を加速化す

る。 

また、関係省庁間で連携し、国土強 靱
じ ん

化や防災をはじめとする安全・安心に向け

た取組や、大規模自然災害の被災地における地域の社会課題の解決に向けた取組を

推進する。 

 

⑦海外発信・展開に関する施策との連携 

大阪・関西万博や国際的なフォーラムなど、デジタル田園都市国家構想に関連し

た国際的なイベント等の機会を捉えるとともに、デジタル技術の活用による地域づ

くりの事例や食文化などの地域の魅力を海外に発信するクールジャパンなどの取組

等とも連携し、デジタル田園都市国家構想のモデルとなる取組を海外に発信・展開

する。 

 

４．今後の進め方 

 デジタル田園都市国家構想の実現に向けて、地域ごとの自主的・主体的な取組を

進めるため、国・地方は本基本方針で示された方向性にのっとり、第３章に列挙さ

れた様々な施策を通じて、当面の取組を進める。 

さらに、本構想は地方創生の目的を共有した上で取組を継承・発展するものであ

り、構想の実現に向けた取組を円滑に進めるためにも、まち・ひと・しごと創生法

（平成 26 年法律第 136 号）に基づく枠組みを有効に活用する。具体的には、年内を

目途に国においてまち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、デジタル田

園都市国家構想総合戦略（仮称）を策定する。その際、デジタル技術を活用し日本

全体の改造等に取り組むことにより、構想を実現するための中長期的な取組の基本

的な方向を提示する。また、構想の実現が実効的に進むよう、構想に関連する施策

のロードマップも策定し、取組を進めていく。 

地方は改訂された国の総合戦略に基づき、コロナ禍やデジタル技術の浸透・進展

など時宜を踏まえて、目指すべき地域像を再構築し、地方版総合戦略を改訂するよ

う努め、具体的な地方活性化の取組を果敢に推進する。 

あわせて、地方公共団体、民間企業、個人など様々な主体の意欲を高め、広く国

民全体の関心を高めるため、「Digi 田甲子園」を開催し、本構想の実現に向けた地

域の取組を広く募集し、特に優れたものを内閣総理大臣賞として表彰する。今夏ま

でに地方公共団体を対象とする「夏の Digi 田甲子園」を開催し、これに向けた地方

予選を行う。また、幅広く個人や企業が参加する「Digi 田甲子園」を年末にかけて

開催する。 
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第３章 各分野の政策の推進 

１. デジタル実装による地方の課題解決 

（１）地域の特色を活かした分野横断的な支援 

①全般的な支援 

ⅰ地方の自主的・主体的な取組に対する全般的な支援 

【具体的取組】 

⒜デジタル田園都市国家構想交付金(地方創生推進交付金、地方創生拠点整備交

付金及びデジタル田園都市国家構想推進交付金) 

・地方創生推進交付金、地方創生拠点整備交付金については、デジタル田園都市

国家構想による地方活性化に向け、地域再生法（平成 17年法律第 24号）に基

づく法定交付金として、地方公共団体の取組を安定的かつ継続的に支援する枠

組みを維持するとともに、所要額の確保及び必要な見直しを行い、地方公共団

体が地方版総合戦略に基づき行う先導的な事業を複数年度にわたり支援する。 

（内閣府地方創生推進事務局） 

・デジタル田園都市国家構想推進交付金を活用して、デジタルを活用した地域の

課題解決や魅力向上の実現に向けて、デジタル原則とアーキテクチャを遵守

し、オープンなデータ連携基盤を活用するモデルケースとなり得る事業や、他

の地域等で既に確立されている優良モデル・サービスを活用して迅速な横展開

を行う事業に取り組む地方公共団体を支援するとともに、地方への新たな人の

流れを創出するため、サテライトオフィスの整備等に取り組む地方公共団体を

支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、デジタル

庁国民向けサービスグループデジタル田園都市国家構想検討チーム） 

 

⒝地域の実情に応じた取組に対する地方財政措置 

・2015年度から 2022年度までにおいて、地方財政計画の歳出にまち・ひと・し

ごと創生事業費１兆円を計上したところである。2023年度以降においても、

地方公共団体が、地域の実情に応じ、自主的・主体的に地方創生に取り組むこ

とができるよう、引き続き、所要額を計上する。 

・2021年度及び 2022年度において、地方財政計画の歳出に地域デジタル社会推

進費 2,000億円を計上したところである。2023年度以降においても、地域の

実情に応じた、地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決の取組等に対し

て、地方財政措置を講ずる。 

（総務省自治財政局財政課） 

 

⒞ふるさと納税の活用促進 

・ふるさとやお世話になった地方公共団体に感謝や応援の気持ちを伝えることを

通じて、個人と地域の連携を強化し、つながりを構築することが期待できるふ

014370
ハイライト表示



33 

るさと納税について、引き続き、積極的な活用を図る。 

（総務省自治税務局市町村税課） 

 

ⅱデータによる課題解決・課題の見える化 

【具体的取組】 

⒜デジタル田園都市国家構想が目指す中長期的な方向性や新たな生活空間の実現

に向けた課題の見える化 

・地域経済分析システム（以下「RESAS」という。）等により地域経済に関するデ

ータを提供し、データ利活用の支援活動を行う。これにより、デジタル田園都

市国家構想が目指す中長期的な方向性や新たな生活空間の実現に向けた課題の

見える化を推進し、取組の PDCA サイクルを回すことを通じて、エビデンスに

基づいた地方公共団体の政策の企画立案（EBPM）や地域企業の経営判断、課題

解決を推進する。 

・具体的には、地域課題に基づいた最適なデータ活用方法の提案を行う RESAS な

どの利活用サイトを提供するほか、全国の地方支分部局等にデータ利活用を推

進する政策調査員を配置した活動を行う。また、地方公共団体や地域企業等の

意見や要望を踏まえた RESAS 等のデータの拡充やシステム改善、API 提供等に

取り組んでいく。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

 

⒝オープンデータの推進 

・地域の社会課題をデータに基づき解決するオープンデータの活用を進めるた

め、行政と地元企業・NPO 等の連携によるデータ活用の取組や人材育成を支援

する。 

（デジタル庁デジタル社会共通機能グループデータ班） 

・政府が保有するオープンデータの横断的な検索を可能としているデータカタロ

グサイトについて、2022年度中にリニューアルを行い、オープンデータの利用

シーンに応じたニーズを踏まえる等、利用者の視点に立った UI・UX の改善に

取り組み、利用者の利便性向上を図る。 

（デジタル庁国民向けサービスグループデータカタログ担当） 

 

ⅲ未来技術の活用支援 

【具体的取組】 

⒜未来技術の活用による地方創生の推進 

・未来技術を活用した地方創生の取組の普及展開に向け、最新の技術動向や選定

事業などの取組の好事例についても情報発信を行うなど、広く支援を行う。こ

のうち、様々な課題を乗り越え、未来技術を活用した新たな社会システムづく

りにチャレンジする取組であって、全国的なモデルとなり得るものについては

地方創生推進交付金 Society5.0タイプによる支援を行う。 
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・未来技術の社会実装に係る優れた自主的・主体的で先導的な施策で地方創生に

資するものについて、地方公共団体から提案を募集し、優れた取組について実

用化・普及に向けて関係省庁一丸となったハンズオン支援などの総合的な支援

を行う。 

・また、「地域の課題を解決するためのデジタル実装」の加速化に向け、これま

で本事業により蓄積された社会実装のノウハウや地域人材資源を活用し、これ

から未来技術実装に取り組もうとする地方公共団体にも対象を拡げ、実装に向

けた住民の理解促進やビジネスモデルの構築など、より実践的なノウハウや実

装のプロセスについて横展開を図る。 
（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒝デジタル実装の取組の横展開 

・2021 年 12 月に取りまとめた「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」につ

いて、事例の深掘りや追加等、充実化した上で横展開を行い、地方公共団体に

おけるデジタル実装の取組を推進する。 

（総務省自治行政局地域情報化企画室） 

 

⒞戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の成果を活用した未来技術の社

会実装 

・地域における社会課題の解決に向けて、自動運転、スマート農業、AI ホスピ

タル並びにスマートシティ及びこれらの分野間データ連携基盤技術など、戦略

的イノベーション創造プログラム（SIP）の成果である未来技術の社会実装を

推進する。 

（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局 SIP/PRISM 総括担当） 

 

②地方への資金の流れの創出・拡大 

【具体的取組】 

⒜企業版ふるさと納税の一層の活用促進 

・企業版ふるさと納税について、より簡明な内容での周知等を通じ、ルールの一

層の明確化を進める。あわせて、関係省庁との連携や地方公共団体等への支援

によるオンラインを用いたマッチング機会の更なる充実、サテライトオフィス

の整備等に関する活用事例の周知、寄附活用事業の進捗状況等に関する寄附企

業等への周知方法の横展開を図ること等を通じて、一層の活用促進を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 
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（２）仕事づくりと稼ぐ地域の実現 

①地域資源・産業を活かした地域の競争力強化 

ⅰ継続的な地域発イノベーション等の創出 

【具体的取組】 

⒜地域発のイノベーションの継続的な創出の促進 

・地域における製造業の高付加価値化を図るため、デジタル技術を活用したもの

づくりの支援拠点等を整備する。 

・地域企業の生産性向上を図るため、地域企業における IoT の活用を支援すると

ともに、IoT を使いこなすことができる人材を育成する。 

（経済産業省産業技術環境局研究開発課産業技術総合研究所室） 

 

⒝地方大学を核としたイノベーション創出 

・「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」の改定を順次図りつつ、

最新のデジタル技術も活用しながら、産学官で研究成果を社会実装して課題解

決につなげる取組など、大学の強みや特色を伸ばす戦略的経営を後押しする。 

（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局大学改革・ファンド室、文部科学省科学技

術・学術政策局政策課、産業連携・地域振興課） 

・「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」の改定を順次図りつつ、

特色ある強みを活かしたイノベーションにより、新産業・雇用創出等を図るた

め、「共創の場形成支援プログラム」等を通じ、各地における持続的な産学官

共創システムの構築を促進する。 

（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局大学改革・ファンド室、文部科学省科学技

術・学術政策局政策課、産業連携・地域振興課） 

 

⒞地方大学・地域産業創生交付金 

・地域の中核的産業の振興や地域における若者の雇用機会創出に向け、デジタル

技術等を活用し、産業・若者雇用創出を中心とした地方創生と、地方創生に積

極的な役割を果たすための組織的な大学改革に一体的に取り組む地方公共団体

に対して、関係府省とも連携し各地での新たな取組の掘り起こしも進めつつ、

地方大学・地域産業創生交付金等による重点的支援を引き続き実施するととも

に、着実な進捗が認められ、かつ成果の更なる高度化が見込まれる取組を効果

的・効率的に支援する。 

（内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒟世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点都市における創業支援の強化 

・デジタルをはじめとした地方の中核大学が創出した新技術を基盤に、創業を促

進し地方産業の新陳代謝を図るため、拠点都市のスタートアップ創出・支援機

能の一層の強化を図る。 

・世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点都市を形成するため、世界の

トップアクセラレータ等によるアクセラレーションプログラムを実施する等に
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より、海外からの投資や人材等の集積を促進する。 

（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局イノベーション推進担当、文部科学省科学

技術・学術政策局産業連携・地域振興課） 

 

⒠ローカル 10,000プロジェクトの推進 

・産学官金の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地

域密着型事業の立上げを支援する「ローカル 10,000 プロジェクト」を推進す

る。「生産性向上に資するデジタル技術の活用に関連する事業」のほか、2022

年度からは新たに、「脱炭素に資する地域における再生エネルギーの活用に関

連する事業」を重点支援の対象として、国費による補助率を 嵩
か さ

上げし、脱炭

素に向けた取組を資金面から強力に後押しする。 

（総務省自治行政局地域政策課） 

 

ⅱ地域企業の生産性革命の実現に向けた重点支援 

【具体的取組】 

⒜地域経済の主な担い手である中小企業等の生産性向上と収益力強化 

・令和元年度補正予算で措置され、令和３年度補正予算で積み増しされた「中小

企業生産性革命推進事業」（いわゆる「ものづくり・商業・サービス補助金」、

「IT 導入補助金」、「持続化補助金」及び「事業承継・引継ぎ補助金」）を通じ

て、中小企業・小規模事業者の設備投資、IT 導入、販路開拓、事業承継など

の取組を支援し、生産性向上を図る。 

（中小企業庁技術・経営革新課、経営支援課、小規模企業振興課、財務課） 

・令和２年度３次補正予算で措置され、令和３年度補正予算で積み増しされた

「中小企業等事業再構築促進事業」を通じて、新分野展開、業態転換、事業・

業種転換、事業再編など、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の

挑戦を支援する。 

（中小企業庁経営支援部技術・経営革新課） 

・地域の特性やニーズを踏まえた小規模事業者支援施策に取り組む地方公共団体

の実行経費を国が一部支援することにより、地域資源の活用による販路開拓や

地域コミュニティの下支え、生産性向上、外的変化に強い経営構造を描くため

の BCP 作成等に関する取組を後押しする。 

（中小企業庁経営支援部小規模企業振興課） 

 

⒝地域企業の DX推進 

・地域企業の DXを地域ぐるみで支援するため、地域の産学官金の関係者が一体

となった支援コミュニティの立ち上げや各種活動（DX戦略策定の伴走型支

援、IT ベンダー等とのマッチング支援など）を支援する。また、地域未来投

資促進法等の活用を通じて、地域の主体的な取組としての定着を図る。 

・地域の特性・強みとデジタル技術を掛け合わせた新事業の創出に向けて地域企

業等が取り組む実証プロジェクトを支援し、地域発デジタルイノベーションの
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先進事例の創出・普及を図る。 

（経済産業省地域経済産業グループ地域企業高度化推進課、商務情報政策局情報技術利用

促進課） 

 

⒞デジタル化支援のための基盤整備 

・デジタル化の必要性に対する認識の乏しい中小企業等が「デジタル化診断」を

受けた上で、診断結果に基づく適切な支援を実施することで、デジタル化に取

り組む企業への支援を強化する。 

（中小企業庁経営支援部経営支援課） 

 

⒟電子受発注システムの普及促進 

・生産性向上、販路拡大等に資する電子受発注システム（EDI）の普及を促進す

るため、中小企業が共通して活用可能な業界共通 EDI 策定のためのガイドライ

ンを整理し、各業界における策定を支援するとともに、異なる業界・企業間で

のデータ交換を可能とする産業データ連携基盤の整備の在り方、実施方法につ

いて検討する。 

（中小企業庁経営支援部経営支援課） 

 

⒠データ蓄積・連携基盤を通じた中小企業支援の充実 

・補助金・行政手続の電子申請により収集した中小企業の基本情報や制度の活用

実績などのデータを蓄積・連携・利活用するためのプラットフォームを 2025

年度までに整備し、官民の中小企業支援に関わる機関が連携して支援できる環

境を整備する。 

（中小企業庁長官官房総務課） 

 

⒡地域中小企業による海外需要の取り込み 

・中小企業者等が行う国内外の市場ニーズに対応した新商品・サービス開発やブ

ランディングなどの取組に対して、JAPAN ブランド育成支援等事業を通じて支

援を進める。 

（中小企業庁経営支援部創業・新事業促進課） 

・中小企業者等が行う越境 EC をはじめとするデジタルツールを活用したブラン

ディング、プロモーションなどの取組に対する支援を進める。 

（中小企業庁経営支援部創業・新事業促進課、商務・サービスグループクールジャパン政

策課） 

 

⒢サービス産業の生産性向上 

・地域の中小サービス業等の生産性向上の実現のため、IT 化の成功事例の共

有、地域の複数企業による面的な IT 化及び業種に特化した IT ツールのパッケ

ージ導入の支援を促進していく。 

 （経済産業省商務・サービスグループサービス政策課） 
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⒣潜在成長力のある地域企業の革新 

・地域未来 牽
け ん

引企業に対し、地域の特性・強みとデジタル技術を掛け合わせた

新事業の創出に向けた実証プロジェクトや国内外への販路拡大、研究開発、生

産性向上等に関する各種補助金等により、重点的に支援する。 

・地域企業の DX実現や戦略的な人材活用等の観点も踏まえつつ、地域未来投資

促進法の更なる活用を促進することで、地域の特性を活かして地域経済を 牽
け ん

引する事業の一層の振興を図り、地域の成長発展の基盤を強化する。 

（経済産業省地域経済産業グループ地域企業高度化推進課） 

 

⒤中小企業サイバーセキュリティ対策の促進 

・中小企業向けセキュリティサービス（「サイバーセキュリティお助け隊サービ

ス」）の普及や、地域のセキュリティ・コミュニティ（「地域 SECUNITY」）の活

動支援を通じ、地域の中小企業のセキュリティ意識向上や対策の定着を図る。 

（経済産業省商務情報政策局サイバーセキュリティ課） 

 

⒥創業支援・起業家教育 

・地域発の創業を促進するため、専門家による伴走支援や教育現場等における起

業家教育の推進等、地域における創業支援体制及び創業に関する普及啓発体制

の整備を推進する。 

（中小企業庁経営支援部創業・新事業促進課） 

・創業間もない企業の資金調達支援とあわせ、後継者不在の中小企業の経営資源

を活用しつつ、リスクやコストを抑えた創業を促す観点から、事業承継・引継

ぎ補助金も活用しつつ、他者から経営資源を引き継いで行う創業（経営資源引

継型創業）を支援する。 

（中小企業庁事業環境部財務課、経営支援部創業・新事業促進課） 

 

⒦事業承継の円滑化、事業再生、経営改善支援等 

・「中小企業活性化協議会 16」において、経営改善計画策定支援事業等の活用・

連携を図りながら、資金繰り管理や採算管理などの早期の経営改善から抜本的

な事業再生や個人保証債務の整理に係る弁済計画の策定支援を行い、中小企

業・小規模事業者の収益力改善・事業再生・再チャレンジを一元的に支援す

る。 

（中小企業庁事業環境部金融課） 

・「経営者保証に関するガイドライン」（平成 25年 12月公表）及び「事業承継時

の経営者保証解除に向けた総合的な対策」（令和元年５月公表）の活用等を通

じて、経営者保証に依存しない融資・保証を一層促進するとともに、円滑な事

業承継を促す。 

                                                   
16 2022年４月１日より、中小企業再生支援協議会と経営改善支援センターを統合し、「中小企業活性化協議会」として設置。 
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（金融庁監督局総務課監督調査室、中小企業庁事業環境部金融課） 

・円滑な事業整理のための支援として、「経営者保証に関するガイドライン」の

利用促進、REVIC の経営者保証付債権等の買取り・整理業務の活用促進、商工

会、商工会議所並びによろず支援拠点などの中小企業支援機関による相談対

応、小規模企業共済制度による廃業準備貸付の実施及び廃業準備資金融資の自

己査定上の扱いの周知等により、廃業しやすい環境の整備を行う。 

（内閣府地域経済活性化支援機構担当室、中小企業庁事業環境部金融課、経営支援部経営

支援課、小規模企業振興課、経済産業省経済産業政策局総務課） 

・創業、事業承継、企業再建等の局面にある中小企業・小規模事業者に対し、財

務体質を強化するとともに、民間金融機関からの円滑な資金調達を図るため、

株式会社日本政策金融公庫等による資本性ローンの活用を促す。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、財務省大臣官房政策金融課、中小

企業庁事業環境部金融課） 

・各都道府県に設置されているワンストップ総合支援窓口である「よろず支援拠

点」において、中小企業の経営力や生産性の向上を図るため、地域の経営支援

機関と連携しながら中小企業に対する支援を実施する。また、中小企業が中核

人材を確保できるよう、関係省庁と連携しつつ、地域の経営支援機関等のネッ

トワーク形成や支援能力の向上を図る。 

（中小企業庁経営支援部経営支援課） 

・各都道府県に設置した事業承継・引継ぎ支援センターにおいて事業承継診断、

事業承継計画策定、M&A に係るマッチングなどのワンストップ支援を行う。 

（中小企業庁事業環境部財務課） 

・事業承継・引継ぎ補助金により、事業承継・引継ぎ後の設備投資や販路開拓な

どの新たな取組や、事業引継ぎ時の専門家活用費用等を支援する。あわせて、

2021年８月に創設した M&A 支援機関登録制度との連携を図ることで、中小企

業が安心して M&A に取り組める基盤を構築する。 

（中小企業庁事業環境部財務課） 

・親族内承継時の相続税・贈与税の負担を実質ゼロにする事業承継税制や、令和

３年度税制改正において創設した中小企業の経営資源集約化に資する税制につ

いて、活用促進を図る。また、所在不明株主の株式買取り等の特例について活

用促進を図る。 

（中小企業庁事業環境部財務課） 

・「中小 M&A 推進計画」（令和３年４月 28日策定）に基づき、中小企業を当事者

とする M&A を推進する。 

（中小企業庁事業環境部財務課） 

・担い手の経営を継承し発展させる取組や、経営継承などの課題解決のための専

門家の助言など農業経営・就農支援センターによるサポートの支援をするとと

もに、経営資産の取得に必要な資金を借り入れる際の保証料負担等を軽減す

る。 

（農林水産省経営局経営政策課、金融調整課） 
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⒧事業者の投資促進を通じた地域経済の活性化 

・地域再生法上の地域再生支援利子補給制度を活用し、地方公共団体が作成した

地域再生計画に基づき、デジタルを活用した新商品・サービスの開発・提供や

生産方式の改善等を行う事業者に、金融面の支援を行う。 

（内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒨地域企業を応援するための体制整備 

・関係省庁や地方支分部局、地方公共団体、地域金融機関、企業等とのネットワ

ーク機能を活用し、地域企業の価値創造や課題解決等に向けた「つなぎ役」を

果たすほか、公務員や金融機関職員、企業関係者等の連携・交流の推進に取り

組み、地方創生を担う企業等の取組を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、金融庁監督局総務課地域金融支援

室、財務省大臣官房地方課） 

 

⒩地域企業等に対する企業支援の促進 

・金融機関が保有する粒度の高いデータを収集し、金融機関や金融機関を取り巻

く環境を多面的に分析、把握を行い、その結果を活用しながら金融機関と対話

をすること等を通じて、企業への金融面での支援を促す。 

（金融庁総合政策局リスク分析総括課） 

・地域企業の成長・生産性向上を実現するため、地域金融機関が AI などのデジ

タル技術を活用し、事業者支援を効率的・効果的に実施していくために必要な

調査・研究を実施する。 
（金融庁監督局銀行第二課地域金融企画室） 

 

⒪参入海外金融事業者向け情報発信事業 

・法人設立、金融業の登録、在留資格、生活環境等に関する情報を集約した、国

際金融センター専用ウェブサイトの利便性向上や、更なる情報発信強化に努め

ていく。 

（金融庁総合政策局総合政策課） 

 

⒫繊維産業におけるデジタル化の促進 

・繊維産業における産地の企業が、直接消費者に製品を販売する取組を進めるた

め、デジタル化を推進する。また、デジタル技術を有する企業と繊維産業企業

といった、異業種連携を促進する。 

（経済産業省製造産業局生活製品課） 

 

⒬地域経済・雇用を支える船舶産業の生産性向上 

・船舶の開発・設計、建造から運航・メンテナンスまで船舶のライフサイクル全

体を効率化する「DX造船所」へとビジネスモデルの転換を促進する。 
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（国土交通省海事局船舶産業課） 

・造船事業者間の連携・協業や造船・舶用業界の垣根を越えたサプライチェーン

全体での造船プロセスの最適化を推進すべく事業者間の情報連携等を実施し、

実現場における実証を行う。 

（国土交通省海事局船舶産業課） 

 

⒭地域企業のキャッシュレス化の促進 

・加盟店（事業者）が決済事業者に支払う加盟店手数料の高さが地域の中小加盟

店におけるキャッシュレス決済導入の課題の一つになっていることを踏まえ、

加盟店手数料の約７割を占めるとされるインターチェンジフィーの標準料率の

公開に向けた検討及び公開後の影響の注視等により、市場の透明性向上や加盟

店による価格交渉の活発化等を進める。 

（経済産業省商務・サービスグループキャッシュレス推進室、公正取引委員会取引部取引

調査室） 

 

ⅲ農林水産業・食品産業の成長産業化 

【具体的取組】 

⒜農林水産業・食品産業の成長産業化の推進 

・農業の競争力強化のための農地の大区画化や排水改良、農村地域の国土強 靱
じ ん

化のための農業水利施設の更新・長寿命化、ため池の防災・減災対策等を着実

に推進する。また、令和４年改正 17後の土地改良法（昭和 24年法律第 195号）

に基づき、農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者の申請、

同意及び費用負担のない基盤整備を通じた農用地の集積・集約化等を促進す

る。 

（農林水産省農村振興局整備部設計課） 

・スマート農業の加速化に向けた施策の方向性を示した「スマート農業推進総合

パッケージ」を踏まえ、スマート農業技術の実証・分析、農業支援サービス事

業の育成・普及、更なる技術の開発・改良、技術対応力・人材創出の強化、実

践環境の整備、スマート農業技術の海外展開などの施策を推進する。 

（農林水産省大臣官房政策課技術政策室、農産局農産政策部技術普及課、経営局就農・女

性課、農村振興局整備部設計課、地域整備課、農林水産技術会議事務局研究推進課） 

・実証データを技術・経営面から分析の上、農業者の技術導入時の経営判断に資

する情報提供や相談対応を実施するほか、優れた取組の横展開に向け、実証プ

ロジェクトで培われた人材・ノウハウを集結したチームで他産地を支援する。 

 （農林水産省大臣官房政策課技術政策室、農産局農産政策部技術普及課、農林水産技術会

議事務局研究推進課） 

・営農管理システムの活用等により経営改善を図る取組の実証を通じて、農業者

が抱える課題の解決に対応したデータ取得・分析・活用方法を整理し、データ

                                                   
17 土地改良法の一部を改正する法律（令和４年法律第９号） 
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活用型農業を普及する。さらに、スマート農業機械等の共同利用や作業受委

託、産地単位のデータの利活用等産地としての効率利用モデルを実証・提示す

る。 

（農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課） 

・地域のつながりを更に強化することで農業支援サービス事業者が各地域で円滑

に参入・活動できるよう、農業者とのマッチングを促進する等、様々な業種の

民間事業者のデータを活用した農業分野への参入を促進し、現場への導入支援

を推進する。 

（農林水産省農産局農産政策部技術普及課） 

・高性能のセンシング機能や除草作業を自動で行う性能を有する機器等を現場で

導入可能な価格で提供できるよう、また、技術開発が不十分な品目・分野に対

応し生産現場のスマート化を加速化するよう、農業者のニーズを踏まえ研究開

発を実施する。さらに、こうした技術開発が促進されるよう、理工系技術者の

農業研究領域の人材流動化についても検討する。 

（農林水産省農林水産技術会議事務局研究企画課、研究推進課、研究統括官（生産技術）

室） 

・農業向け高性能ドローンの 2023年度の実用化に向けて、ドローン機体や散布

装置を試作するとともに、取得した画像データを農薬散布等で活用するための

ソフトウェアを開発する。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、農林水産省農林水産技術会議事務局研究統括官（生

産技術）室） 

・農薬だけに頼らない総合的な防除をデジタル技術を活用して推進するため、ド

ローン、センサー等を活用した病害虫調査手法の現場実装を推進するととも

に、AI や ICT 等を活用した病害虫発生予測技術の開発に取り組む。 

（農林水産省消費・安全局植物防疫課、農林水産技術会議事務局研究開発官室） 

・農業データ連携基盤の更なる活用促進に向けた検討を進めるとともに、生産か

ら加工・流通・消費までのデータ連携を実現するスマートフードチェーンプラ

ットフォームを 2022年度末までに構築する。 

（農林水産省大臣官房政策課技術政策室、農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技

術）室） 

・「農業分野におけるオープン API 整備に関するガイドライン」（2021 年２月 10

日策定）に基づき、トラクター、コンバインなどの農業機械から取得される位

置や作業記録などのデータと営農管理システムとの連携を促し、オープン API

の活用促進によりデータ駆動型農業を推進する。 

（農林水産省大臣官房政策課技術政策室） 

・スマート農業の実装を促進するため、自動走行農業機械等の導入に適した農地

の大区画化や傾斜地の多い中山間地域での勾配修正、情報通信環境・ICT 水管

理施設等の整備等の農業農村整備を推進する。 

（農林水産省農村振興局整備部設計課） 

・国際市場の獲得や社会実装を加速していくため、スマート農業の国際標準化に
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向けた取組を進める。 

 （農林水産省大臣官房政策課技術政策室） 

・農林漁業法人等に対する投資の円滑化に関する特別措置法（平成 14 年法律第

52 号）に基づき、農林漁業の生産現場に加えて、輸出、製造、加工、関連技

術開発等のフードバリューチェーンに携わる事業者全てを対象として民間の

資金供給を促進し、農林漁業及び食品産業のデジタル化を含め更なる成長発

展を図る。 

（農林水産省大臣官房新事業・食品産業部新事業・食品産業政策課ファイナンス室） 

・食品産業に係る地域の関係者が AI 活用の受発注や EC 販売等を活用するととも

に、サプライチェーン上で連携することにより、ビジネスの創出を推進する。 

（農林水産省大臣官房新事業・食品産業部企画グループ） 

・食品製造等の現場における AI、ロボット、IoT などの先端技術の研究開発、モ

デル実証、低コスト化や小型化のための改良及び人とロボット協働のための安

全確保ガイドラインの作成により、食品産業全体の生産性向上に向けたスマー

ト化の取組を推進する。 

（農林水産省大臣官房新事業・食品産業部食品製造課） 

・食品等の流通の合理化・高度化を図るため、デジタル化・データ連携や、コー

ド体系等の標準化を進める。 

（農林水産省大臣官房新事業・食品産業部食品流通課） 

・米政策については、農業経営者が自らの経営判断に基づき作物を選択できるよ

う、きめ細かな情報提供や需要ある作物への転換支援を行う等により、高収益

作物の導入等を促進し、農業経営者の所得向上を図る。 

（農林水産省農産局穀物課、農産政策部企画課） 

・国産麦・大豆の需要を捉えた収益性・生産性の向上に向け、関係者が連携して

取り組む作付けの団地化、新品種・営農技術の新たな導入、排水対策の推進、

安定供給体制の強化などの取組を推進する。 

 （農林水産省大臣官房政策課技術政策室、新事業・食品産業部食品製造課、農産局総務課

生産推進室、穀物課、農産政策部貿易業務課、技術普及課、農業環境対策課、農村振興

局整備部設計課、農地資源課、農林水産技術会議事務局研究統括官室、研究企画課） 

・デジタル技術を活用して畜産業や養殖業の生産基盤強化を図るため、飼養衛生

管理等に関する情報をタイムリーに共有・活用するシステムの開発を開始する

とともに、獣医療提供体制や水産防疫体制の強化に向けて、場所を選ばない迅

速な診断を可能とする遠隔診療を推進する。 

 （農林水産省消費・安全局食品安全政策課、畜水産安全管理課、動物衛生課） 

・将来の地域農業を担う若い新規就農者の確保・育成を図るため、新規就農者の

経営開始時の資金や機械・施設の導入への支援、伴走機関等による研修向け農

場の整備、技術・販路確保等のサポート、農業大学校・農業高校等における農

業教育の高度化、農業の魅力の発信の取組への支援を実施するとともに、人と

農地に関する情報のデータベース化等により広域での人材マッチングを進め

る。 
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 （農林水産省経営局就農・女性課） 

・デジタル技術に精通した人材の育成・確保を図るため、スマート農業の最新技

術等を学べる人材育成拠点の設置等を推進する。 

（農林水産省経営局就農・女性課） 

・労働安全の向上も含めた農業の職場環境改善の推進、産地内における労働力確

保や繁閑期の異なる産地間の調整による労働力確保の取組を推進する。 

（農林水産省経営局就農・女性課） 

・地域の農林水産業に関する方針策定への女性の参画を推進するため、女性リー

ダーとなり得る農林水産業の経営者等の育成や女性グループ活動の活性化を図

る。また、女性農業者が能力を発揮して活躍しやすい環境を整えるため、育

児・介護等の負担軽減、家族経営協定の締結等による就業環境の整備等を行

う。 

（農林水産省経営局就農・女性課、林野庁林政部経営課、森林整備部研究指導課、水産庁

増殖推進部研究指導課） 

・労働安全の向上も含めた農林水産業の職場環境改善の推進、新規就業者の確

保・定着化に向けた就業ガイダンスやトライアル雇用・インターンシップの強

化、農林水産分野における福祉分野との連携等を推進する。 

（農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課、林野庁林政部経営課、森林整備部研

究指導課、水産庁漁政部企画課） 

・林業の成長産業化及び森林資源の適切な管理の両立を図るため、森林環境譲与

税も活用しつつ、森林経営管理制度の下で意欲と能力のある林業経営者に森林

の経営管理の集積・集約化を進めるとともに、効率的・計画的な路網整備や高

性能林業機械の導入を重点的に推進する。あわせて、長期に持続的経営が可能

な林業経営体の確保・育成に向け、新たな技術の導入による伐採・造林の省力

化や ICT を活用した木材生産・販売等による経営力の強化及び労働安全の確保

に取り組む林業経営体を育成するとともに、森林プランナーの育成に取り組

む。 

（林野庁林政部経営課、森林整備部森林利用課、整備課） 

・効率的かつ安定的な林業経営の育成を図るため、国有林野の一定の区域におい

て、一定期間、安定的に立木の伐採を行うことができる樹木採取権制度を推進

する。 

 （林野庁国有林野部経営企画課、業務課） 

・カーボンニュートラルの実現に向け、令和３年改正 18後の森林の間伐等の実施

の促進に関する特別措置法（平成 20 年法律第 32 号）に基づき、間伐等の着実

な推進を図るとともに、特定植栽促進区域へのエリートツリー等による再造林

を促進し、伐採後の確実な再造林の実施を図る。 

（林野庁森林整備部整備課） 

・森林・林業・木材産業によるグリーン成長の担い手である林業従事者の確保・

                                                   
18 森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和３年法律第 15号） 
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育成のため、再造林等地域課題にも対応した新規参入や自伐型林業を含む多様

な担い手の育成、デジタル人材や多能工の育成等に必要なスキル向上や再教育

の取組を充実するとともに、林業現場で働く従事者の処遇等の改善に向けて、

技能検定制度の構築、労働安全対策の強化などの取組を進める。 

（林野庁林政部経営課） 

・CLT について、「CLT の普及に向けた新ロードマップ」（令和３年３月 25 日 CLT

活用促進に関する関係省庁連絡会議決定）に基づき、モデル的な CLT 建築物等

の整備や効率的な CLT の量産体制の構築等を推進する。 

（林野庁林政部木材産業課、国土交通省住宅局住宅生産課木造住宅振興室、建築指導課、

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室） 

・木造建築物の普及拡大に向けて、建築基準の合理化、木造建築物等の設計・施

工の担い手の育成・サポート、新たな部材や木造建築技術を活用した建築物の

整備、優良な木造建築物等の整備等を推進する。 

（国土交通省住宅局住宅生産課木造住宅振興室、参事官（建築企画担当）） 

・国産材の安定供給体制の構築及び需給動向の変動への対応力の強化を図るた

め、需給情報の共有や素材生産の規模拡大等による木材生産流通の効率化を進

めるとともに、効率的な木材加工流通施設の整備等による国際競争力の強化、

中小製材工場等における多品目、高付加価値の製品生産等を推進する。 

（林野庁林政部木材産業課） 

・地域内の森林資源を持続的に活用し、エネルギー変換効率の高い熱利用・熱電

併給による木質バイオマスのエネルギー利用を推進する。 

（林野庁林政部木材利用課） 

・山村地域と都市部の企業・団体の新たなパートナーシップづくり等による「森

林サービス産業」の創出・推進や地域住民等による森林の保全管理活動などの

取組を通じ、森林の機能を活かして関係人口を創出・拡大し、山村地域のコミ

ュニティを維持・活性化させる。 

（林野庁森林整備部森林利用課） 

・国産水産物需要拡大のための取組や水産加工施設の EU向け HACCP19等認定の加

速化、収益性の高い操業・生産体制への転換等を推進する。 

（農林水産省輸出・国際局輸出支援課、水産庁漁政部加工流通課、増殖推進部研究指導

課） 

・漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）等に基づく諸制度を適切に運用するととも

に、新たな水産基本計画を着実に実施することにより、水産資源の適切な管理

等を通じた水産業の成長産業化を推進する。 

（水産庁漁政部企画課、水産経営課、資源管理部管理調整課、国際課、増殖推進部栽培養

殖課） 

・「新たな資源管理の推進に向けたロードマップ」（令和２年９月決定）に従い、

                                                   
19 Hazard Analysis and Critical Control Point の略。食品安全のための工程管理システムのこと。食品の製造工程で発生 

するおそれのある危害をあらかじめ分析（Hazard Analysis）し、安全な製品を製造する上で特に重要な工程を重要管理点

（Critical Control Point）と定め、これを継続的に監視することにより製品の安全を確保するもの。 
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資源評価の精度向上と対象魚種の拡大、資源評価に基づく漁獲可能量（TAC20）

による管理の推進、IQ 方式 21の導入等を着実に実施していく。 

（水産庁資源管理部管理調整課、増殖推進部漁場資源課） 

・漁業者がより一層の資源管理に取り組んだ場合の漁業経営への影響緩和を図る

とともに、収益性の高い操業体制への転換・国内外の需要を見据えた養殖業の

生産性向上に向けた取組を推進する。 

（水産庁漁政部漁業保険管理官、増殖推進部研究指導課、栽培養殖課） 

・水産業を核とした漁村地域の活性化に向けて、漁業者を中心とする浜と連携

し、様々な技術、人材等を提供する企業とのマッチング活動の促進のほか、漁

村地域の所得向上や、各浜の機能再編等を行う「浜プラン・広域浜プラン」の

策定・実施を進める。 

（水産庁漁政部企画課、漁港漁場整備部防災漁村課） 

・漁獲情報の収集強化により新たな資源管理システムの前提となる資源評価・管

理の高度化を図るとともに、漁業・養殖業の生産性を向上させるため、スマー

ト水産業の普及・啓発を図る。 

（水産庁増殖推進部研究指導課、漁場資源課） 

・漁業・水産業に携わる女性の存在感を高めるとともに、女性にとって働きやす

い現場改革や女性の仕事選びの対象としての漁業・水産業の魅力向上を後押し

するため、「海の宝！水産女子の元気プロジェクト」の活動を促進する。 

（水産庁増殖推進部研究指導課） 

・農林水産業・食品産業の成長産業化と、地域の経済やコミュニティの活性化を

図るため、生産力向上や環境負荷低減等の持続性を両立する「みどりの食料

システム戦略」の実現に向け、環境と調和のとれた食料システムの確立のた

めの環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第 37 号）に

基づき、施策を集中的に講ずる。 

（農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課） 

・みどりの食料システム戦略の実現に向けて、スマート技術の開発・普及と生産

工程管理のデジタル化の推進、サービス事業体や民間技術員（ICT ベンダー

等）の参入・育成を促進するとともに、スマート技術の活用、化学農薬・肥料

の低減、有機農業など環境負荷低減に取り組む産地を創出する。また、環境負

荷低減の取組の見える化等の関係者の行動変容と相互連携を促進する。 

（農林水産省大臣官房政策課技術政策室、環境バイオマス政策課、消費・安全局植物防疫

課、農産局園芸作物課、農産政策部技術普及課、農業環境対策課、畜産局畜産振興課、

農林水産技術会議事務局研究推進課、研究統括官（生産技術）室、林野庁森林整備部計

画課、研究指導課、水産庁増殖推進部研究指導課） 
・2025 年２兆円、2030 年５兆円の輸出額目標に向けて、改訂された「農林水産

物・食品の輸出拡大実行戦略」（令和３年 12 月 24 日農林水産業・地域の活力

創造本部決定）に基づき、輸出先国における専門的・継続的な支援体制の強化

                                                   
20 Total Allowable Catchの略。漁獲可能量。 
21 Individual Quota の略。漁獲割当て。漁獲可能量を船舶等ごとに配分して管理する方式のこと。 
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や輸出産地の育成・展開等を図るとともに、品目団体の組織化及びその取組の

強化や地域の食品産業者等による輸出拡大に必要な設備投資等を推進する。 

（農林水産省輸出・国際局輸出企画課、輸出支援課、国際地域課） 

・農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第 57 号。以下

「輸出促進法」という。）に基づき、輸出先国の輸入規制に対して政府一体と

なって戦略的に取り組むための司令塔組織（農林水産物・食品輸出本部）の

下、「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する実行計画」（令和２年８月 31

日農林水産物・食品輸出本部）等に基づく輸出先国による規制への対応等を推

進する。 

（農林水産省輸出・国際局輸出企画課、輸出支援課、国際地域課） 
・令和４年改正 22後の輸出促進法に基づき、主要な輸出品目毎に、生産から販売

に至る関係事業者が連携し、当該品目について、オールジャパンによる輸出促

進活動を行う体制を備えた団体を速やかに認定するとともに、新たな制度資金

や債務保証等により、輸出事業計画の認定を受けた農林水産事業者・食品事業

者等の育成を図る。 

（農林水産省輸出・国際局輸出企画課、輸出支援課） 

・高齢化・人口減少が本格化する中で、スマート農業の展開等を通じた農業の成

長産業化に向け、地域において農地が利用されやすくなるよう、農地の集約化

等を進めるため、人・農地プランを地域計画として法定化し、地域の話し合い

による目指すべき将来の農地利用の姿（「目標地図」）の明確化、その実現に向

けた農地バンクを活用した農地の集約化等を促進するための措置を講ずるとと

もに、人の確保及び育成を図る措置等を講ずる。 

・地域計画の策定及びそれを踏まえた農地の集約化等を促進するため、農業委員

会や農地バンクの円滑な業務の推進を図るとともに、農地の受け手を広く探し

て調整する仕組みとして、人と農地に関する情報のデータベース化を進める。 

・経営感覚を持った意欲ある農業者を育成するため、都道府県において農業経

営・就農支援センターとしての機能を担う体制を整備し、農業者の経営管理能

力の向上のための取組を充実させるとともに、ターゲットを明確にした上での

関係機関による農業経営の法人化の積極的な働きかけ等を推進する。 
・地域の話し合いをベースに、農用地の保全活動（放牧、鳥獣緩衝帯の整備、林

地化など）が計画的に推進されるよう、令和４年改正 23後の農山漁村の活性化

のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律（平成 19年法律第 48号）

において、保全活動に必要な農用地の権利調整等を円滑化する仕組みを導入す

る。 

（農林水産省経営局経営政策課、農地政策課、就農・女性課、農村振興局農村政策部農村

計画課） 

 

⒝農林水産・食品分野での DX推進 

                                                   
22 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第 49号） 

23 農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和４年法律第 53号） 
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・農林水産省が所管する行政手続に係る事業者や行政職員等の業務負担を大幅に

軽減し、農林漁業者をはじめとする事業者が経営に、行政職員等が地域の農林

水産業の振興に集中できるようにする「農林水産省共通申請サービス

（eMAFF)」の構築等を進め、2022 年度中に全てオンライン化、2025 年度まで

にオンライン利用率 60％の目標達成に向けて取り組む。また、eMAFF の利用を

進めながら、現場の農地情報を統合し、そこに衛星画像、作物情報等を重ねる

ことで、農地関連業務の抜本的な効率化・省力化、地域農業の高度化を図る

「農林水産省地理情報共通管理システム（eMAFF地図）」の構築、農地情報の紐

付け等にも取り組む。さらに、これらの取組を通じて収集・蓄積されたデータ

を活用した、地域の課題にきめ細かく対応する質の高い行政・民間サービスの

創出・提供を促していく。 

（農林水産省大臣官房デジタル戦略グループ） 

・ICT を活用した資源管理・生産管理を行うスマート林業をはじめとした「林業

イノベーション」について、「林業イノベーションハブセンター（森ハブ）」に

よる先進技術の導入促進のための異分野の技術探索や、産学官の様々な知見者

による専門委員会からの助言を得つつ技術開発を推進する。また、スマート林

業の全国展開を図るため、2023年度から、森ハブによる山村地域へのコーディ

ネーター派遣等により地域コンソーシアムの組成を促進するとともに、地域コ

ンソーシアムを主体に ICT 技術を活用した森林資源調査、伐採の効率化、再造

林の低コスト化等に地域一丸で取り組む「デジタル林業戦略拠点(仮称)」の創

出を進める。 

（林野庁森林整備部研究指導課） 

・主要な産地市場や漁協の販売システムから水揚げデータを効率的に収集し、活

用できる仕組みを構築する。 

（水産庁増殖推進部研究指導課） 

・漁業・養殖業の生産性向上に向けて、ICT や AI、ロボット技術などの先端技術

を導入することにより、生産活動の省力化・低コスト化を実現する。 

（水産庁増殖推進部研究指導課、栽培養殖課、漁港漁場整備部計画課） 

・生産と加工・流通が連携し、ICT 技術等の活用により、水産バリューチェーン

の生産性向上を図る取組を引き続き支援するとともに、優良モデルの取組の分

析・整理を行う。また、特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律

（令和２年法律第 79 号）の 2022 年 12 月の施行に向けて負担軽減のための電

子化を推進する。 

（水産庁漁政部加工流通課） 

・漁業と海業の両面において、資源管理、生産、加工・流通、消費、観光等のデ

ジタル化の取組を地域で一体的に実施する地区（デジタル水産業戦略拠点（仮

称））を創出し、その横展開を推進する。 

（水産庁漁政部企画課） 
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ⅳ観光を通じた地域での仕事づくり 

【具体的取組】 

⒜地域の生産性革命による地域活性化の好循環創出 

・観光産業の生産性向上等を実現すべく、宿泊客の顧客管理のデジタル化（顧客

予約管理システムの導入等）、非接触チェックインシステム等の普及促進の取

組を一層加速する。あわせて、交通、農林水産業、商業、公共など他分野での

デジタルサービス構築等の状況も踏まえつつ、事業者間・分野間でのデジタル

連携環境を整備する。さらに、旅の体験価値の向上、訪問頻度や個人消費の増

加等を実現した先駆モデルづくりを進め、地域全体の収益力の強化、地域活性

化、持続可能な地域経済社会を実現する。 

（観光庁観光産業課、観光資源課） 

 

⒝観光需要の喚起 

・新たな国内交流需要の創出に向けて、ワーケーション、「第２のふるさとづく

り（何度も地域に通う旅、帰る旅）」など、デジタルツール等を活用しつつ、

新たな旅のスタイルの普及による交流市場を開拓することで、観光需要の喚起

を図り、地域活性化につなげる。 

（観光庁参事官（旅行振興）、参事官（MICE）、観光資源課） 

 

⒞地域の魅力のブランド化 

・観光地域づくりの司令塔である観光地域づくり法人（以下「DMO」という。）を

中心に、地域の多様な関係者を巻き込み、デジタル実装を促進し、効率的・効

果的なデータ分析やニーズの把握に基づく戦略策定等を行い、地域の魅力のブ

ランド化と稼ぐ地域の実現を図る。 

（観光庁観光地域振興課） 

 

⒟地域一体となった観光地の魅力向上 

・地域一体となった面的な観光地再生・高付加価値化を強力に推進するため、観

光地の顔となる宿泊施設、観光施設、公的施設等の改修や観光地の魅力向上の

ための廃屋撤去などの取組を支援し、その取組を計画的・継続的に進めるため

の方策を 2022年度中に検討し、結論を得る。 

（観光庁観光産業課） 

 

⒠観光産業の変革 

・コロナ禍からの観光のＶ字回復を図るとともに、低い生産性やデジタル化の遅

れなど観光産業の積年の構造的課題を解決するため、観光地の面的な再生・高

付加価値化の核となる宿泊業・旅行業等の経営力強化を中長期的な視点に立っ

て計画的かつ強力に支援するための仕組みについて、法整備を含めて更なる推

進策を 2022年度中に検討し、所要の措置を講ずる。 

（観光庁観光産業課） 
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⒡観光客の受入れ環境の整備等 

・ナショナルサイクルルートなど、地域の新しい観光コンテンツ開発を推進する

とともに、観光客の受入れ環境の整備を図るため、分かりやすい道案内のため

の道路標識の改善や、デジタル技術を活用した駐車場予約システム等の観光地

周辺の渋滞対策を推進する。 

（国土交通省道路局企画課評価室） 

 

ⅴ地域の魅力のブランド化と海外の力の取り込み 

【具体的取組】 

⒜海外展開の促進と海外の力の取り込み 

・ICT 等を活用した、地元産品の輸出を通じた海外販路開拓と訪日外国人の拡

大・地方への誘客によるインバウンド需要獲得との好循環を創出する取組を支

援する。その際、海外からの投資の呼び込みが地元産品の海外販路開拓等に資

する案件については、対日直接投資関連施策の活用も含め一体的に支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局、対日

直接投資推進室、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課、輸出・国際

局輸出企画課、経済産業省貿易経済協力局投資促進課、観光庁観光戦略課） 

 

⒝地域の魅力のブランド化と海外の力の取り込み 

・「地域ブランディング強化支援事業」で策定した、地域への外国企業誘致の軸

となるキーコンセプトも活用し、「地域への対日直接投資カンファレンス

（Regional Business Conference）事業」において、外国企業・外資系企業と

地方公共団体・地域の企業等とのマッチングを実施する。 

・日本企業（地域の中堅・中小企業を含む。）と海外スタートアップ等との協業

支援のためのビジネスプラットフォーム「J-Bridge」を活用し、デジタル・グ

リーンなどの分野において、ウェブセミナー、ピッチイベント等を通じてマッ

チング機会を提供するとともに、ビジネス戦略策定支援や士業専門家による法

務相談などのハンズオン支援を実施する。 

（経済産業省貿易経済協力局投資促進課） 

 

⒞地域資源の商材化やその販路開拓を支える担い手・支援体制の整備 

・地域ビジネスに高い関心を有する人材の発掘・ネットワークの形成支援を行う

「地域商社ネットワーク」などの取組を通じて、全国への横展開や地域商社間

の連携を促進し、地域商社ビジネスのデジタル実装等に向けて支援するととも

に、副業・兼業を含めた多様な形態での人材の地域展開を進める。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

 

⒟海外展開の推進 

・ローカル放送局・番組制作会社等と、地方公共団体、地元の企業・人材などの



51 

関係者が幅広く協力し、DXも活用した放送コンテンツの海外展開を通じて地

域の魅力を紹介する取組等を支援し、訪日外国人旅行者の増加や地場産品等の

販路拡大等を後押しする。 

（総務省情報流通行政局情報通信作品振興課放送コンテンツ海外流通推進室） 

・日本産酒類を在外公館において積極的に活用し、日本産酒類の普及及び輸出拡

大を目指す。また、積極的な広報活動を行う。 

（外務省経済局官民連携推進室） 

・駐日外交団を対象にしたレセプション、セミナー、視察ツアー等の実施や国外

での事業を通じ、諸外国に向けて多様な地方の魅力を発信し、地方産品の輸出

促進・販路拡大、インバウンド誘致を支援する。 

（外務省大臣官房地方連携推進室） 

・2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会におけるホス

トタウン交流で培った関係を大会後も継続・発展させることを念頭に、セミナ

ー及びレセプションなどの機会を通じて、地方の魅力を対外発信し、地方と相

手国との経済活動の活性化を実現する。 

（外務省大臣官房地方連携推進室） 

 

⒠外国企業が利用可能な制度・予算措置等の発信の強化 

・外国・外資系企業からの投資を通じて、海外の高度な人材・技術、資金を地方

に呼び込み、コロナ禍における停滞から早期に回復させるため、外国企業が利

用できる制度・予算措置等の発信を強化する。発信に当たっては、外国投資

家、外国の関係機関への直接の周知や政府（独立行政法人日本貿易振興機構

（以下「JETRO」という。）を含む。）のソーシャルメディア等の活用も充実さ

せる。あわせて、外国企業が利用可能な制度・予算措置等に係る行政文書の英

語化、デジタル化を促進する。 

（内閣府対日直接投資推進室、経済産業省貿易経済協力局投資促進課） 

 

⒡伝統的工芸品産業におけるデジタル活用 

・各地の伝統的工芸品産業について、広報活動の強化など、内外の需要を取り込

むための取組を推進する。 

（経済産業省製造産業局生活製品課伝統的工芸品産業室） 

 

⒢中堅・中小企業の海外展開支援 

・海外展開を図る中堅・中小企業に対して、JETRO をはじめとする支援機関が連

携し、「新輸出大国コンソーシアム」の下、事業計画策定、デジタルを活用し

たオンライン商談から成約まで、専門家によるきめ細かなサポートを実施す

る。 

・感染症拡大を契機に世界の EC 市場が急成長している中、多くの中堅・中小企

業が世界の EC 需要を取り込めるように、JETRO が実施する、海外 EC サイトに

設置する「ジャパンモール」への出展支援や、通年型オンライン展示会への出
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展支援といったＢtoＣ、ＢtoＢのオンライン越境取引を後押しする取組を強化

する。 

・JETRO 招待バイヤー専用のオンラインカタログサイトである「ジャパンストリ

ート」を通じたマッチング機会提供の取組及び実施体制を拡充し、リアル見本

市やテストマーケティング等と連携した支援を強化する。 

・民間事業者等による輸出支援ビジネスの育成に向け、ＢtoＢのデジタルプラッ

トフォームへの支援を重点的に行うほか、新たに、地域資源をデジタル等を活

用して販売する地域商社等や、貿易手続や物流の効率化を実現する事業者によ

る輸出支援の実証を支援する。 

（経済産業省貿易経済協力局貿易振興課） 

 

ⅵ地域資源・産業を活かした地域の競争力強化 

【具体的取組】 

⒜むつ小川原開発の推進 

・我が国のエネルギー政策上重要な地域であるむつ小川原開発地区において、広

大な開発用地、冷涼な気候、安価な電気料金などのポテンシャルを活かしてカ

ーボンニュートラルに貢献する産業の誘致方策を調査することにより、むつ小

川原開発を推進する。 

（国土交通省国土政策局広域地方政策課） 

 

⒝福島県浜通り地域等における全国に先駆けた社会課題解決の推進 

・福島県浜通り地域等の「創造的な復興」を実現するため、AI を活用したモビ

リティサービスの実証や、福島ロボットテストフィールドを活用した実証等、

ロボット技術やエネルギーなどの先端分野において、全国に先駆けた社会課題

解決に向けた実用化開発等を支援する。 

（経済産業省大臣官房福島復興推進グループ福島新産業・雇用創出推進室） 

 

②働きやすい魅力的な就業環境と担い手の確保 

ⅰ女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし 

【具体的取組】 

⒜女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし 

・職に就いていない女性・高齢者等の新規就業を目的として、都道府県が官民連

携型のプラットフォームを形成し、地域の実情に応じて、「掘り起こし」、「職

場環境改善支援」、「マッチング」などの一連の取組を一体的かつ包括的に実施

できるよう支援し、デジタル分野を含めた女性や高齢者等の新規就業を促進す

る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

・地方公共団体において、女性や高齢者などの多様な人材の新規就業を支援する

ためにデジタル技術を活用しながら地域の実情に応じた事業に取り組む実践事

例についての普及促進を図る。 
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（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

 

ⅱ若者・非正規雇用対策の推進 

【具体的取組】 

⒜若者・非正規雇用対策の推進 

・若者の雇用対策については、青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45年

法律第 98号。以下「若者雇用促進法」という。）に基づく取組とともに、新卒

者等への就職支援やフリーター等の正社員化支援に引き続き取り組む。特に、

コロナ禍の影響を強く受けた分野への就職を希望する専門学校生等に対し、積

極的な出張相談を行うなど、就職支援を強化する。 

（厚生労働省職業安定局雇用開発企画課、人材開発統括官付若年者・キャリア形成支援担

当参事官室） 

・非正規雇用対策については、正社員転換に向けた取組を引き続き行っていく。

また、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平

成５年法律第 76号）及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律（昭和 60年法律第 88号）に基づく均等・均衡待遇の実

現による待遇改善について、引き続き、着実な履行確保を図るとともに、働き

方改革推進支援センターにおいて中小企業・小規模事業者等に対する相談支援

等を行う。 

（厚生労働省雇用環境・均等局総務課、有期・短時間労働課、職業安定局需給調整事業

課） 

 

ⅲ女性、若者、高齢者、障害者が活躍できる社会の実現 

【具体的取組】 

⒜女性、若者、高齢者、障害者が活躍できる社会の実現 

・女性については、子育て世代の女性が働きながら安心して妊娠、出産し、仕事

と育児を両立できるような職場環境の整備や令和元年改正 24後の女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号。以下「女性活躍

推進法」という。）の着実な施行に取り組む。 

（厚生労働省雇用環境・均等局雇用機会均等課、職業生活両立課） 

・若者については、若者雇用促進法に基づく取組等を引き続き推進する。 

（厚生労働省人材開発統括官付若年者・キャリア形成支援担当参事官室） 

・高齢者については、就職支援の強化のほか、シルバー人材センターにおける就

業機会の確保や、地域ニーズを踏まえた働く場の創出・継続のためのモデルづ

くり等を通じた多様な就業機会の確保など、雇用・就業環境の整備等を引き続

き推進する。 

（厚生労働省職業安定局高齢者雇用対策課） 

・障害者については、ハローワーク、障害者就業・生活支援センター及び地域障

害者職業センターが中心となって、障害者と事業主双方に対し、就職準備段階

                                                   
24 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第 24号） 
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から職場定着支援まで一貫して支援するとともに、令和元年改正 25後の障害者

の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号）の着実な施行に取り

組む。 

（厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課） 

 

ⅳ若者人材等の還流及び育成・定着支援 

【具体的取組】 

⒜若者人材等の還流及び育成・定着支援 

・各地域での魅力あるしごとづくりと地域のニーズを踏まえた人材育成や定着な

ど地域の創意工夫を活かした取組等を支援するとともに、移住に関心を持って

いない潜在層も対象に、地方移住の動機付けや地方の中小企業等の魅力を発見

する就労体験などの機会を提供する取組を引き続き実施する。 

（内閣府地方創生推進室、厚生労働省職業安定局地域雇用対策課、人材開発統括官付人材

開発政策担当参事官室・企業内人材開発支援室） 

 

（３）地方への人の流れの強化 

①地方移住・移転の推進 

ⅰ地方移住の推進 

【具体的取組】 

⒜UIJ ターンによる起業・就業者の創出 

・東京 23区在住・在勤者が地方に移住して起業や就業等をする場合に、地方公

共団体が移住支援金や起業支援金を支給する取組を引き続き支援しながら、地

域の将来を担う人材を確保するため、地方での子育てを希望する若い世帯の移

住を更に後押しする。また、地方において様々な分野で卓越した技術を有する

事業者の情報を発信し、その技能承継や後継者確保等を促進するため、移住支

援金の活用も含め、地域を越えた就業希望者とのマッチングサポートを行う地

方公共団体等の取組を支援する。さらに、都市部の人材を活用した地方公共団

体の移住支援体制の強化を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・地域企業による都市部の人材確保等を促進するため、地域の産学官の面的な連

携による求人・採用、人材育成、フォローアップ等を総合的に支援する「地域

の人事部」機能を構築・強化するとともに、先進事例の横展開を図る。 

（経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ地域経済活性化戦略室） 

・REVIC が行う「地域企業経営人材マッチング促進事業」による、大企業人材と

地域企業をつなぐ人材プラットフォームの整備及び経営人材を確保した地域企

業への補助等を通じ、転籍や副業・兼業、出向といった様々な形でのマッチン

グを推進するなど、地域金融機関の人材仲介機能の強化を図ることで、「先導

的人材マッチング事業」や「プロフェッショナル人材戦略拠点」を通じた、地

                                                   
25 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第 36号） 



55 

域企業の経営人材の確保を加速させ、地域企業によるデジタルを活用した成

長・生産性向上の実現を目指す。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、金融庁監

督局総務課人材マッチング推進室） 

 

⒝地方への仕事の移転 

・働き方改革に資する強力なツールの一つであり、地方回帰にも資するテレワー

クの全国的裾野拡大に向け、関係省庁とも連携し、普及展開を実施するととも

に、サテライトオフィス誘致の取組や環境整備を支援する。 

（総務省自治行政局地域自立応援課、情報流通行政局情報流通振興課） 

・Society5.0関連業種等、デジタル技術等を活用しつつ地域を支えるクリエイ

ティブで付加価値の高い産業分野での起業や、第二創業による当該産業分野へ

の進出等を地方創生起業支援事業により支援し、地域においてスタートアップ

企業や若者をひきつけるような産業を地方に創出するとともに、雇用拡大等に

より地域経済を活性化させる。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・建物の取得や従業員の雇用等に係る税制（地方拠点強化税制）や、企業の移

転、人材確保に係る地方公共団体の取組への支援等により、デジタル関連産業

等を含む企業の本社機能の地方移転等の更なる推進を図る。 

（内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒞地方への移住・地方での起業の推進 

・地域おこし協力隊について、2024年度に隊員数 8,000人という目標に向けて、

制度の一層の PR や受入自治体への支援等により、応募者数の増加、募集者数

の増加、マッチングの向上を図っていく。また、引き続き隊員の起業を支援す

るとともに、任期終了後の隊員による事業承継も支援し、定住・定着を一層推

進する。さらに、隊員 OB・OG のネットワーク組織づくりを推進することによ

り、更なる隊員の受入れ・サポート体制の充実を図る。 

（総務省自治行政局地域自立応援課） 

 

⒟地方生活の魅力の発信 

・移住関心層に対して地方移住の魅力を伝えるウェブサイト「いいかも地方暮ら

し」のコンテンツを拡充するとともに、ウェブ広告等を活用して、より多くの

対象者をウェブサイトへ誘引し、地方暮らしへの関心を更に高める。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・移住に関する相談ニーズや利用者の要望に幅広く対応できるよう、利用者目線

に立った移住関連情報の提供体制の強化を図る。具体的には、「移住・交流情

報ガーデン」において、各地方公共団体による夜間セミナー等や、各省庁と連

携した取組等の充実を図るとともに、移住情報に加え関係人口を創出・拡大す

る取組等の地域との関わり創出に向けた情報発信の強化を図る。 
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（総務省自治行政局地域自立応援課） 

 

⒠地方居住の本格的推進 

・地方公共団体が把握・提供している空き家等の情報について、地方公共団体を

横断して簡単に検索できる「全国版空き家・空き地バンク」の活用を促進す

る。 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産業課） 

・地方公共団体が公営住宅を活用して「お試し居住」用住宅を提供する際の目的

外使用の承認について、事例紹介等により取組を支援する。 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課） 

・空き家となった既存の住宅・建築物の利活用により、地域におけるサテライト

オフィス、コワーキングスペース、交流施設やセカンドハウスなど、テレワー

クを支える環境の整備を促進する。 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室） 

・移住者を含む住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の改修等支援や、独

立行政法人住宅金融支援機構の住宅ローン金利の引下げにより、地方移住者の

住宅確保等を支援する。 

（国土交通省住宅局総務課住宅金融室、住宅総合整備課） 

 

 ⅱ地方移転の推進 

【具体的取組】 

⒜政府関係機関の地方移転の取組 

・文化庁については、テレビ会議システム等を活用しながら京都府・東京都の分

離組織における業務の試行・改善等を進め、機能強化するとともに、職員の住

環境の確保を含む福利厚生への適切な配慮等の準備を着実に進め、2022年 12

月予定の移転先庁舎工事の竣工後、速やかに京都への全面的な移転を実現す

る。 

・消費者庁については、2020年７月に徳島県における恒常的拠点として設置し

た「消費者庁新未来創造戦略本部」において、モデルプロジェクトや政策研究

等を推進する。総務省統計局、特許庁、中小企業庁、観光庁及び気象庁は、移

転基本方針及び「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組について」（平

成 28年９月１日まち・ひと・しごと創生本部決定）に基づき、着実に取組を

進める。 

・研究機関・研修機関等（23機関 50件）の地方移転については、2017年４月に

公表した５年から 10年程度の年次プランに基づき、将来的な地域イノベーシ

ョン等の実現に向けた着実な取組を進める。 

・2023年度中に行う地方創生上の効果、国の機関としての機能の発揮等の総括

的な評価に向け、有識者からの意見も考慮しつつ、政府においてフォローアッ

プを引き続き進める。 

・2023年度中の総括的評価に向け、2022年度中に、各取組の地方創生上の効
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果、国の機関としての機能の発揮状況や各移転機関におけるデジタル技術の活

用状況等を把握する。 

 

⒝国の機関としての機能発揮 

・各省庁が、2022年度以降のネットワーク更改時に、2020年度に内閣官房（情

報通信技術（IT）総合戦略室）が整備したネットワーク環境へ原則として移行

することにより、地方支分部局を含めた省庁間でのウェブ会議環境の向上など

デジタル・ワークスタイルを確立し、ひいては、地方移転の後に移転前と遜色

なく国の機関としての機能発揮ができるような環境を整備する。 

（⒜～⒝について、内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣人事局、消

費者庁総務課、統計局総務課、文化庁政策課、特許庁総務部総務課、中小企業庁長官官

房総務課、観光庁総務課、気象庁総務部企画課、デジタル庁デジタル社会共通機能グル

ープガバメントソリューションサービス班（⒝のみ）） 

 

ⅲ地方創生テレワークの推進 

【具体的取組】 

⒜東京圏への一極集中を是正する地方創生テレワークの推進 

・経済団体や企業等とも連携しつつ、地方創生テレワークを実施する者に対する

ポータルサイト上での一元的な情報提供や、個別の事情に応じた相談対応の実

施により、地方創生テレワークの推進に向けて環境を整備する。また、取り組

む企業の裾野拡大を目指し自己宣言制度及び表彰制度の実施や、地方創生テレ

ワークに関係者が連携して取り組む機会を用意することにより、サテライトオ

フィスの整備等に取り組む地方公共団体等の創出等、具体的事例を複数創出す

るための取組を進める。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

 

⒝テレワークの普及促進に向けた連携 

・時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方として、ICT を積極的に活用した

良質なテレワークが全国各地域、事業規模によらず、幅広い業種で定着・促進

されるよう、関係府省や地方公共団体が連携して、全国的な導入支援体制の整

備、中小企業等に対する専門家による無料相談等のテレワークの導入推進や、

テレワークとワーケーションの官民連携による推進も含めた普及啓発活動に取

り組む。また、テレワークの普及・定着を阻む課題について、ICT の積極的な

活用を通じた課題解消の促進やテレワークを円滑に行うことができる超高速ブ

ロードバンド基盤の整備支援等を行う。 

（総務省情報流通行政局情報流通振興課、衛星・地域放送課地域放送推進室、総合通信基

盤局電気通信事業部事業政策課ブロードバンド整備推進室、厚生労働省雇用環境・均等

局在宅労働課） 

・新たな働き方・住まい方への対応として、職住近接・一体の生活圏を形成する

など、豊かで暮らしやすい「新たな日常」を実現するため、テレワーク拠点整
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備等を推進する。 

（国土交通省国土政策局地方振興課、離島振興課、都市局都市政策課、まちづくり推進

課、市街地整備課、住宅局市街地建築課、市街地住宅整備室） 

 

⒞ワーケーション等の普及・促進 

・国立公園及び国定公園の利用拠点において、民間事業者等が取り組むワーケー

ション受入や自然との調和が図られた滞在環境の整備、自然体験プログラム推

進のための企画造成を支援することにより、今後の誘客や交流人口拡大に向け

た受入環境を整える。 

（環境省自然環境局国立公園課） 

・テレワーク等を活用した新たな交流需要の創出に取り組むため、ワーケーショ

ン、ブレジャー等の推進を図るべく、モデル事業や機運醸成等のための情報発

信を強化するとともに、テレワークとワーケーションの官民連携体制構築を図

る。 

（観光庁参事官（MICE）） 

・特定有人国境離島地域の地方公共団体が実施する雇用機会の拡充・滞在型観光

の促進の取組においてワーケーション推進のためのプログラム造成や受入可能

施設の整備、サテライトオフィスの設置などの支援を行う。 

（内閣府総合海洋政策推進事務局） 

 

⒟時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方の普及・促進 

・勤務地や職務等を限定した「多様な正社員」の制度の導入・普及に必要となる

支援や、「転勤に関する雇用管理のヒントと手法」の周知を行う。また、2021

年３月に改定したテレワークガイドラインの周知や、中小企業に対するテレワ

ーク導入経費の助成、テレワークに関する労務管理と ICT の双方についてワン

ストップで相談できる窓口の設置等により、良質なテレワークの導入・定着を

図り、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方の定着・促進に取り組む。 

（総務省情報流通行政局情報流通振興課、厚生労働省雇用環境・均等局有期・短時間労働

課、職業生活両立課、在宅労働課） 

 

②修学・就業による若者の地方への流れの推進 

ⅰ魅力ある地方大学の実現と地域産業の創出・振興等 

【具体的取組】 

⒜特色ある地方創生のための地方大学の振興 

・「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」の改定を順次図りつつ、

強みや特色を十分に発揮し、産学官連携による「共創の場」の構築や地域の特

性やニーズを踏まえた人材育成、特定分野における世界レベルの研究を行う魅

力ある大学づくりを推進する。 

（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局大学改革・ファンド室、文部科学省高等教

育局高等教育企画課高等教育政策室、科学技術・学術政策局産業連携・地域振興課） 
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・地域の複数の高等教育機関が地方公共団体、産業界を巻き込んで、将来像の議

論や連携、交流の企画を行う恒常的な体制（「地域連携プラットフォーム」）の

構築や、「大学等連携推進法人」等を通じた地域における各大学の「強み」と

「特色」を活かした連携・統合の動きを推進する。 

 （文部科学省高等教育局高等教育企画課高等教育政策室） 

 

⒝地方大学・地域産業創生交付金 

・地域の中核的産業の振興や地域における若者の雇用機会創出に向け、デジタル

技術等を活用し、産業・若者雇用創出を中心とした地方創生と、地方創生に積

極的な役割を果たすための組織的な大学改革に一体的に取り組む地方公共団体

に対して、関係府省とも連携し各地での新たな取組の掘り起こしも進めつつ、

地方大学・地域産業創生交付金等による重点的支援を引き続き実施するととも

に、着実な進捗が認められ、かつ成果の更なる高度化が見込まれる取組を効果

的・効率的に支援する。【再掲】 

（内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒞限定的かつ特例的な地方国立大学の定員増 

・「地方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議 取りまとめ」

（令和２年 12月 22日）等を踏まえ、デジタル人材等、地域や産業界の課題や

ニーズを踏まえた人材育成のための限定的かつ特例的な地方国立大学定員増の

対象となる大学選定を行う。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、文部科学省高等教育局高等教育企

画課高等教育政策室、国立大学法人支援課） 

 

⒟地域の課題解決やイノベーション創出につながる「イノベーション・コモンズ

（共創拠点）」の形成（国立大学法人等のキャンパス整備） 

・地域の課題解決やイノベーション創出につながる「イノベーション・コモンズ

（共創拠点）」の形成に向けた魅力あるキャンパス環境の整備充実を図るた

め、国立大学法人等施設整備費補助金や多様な財源の活用等による施設整備を

推進するとともに、施設整備の企画段階から大学等に対する支援を行う。 

（文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部計画課） 

 

⒠地方大学と海外大学等との連携・交流を促進 

・スーパーグローバル大学創成支援事業及び大学の世界展開力強化事業等の成果

を横展開する取組として進める、我が国発のオンライン国際教育プラットフォ

ーム「Japan Virtual Campus」の活用等により、地方大学が有する魅力的な教

育コンテンツを海外に発信する等、地方大学と海外大学等との連携・交流を促

進し、留学生に選ばれるような魅力ある地方大学を振興する。 

（文部科学省高等教育局高等教育国際戦略プロジェクトチーム） 
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⒡デジタル人材を含めたグローバルに活躍する人材の育成 

・グローバルな視点を持って地域の課題解決等に取り組む人材を育成するため、

デジタルツールを活用し、幅広い知識の探求スキル等の育成を目的とした国際

バカロレアの普及を促進する。 

（文部科学省大臣官房国際課） 

 

⒢奨学金返還支援制度の活用促進 

・地域産業の担い手となる学生等の奨学金返還支援に関する地方公共団体の取組

の更なる拡大や支援制度の活用の推進のため、独立行政法人日本学生支援機構

等と連携し、広報活動を強化するなど、積極的に情報発信を行う。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、総務省自治財政局財務調査課、文

部科学省高等教育局学生・留学生課) 

 

⒣東京 23区内の大学の学部等の収容定員増の抑制 

・東京 23区内の大学の学部等の収容定員増の抑制について、地域における大学

の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法

律(平成 30年法律第 37号)に基づき、抑制の対象外とされていた専門職大学等

の取扱い等について、2023年度末までに必要な検討を行い、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずる。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、文部科学省高等教育局高等教育企

画課高等教育政策室、専門教育課） 

 

⒤東京圏の大学等の地方へのサテライトキャンパスの設置促進 

・デジタル技術等も活用した効果的な地域課題の解決等に資する東京圏の大学等

の地方へのサテライトキャンパスの設置に向け、地方公共団体と大学等の連携

を推進するほか、誘致を希望する地方公共団体に対し、計画検討段階から助言

等を行うとともに、大学等が自発的に地方へのサテライトキャンパスの設置に

取り組むような環境整備を図る。 

（内閣府地方創生推進室、文部科学省高等教育局高等教育企画課高等教育政策室、大学振

興課、国立大学法人支援課、私学部私学行政課、私学助成課） 

 

⒥地方におけるインターンシップの推進 

・地方における質の高いインターンシップの展開に向け、デジタル技術を活用し

た取組事例の横展開や、地方公共団体での実践に向けたノウハウの提供等を行

う。 

（内閣府地方創生推進室、文部科学省高等教育局専門教育課） 

 

  

014370
ハイライト表示
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ⅱ高等学校の機能強化等 

【具体的取組】 

⒜新しい時代に対応した高等学校教育改革の推進 

・地域ならではの新しい価値を創造する人材等の育成を強化するため、2022年

度から設置が可能となった地域社会に関する学びに重点的に取り組む学科の設

置に向けて、高等学校と地域をつなぐ人材（コーディネーター）の配置や高等

学校と関係機関等との連携（コンソーシアムの構築）等の支援を実施する。 

（文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）） 

・複数の高等学校が連携・協働しながら、単一の高等学校では実現できない多様

な学びを提供する取組を推進する。特に、地方の小規模高等学校において生徒

の多様な進路実現に向けた教育を可能とするため、ICT を最大限に活用した教

育環境改善のためのネットワークの構築を推進する。 

（文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）） 

・地域の将来をリードし得るイノベーティブなグローバル人材育成のため、地域

課題等の解決に向けた探究的な学びを通じて高等学校教育改革を推進する。 

（文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）） 

・専門高校等においては、地域の産業界と一体となった地域産業界を支える最先

端の職業人材の育成などの実践的な職業教育を推進するとともに、産業教育施

設・設備の充実を図り、地域や産業界を 牽
け ん

引する人材を育成する。 

（文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）） 

 

⒝コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 

・全ての公立学校に地域と連携・協働する体制を構築することを目標とし、コミ

ュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組を一層推進する。その

際、学校と地域をつなぐ人材として、地域学校協働活動推進員の効果的な配置

促進等を図ることにより、我が国の将来を担う子どもたちを地域全体で育む地

域とともにある学校づくりを推進するとともに、まちづくりといった課題解決

のためのプラットフォームにもなり得る学校を核とした地域づくりを推進す

る。 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

 

⒞地域におけるグローカル人材の育成 

・地域におけるグローカル人材を育成するため、「トビタテ！留学 JAPAN 日本代

表プログラム」及びその後継事業等による高等学校等での留学支援、外国人留

学生の受入れに係る取組を促進するとともに、地方公共団体による国際交流の

ための多様な取組を支援する。 

（文部科学省総合教育政策局国際教育課） 

 

⒟高校生の「地域留学」の推進 

・単年度の「地域留学」にチャレンジする生徒の受入れに当たっては、受入れに
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取り組む地方公共団体と、受入れを行う高等学校の設置者である都道府県の教

育委員会との連携強化を促進することにより、単年度の「地域留学」の円滑な

実施を図る。 

（内閣府地方創生推進室） 

・「地域留学」の魅力や効果、取組を行う高等学校等についての情報発信を行う

等、デジタル技術等も活用した地域における魅力ある高等学校づくりを支援す

る。 

（内閣府地方創生推進室、文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当） 

 

⒠若者が地方において希望に応じた就職を実現するための支援推進 

・若者が地方において希望に応じた就職を実現できるよう、中高生等の早い段階

からの職業意識形成に資する支援や、地元で暮らすことの魅力・地元優良企業

に係る情報発信等を以下の施策等を通じて実施する。 

・若者雇用促進法に基づくユースエール認定制度 26等を活用した、地方の中小

企業の魅力や地元の優良企業の発信 

・採用選考活動に至るまでのプロセスに合わせた、学校、国（ハローワー

ク）、地方公共団体等の連携による支援 

（文部科学省初等中等教育局児童生徒課、参事官（高等学校担当）、高等教育局学生・留

学生課、厚生労働省人材開発統括官付若年者・キャリア形成支援担当参事官室） 

 

⒡地域を支える人材の育成の推進 

・児童生徒がより地元企業への愛着や理解を深められるよう、地元企業等と連携

した職場体験やインターンシップを促進する等、小中高等学校を通じたキャリ

ア教育を推進する。 

（文部科学省初等中等教育局児童生徒課） 

 

⒢地域を支える人材の育成 

・政策アイデアコンテストや政策立案ワークショップ、高校生等向けの地域探究

学習教材を提供することで、地方への関心を高め、地方へのひとの流れを創出

するほか、地域の教員や商工団体、地域企業等のコミュニティ形成を促進し、

受入側と送り出し側双方の体制整備を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

 

  

                                                   
26 若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況等が優良な中小企業を厚生労働大臣が認定する制度。 
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③関係人口の創出・拡大 

ⅰ関係人口の創出・拡大 

【具体的取組】 

⒜関係人口創出・拡大のための環境整備 

・全国各地で関係人口がオンライン等も活用しつつ地域と関わり合いながら、地

域の内発的発展や地域活性化に貢献する姿を目指し、地域から関係人口への情

報発信等を通じて地方公共団体の取組を後押しするとともに、都市住民等と地

域のマッチングや地域課題に関わるための仕掛けづくりなどの自走可能な取組

モデルの構築を進める中間支援組織を支援する。あわせて、全国版の官民連携

によるプラットフォーム（かかわりラボ）の運営等により、参考事例を全国に

向けて情報発信・横展開するとともに、全国版の官民連携によるプラットフォ

ームの運営により、事業者や地方公共団体等の関係者間の情報共有やネットワ

ーク化に取り組む。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、総務省自

治行政局地域自立応援課） 

・地方公共団体が行う関係人口の受入側の地域における課題の明確化、受入体制

づくり等に加え、都市部等の地域外住民の関心・関与を高める取組を支援す

る。また、都市部の若者等の地域との多様な関わりの創出や就職氷河期世代支

援の観点から、引き続き「ふるさとワーキングホリデー」の推進に取り組む。 

（内閣府地方創生推進事務局、総務省自治行政局地域政策課） 

・農村部での労働力不足の一層の深刻化や ICT 環境整備の遅れ、都市部住民の新

たな働き方への動き等を踏まえ、関係省庁と連携しつつ、農業体験を通じた農

村のファンとも言うべき農村への関心層の創出、IT人材を含む農村における多

様な関わりを希望する都市部人材を農村部での労働力不足やノウハウの取得を

支援する人材として結び付ける取組など、地域課題解決や新たなライフスタイ

ルづくりのためにマッチングする農的関係人口づくりの取組を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、農林水産

省農村振興局農村政策部農村計画課、都市農村交流課） 

・田園回帰による新たなひとの流れ等を捉え、農山漁村地域に対するニーズを取

り込むため、農泊について、食や景観等を活用した高付加価値なコンテンツの

開発、古民家等を活用した滞在施設の整備など、関係人口拡大につながる取組

を支援する。また、都市住民の農業への理解を醸成するため、農業体験農園の

取組を推進する。 

（農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、都市農村交流課） 

・都市住民の各地域への関心を高めるとともに、地域間の相互理解や交流を深

め、各地域の特産品の販路開拓などの産業振興や観光振興等を図るため、東京

23区等における各地域の魅力を発信するイベント、マルシェ開催など、大都市

と各地域が連携した取組を促進する。 

（内閣府地方創生推進事務局、農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課） 

・二地域居住等を普及促進するとともに、それにより地域との関わりを促すた
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め、関係省庁や地方公共団体等と連携して、関連する支援を行う。また、二地

域居住等の実践者を類型化・定量化し、把握するための全国的な大規模実態調

査を行い、効果を整理・分析するとともに、全国二地域居住等促進協議会と連

携し、施策や優良事例の横展開を図り、地方公共団体向けガイドラインへ反映

する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局、地方

創生推進室、総務省自治行政局地域自立応援課、農林水産省農村振興局農村政策部農村

計画課、国土交通省国土政策局地方振興課、都市局都市政策課、住宅局住宅政策課、観

光庁観光資源課） 

・国及び地方公共団体における関係人口の創出・拡大に向けた政策立案、推進の

ための基礎データとするため、地方公共団体をめぐる関係人口の類型別（訪問

型・非訪問型等）の実態を調査し、情報発信を行う。 

（国土交通省国土政策局総合計画課） 

・第２のふるさとづくりやレガシー形成などの新たな仕掛けづくりを行い、新た

な交流市場の開拓や、地域の活性化を図る。特に「第２のふるさとづくり」に

ついては、働き方や住まい方の流動化、密を避け自然環境に触れる旅へのニー

ズの高まり等を踏まえ、「何度も地域に通う旅、帰る旅」という新たな旅のス

タイルをモデル実証等により推進・定着させる。これにより、国内観光需要を

掘り起こすとともに、地域が一体となって「稼げる地域」を作り、地域活性化

を図る。 

（観光庁観光資源課、観光地域振興課） 

 

⒝関係人口創出・拡大の土壌づくり 

・中間支援組織のマッチングにより構築された地方公共団体、都市部企業及び中

間支援組織の相互連携関係を基盤として、３者が包括的に地域活性化や地域づ

くりに取り組むための連携協定の締結を普及・促進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・テレワークとともにワーケーションが注目される中で、地域との関わりの構築

や地域の課題解決に関心を持つ都市部企業が、当該企業に所属させながら職員

を地域に送り出し、受入側の地域との連携により地域づくりに貢献する新たな

取組を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・受入側の地方公共団体において、「かかわりしろ」になり得る管内各地の祭り

などの行事や支援要請などの情報をデータベース化し、積極的に情報発信する

取組を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

 

⒞関係人口のための受入体制整備 

・関係人口による地域の内発的発展や地域活性化への貢献をシステム化するた

め、受入側の地域において、地域課題をはじめ「かかわりしろ」の発見・創出
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に係るスキルやマッチングスキル等を身につけた人材及び中間支援組織（いわ

ゆる「関係案内人」）の育成・確保を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・都市部住民が地域住民とのつながりや地域について知り、学ぶことのできるコ

ミュニティスペースに、地域において気軽にテレワークができるコワーキング

スペース等が併設された交流・情報提供拠点（いわゆる「関係案内所」）の整

備と、しごとの創出等様々なコーディネート体制の構築を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

 

⒟子どもの農山漁村体験の充実 

・子どもの生きる力を育むとともに、将来の地方への UIJ ターンの基礎を形成す

るため、農山漁村体験等に参加する学校等（送り側）や体験の実施地域である

農山漁村等（受入側）を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、総務省自治行政局地域自立応援課

人材力活性化・連携交流室、文部科学省総合教育政策局地域学習推進課、初等中等教育

局児童生徒課、農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課、環境省自然環境局国

立公園課国立公園利用推進室、自然環境整備課） 

 

⒠高度デジタル人材の持続的な地域中小企業支援 

・地方で高度デジタル人材が不足している状況を踏まえ、高度デジタル人材が地

域と多様な関わりを持つ関係人口になることで、持続的に地域中小企業の DX

実現を支援する仕組みを検討する。 

（経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課、地域経済産業グループ地域企業高度化

推進課） 

 

（４）結婚・出産・子育てしやすい環境整備 

①結婚・出産・子育ての支援 

ⅰ妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

【具体的取組】 

⒜総合的な少子化対策の推進 

・「希望出生率 1.8」の実現に向け、「少子化社会対策大綱」（令和２年５月 29日

閣議決定）に基づき、少子化対策を総合的に推進する。具体的には、新生活へ

の経済的支援を含む結婚支援、不妊治療への保険適用を含む妊娠・出産への支

援、待機児童の解消のための「新子育て安心プラン」（令和２年 12月 21日）

の実施や男性の育児休業の取得促進を含む男女ともに仕事と子育てを両立でき

る環境の整備、地域・社会による子育て支援、幼児教育・保育の無償化の着実

な実施を含む経済的な支援等、感染症を踏まえた取組も含め、結婚、妊娠・出

産、子育てのライフステージに応じた総合的な少子化対策に大胆に取り組む。 

（内閣府子ども・子育て本部（少子化対策担当）） 
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⒝結婚の希望をかなえる取組、子育てに温かい社会づくり・機運醸成を図る地方

公共団体の取組支援 

・地方公共団体が実施する少子化対策の取組について、結婚支援センター、AI

を活用したマッチングシステムの運営、結婚支援ボランティアの育成、結婚に

伴う新生活のスタートアップに係る支援などの結婚の希望をかなえる取組や、

中高生や若い世代向けのライフデザインセミナー、乳幼児との触れ合い体験の

実施、男性の家事育児参画促進セミナーの開催など、子育てに温かい社会づく

り・機運の醸成を図る取組を支援する。 

（内閣府子ども・子育て本部（少子化対策担当）） 

 

⒞「子育て世代包括支援センター」の整備、周産期医療の提供体制の確保 

・妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供するワンストップ拠点で

ある「子育て世代包括支援センター」の整備を図り、保健師などの専門職等に

よる相談支援や、妊産婦等の状況を継続的に把握し、必要に応じて支援プラン

の作成等の支援を行う。あわせて、2017年８月に策定したガイドラインを活

用して、産後ケア事業などの母子保健事業との連携の充実・支援の質の向上を

図る。 

（厚生労働省子ども家庭局母子保健課） 

・小児医療や周産期医療の確保、地域における助産師の活用に関して、地域医療

介護総合確保基金等を通じて支援する。周産期医療の提供体制の確保につい

て、産科医のいない周産期医療圏の解消をはじめ、産科医の育成策や、産科医

の地域偏在の是正に関する施策、妊婦健診施設と分娩施設間の連携等の周産期

医療関連施設間の連携強化、中核病院や大学病院等から産科医不足地域への産

科医派遣の支援、地域における分娩を扱う施設の確保などの対応を進めてい

く。助産師について、助産師の就業場所の偏在を是正する施策や正常妊娠・正

常分娩における助産師の活用を推進する。また、復職支援や院内保育等の充実

等により、周産期医療に従事する女性医師を含む医療従事者が継続的に就労で

きる勤務環境を確保していく。 

（厚生労働省医政局地域医療計画課、医事課、看護課） 

 

⒟両親学級等のオンライン実施、SNSを活用したオンライン相談の取組支援 

・両親学級のオンライン実施や SNSを活用したオンライン相談など、妊産婦等の

ニーズに応じたアクセスしやすい多様な相談支援の取組を支援する。 

（厚生労働省子ども家庭局母子保健課） 

 

ⅱ子ども・子育て支援の更なる充実 

【具体的取組】 

⒜子ども・子育て支援の更なる充実 

・「子ども・子育て支援新制度」を着実に実施するとともに、安定的な財源を確

保しつつ、子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図る。幼稚園教諭・保
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育士等の処遇改善を着実に実施する。「新子育て安心プラン」に基づき保育の

受け皿整備のための取組を進めるとともに、各地方公共団体の特性に応じたき

め細かな支援を行う。 

（内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）、厚生労働省子ども家庭

局保育課、文部科学省初等中等教育局幼児教育課、高等教育局私学部私学助成課） 

・放課後児童対策については、子供の小学校就学後に仕事を辞めざるを得ない

「小１の壁」を打破するため、「新・放課後子ども総合プラン」（平成 30年９

月 14日）に基づき、一体型を中心とした放課後児童クラブと放課後子供教室

の計画的な整備等を推進するとともに、女性就業率の上昇を踏まえ 2023年度

末までに計約 30万人分の受け皿整備を図る。 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課、厚生労働省子ども家庭局子育て支援課） 

 

②仕事と子育ての両立 

ⅰワーク・ライフ・バランスの推進 

【具体的取組】 

⒜ワーク・ライフ・バランスの推進 

・全ての労働者が、育児や介護を行いながら継続して就業し、活躍できるように

するため、2021年に改正された育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業

法」という。）に基づく個別の制度周知・休業取得意向確認の措置、有期雇用

労働者の育児・介護休業要件の緩和、育児休業の取得の状況の公表の義務付け

等の確実な履行確保及び周知を図る。 

（厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課） 

・育児・介護等と仕事が両立できる職場環境づくりに取り組む事業主に対し、助

成金等による支援を行うとともに、2021年の育児・介護休業法の改正で設け

られた産後パパ育休制度等の周知及び履行確保等を通じて、男性の育児休業取

得の促進等を図る。 

（厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課） 

・次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号）に基づく認定制度及び

認定マーク（くるみんマーク及びプラチナくるみんマーク）の広報・周知に努

める。 

（厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課） 

・働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30年法律第

71号）により定められた時間外労働の上限規制や、年５日の年次有給休暇の

時季指定義務等の着実な履行や、勤務間インターバル制度の導入促進が図られ

るよう、法内容の周知や履行確保に向けた取組を進める。 

（厚生労働省労働基準局労働条件政策課、監督課、雇用環境・均等局職業生活両立課） 

・所定外労働時間の削減、年次有給休暇の取得促進等を推進するため、リーディ

ングカンパニー等の経営トップに働きかけるとともに、こうした企業の先進的

な取組事例を幅広く普及させるために、ポータルサイトを活用した情報発信を
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行う。また、働き方・休み方改善コンサルタント等による各企業に対する支援

等を展開していく。 

（厚生労働省労働基準局労働条件政策課、雇用環境・均等局職業生活両立課） 

・年次有給休暇については、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）に基づく年５

日の時季指定義務の周知徹底に努めるほか、取得率向上を目指し、10月の年

次有給休暇取得促進期間に加え、年次有給休暇を取得しやすい時季（夏季、年

末年始及びゴールデンウィーク）に集中的な広報等を行う。また、子育て、介

護、治療等に応じて柔軟に休暇を取得できるよう、時間単位の年次有給休暇制

度の導入促進を図る。 

（厚生労働省労働基準局労働条件政策課、監督課、雇用環境・均等局職業生活両立課） 

 

ⅱ地域における女性の活躍推進 

【具体的取組】 

⒜地域における女性の活躍推進 

・女性活躍推進法の改正により、一般事業主行動計画の策定義務等の対象が拡大

したことを踏まえ、都道府県労働局と地方公共団体の連携を引き続き推進しな

がら、改正内容の周知や企業向けの相談会・説明会の実施等を行う。あわせ

て、地域に女性活躍の取組の裾野が広がる機を捉えて、えるぼし認定やプラチ

ナえるぼし認定の周知・取組促進を図る。 

（内閣府男女共同参画局推進課、厚生労働省雇用環境・均等局雇用機会均等課） 

・女性活躍推進法に基づく企業等の女性活躍情報の「見える化」を進め、公表さ

れた情報が資本市場や労働市場で活用されることを通じて、企業等の女性活躍

に向けた自主的な取組を促進するべく、「女性の活躍推進企業データベース」

や「女性活躍推進法「見える化」サイト」等を更に充実させる。 

（内閣府男女共同参画局推進課、厚生労働省雇用環境・均等局雇用機会均等課） 

・職に就いていない女性・高齢者等の新規就業を目的として、都道府県が官民連

携型のプラットフォームを形成し、地域の実情に応じて、「掘り起こし」、「職

場環境改善支援」、「マッチング」などの一連の取組を一体的かつ包括的に実施

できるよう支援し、デジタル分野を含めた女性や高齢者等の新規就業を促進す

る。【再掲】 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

・地方公共団体において、女性や高齢者などの多様な人材の新規就業を支援する

ためにデジタル技術を活用しながら地域の実情に応じた事業に取り組む実践事

例についての普及促進を図る。【再掲】 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

・地域女性活躍推進交付金を通じて、女性デジタル人材の育成やリモートによる

女性登用促進のための研修、テレワークの促進、女性へのオンラインを活用し

た相談支援など、関係団体と連携して地方公共団体が行う、地域の実情に応じ

た取組を支援する。 

（内閣府男女共同参画局総務課） 
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⒝企業の地方拠点強化等を通じた地方における就業機会の拡大 

・地方における多様な正社員の普及・拡大を図るとともに、女性の積極採用・登

用など、女性の活躍推進に関する取組を行う企業に対する支援を行い、それら

の取組の実施状況等が優良な企業については、対外的に PR できるよう、企業

からの申請により女性活躍推進法に基づく認定を行う。また、認定企業等の事

例集の作成・周知を行う。 

（厚生労働省雇用環境・均等局雇用機会均等課、有期・短時間労働課） 

 

③地域の実情に応じた取組（地域アプローチ等）の推進 

ⅰ「少子化対策地域評価ツール」の活用等を通じた、「地域アプローチ」による少

子化対策の推進 

【具体的取組】 

⒜地域の実情に応じた取組の推進 

・地方公共団体における「地域アプローチ」による少子化対策の取組を支援する

ため、「少子化対策地域評価ツール」の普及を図るとともに、デジタル技術の

活用による地域の少子化に関する課題解決を促進する観点から、地域の少子化

対策に関するデジタル技術の導入に向けたプロセスのモデル化や地方公共団体

間の交流機会の活用等を通じて、地域の実情に応じたデジタルを含む分野横断

的な取組に関する知見・ノウハウの展開を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

 

（５）豊かで魅力あふれる地域づくり 

①質の高い教育、医療サービスの提供 

ⅰ質の高い教育の提供 

【具体的取組】 

⒜個別最適な学びを実現するための GIGA スクール構想の推進 

・学校における１人１台端末環境の整備を進めるとともに、ネットワーク環境の

改善、円滑な運用の支援とそれに向けた学校・教育委員会の体制強化、デジタ

ル教科書・教材や文部科学省 CBT システム（MEXCBT：メクビット）の活用等に

より、GIGA スクール構想を環境整備から利活用促進の段階に進める。 

（文部科学省総合教育政策局調査企画課、初等中等教育局修学支援・教材課、学校デジタ

ル化プロジェクトチーム、教科書課） 

・デジタル技術も活用しつつ、教師の資質向上を図るとともに、校務の DXを促

進する。 

（文部科学省初等中等教育局学校デジタル化プロジェクトチーム） 

 

⒝教育における広範なデジタルコンテンツの利活用環境の整備 

・教育デジタルコンテンツの利活用環境を整備するため、学習指導要領コード

に対応するデジタルコンテンツの紐付けを行い、検索できるようにするとと
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もに、その成果を、学校教育等で利活用できるようにするため、教育デジタ

ルコンテンツを含む教育関連データの連携実証を行う。 

（デジタル庁国民向けサービスグループ教育班） 

 

⒞教育分野でのデジタル技術の活用 

・AI による効果的な学習等を実現する EdTech の活用により学びの個別最適化を

進めるとともに、地域の課題解決にも資する STEAM 教育の好事例創出・横展開

等を推進する。また、Society5.0時代に必要とされる能力の育成のため構築

した、グローバルな社会課題等を題材にした STEAM 教育コンテンツのオンライ

ン・ライブラリーの運用や利活用促進、外部コンテンツとの連携等に取り組

む。 

（経済産業省商務・サービスグループサービス政策課教育産業室） 

 

⒟遠隔教育の推進 

・特に中山間地域や離島等の学校において、デジタルを活用して全国どこでも、

子供たちが充実した教育を受けられるよう、GIGA スクール構想に基づく ICT

環境の整備に加え、ICT を最大限に活用した高等学校の教育環境改善のための

ネットワークの構築等を通して遠隔教育の推進に取り組む。 

 (文部科学省初等中等教育局企画課、参事官(高等学校担当)、学校デジタル化プロジェク

トチーム) 

 

ⅱ疾病予防や健康づくりの推進による地域の活性化 

【具体的取組】 

⒜疾病予防や健康づくりの推進による地域の活性化 

・健康寿命を延伸し、生涯を通じて活躍ができるよう、民間企業や医療機関等と

の協働の下、関係施策等と連携を図っている事例など、参考となる事例の周知

や、効率的・効果的に健康増進の取組を実施するための関係機関の連携・協働

体制の整備への支援等を通じて、各地域における取組を推進する。また、高齢

者一人ひとりに対し、フレイル 27などの心身の多様な課題に対応したきめ細か

な保健事業を行うため、運動、口腔、栄養、社会参加などの観点から市町村に

おける保健事業と介護予防の一体的な実施を推進する。 

（厚生労働省健康局健康課、老健局老人保健課、保険局高齢者医療課） 

・地域の資源や関係施策等を有機的に連携させながら、より多くの住民が疾病・

介護予防や健康増進に関心を持って取り組めるような地域づくりの実例を収集

し、これを情報提供することにより、各地域での取組を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、厚生労働省健康局健康課、老健局

認知症施策・地域介護推進課、老人保健課、保険局国民健康保険課、高齢者医療課） 

                                                   
27 要介護状態に至る前段階として位置付けられるが、身体的脆

ぜい

弱性のみならず精神・心理的脆
ぜい

弱性や社会的脆
ぜい

弱性などの多

面的な問題を抱えやすく、自立障害や死亡を含む健康障害を招きやすいハイリスク状態を意味する。 
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・デジタル技術を活用したヘルスケアサービスを含め、地域課題に応じたヘルス

ケア産業の活性化を図るため、「地域版次世代ヘルスケア産業協議会」の設置

促進や地域・職域の実情に応じた先駆的な取組を横展開する。 

（経済産業省商務・サービスグループヘルスケア産業課） 

・大都市部や地方都市等で高齢化の進展状況に大きな地域差があることを踏ま

え、団塊の世代が 75 歳以上になる 2025 年に向けて、地域の特性に応じた地域

包括ケアシステム（医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保され

る体制）の構築を推進することで、高齢者が自分らしい暮らしを人生の最後ま

で続けることができる地域づくりを進める。 

（厚生労働省医政局地域医療計画課、老健局総務課） 

・各地域における医師の確保を推進し、医師の偏在を是正するため、地域での医

療に従事する医師を養成することを主たる目的とした医学部定員における地域

枠の設置を促進するとともに、地域枠の学生が卒業後にその地域へ定着し活躍

できるよう、卒前・卒後における支援を行う。 

（厚生労働省医政局地域医療計画課、医事課） 

・管理栄養士資格のオンラインでの免許申請等を行うために必要な仕様・要件を

検討する。 

（厚生労働省健康局健康課） 

 

⒝データヘルスと健康経営の一体的な推進 

・健康保険組合等によるデータヘルスと事業主による健康経営とが連携（コラボ

ヘルス）を図ることにより、加入者及び従業員の健康増進に向けた取組の効果

的・効率的な実施を促進する。また、予防・健康づくり等に向けた加入者の行

動変容を促す保険者の取組を推進するため、保険者に対するインセンティブを

強化する。 

（厚生労働省保険局保険課、国民健康保険課、高齢者医療課、医療介護連携政策課医療費

適正化対策推進室） 

・経営者が従業員の健康管理を経営的な視点から考え実践する健康経営の推進を

通じて、地域の企業が、デジタル技術を活用した取組を含め、従業員への健康

投資に取り組みやすい環境の整備を促進する。 

（経済産業省商務・サービスグループヘルスケア産業課） 

 

⒞PHRサービスの発展に向けた環境整備 

・健診情報や歩数、血圧等の健康医療データ（PHR：Personal Health Record）

の活用を促進し、地域における質の高い診療やヘルスケアサービスを実現す

る。具体的には、質の高い PHRサービス創出のため、データの標準化や、ポー

タビリティ・セキュリティの確保に向けたガイドライン等の策定、第三者認証

制度の創設等に取り組む事業者団体が製薬や医療機器のみならず保険や通信な

どの幅広い業種の事業者を構成員として 2023年度早期に設立されるよう支援

する。 
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（経済産業省・商務サービスグループヘルスケア産業課） 

 

ⅲ大都市圏の医療・介護問題への対応 

【具体的取組】 

⒜大都市圏の医療・介護問題への対応 

・都道府県が患者の流出入等の状況を反映して策定した、医療需要の将来推計

（2025年）を含む地域医療構想の実現に向けた取組やその進捗を踏まえ、医

療計画及び介護保険事業（支援）計画に基づく取組を進める。 

（厚生労働省医政局地域医療計画課、老健局介護保険計画課） 

・また、東京圏と国が連携し、広域的な観点から地域体制整備に取り組むため

に、医療・介護人材の確保・定着に向けた取組など、医療介護提供体制の整備

を進める。 

（厚生労働省医政局地域医療計画課、老健局介護保険計画課） 

・公的賃貸住宅団地及びその周辺地域等における集約化や建替え・改修等と併せ

た福祉施設等の整備を推進するとともに、独立行政法人都市再生機構（UR）の

団地における地域医療福祉拠点化に取り組む。 

（国土交通省住宅局総務課民間事業支援調整室、住宅総合整備課、市街地建築課市街地住

宅整備室） 

・高齢者、障害者、子育て世帯などの多様な世帯が安心して健康に暮らすことが

できる住環境（スマートウェルネス住宅等）を実現するための取組に対して支

援を行う。 

（国土交通省住宅局総務課民間事業支援調整室、住宅総合整備課、安心居住推進課、市街

地建築課市街地住宅整備室、参事官（マンション・賃貸住宅担当）付） 

・既存住宅・リフォーム市場の活性化を図るとともに、リバースモーゲージの推

進を支援することにより、高齢者等の住み替えを支援する。 

（国土交通省住宅局総務課住宅金融室、住宅政策課、住宅生産課住宅瑕疵担保対策室） 

 

ⅳ福祉分野のデジタル化の推進 

【具体的取組】 

⒜介護現場におけるテクノロジーの導入支援 

・介護現場における生産性の向上を実現し、介護サービスの質の確保や介護従事

者の負担軽減等を図るため、テクノロジーの導入支援等を行う。 

（厚生労働省老健局高齢者支援課） 

 

⒝介護保険業務のデジタル化 

・保険者の介護保険システムについては、2025年度中までのシステム移行を目

指し、保険者における業務プロセスや情報システムの標準化等を推進すること

により、業務の効率化や利用者の利便性向上を図る。また、介護サービス情報

公表システムについては、ウェブ入力・電子申請機能の活用促進に向けた調整

を進めるとともに、対象事務の機能追加に取り組み、ケアプランデータ連携シ
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ステムについては、事務負担の軽減が図られるよう活用促進のための方策を検

討するとともに、当該システムの運営基盤の安定化について検討していく。 

（厚生労働省老健局介護保険計画課、高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課） 

 

⒞障害福祉分野のデジタル化 

・サービスの質の確保・向上に資するため、障害福祉分野におけるデータベース

を構築するとともに、障害福祉の現場における介護業務負担の軽減、労働環境

の改善、生産性の向上を図るため、ICT・ロボット等の導入を支援する。 

（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課、障害福祉課） 

 

⒟生活保護・社会福祉法人等の分野のデジタル化に係る基盤整備 

・生活保護業務のデジタル化に向けた地方公共団体の試行的取組を補助するとと

もに、検討会等を行い、実態を踏まえつつ、効率的なシステムの標準仕様策定

に向けた検討を行う。また、社会福祉法人及び社会福祉連携推進法人に関する

データベースである「社会福祉法人財務諸表等電子開示システム」を改修し、

社会福祉法人等の運営の透明性の確保を一層推進していく。 

（厚生労働省社会・援護局保護課、福祉基盤課） 

 

ⅴ医療分野での未来技術の活用 

【具体的取組】 

⒜医療分野での未来技術の活用 

・オンライン診療の適切な普及・促進を図るための取組を進める。また、遠隔医

療の実施に必要な機器整備の補助を引き続き行う。 

（厚生労働省医政局医事課、研究開発振興課） 

 

⒝オンライン服薬指導の普及拡大 

・薬剤師の在宅でのオンライン服薬指導も可能とする等、患者の求めに応じて、

全国どこでもオンライン服薬指導が可能となる環境整備に取り組む。 

（厚生労働省医薬・生活衛生局総務課） 

 

⒞電子処方箋、オンライン資格確認の推進 

・薬局薬剤師 DXを推進するため、電子処方箋の仕組みについて、今秋のモデル

事業による全国的な検証を含め、安全かつ正確な運用に向けた環境整備を行

い、2023年１月から運用開始する。また、オンライン資格確認について、保

険医療機関・薬局に、2023年４月から導入を原則として義務付けるととも

に、導入が進み、患者によるマイナンバーカードの保険証利用が進むよう、関

連する支援等の措置を見直す 28。2024年度中を目途に保険者による保険証発行

の選択制の導入を目指し、さらにオンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、

                                                   
28 診療報酬上の加算の取扱いについては、中央社会保険医療協議会において検討。 
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保険証の原則廃止 29を目指す。あわせて、訪問診療・訪問看護等のオンライン

資格確認の仕組みの構築を進めるとともに、マイナンバーカードの機能（電子

証明書）のスマートフォン搭載に対応したオンライン資格確認の検討を進め

る。 

（厚生労働省医薬・生活衛生局総務課、保険局医療介護連携政策課保険データ企画室、デ

ジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード担当、医療班） 

 

⒟レセプト情報等を活用した分析の体制整備の推進 

・保健医療に関するビッグデータの効果的な利活用を推進するため、NDB（レセ

プト情報・特定健診等情報データベース）や、NDBと介護 DB（介護保険総合デ

ータべース）の情報の連結解析を可能とするために構築した医療介護連結解析

基盤（HIC）について、機能の充実や利便性の向上等を図る。 

（厚生労働省保険局医療介護連携政策課保険データ企画室） 

 

⒠医療情報連携に係る基盤整備 

・レセプトに基づく情報を、患者や全国の医療機関等が確認できる仕組みについ

て、救急や災害時等の情報閲覧に対応するため、新たなシステム改修を行う。

また、ネットワークを介して診療情報のやり取りを行う場合のなりすましやデ

ータ改ざんを防止するため、保健医療福祉分野の国家資格を確認する体制を整

備する。 

（厚生労働省医政局研究開発振興課） 

 

⒡医療提供体制に係る情報収集の効率化 

・全国の病院等・薬局を検索できる医療情報サイトについて、2024年度の運用

開始に向けたテスト等を行う。また、G-MIS30について、収集した情報を地方公

共団体等と迅速に情報共有を行うツールとして、引き続き活用する。さらに、

広域災害・救急医療情報システム(EMIS31)について、2022年度において、シン

グルサインオン 32への対応や、共通するデータ等について G-MIS と連携できる

よう必要な改修を行う。 

（厚生労働省医政局総務課、地域医療計画課、医薬・生活衛生局総務課） 

 

⒢遠隔医療等の推進 

・遠隔手術支援ロボットシステムの実用化に資する研究及び遠隔手術に関するガ

イドラインの見直しを行う。 

                                                   
29 加入者から申請があれば保険証は交付される。 
30 医療機関等情報支援システム(Gathering Medical Information System)。全国の医療機関から、病院の稼働状況、病床や医

療スタッフの状況、医療機器や医療資材の確保状況等を一元的に把握・支援する情報システム。 

31 災害拠点病院をはじめとした医療機関、医療関係団体、消防機関、保健所、市町村等の間の情報ネットワーク化及び国、

都道府県間との広域情報ネットワーク化を図り、災害時における被災地内、被災地外における医療機関の稼働状況など、

災害医療に関わる情報を収集・提供し、被災地域での迅速かつ適切な医療・救護活動を支援することを目的としたシステ

ム。 

32 一度の認証行為だけでシステムへアクセスできる機能。 
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・急速な少子高齢化への対策に資する認知症対応型 AI・IoT システムの実証を推

進する。 

・厚生労働省の「オンライン診療の適切な実施に関する指針」（平成 30年３月策

定、令和元年７月一部改訂、令和４年１月一部改訂）の改訂を見据え、遠隔医

療の利用動向を再整理する。 

・厚生労働省の「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン第 5.2版」

（令和４年３月策定）を踏まえ、総務省及び経済産業省の「医療情報を取り扱

う情報システム・サービスの提供事業者における安全管理ガイドライン」（令

和２年８月策定）の改定検討を行う。 

・ICT を活用して国民の健康増進に資する安心・安全な PHR利活用を推進するた

め、民間 PHR事業者団体における第三者認証等の検討に当たって必要な調査研

究を実施する。 

（総務省情報流通行政局地域通信振興課デジタル企業行動室） 

 

⒣データに基づくがん対策の推進 

・がんゲノム医療の基盤システムの機能改善等により、全国でがんゲノム医療の

提供ができる体制の整備を目指す。 

（厚生労働省健康局がん・疾病対策課） 

 

⒤治験・薬事申請のオンライン化 

・オンライン技術を活用することによる治験の効率化を目指し、データの信頼性

を確保しながら、適切に治験を実施するためのガイダンスを作成する。また、

行政手続の簡素化及び迅速化並びに事業者の負担軽減を図るため、薬事に関す

る申請・届出手続のオンライン化を進め、手数料の電子納付を実現するため調

査検討を行う。 

（厚生労働省医薬・生活衛生局医薬品審査管理課） 

 

②公共交通・物流・インフラのデジタル実装 

ⅰ交通分野における DX推進 

【具体的取組】 

⒜無人自動運転移動サービスの社会実装の推進 

・地域限定型の無人自動運転移動サービスについて、2025年を目途に 40か所以

上の地域で実現するため、研究開発から実証実験、社会実装まで一貫した取組

を行う。 

（経済産業省製造産業局自動車課、国土交通省自動車局技術・環境政策課） 

・物流の担い手不足解消や物流効率の向上に向け、2025年度以降の高速道路に

おけるレベル４自動運転トラックの実現を目指した取組を行う。 

（経済産業省製造産業局自動車課、国土交通省自動車局技術・環境政策課） 
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⒝高度な安全運転支援技術の開発・普及 

・交通システム全体としての安全性・利便性向上や省エネルギー化に資するよう

な、高度な安全運転支援技術（AD/ADAS）の開発･普及を進めていく。 

（経済産業省製造産業局自動車課） 

 

⒞ドローン・空飛ぶクルマの社会実装の推進 

・ドローン・空飛ぶクルマの社会実装に必要な技術開発・実証等を通じて、ドロ

ーンの更なる利活用拡大、空飛ぶクルマの大阪・関西万博での活用と事業化を

目指す。 

（経済産業省製造産業局産業機械課次世代空モビリティ政策室） 

 

⒟自動運転に対応した走行環境の構築 

・高速道路等での安全で円滑な自動運転を実現するため、道路交通情報の提供手

法等について官民による共同研究を推進するほか、自動運転を活用したまちづ

くり・地域づくりを目指す地方公共団体の取組を支援する。 

（国土交通省道路局道路交通管理課） 

 

⒠地域の交通拠点の整備 

・モーダルコネクト 33の強化に資する交通拠点の整備を推進するとともに、新た

なモビリティや MaaSの普及、デジタル技術の進展等を踏まえた、地域の交通

拠点の在り方や官民連携による整備・運営の方法等についても検討する。 

（国土交通省道路局企画課評価室） 

 

⒡「道の駅」第３ステージの推進 

・子育て応援施設の整備、キャッシュレス決済の普及の促進などの地域の課題解

決や観光振興に資する機能及び広域的な復旧・復興活動の拠点としての防災機

能を強化する。 

（国土交通省道路局企画課評価室） 

 

⒢ポストコロナにおける持続可能な旅客運送事業の構築 

・危機的状況にあるバス・タクシー事業者が、ポストコロナにおいて公共交通機

関として持続性を確保することができるよう、デジタル技術の活用による生産

性の向上等を引き続き推進し、地域を支える強 靱
じ ん

な旅客運送サービスを再構

築するための方策を調査、検討する。 

（国土交通省自動車局旅客課） 

 

⒣海の次世代モビリティによる沿岸･離島地域の課題解決 

・沿岸・離島地域における海域利活用の課題を解決し、海の DXを推進するた

                                                   
33 高速バスや鉄道、乗用車、路線バスなどの交通モード間の接続。 
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め、小型無人ボート（ASV）、自律型無人潜水機（AUV）、遠隔操作型無人潜水機

（ROV）といった海の次世代モビリティの現地での実証を行うほか、情報プラ

ットフォームによる利活用機会拡大に向けた情報提供等を行う。 

（国土交通省総合政策局海洋政策課） 

 

⒤自動運航船の実用化に向けた環境整備 

・自動運航技術の実用化により地域における安定的な海上交通・輸送を確保する

こと等を目的として、国際海事機関（IMO）での自動運航船に係る国際基準の

策定に向けた議論を我が国が主導するための技術的調査等を実施することによ

り、自動運航船の実用化に向けた環境整備を行う。 

（国土交通省海事局総務課国際企画調整室、安全政策課） 

 

⒥最新技術を活用した交通の「リ・デザイン」 

・デジタル化を通じた移動サービス全体の効率化、高度化により移動の利便性を

向上させる MaaSの社会実装を推進するなど、新たなモビリティサービスの活

用により地域公共交通の利用促進や地方活性化を図る。 

（国土交通省総合政策局モビリティサービス推進課） 

・環境負荷の低減、地域の魅力向上や地域活性化に貢献するため、次世代の交通

システムである Light Rail Transit（LRT）34･Bus Rapid Transit（BRT）35を

はじめとする自動化・電動化された輸送システムの導入を促進する。 

（国土交通省総合政策局地域交通課） 

 

⒦鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新 

・人口減少やマイカーへの転移等により利用者が大幅に減少し、危機的状況にあ

るローカル鉄道について、国が中心となり、沿線地方公共団体と鉄道事業者を

含む関係者による新たな協議の枠組みを創設する。その上で、協議に必要なデ

ータ等を共有し、対象線区が鉄道の特性を発揮できるか否か、多様な観点から

再確認した上で、地域公共交通ネットワークのあり方という観点から、デジタ

ル技術の導入を含め、実証事業も活用しながら必要な対策を関係者に促してい

く。具体的には、保守等を含む DXの推進や新技術の活用、輸送モード間の連

携、上下分離等や新たな輸送モードの導入等を通じて、より持続可能性と利便

性の高い地域公共交通ネットワークへ再構築していくこととし、その実現に向

け、規制・運用の緩和・特例や実効性ある支援等を実施する。 

（国土交通省鉄道局鉄道事業課） 

 

 

                                                   
34 低床式車両の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世

代の軌道系交通システム。 

35 連節バス、PTPS（公共車両優先システム）、バス専用道、バスレーン等を組み合わせることで、速達性・定時性の確保や輸

送能力の増大が可能となる高次の機能を備えたバスシステム。 
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⒧交通・物流インフラのデジタル化 

・人口減少・少子高齢化の中での移動手段の確保、事故や渋滞の解消、カーボン

ニュートラルの実現など、様々な社会課題・環境課題の解決に向けて、CASE

技術も活用しながら次世代モビリティ社会の構築を進める。そのために、関係

省庁と一丸となり、持続的なサービスの提供や、横展開・普及に向けて、必要

となる仕組みや社会的基盤についても検討していく。 

（デジタル庁国民向けサービスグループモビリティ班） 

 

⒨フィジカルインターネットの実現 

・地域間格差の無いユニバーサルサービスとしての流通・物流を実現するため、

「フィジカルインターネット」を 2040年までに構築すべく、2022年 3月に策

定したロードマップに基づき、モノ・データ・業務プロセスの標準化等に向け

た業界別アクションプランの策定・推進や、電子タグや物流ロボット等を活用

した輸配送・物流拠点の自動化・デジタル化に取り組む。 

（経済産業省商務・サービスグループ物流企画室、国土交通省総合政策局物流政策課） 

 

⒩「共創」による地域交通の「リ・デザイン」 

・アフターコロナ時代を見据えた地域公共交通の活性化・継続に向けて、地域公

共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19年法律第 59号）に基づく地域

公共交通計画等の作成を推進するとともに、事業継続や新技術の導入を支援す

る。また、公的主体と交通事業者が適切なインセンティブ設定のもとで能動的

に関わり、一定エリアにおける地域交通体系の全体最適化と長期的な交通サー

ビスの安定化を実現する仕組みの検討を進める。 

（国土交通省総合政策局地域交通課） 

・地方公共団体が地域づくりの一環として行う自動運転移動サービスについて、

2022年度に、事業モデルの実証を開始する。また、交通事業者等への混雑情

報提供システムやキャッシュレス決済手段等の導入支援を行う。 

（国土交通省総合政策局地域交通課、モビリティサービス推進課、自動車局技術・環境政

策課） 

・地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行業に係る基盤的なサービス

の提供の維持を図るための私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の

特例に関する法律（令和２年法律第 32号）に基づく共同経営などの特例も活

用しつつ、利用者目線でのサービス改善を図るため、並走する鉄軌道とバスに

おける運賃の共通化、ダイヤの連携等、複数の路線バス事業者間や、他の交通

機関との連携を推進する。 

（国土交通省総合政策局地域交通課） 

・地域交通と、デジタル、エネルギー、医療・介護等を組み合わせた事業モデル

について、「共創モデル実証プロジェクト」として実証し、その結果を踏ま

え、その中で生じる事業スキームの構築やファイナンスに係る課題に対して所

要の措置を講ずるとともに、2022年度中に事例の横展開を進める。 
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（国土交通省総合政策局地域交通課） 

 

 ⅱドローン物流・物流 DXを通じた物流変革 

【具体的取組】 

⒜ドローン物流の社会実装に向けた環境整備 

・2022年度中にドローンの有人地帯での目視外飛行（レベル４飛行）を可能と

する制度を実現するため、必要な運用体制の整備等を行う。また、離島や山間

部等からドローン物流のサービスの実装を推進する。さらに、多様なユースケ

ースに対応可能な機体の実装を推進するとともに、多数機同時運航に必要とな

る性能評価手法や、ドローンや空飛ぶクルマと航空機がより安全で効率的な航

行を行うために必要となる運航管理技術の開発を行う。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室） 

・機体認証制度及び操縦者技能証明制度等の開始に向け、機体認証や操縦者の試

験等を実施する民間機関の登録・指定を 2022年 12月までに行う。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、国土交通省航空局安全部無人航空機安全課） 

・ドローンのより安全で効率的な運航の実現のため、2023年度に国際動向を踏

まえた上で運航管理システムに関する実証実験を実施し、その結果を踏まえ、

飛行エリアや運航形態に応じた運航管理システムの安全基準など制度整備の方

針を定める。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、国土交通省航空局安全部無人航空機安全課、経済産

業省製造産業局産業機械課次世代空モビリティ政策室） 

・ドローンに携帯電話などの端末を搭載して利用する際には、高度 150メートル

未満であれば簡素な手続で利用可能となっているところ、高度 150メートル以

上でのドローンの飛行や画像送信等での電波利用を可能とするため、電波の混

信防止のための技術条件や利用手続の簡素化を検討し、2023年度目途に結論

を得る。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、総務省総合通信基盤局電波部移動通信課） 

・障害物の少ない河川上空でのドローン物流を実現するため、2022年度に河川

管理者と地方公共団体等が連携した実証実験を行い、その結果を踏まえ、2023

年度に発着拠点の設置等に対する支援強化や、河川の利用ルール等のマニュア

ルの策定を行う。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課） 

・ドローンに対する社会受容性の向上を図るため、2022年度中に、関連施策や

ドローンの活用事例を閲覧できるウェブサイトを設けるとともに、地域と連携

したシンポジウムを開催する。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、経済産業省製造産業局産業機械課次世代空モビリテ

ィ政策室、国土交通省航空局安全部無人航空機安全課） 

・2022年度末を目途に、災害復旧や点検、測量、気象観測等に対応可能な標準

機体の性能仕様を策定する。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、国土交通省総合政策局技術政策課） 
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・過疎地域等における物流網の維持及び生活利便の改善に加え、災害時にも活用

可能な物流手段としてのドローン物流について、「ドローンを活用した荷物等

配送に関するガイドライン」（令和４年３月 31日改定）等を活用するととも

に、離島や山間部におけるドローンと自動配送ロボットの連携による配送等の

実証結果を踏まえ、様々なモビリティを活用し、ドローン物流の社会実装を推

進する。また、より最適な飛行ルートで荷物等を配送する観点から、離島や山

間部等においてレベル４飛行（第三者上空での補助者なし目視外飛行）の実現

を図る。 

（内閣官房小型無人機等対策推進室、国土交通省総合政策局物流政策課物流効率化推進

室、航空局安全部無人航空機安全課） 

 

⒝物流業務のデジタル化、機械化・省人化の推進 

・機械化・デジタル化を通じて物流分野における既存のビジネスモデルや働き方

を変革する物流 DXを推進するため、物流業務の自動化・省人化（倉庫等への

ロボット導入など）やサプライチェーン全体の輸送効率化、デジタル化に向け

た取組を推進する。 

（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課、国土交通省総合政策

局物流政策課物流効率化推進室、参事官（物流産業）室、環境省地球環境局地球温暖化

対策課低炭素物流推進室） 

 

⒞物流の標準化や商慣習の見直しの推進 

・物流 DXの推進に不可欠な物流標準化の推進に向けたパレットに係る調査・実

証を行い、その結果も踏まえ、目指すべき方向性等について「官民物流標準化

懇談会」等において議論を深め、発信する。また、フィジカルインターネット

構築に向けた標準化・商慣習是正のため、業界別アクションプランの推進に取

り組む。 

（国土交通省総合政策局物流政策課、経済産業省商務・サービスグループ物流企画室） 

 

⒟国際コンテナ・バルク戦略港湾や、地域の基幹産業の競争力強化等のための港

湾整備 

・デジタル実装した社会を支え、地域における基幹産業の競争力強化や民間投資

の誘発、雇用と所得の維持・創出を推進するため、国際コンテナ戦略港湾や国

際バルク戦略港湾等の機能強化に資する港湾施設の整備を行う。 

（国土交通省港湾局計画課、港湾経済課、産業港湾課） 

 

⒠自動配送ロボットの社会実装 

・ラストワンマイルにおけるドライバー不足や買い物弱者対策への活用に向け、

公道を走行する低速・小型の自動配送ロボットを活用した配送サービスの社会

実装に向けた技術開発及び実証実験等の支援を実施する。 

（経済産業省商務・サービスグループ物流企画室） 
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⒡サイバーポートによる港湾の電子化 

・我が国の港湾の生産性を飛躍的に向上させ、港湾を取り巻く様々な情報が有機

的につながる事業環境を実現するため、民間事業者間の港湾物流手続、港湾管

理者の行政手続や調査・統計業務及び港湾の計画から維持管理までのインフラ

情報を電子化し、これらデータ連携により一体的に取扱うデータプラットフォ

ームである「サイバーポート」を構築する。 

（国土交通省港湾局港湾経済課、総務課、技術企画課） 

 

⒢「ヒトを支援する AI ターミナル」の実現 

・「ヒトを支援する AIターミナル」の実現に向け、2021年４月に横浜港での本格

運用を開始した新・港湾情報システム（CONPAS）や、遠隔操作 RTG の導入促

進、ターミナルオペレーションを最適化する AI システムの実装に向けた取組

等を推進し、2023年度中に、船舶の運航スケジュールを遵守した上で、外来ト

レーラーのゲート前待機をほぼ解消することを目指す。 

（国土交通省港湾局港湾経済課港湾物流戦略室） 

 

ⅲインフラ分野の DXの推進 

【具体的取組】 

⒜BIM/CIM 等、建設事業のデジタル化の推進 

・2023年度から BIM/CIM36の原則全ての公共工事への適用に向け、ガイドライン

改正を実施するほか、施工段階における画像解析による配筋の遠隔確認につい

て実施要領を策定する。 

（国土交通省大臣官房技術調査課） 

 

⒝i-Construction の推進 

・現場にいなくても現場管理を可能とするなど、建設現場の生産性を向上させる

ため、2022年度中に中小建設企業への普及支援を目指した ICT 建設機械等の

小規模工事への適用拡大や ICT 施工に係る人材育成プログラム導入など、i-

Construction を推進する。 

（国土交通省大臣官房技術調査課、総合政策局公共事業企画調整課） 

 

⒞建設機械施工の自動化・自律化 

・建設機械施工の自動化・自律化に向けて、安全ルールの標準化、基準整備に向

けた検討等を進め、自動施工の現場導入の加速化につながる技術開発を促進

し、技術基準類策定を実施する。 

（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課） 

 

                                                   
36 BIM/CIM（Building / Construction Information Modeling, Management）：建設プロセスの計画段階から管理段階まで３次 

元モデル及び関連する情報を連携・発展させる取組。 
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⒟国土交通データプラットフォームの構築 

・インフラデータ利活用による民間投資や研究投資、技術開発を誘発させるた

め、「国土交通データプラットフォーム」を整備し、国土交通省や民間等が保

有する多様なデータとの連携を図る。 

（国土交通省大臣官房技術調査課） 

 

⒠生産性向上に資する道路ネットワークの整備等 

・デジタル実装した社会を支え、人流・物流の円滑化・活性化を図るため、都

市・地域を結ぶ道路ネットワークや拠点までのアクセス路の整備を推進する。 

（国土交通省道路局企画課道路経済調査室） 

 

⒡国土強 靱
じ ん

化に関する施策を効率的に進めるための港湾におけるデジタル化等

の推進 

・衛星やドローン、カメラ等を活用して、港湾における災害関連情報の収集を高

度化し、港湾施設情報等を一元管理するプラットフォームである「サイバーポ

ート」を通じて関係者間で共有することで、災害発生時における迅速な港湾機

能の復旧等の体制を構築するとともに、その情報の分析結果を施設整備に反映

する。 

(国土交通省港湾局海岸・防災課） 

 

⒢持続可能なインフラ管理につながる道路システムの DXの推進 

・道路利用者の安全・安心な通行の確保に資する道路管理の効率化や、道路利用

者の利便性・生産性向上に資する行政手続等の省力化・効率化のため、デジタ

ル技術や新技術の導入、道路データプラットフォーム「xROAD(クロスロー

ド)」の構築によるデータ利活用の高度化等を推進する。 

（国土交通省道路局企画課道路経済調査室） 

 

⒣建築分野の DXの推進 

・建築分野の DXの推進を図るため、設計、施工、専門工事業者等の多様な主体

間での円滑なデータ連携を促進するとともに、地域の中小事業者等における

BIM の普及等の利用拡大に向けたロードマップを策定するなど、建築分野にお

ける BIM の活用等を推進する。 

 （国土交通省住宅局建築指導課） 

 

③質の高い暮らしのためのまちの機能の充実 

ⅰ魅力的な地方都市生活圏の形成 

【具体的取組】 

⒜魅力的な地方都市生活圏の形成 

・まちににぎわいと活力を生み出し、ゆとりある空間を創出すること等により、

魅力的な地域にするため、公園などのオープンスペースの充実や駅周辺等の空
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間の再構築、官民空間の修復・利活用等による「居心地が良く歩きたくなる」

まちなかの創出や、空き店舗等の遊休資産の再生・活用、中心市街地の活性化

等により、地域の「稼ぐ力」や「地域価値」の向上を図る「稼げるまちづく

り」を推進する。 

 （内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒝都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成 

・都市再生特別措置法（平成 14年法律第 22号）における立地適正化計画制度と

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律における地域公共交通計画制度に

ついて、市町村に対するコンサルティング等により計画の作成・実施を促進す

るとともに、関係省庁で構成される「コンパクトシティ形成支援チーム」の枠

組みを通じ、支援施策の充実、モデル都市の形成・横展開、取組成果の見える

化等を進め、市町村を省庁横断的に支援し、コンパクト・プラス・ネットワー

クの取組の裾野を拡大する。 

（国土交通省総合政策局地域交通課、都市局都市計画課、街路交通施設課） 

・「都市のスポンジ化」対策を推進するため、低未利用土地権利設定等促進計

画、立地誘導促進施設協定などの制度について、市町村に対する立地適正化計

画に関するコンサルティング等と併せて、活用促進を図る。 

（国土交通省都市局都市計画課） 

・立地適正化計画の居住誘導区域内において、身近な生活利便施設を立地しやす

くするなど、良好な住環境を整備するための取組とともに、市町村による防災

対策・安全確保策を定めた「防災指針」の作成及びこれに基づく取組について

重点的な支援を行うとともに、先行事例の横展開を図り、取組を推進する。ま

た、病院や学校などの誘導施設の広域的な立地適正化や災害リスク等を踏まえ

た居住の誘導を推進する。 

（国土交通省都市局都市計画課） 

 

⒞居心地が良く歩きたくなるまちづくりの推進 

・街路、公園、広場、沿道建物などの官民の既存ストックについて、職住遊の機

能が融合する空間として一体的に修復・利活用を行う等により、多様な働き

方・暮らし方に対応した「居心地が良く歩きたくなる」まちづくりを推進す

る。 

・官民の人材が集うコミュニティづくりを強力に推進することにより、「居心地

が良く歩きたくなる」空間の創出を図る。 

・景観まちづくりの取組を支援するとともに、駅周辺などの空間の再構築に向け

た取組等を実施する。 

・上記空間の再構築に当たり、市民目線での QOL 向上を図るため、人流データの

分析等による回遊性や滞在者等が感じる居心地の良さ等の評価結果に基づいて

実施できる仕組みを検討する。 

（国土交通省都市局まちづくり推進課、市街地整備課、街路交通施設課、公園緑地・景観
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課） 

・Park-PFI や市民緑地認定制度等の民間資金等を活用する取組等を促進し、公

園の再生・活性化や緑・芝生地の創出を図り、オープンスペースの充実したゆ

とりとにぎわいあるまちづくりを進める。 

（国土交通省都市局公園緑地・景観課） 

・プロジェクションマッピングやエリアマネジメント広告などのまちの活性化に

資する屋外広告物の活用を推進するとともに、屋外広告物の落下対策などの安

全対策を進め、まちの魅力や安全性の向上を図る。 

（国土交通省都市局公園緑地・景観課） 

 

⒟ほこみち（歩行者利便増進道路）制度等の活用促進 

・多様化する道路空間へのニーズに対応するため、ほこみち（歩行者利便増進道

路）制度等による道路の柔軟な利活用を促進し、歩行者の利便性や快適性の向

上を図り、地域の魅力、にぎわいの創出を推進する。 

（国土交通省道路局環境安全・防災課） 

 

⒠デジタル技術を活用した中心市街地活性化 

・デジタル技術を活用して人や交通の動きを的確に把握した上での取組を進める

とともに、デジタルマーケティングやデジタル技術を活用したにぎわい創出等

の活力あるまちづくりを促進する。 

 （内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒡電動キックボードの利用促進 

・地域における移動課題の解決、観光地での活用による地域経済の活性化等が期

待される電動キックボードの普及・利用促進を図る。 

（経済産業省製造産業局生活製品課） 

 

⒢自転車の活用の推進 

・自転車通行空間の計画的な整備を促進することにより安全で快適な自転車利用

環境の創出を推進するとともに、シェアサイクルの普及促進やサイクリストの

受入環境整備を通じたサイクルツーリズムの推進、自転車通勤の導入促進を図

る。 

（国土交通省道路局参事官） 

 

⒣地域を 牽
け ん

引する中心市街地の形成等 

・「中心市街地活性化促進プログラム」（令和２年３月 23日中心市街地活性化本

部決定）に基づき、重点的な取組を行う市町村に対して、関係府省庁と連携し

て支援を行う。 

・モデル事例等の効果的な施策を調査分析した上で、情報を蓄積して市町村にア

ドバイスを行う等、ハンズオン支援の強化を行う。特に、新たに中心市街地活
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性化基本計画の作成に取り組む等、課題解決に意欲的な市町村に対しては、専

門家や国の職員を派遣する。 

・地方創生の推進に向け、稼げるまちづくりの取組等の全国への展開を図り、そ

の更なる活用を目指す。 

 （内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒤新しい地域活性化モデルの構築 

・デジタル田園都市国家構想の実現に向けて、地域のイノベーションを起こすと

ともに Well-being向上を図るため、全国各地で地域の個性を活かしつつ多様

性と寛容性を高め、人と人がつながる魅力的で開かれた地域づくりを官民連携

で行う取組を推進する。そのため、デジタルとまちづくりの力で内外の多様な

クリエイティブ人材と知恵を集めてイノベーションを生み出すなどの先駆的な

取組について、事業主体等と協定を締結しハンズオン支援を行うとともに、効

果的な形で横展開を進めていく。 

 （内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒥エリアマネジメントの推進 

・エリアマネジメント団体等による普及啓発事業やデジタル技術を含めた社会実

験・実証事業等（都市利便増進協定に基づく広場等の整備、公共空間における

カメラ画像等を用いた人流解析のデータ活用実験など）に対し、支援を行う。 

・官民の既存ストックやノウハウの集約等を可能とする、まちづくり団体のガバ

ナンス強化による官民の連携体制の強化等に取り組む。 

（国土交通省都市局まちづくり推進課） 

 

⒦金融支援を通じたまちづくりの推進 

・デジタル社会の実現に資する設備の整備を伴う民間まちづくり事業を推進する

ため、一般財団法人民間都市開発推進機構がまちづくりファンドを通じて行う

金融支援等により、当該事業に対する民間資金の呼び込みを促進する。 

（国土交通省都市局まちづくり推進課） 

 

⒧官民連携・分野横断によるグリーンインフラの社会実装の加速 

・産学官の多様な主体が参画する「グリーンインフラ官民連携プラットフォー

ム」（令和２年３月設立）において、ニーズとシーズのマッチングを行うパー

トナーシップ構築支援等を実施する。 

（国土交通省総合政策局環境政策課） 

・グリーンインフラの計画・整備・維持管理等に資するデジタル技術等の開発を

進めるとともに、地域モデル実証等を行い、地域への導入を支援する。 

（国土交通省総合政策局環境政策課） 

・グリーンボンドなどの民間資金調達手法の活用により、グリーンファイナン

ス、ESG投資の拡大を図る。 
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（国土交通省総合政策局環境政策課、環境省大臣官房環境経済課） 

 

⒨地域の価値向上に向けた取組 

・不動産証券化手法の一つである不動産特定共同事業について、クラウドファン

ディングも含め、その活用を推進することにより、地域の空き家等の遊休不動

産をコワーキング施設などデジタルに対応した施設等に再生・活用し、コミュ

ニティの形成促進等による地域の社会課題解決を目指す。 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

・空き家・空き店舗に係る株式会社日本政策金融公庫融資の活用によって、低未

利用地の利用促進を図る。また、低未利用地の適切な利用・管理を促進するた

めの税制特例措置について優良事例を収集し、制度周知を行う。 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

・官民の各主体が保有する不動産関連情報の連携・蓄積・活用を促進するため、

各不動産の共通コードとしての不動産 ID ルールの運用を、2022年度から順次

開始するとともに、まちづくりなど幅広い分野における ID の活用に向けた環

境整備を進める。 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

・所有者不明土地の利用の円滑化の促進と管理の適正化が図られるよう、地域の

実情に応じた所有者不明土地対策の方向性を示すための計画の作成の促進や、

地域で所有者不明土地対策に取り組む法人をこれまで以上に活動しやすくする

ための指定制度の普及に向けて、支援を行う。 

（国土交通省不動産・建設経済局土地政策課） 

・市区町村による空家等対策計画の策定のほか、空き家の利活用や空き家物件に

関する円滑な流通・マッチング及び代執行の円滑化等による空き家の除却を促

進するとともに、既存住宅の取得とリフォームを併せて行う場合の支援を行

う。 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産業課、住宅局総務課住宅金融室、住宅総合整備課

住環境整備室） 

・既存住宅の品質の向上、適正な建物評価の市場への普及・定着のほか、建物状

況調査（インスペクション）や 瑕疵
か し

保険の活用、「安心 R住宅」制度等の普

及・促進により、既存住宅の流通促進を図る。 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産業課、住宅局住宅生産課住宅瑕疵担保対策室） 

 

⒩学校と地域の連携・協働を促進するための学校施設整備の推進 

・ICT 環境が整えられた新しい時代の学びを実現する学習空間と併せて、学校施

設と他の公共施設との複合化等により、学校と地域が連携・協働するための

「共創空間」の整備を図るなど、地方公共団体による学校施設整備の取組を促

進する。このため、2022年度から開始する専門家による相談体制などの機能を

備えたプラットフォームや、学校施設と他の公共施設との複合化等に関する補

助制度等により支援する。 
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（文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課、施設助成課） 

 

⒪廃校施設の有効活用の推進 

・廃校となった公立学校の施設が、民間企業等の事業所や公共施設として有効活

用され、雇用創出や地域活性化の効果が発揮されるよう、活用用途を募集して

いる廃校施設の情報集約・公表等を通じた地方公共団体と企業等とのマッチン

グや、特色ある活用事例の紹介などの支援を行う。 

（文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設助成課） 

 

⒫まちづくりのデジタルトランスフォーメーションの推進 

・人間中心の社会を実現するまちづくりの DXを目指し、3D都市モデルの整備・

活用・オープンデータ化、デジタル技術を用いた都市空間再編やエリアマネジ

メントの高度化、データを活用したオープンイノベーション創出等を進める。 

（国土交通省都市局都市政策課、まちづくり推進課、都市計画課） 

・3D都市モデル（PLATEAU）の全国展開に向け、地方公共団体による 3D都市モ

デルの整備・活用・オープンデータ化への支援やモビリティ等の先進的なユー

スケースの開発、データ整備の効率化・高度化等の技術開発に取り組む。 

（国土交通省都市局都市政策課、都市計画課） 

・生活利便性、健康、経済等に関する指標の提供により、市町村による取組の成

果の見える化や効果検証を促すとともに、人の活動把握やビッグデータを用い

た都市活動調査、分析手法等の構築を進め、ユーザー目線での最適な施設配

置、公共交通の利用促進、施策の評価等を推進する。 

（国土交通省都市局都市計画課） 

 

⒬魅力的な水辺空間の創出による地域活性化を実現するかわまちづくり等の推進 

・河川空間のオープン化やかわまちづくり等により、河川敷地の民間活用の推

進、水辺におけるサイクリング環境の整備やテレワーク環境の整備促進、ドロ

ーン物流との連携等の取組を進めることで、地域住民や来訪者にとって魅力あ

る水辺空間を創出し、地域の交流機会の増加やにぎわいの創出を図る。 

（国土交通省水管理・国土保全局水政課、河川環境課） 

 

⒭地下水情報の可視化による地域振興の推進 

・各地域の地下水観測データ等を集約した地下水データベースにより地下水の動

向を可視化し、過度な取水、地下水質の悪化等の地域の課題解決や、地域の地

下水で生産した物産品のブランド化、地下水を活用した地場産業の振興等、地

下水を利用したまちづくり等の推進を支援する。 

（国土交通省水管理・国土保全局水資源部水資源政策課） 

 

⒮人流データの流通環境整備・利活用拡大支援 

・土地・不動産活用やまちづくり、観光、交通、防災等の多様な分野において、
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人流データを活用した EBPMに基づく効果的・効率的な地域課題の解決や「新

しい生活様式」を支える新たなサービス等の創出を図るため、人流データを活

用した先進的なモデル事業等を実施する。 

（国土交通省不動産・建設経済局情報活用推進課） 

 

⒯市民参加型のまちづくりの推進 

・多様な人々が、より暮らしやすい地域サービスを実現していくためには、市民

がまちづくりに対して主体的に関わり、地方公共団体や企業、大学といった垣

根を越えた様々なステークホルダーと共に考え、共に手を動かす必要がある。

以下のような取組を通じて、市民がまちづくりへより積極的に参加できる環境

を作る。 

＜地域に関するデータ活用の推進＞ 

・地域の課題の理解やアイデア創出、新たな地域サービスの開発等、市民や事

業者が利用できるオープンデータの公開を推進する。 

＜Well-being指標の活用促進＞ 

・地域ごとの特徴把握や、目指すべき地域の在り方を検討するために利用でき

る、Well-being指標を公開する。これにより、地域全体で目指したい姿の検

討がより具体的になるほか、Well-being指標を KPI として持つことで、地域

の様々なプレイヤーが自分たちの活動を評価しやすくなる。 

・公開された指標を活用しあるべき姿を考えるワークショップの実施や、仮説

立案、証拠に基づく政策立案や評価（EBPM）の推進に活用する。 

＜市民参加型まちづくりのエコシステム支援＞ 

・各地域で、市民がまちづくりに参加しやすいエコシステムを作るために、ま

ちづくりを推進する団体と市民が参加し地域サービスの創出や実証実験を行

う、リビングラボ等の取組の推進を行う。 

（デジタル庁国民向けサービスグループデジタル田園都市国家構想検討チーム） 

 

⒰「シビックテック」の推進 

・市民がより良い地域を作るために主体的にまちづくりに参加し、公共サービス

の改善や地域課題の解決、よりよい地域社会の実現をするためのテクノロジー

活用、「シビックテック」を推進する。 

・意思決定プロセスに参加する機会の創出を支援する。地方行政やスマートシテ

ィといった、住民に影響する様々な意思決定プロセスをできる限りオープンに

し、参加の機会を作る。具体的には、オープンデータの推進やワークショップ

の実施、政策に対して意見を表明できるオンラインプラットフォームの推進等

を支援する。 

・テクノロジー活用を目的とせず、市民を出発点とした公共サービスを実現する

ため、手続ではなく市民のニーズを中心としたサービス設計の方法を普及させ

る。 

・地域でイノベーションを起こしていくには、いきなり大きな枠組みの変更を行
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うのではなく、小さく始めて、徐々にステークホルダーを巻き込んでいく方法

が向いている。市民や企業がフラットに地域課題について意見を交換し、アイ

デアを創出して、実証を行えるような産学官民のコミュニティ形成を支援す

る。 

・スマートシティのためのデータ連携基盤や、ベース・レジストリのためのツー

ルなど、多くの地方公共団体で共通で利用可能なものを中心に、オープンソー

スソフトウェアとして公開する。複数地方公共団体で利用可能な標準ツールを

オープンソースとして提供することで、市民グループを含め様々な企業がスマ

ートシティに参加できるようになる。 

・Well-beingに関する新たな指標を公開することで、経済的な指標以外の新た

な尺度を作ることができる。幸せな暮らしやサステナビリティ、生物多様性と

いった指標を利用することで、市民がより主体的に目指すべき社会について意

見を言いやすくなる。また、評価ができることから、経済的なリターンを追求

しない組織の活動の支援もしやすくなり、共助領域のビジネスが生まれやすく

なる効果を期待できる。 

（デジタル庁国民向けサービスグループデジタル田園都市国家構想検討チーム） 

 

⒱条件不利地域の振興 

・四方を海で囲まれた離島地域における医療、物流などの課題を解消するため、

これまでの実証調査で得られた知見を踏まえつつ、遠隔医療やドローン配送等

をはじめとするデジタル技術を様々な離島地域に展開し、スマートアイランド

の推進を図る。あわせて、地域資源や創意工夫を活かした定住・交流促進等の

取組への支援を行い、離島地域の振興を図っていく。 

（国土交通省国土政策局離島振興課） 

・奄美群島振興交付金を活用し、地方公共団体が実施する世界自然遺産登録後に

おける観光振興やデジタル化等の各種施策を支援することで、奄美群島の自立

的発展、住民の生活の安定及び福祉の向上並びに定住の促進を図る。 

（国土交通省国土政策局特別地域振興官） 

・小笠原諸島振興開発事業費補助金を活用し、地方公共団体が実施する小笠原諸

島の老朽化施設の更新、医療分野等におけるデジタル化などの取組を支援する

ことで、小笠原諸島の利便性の向上を図る。 

（国土交通省国土政策局特別地域振興官） 

・平地に恵まれないなど、制約が多い半島地域において、地域資源を活かした交

流促進、産業振興及び定住促進に向けたデジタル活用などの取組を支援するこ

と等により、地域の自立的発展を図る。 

（国土交通省国土政策局地方振興課半島振興室） 

・豪雪地帯において、屋根雪下ろし等に伴う高齢者を中心とした死傷事故を防止

するため、デジタル技術の導入促進を含め、安全で持続可能な除排雪体制の整

備等に向けた支援に取り組む。 

（国土交通省国土政策局地方振興課） 
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ⅱ魅力的な集落生活圏の形成（「小さな拠点」の形成等） 

【具体的取組】 

⒜「小さな拠点」の形成の推進 

・「小さな拠点」について、「地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識

者会議」の最終報告（平成 28 年 12 月 13 日）を踏まえ、更なる形成拡大と質

的向上を目指し、デジタル技術の導入や外部専門人材の活用等により「地域デ

ザイン」を具体化することを通じて内発的発展を促すため、総合的に施策を講

ずる。また、取組を進めるに当たっては、有識者からの意見を聴取し、適切な

フォローアップを行う。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・自立共助を基本として運営される「小さな拠点」の形成に当たっては、地域住

民の参加と集落生活圏の将来像の合意形成のための協議を継続的に行う必要が

あるため、各種支援制度も活用しつつ、ワークショップの開催に加え、ワーク

ショップへの地方公共団体の参画、外部専門人材の支援等を促進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・「小さな拠点」の中心的役割を担う地域の自立共助の運営組織や全国の多様な

関係者間の連携を図るため、全国フォーラムや交流会の開催、好事例の共有等

により総合的に支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・地域運営組織の共同事業のうち、特に経済活動については、経営に必要な経

理・マーケティング・マネジメントなどの知識・ノウハウが必要であるため、

地方公共団体が主体的にこれらのノウハウ等を持つ人材の活用や、リーダーや

担い手がノウハウ等を身につけるための機会の提供を促進する。また、ノウハ

ウ等の共有のためのリーダーや担い手のネットワーク化を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・小学校区を単位とする集落生活圏において「小さな拠点」が形成されるケース

が多い実態を踏まえて、複数の住民サービスの提供や地域活動の場を効率的に

集約するため、廃校となった公立学校の施設を「小さな拠点」として活用する

ことを促進する。その際、廃校となった公立学校の施設は、それまで指定避難

所となってきたケースが多い実態を踏まえて、地域住民の不安を払拭するため

にも、引き続き指定避難所として指定されるよう基準に沿った施設の維持や再

整備を促進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局、文部

科学省大臣官房施設助成課） 

・地域運営組織の共同事業等を安定的・持続的に運営するため、太陽光発電、バ

イオマス発電、小水力発電などの再生可能エネルギーの活用促進による地域内

エネルギー循環システムの構築を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局、環境

省大臣官房環境計画課） 

・デジタル技術を活用した配車システムの導入、電気自動車の充電に対応した施
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設の確保による地域住民の移動手段の確保及び移動販売等による日常の生活サ

ービスへのアクセスの確保を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・郵便局などの既存施設を行政サービスの窓口として活用するとともに、スマー

トスピーカー等による見守りシステムを構築することにより、集落生活圏にお

ける生活の安心の確保を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局、総務

省情報流通行政局郵政行政部企画課） 

・行政からの委託事業の受託、外部支援者からの寄付金の受入れ、耕作放棄地や

未利用農地の所有・管理等を可能にするため、「小さな拠点」の地域運営組織

の法人化を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・「小さな拠点」における地域運営組織の持続的運営を図るため、「小さな拠点」

の形成に資する事業を行う株式会社に出資した場合の出資者に対する所得税の

特例措置の活用事例の周知等により、その活用を促進する。 

（内閣府地方創生推進事務局） 

・あまねく全国に拠点が存在する郵便局の強みを活かし、地方公共団体等の地域

の公的基盤との連携を支援するとともに、郵便局が保有するデータの活用推

進、行政事務受託等を通じた拠点機能の確保、マイナンバーカードの利用機会

の拡大、デジタル活用による地域課題解決事例の横展開等を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、総務省情

報流通行政局郵政行政部企画課） 

・地域資源や人材を活用しつつ地域の生活やなりわいを維持・確保するため、農

林水産物の６次産業化等による高付加価値化、安定的な石油製品の供給システ

ムの確立、再生可能エネルギーの導入等による「地域循環共生圏」の創造な

ど、「小さな拠点」に関わる多様な施策分野や、農業協同組合、郵便局、関係

人口などの地域内外の多様な組織や主体との連携と参画を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局、総務

省情報流通行政局郵政行政部企画課、農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、資

源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課、環境省大臣官房環境計画課） 

・地域人口の急減に直面している地域においては、農林水産業、商工業などの地

域産業をはじめ、地域の担い手不足に対処する必要があることから、特定地域

づくり事業協同組合が域内外の若者等を雇用し、就業の機会を提供すること等

により、地域社会の維持・地域経済の活性化を図り、地域づくり人材のベース

キャンプとして機能するよう支援する。 

（内閣府地方創生推進事務局、総務省自治行政局地域自立応援課地域振興室、厚生労働省

職業安定局需給調整事業課、農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、中小企業庁

経営支援部経営支援課） 

・コンパクトシティ施策の取組とも整合性を図りつつ、周辺地域とネットワーク

で結ぶ基幹地域においてモデル的な「小さな拠点」事業を推進するため、過疎
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地域等において既存施設を活用した生活機能の集約や新しい働き方に対応した

ワークスペース、防災・減災に資する施設に係る改修等を支援する。 

（国土交通省総合政策局地域交通課、国土政策局地方振興課） 

・高齢者の生活サービスの維持・確保のため、生活支援コーディネーターの配置

や協議体の設置等により、地域における生活支援の担い手やサービスの開発な

ど、介護保険法（平成９年法律第 123号）に基づく市町村が行う地域支援事業

との連携を推進する。 

（厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課） 

 

⒝過疎対策の推進 

・過疎地域をはじめとした条件不利地域において、集落ネットワーク圏（「小さ

な拠点」）の形成に向けて、住民の暮らしを支える生活支援や、なりわいの創

出を支援するとともに、優良事例を周知する。また、過疎地域の持続的発展の

支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19号）に基づき、過疎地域におけ

る持続可能な地域社会の形成及び地域資源等を活用した地域活力の更なる向上

が実現するよう過疎地域の取組を支援する。 

（総務省自治行政局過疎対策室） 

 

 ⅲ魅力的な都市の形成に向けた都市再生の推進 

【具体的取組】 

⒜地方都市と大都市の連携による都市再生の推進 

・地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力強化に向け、デジタ

ル技術等を活用する優良な民間都市開発事業への支援等を通じ、都市再生を推

進する。 

・民間投資の喚起や都市再生の質の向上に向け、都市再生緊急整備地域における

都市計画等の特例や優良な民間都市開発への金融・税制等による支援等を行

う。 

（内閣府地方創生推進事務局、国土交通省都市局まちづくり推進課、市街地整備課、街路

交通施設課） 

 

⒝DXの進展を踏まえた新たな都市再生の推進 

・都市を取り巻く環境の変化に柔軟かつ機動的に対応した新たな都市再生を実現

するべく、データを利活用した頻度の高いモニタリングの導入や都市情報や都

市活動の可視化等により、優良な都市開発事業の推進や人中心でゆとりのある

快適な都市空間づくり等に取り組む。 

・都市再生における EBPM手法の高度化を図るとともに、各地域のデータ利活用

の普及、浸透を目指し、地方公共団体におけるデータ利活用支援に取り組む。 

（内閣府地方創生推進事務局、国土交通省都市局まちづくり推進課） 
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⒞「i-都市再生」の地域への実装による DXの促進 

・都市情報と都市活動に関連する静的・動的な情報を連携させることで様々な課

題の分析、検討、解決を図る都市情報基盤である「i-都市再生」の地域への実

装により、行政事務等の効率化や高度化、関係者の合意形成の容易化、民間投

資の更なる促進等を図る。また、より充実した地域課題の分析等を可能とする

ため、都市情報基盤の標準仕様の拡張等に取り組む。 
・また、デジタル技術の活用による地域づくりを目指すモデルとなる地方公共団

体を選定し、「i-都市再生」の実装に向けた必要な支援を行う。 
（内閣府地方創生推進事務局、国土交通省都市局都市政策課） 

 

ⅳ民間の創意工夫を活用した公共施設等の質の向上 

【具体的取組】 

⒜PPP/PFI の一層の活用促進 

・PPP/PFI 手法導入を優先的に検討する仕組みの構築・運用、地域の産学官金が

連携して具体の案件形成を目指した取組を行う地域プラットフォーム等を通じ

た事業の掘り起こし・案件形成に対する支援、ワンストップ窓口等による国の

支援機能の強化、2019年に新設した地域プラットフォーム協定制度に基づく

地域プラットフォームへの継続的支援及び地方公共団体の先導的な取組の導入

可能性調査経費等の初期投資に対する支援を行う。 

（内閣府民間資金等活用事業推進室） 

・株式会社民間資金等活用事業推進機構を中心としたプロジェクト組成の推進

（地域再生法に基づく同機構のコンサルティング業務の活用を含む。）など、

PPP/PFI の更なる活用の具体化を推進する。 

（内閣府民間資金等活用事業推進室、地方創生推進事務局） 

・PPP/PFI 手法を活用した、民間の創意工夫を活かした地域の身近なデジタル拠

点の整備を推進する。 

（内閣府民間資金等活用事業推進室、デジタル庁デジタル田園都市国家構想検討チーム） 

・関係省庁と連携の下、スポーツ、文化・教育施設におけるコンセッション等官

民連携の取組を推進する。 

（内閣府民間資金等活用事業推進室、文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設企画

課、計画課、スポーツ庁参事官（地域振興担当）、参事官（民間スポーツ担当）、文化庁

企画調整課、総合教育政策局地域学習推進課） 

 

 ⅴ地域間連携による魅力的な地域圏の形成 

【具体的取組】 

⒜スーパー・メガリージョンの形成及び効果の広域的拡大の促進 

・スーパー・メガリージョン構想検討会最終とりまとめ(令和元年５月 20日公

表)で示されているスーパー・メガリージョンの形成と効果の広域的拡大につ

いて、デジタルを実装した社会も見据えながら、各圏域において、2022年度

に策定するロードマップに掲載する取組を推進する。 
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（国土交通省国土政策局広域地方政策課） 

 

⒝連携中枢都市圏の取組内容の深化・充実 

・「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制

のあり方等に関する答申」（令和２年６月 26日第 32次地方制度調査会）を踏

まえ、各圏域の取組内容の深化・充実を支援するとともに、既存の圏域に係る

取組事例集の作成・周知等により、2024年度に 39圏域とすることを目指す。 

・地域社会のデジタル化は、リアルな生活圏をベースに実施することが効果的・

効率的であることから、連携中枢都市圏などの広域連携の枠組みを活用して、

広域的・一体的に推進する。 

（総務省自治行政局市町村課） 

 

⒞定住自立圏構想の推進 

・定住自立圏について、圏域の取組の更なる拡大・充実を図るため、地方財政措

置や各圏域の先進的な取組事例の情報提供、補助事業採択における配慮等を通

じて積極的に支援する。また、圏域の形成に向けた取組を更に広げるため、協

定等を締結していない中心市等を対象としたセミナーの開催による取組事例の

情報提供等を行う。 

（総務省自治行政局地域自立応援課） 

 

⒟多様な広域連携の推進 

・第 32次地方制度調査会の答申を踏まえ、2040年頃にかけて生じる人口構造の

変化に対応し、住民が快適で安心な暮らしを営めるよう、連携中枢都市圏・定

住自立圏の取組内容の深化・充実に加え、連携中枢都市圏等以外の地域を含

め、多様な広域連携を推進する。 

・特に市町村間の連携や都道府県の支援により、計画の共同策定、ICT 分野等の

専門人材の共同活用、施設・公共交通の再編の取組や、隣接していない地方公

共団体間の連携に係る取組を中心に進める。 

（総務省自治行政局市町村課） 

 

ⅵ地域の交通安全の確保等 

【具体的取組】 

⒜地域の交通安全の確保 

・児童や未就学児を交通事故から守るために、「通学路等における交通安全の確

保及び飲酒運転の根絶に係る緊急対策」（令和３年８月４日第２回交通安全対

策に関する関係閣僚会議決定）等に基づき、学校、教育委員会、道路管理者及

び警察等による通学路における合同点検の結果を踏まえ、抽出した対策必要箇

所における効果的な対策を可能なものから速やかに実施する。 

（内閣府政策統括官（政策調整担当）付参事官（交通安全対策担当）、子ども・子育て本

部、警察庁交通局交通企画課、交通指導課、交通規制課、文部科学省総合教育政策局男
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女共同参画共生社会学習・安全課、厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室、

保育課、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、国土交通省道路局環境安全・防災課

道路交通安全対策室） 

・生活道路における人優先の安全・安心な通行空間の整備の更なる推進を図るた

め、警察と道路管理者が検討段階から緊密に連携し、地域住民等の合意形成を

図りながら、「ゾーン 30 プラス」の整備を推進するほか、歩道・防護柵の整

備、可搬式速度違反自動取締装置を活用した取締りや「ゾーン 30 プラス」入

口での交通安全指導等を行い、生活道路における交通の安全を確保する。 

（警察庁交通局交通企画課、交通指導課、交通規制課、国土交通省道路局環境安全・防災

課道路交通安全対策室） 

・各地域における通学路交通安全プログラムに基づく、安全向上の PDCA の取組

を支援するほか、通学路交通安全プログラムの推進体制等を通じた関係機関の

連携促進等により、地域の交通安全等の継続的向上を図る。 

（警察庁交通局交通企画課、交通指導課、交通規制課、文部科学省総合教育政策局男女共

同参画共生社会学習・安全課、国土交通省道路局環境安全・防災課道路交通安全対策

室） 

 

⒝自動運転の実現に向けた調査研究 

・自動運転システムに応じた交通関係法規上の課題や制度の在り方等に係るこれ

までの調査・検討結果を踏まえ、第 208回国会において、特定自動運行に係る

許可制度の創設等の規定を整備する道路交通法の一部を改正する法律（令和４

年法律第 32号）が成立したところであり、引き続き、「官民 ITS 構想・ロード

マップ 2020」（令和２年７月 15日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本

部・官民データ活用推進戦略会議決定）に基づく自動運転の実現に向けて、調

査・検討を行う。 

 （警察庁交通局交通企画課自動運転企画室） 

 

⒞オンライン更新時講習 

・各都道府県公安委員会が実施する運転免許証の更新時講習について、2021年

度・2022年度に４道府県においてモデル事業を実施し、その効果検証を踏ま

えて 2023年度・2024年度に全国実装に向けた改良を行い、2024年度末以降オ

ンライン講習を全国で展開する。 

  （警察庁交通局運転免許課） 

 

ⅶICT を活用した歩行者移動支援 

【具体的取組】 

⒜ICT を活用した歩行者移動支援 

・高齢者や障害者、更には自動走行モビリティが安全かつ円滑に歩行空間を移動

できるユニバーサル社会の構築に向け、歩行空間情報などのデータを収集・活

用しやすいオープンデータ環境の整備を加速させるとともに、民間事業者等が
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多様な歩行者移動支援サービスを提供できる環境づくりを推進する。 

（国土交通省政策統括官） 

 

④地域資源を活かした個性あふれる地域の形成 

ⅰ地域資源を活用した農山漁村（むら）づくり 

【具体的取組】 

⒜地域資源を活用した農山漁村（むら）づくり 

・関係省庁の連携の下、デジタル技術を活用し、中山間地域等において持続可能

な農山漁村づくりを後押しする取組や、それを支える人への投資の取組を推進

する。 

（農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、地域振興課、都市農村交流課、整備部農

地資源課） 

・集落機能の維持・発揮のため、農村型地域運営組織（農村 RMO）の形成支援、

専門的な知識を有する人材による支援等を行う「中間支援組織」の育成等を通

じて、農村に対する広範なサポート体制の構築を、関係省庁と連携しながら推

進する。 

（農林水産省農村振興局農村政策部地域振興課） 

・多様な形で農に関わる経済主体による所得確保手段の多角化が図られるよう、

農山漁村の活用可能な地域資源を他分野と組み合せること等により新しい事業

や付加価値を創出する「農山漁村発イノベーション」をデジタルも活用しつつ

推進し、人材の育成・確保、優良事例の更なる横展開を図る。また、農業以外

の事業にも取り組む農業者（半農半 X）や、地域資源の保全・活用や農業振興

等を行う農村 RMO の形成等に取り組む。 

（農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、地域振興課、都市農村交流課） 

・農村における多様な活動への関わりを希望する人材を募る取組や、IT人材を含

む多様な人材を必要とする農村とのマッチング等を促進するとともに、農村地

域に寄り添い、地域づくりをサポートする人材（農村プロデューサー）の育成

やこれらの人材を結ぶネットワークの構築を推進する。 

 （農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、都市農村交流課） 

・農村地域のデジタル活用に不可欠な情報通信環境の整備を図るため、農業農村

における情報通信環境整備のためのガイドラインの普及や官民連携による個別

地区への技術的なサポートなどの取組を行うとともに、農業農村インフラの管

理の省力化・高度化に限らず、スマート農業の実装、地域活性化など農業農村

における幅広い課題やニーズに対応した計画策定や施設整備への支援を推進す

る。 

（農林水産省農村振興局整備部地域整備課） 

・農村地域における安全・安心な生活環境を整えるため、農業水利施設における

安全対策の推進を図る。また、関係省庁との連携により、生活インフラや生活

サービスが受けられる環境整備を進めるとともに、域内で財・サービスが循環

する仕組みの構築を推進する。 
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（農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、整備部水資源課、地域整備課） 

・農地について、食料の安定供給にも配慮し、長期的な視点を踏まえつつ、粗放

的管理等の持続可能な利用を図るために必要な施策や、関係者が話し合いを通

じて地域の土地利用を提案できる仕組み等を導入するとともに、中山間地域等

の特色を活かした農地の有効活用や粗放的な利用によるモデル的な取組を推進

する。 

（農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課、地域振興課） 

・棚田地域振興法（令和元年法律第 42 号）に基づき、産業、環境、景観、文化

等の観点から棚田の保全と棚田地域の振興を図るため、総合的な支援策を講ず

る。 

（内閣府地方創生推進事務局、総務省自治行政局地域自立応援課、文化庁文化財第二課、

農林水産省農村振興局農村政策部地域振興課、国土交通省都市局公園緑地・景観課、観

光庁観光資源課、環境省自然環境局国立公園課） 

・農泊に取り組む地域を創出し、デジタルも活用した都市と農山漁村との交流

や、ワーケーション等の新たな需要及び今後のインバウンド需要回復に向けた

取組を促進するとともに、世界農業遺産・日本農業遺産の認知度向上及び次世

代への継承を図るため、認定地域での特産品及び観光におけるブランド力向上

や、若年層における農業遺産の理解醸成に取り組む。 

（農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課、鳥獣対策・農村環境課） 

・食文化を通じた地域振興・活性化を促進するため、地域の食文化の活用による

インバウンドの誘致をはじめ、多様な価値創出のモデル地域を増やすととも

に、デジタルの活用による地域の食・食文化の魅力発信や人材育成等により、

それを支える環境整備を進める。 

（農林水産省大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課） 

・地域共生社会実現に向け、関係省庁等と連携して、「農福連携等推進ビジョ

ン」（令和元年６月４日農福連携等推進会議）に基づき、農福、林福及び水福

連携の一層の推進に向け、障害者等の農林水産業に関する技術習得や就農を希

望する障害者等に対して農業体験を提供するユニバーサル農園の開設、障害者

等の作業に配慮した生産・加工・販売施設の整備、全国的な展開に向けた普及

啓発、都道府県による専門人材の育成に対する支援、福祉関係者や地域関係者

等が連携して行う付加価値の高い地域材製品の開発の支援等を実施する。 

（農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課、林野庁林政部経営課、水産庁漁政部

企画課） 

・野生鳥獣による農業被害を一層低減するため、野生鳥獣の広域的な捕獲や ICT

等を活用した効果的・効率的な被害防止対策を推進するとともに、これらの取

組を行う人材の育成・確保を図る。また、捕獲鳥獣のジビエ（野生鳥獣の肉）

等への利活用を促進するため、人材育成や衛生管理の向上のほか、ジビエ未利

用地域での利用・処理加工施設への広域搬入・情報管理の効率化・安定供給体

制の構築等を推進する。 

（農林水産省農村振興局農村政策部鳥獣対策・農村環境課） 
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・中山間地域の特色を活かした営農の確立を支援するため、生産基盤と生産・販

売施設等の一体整備を推進する。 

（農林水産省農村振興局整備部地域整備課） 

・地域資源であるバイオマスの有効利用により、農業施設へのエネルギー供給

等、エネルギー地産地消の実現を図るとともに、副産物の肥料利用により地域

資源循環の取組を推進する。 

（農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課） 

・山村地域と都市部の企業・団体の新たなパートナーシップづくり等による「森

林サービス産業」の創出・推進や地域住民等による森林の保全管理活動などの

取組を通じ、森林の機能を活かして関係人口を創出・拡大し、山村地域のコミ

ュニティを維持・活性化させる。 

（林野庁森林整備部森林利用課） 

・水産業の持続的発展及び活力ある漁村の実現のため、浜ごとの特性を活かした

創意工夫の下、地域一体となって、漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プ

ラン」並びに地域資源及び漁港を最大限に活用した「海業」等の振興を推進す

る。 

（水産庁漁港漁場整備部計画課、防災漁村課） 

 

ⅱ観光地域づくり法人（DMO）を核とする観光地域づくり・ブランディングの推進 

【具体的取組】 

⒜地域の DX推進による地域課題の解決、地域の魅力向上 

・混雑回避、人流分散、周遊等を促すリアルタイム性の高い情報発信、旅行者の

個人関心や消費データに応じたマーケティング（CRM）等の普及促進の取組を

一層加速することで、旅行者の利便性・満足度を向上しつつ、再来訪の促進、

消費拡大を図る。さらに、DMP（データマネジメントプラットフォーム）の構

築支援等を通じ、DMO のマーケティング力を強化する等により、地域の魅力発

揮及び観光地経営の高度化を実現する。 

（観光庁観光地域振興課、観光資源課） 

・AI チャットボット等を活用した観光案内所の情報発信機能の強化、認定観光

案内所への先端機能の整備支援及び多言語音声翻訳等を活用した観光振興に取

り組む。 

（観光庁参事官（外客受入）） 

・DMO を中心に、地域の多様な関係者を巻き込み、デジタル実装を促進し、効率

的・効果的なデータ分析やニーズの把握に基づく戦略策定等を行う。この戦略

に基づき、コンテンツの磨き上げ、受入環境の整備等を推進する。特に 2020

年度より選定している重点支援 DMO については、デジタル実装に向けた支援を

強化する。また、日本政府観光局（以下「JNTO」という。）と地域との適切な

役割分担に基づく連携を強化し、効率的・効果的な情報発信等を実現する。こ

れらの取組により、豊かで魅力あふれる観光地域づくりを推進する。 

（観光庁観光地域振興課） 
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・DMO 全般の底上げを図るため、「観光地域づくり法人の登録制度に関するガイ

ドライン」（令和２年４月 15日改正）に基づく観光地域づくり法人登録制度の

効果的な運用、「DMO ネット」等を活用した情報支援、地方創生カレッジとの

連携等による人材支援、コンテンツづくりなどの取組への財政支援を実施す

る。これらの支援等を通じ、地域の主体的な参画を確保しつつ、外部専門人材

の活用等による人材の多様化を推進するとともに、コンテンツづくりや受入環

境整備などの着地整備に戦略的に取り組むことができる DMO の育成を図る。加

えて、JNTO と地域（地方公共団体・DMO）の適切な役割分担に基づく連携強化

を推進し、効果的・効率的な情報発信等を実現していく。また、2020年度よ

り選定している重点支援 DMO に対し、現地派遣を通じた助言・サポート、地域

のニーズに応じた情報提供などの支援を行う。 

（観光庁観光地域振興課） 

 

⒝ユニバーサルツーリズムの推進 

・ユニバーサルツーリズムの推進に向けて、高齢者等が安心して旅行できる環境

を整備するため、複数の認定施設を組み込んだモニターツアーを実施して「観

光施設における心のバリアフリー認定制度」の認知度を上げ、認定数を増加さ

せるとともに、文化施設等の認定対象施設の追加等について検討し、2022年度

中に結論を得る。 

（観光庁観光産業課） 

 

ⅲ多様な地域の資源を活用したコンテンツづくり等 

【具体的取組】 

⒜多様な地域の資源を活用したコンテンツづくり等 

・地域の実情に応じた観光地域づくりを推進する観点から、以下に掲げる取組を

実施し、多様な地域の資源を活用したコンテンツづくり等を図るとともに、着

地整備の取組を行った地域の魅力発信やプロモーションについては、JNTO と

地域の適切な役割分担に基づく連携により、効果的・効率的に行うことを目指

す。 

＜新たなコンテンツの創出・高付加価値化＞ 

・地域独自の観光資源を活用したコンテンツを造成するとともに、それらと

XR37や 5G等デジタル技術の掛け合わせによる新たな観光コンテンツの造成を

促進する。 

・「日本らしいスポーツホスピタリティ 38」も取り入れたスポーツツーリズム

を更に推進するため、各地域の自然資源を活用したアウトドアスポーツやイ

ンバウンドニーズの高い日本発祥の武道を活用したスポーツツーリズムコン

テンツの開発に積極的に取り組む。 

                                                   
37 VR（仮想現実）、AR（拡張現実）等の総称。 

38 スポーツを、単に楽しむだけでなくその多様な価値（楽しさ、感動、共感等）により地域・経済の活性化等に活用するに            

当たって、スポーツの価値を最大化させる姿勢・考え方。 
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・地域の魅力を深く味わい、かつその持続可能性に来訪者も貢献できるような

工夫を織り込んだサステナブルツーリズムを推進する。 

・食コンテンツや多言語解説の整備を通じて、訪日外国人旅行者に魅力的なコ

ンテンツを造成する。 

・2027年国際園芸博覧会の開催準備を通じ、日本各地の緑、花、文化等の地域

資源を積極的に発信するとともに、デジタルを活用した環境負担軽減、循環

型社会形成等を推進する。 

・全国 400か所程度の文化観光拠点・地域の整備に向け、文化観光拠点施設を

中核とした地域における文化観光の推進に関する法律（令和２年法律第 18

号。以下「文化観光推進法」という。）に基づく取組や日本遺産全体の底上

げ等の支援の実施のほか、「日本博 2.0」の全国展開、デジタルコンテンツ等

を活用した国内外への発信、水中遺跡の調査・活用、博物館の常設コンテン

ツの充実等に取り組む。 

・城泊・寺泊・古民家泊の受入環境整備等の支援を通じ、歴史的資源を活用し

た観光まちづくりの高付加価値化及び経済・社会波及効果拡大に向けたモデ

ル事例の創出を図る。 

・農泊らしい農家民宿や古民家、地域の食文化、棚田や漁港といった多様な地

域資源等観光と異分野をつなぐ取組の推進や、訪日外国人のニーズに対応し

た魅力的な食体験及び情報発信等、体験コンテンツの充実等を進める。 

・国際競争力の高いスノーリゾートや文化・自然を体験できるアドベンチャー

ツーリズムといった地域特有の資源を活用したコンテンツの創出に加え、イ

ンフラ、水辺空間、ビーチ等における取組や、インフラツーリズムの拡大に

向けた受入環境整備を推進する。 

 

＜新たなワークスタイルへの対応＞ 

・対面とオンラインを組み合わせたハイブリッド形式等の MICE の地域への誘

致・開催促進に取り組む。 

・テレワーク等を活用した観光需要の平準化につながるワーケーションやブレ

ジャー等の普及促進に取り組む。 

 

＜産業活性化の取組＞ 

・REVIC と地域金融機関等が設立した観光ファンドや株式会社海外需要開拓支

援機構の活用を推進する。 

・ローカル放送局・番組制作会社等と、地方公共団体、地元の企業・人材など

の関係者が幅広く協力し、DXも活用した放送コンテンツの海外展開を通じて

地域の魅力を紹介する取組等を支援する。 

（内閣府地域経済活性化支援機構担当室、地方創生推進室、総務省情報流通行政局情報通

信作品振興課放送コンテンツ海外流通推進室、スポーツ庁参事官（地域振興担当）、文

化庁企画調整課、文化経済・国際課、文化資源活用課、文化財第二課、参事官（文化観

光担当）、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課、農産局園芸作物課
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花き産業・施設園芸振興室、農村振興局農村政策部都市農村交流課、整備部防災課、水

産庁漁港漁場整備部防災漁村課、経済産業省商務・サービスグループクールジャパン政

策課、国土交通省総合政策局公共事業企画調整課、都市局参事官（国際園芸博覧会担

当）、水管理・国土保全局河川環境課、砂防部保全課海岸室、港湾局海岸・防災課、観

光庁国際観光課、参事官（外客受入）、観光資源課、観光地域振興課、参事官（MICE）） 

 

⒝国立公園の魅力向上・エコツーリズムの推進 

・国立公園の保護と利用の好循環による地域活性化と来訪者への感動体験提供を

目指す国立公園満喫プロジェクトの取組を全国の国立公園や国定公園へ展開

し、自然体験活動の促進、廃屋撤去等の景観改善、ワーケーションの推進、利

用施設の整備、脱炭素化を含むサステナビリティの向上、民間活力の導入等に

より、滞在環境を上質化する。 

（環境省自然環境局国立公園課） 

・関係する地方公共団体や民間事業者などの多様な主体と連携し、世界に誇る日

本の国立公園の自然資源を活用した体験型コンテンツの充実及び国内外への情

報発信に取り組み、滞在期間の延長と消費単価の向上による、国立公園の価値

ある自然資源の保護と利用の好循環を実現する。 

（環境省自然環境局国立公園課国立公園利用推進室） 

・また、国立公園や棚田地域、ジオパーク、ユネスコエコパーク等において自然

観光資源を活用した地域活性化を推進するため、魅力あるプログラムの開発、

ガイド等の人材育成などのエコツーリズム（ジオツーリズムを含む。）の活動

を支援する。 

（文部科学省国際統括官付、環境省自然環境局国立公園課国立公園利用推進室） 

・また、東日本大震災からの復興に向けて東北太平洋沿岸に設定されたみちのく

潮風トレイルや全国に整備された長距離自然歩道等のロングトレイルの利用者

数の増加を目指して、ロングトレイルの管理水準の向上や魅力の発信を進め

る。 

（環境省自然環境局国立公園課） 

 

⒞産業遺産の活用 

・国が設置・運営するインタープリテーション（展示）のための施設であり、産

業遺産に関する調査研究・人材育成・情報提供のための総合的な拠点となる産

業遺産情報センターにおいて、デジタル技術の活用の観点も積極的に取り入れ

つつ、「明治日本の産業革命遺産」をはじめとする地域の産業遺産に関する情

報を国内外に発信し、我が国の産業遺産の理解の増進を図るとともに、観光資

源として活用する。 

（内閣官房産業遺産の世界遺産登録推進室、内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒟観光消費拡大等のための受入環境整備 

・観光消費の拡大等に向けて、デジタル技術も活用しつつ、観光地におけるキャ
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ッシュレス対応、無料 Wi-Fi等の整備やサーモグラフィ設置等の感染症対策

等、観光客の受入環境整備を図り、「住んでよし、訪れてよし」の持続可能な

観光地域づくりを推進する。また、健全な民泊サービスの普及促進、質の高い

ガイド人材の育成・強化を通じた環境整備を図る。 

・地方空港・港湾における CIQ（税関・出入国管理・検疫）を計画的に整備し、

諸手続・動線の円滑化を図ることで、国際線の就航促進や旅客航路の活用に取

り組み、安心して旅行を楽しめる環境を整備する。 

・免税販売手続を行うことができる機能を有する自動販売機の導入促進等による

免税店の拡大を図る。また、Visit Japan Web を活用した更なる免税手続効率

化を推進する。 

・訪日旅行での消費単価が高い高付加価値旅行者の誘客を見込める地域をモデル

観光地として 10か所程度選定し、高付加価値な宿泊施設整備、観光資源の発

掘・磨き上げ、ガイド等の人材育成、海外セールス強化等を集中的に支援す

る。 

（出入国在留管理庁総務課、財務省関税局総務課、厚生労働省健康局結核感染症課、医

薬・生活衛生局検疫所業務課、農林水産省消費・安全局植物防疫課、動物衛生課、国土

交通省海事局内航課、港湾局産業港湾課、航空ネットワーク部航空ネットワーク企画

課、近畿圏・中部圏空港課、首都圏空港課、空港計画課、観光庁観光戦略課、観光産業

課、参事官（観光人材政策）、参事官（外客受入）、観光資源課、国際観光課） 

 

⒠戦略的な訪日プロモーション等 

・JNTO を通じて、コロナ後の旅行者の意識変化等も踏まえ、デジタルマーケテ

ィングを活用した国・地域ごとのきめ細かなプロモーションを実施する。 

（観光庁国際観光課） 

 

⒡観光統計の整備 

・都道府県レベルや更に詳細な地域レベルの旅行者数を把握することにより、地

方への誘客や消費の拡大等、地方創生に資する観光施策への展開を行い、観光

地域づくりを支援する。 

（観光庁観光戦略課観光統計調査室） 

 

⒢映像コンテンツの海外展開の促進 

・動画配信が可能なコンテンツの制作支援及び海外放送局や国内外のオンライン

プラットフォームへの番組の無償提供の取組等を進め、日本の各地域の魅力を

発信し、日本の農産品、地場産品、文化等に対する関心及び需要を醸成する。 

（外務省大臣官房文化交流・海外広報課） 

 

⒣デジタル技術を用いた文化発信 

・在外公館や国際交流基金（JF）が各国・地域のニーズを踏まえ、オンラインを

活用して、日本各地の伝統文化や現代アートなど、多様な日本の魅力を海外に
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積極的かつ継続的に発信する。 

（外務省大臣官房文化交流・海外広報課） 

 

ⅳ文化によるまちづくり 

【具体的取組】 

⒜文化によるまちづくり 

・以下に掲げる取組を実施し、デジタル技術も活用しつつ、地域の文化資源の活

用や文化芸術の魅力発信等による地域活性化を進める。 

＜文化資源を活用した観光促進等による地域活性化＞ 

・地域の多様な特色を活かした文化資源の磨き上げ（「日本遺産」の更なる磨

き上げ・発信の強化、地域ゆかりの文化資産の展示等）、伝統行事等の地域

の文化遺産の継承、文化財保存活用地域計画の認定・作成支援等を行う。 

・文化財保護法の一部を改正する法律（令和３年法律第 22号）に基づく無形

の文化財等の登録を行う。 

・「Living History（生きた歴史体感プログラム）」の推進、文化資源等の高付

加価値化の促進、文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光推進

法等を活用して文化観光を全国各地で推進するための支援を実施する。 

・景観計画、歴史的風致維持向上計画の策定を促進し、良好な景観を形成する

とともに地域固有の歴史・文化・風土を活かしたまちづくりを推進する。 

・文化財の適正な周期による修理や、それに必要な技術者等への支援、材料・

用具等の確保、防災・防犯対策等の取組を計画的に行うなど「文化財の匠プ

ロジェクト」等の推進による文化資源の持続可能な保存と活用を促進する。 

 

＜文化施設による地域活性化＞ 

・博物館法（昭和 26年法律第 285号）の改正を踏まえ、地域の博物館・美術

館等の国内外における交流・ネットワーク形成や各館におけるデジタルアー

カイブ等の取組への支援を行い、博物館・美術館等による地域活性化を推進

する。 

・国立博物館・美術館におけるバーチャル展示手法の開発・グローバル発信や

国立劇場の再整備の推進等、国立文化施設の機能強化を推進する。 

・文化施設における感染症対策・配信環境の整備や、地域における文化創造活

動の中核となる劇場・音楽堂等の取組への支援等を実施する。 

・美術館等の美術品管理等の業務効率化及び美術品のトレイサビリティ確保を

進めるため、美術品 DXを推進する。 

 

＜地域の魅力ある文化芸術の国内外への発信＞ 

・文化の力で日本社会全体の成長と底上げを図るため、デジタルコンテンツを

活用した発信やバーチャル体験等も含め 2025年大阪・関西万博に向けて日

本の美と心を発信する大型プロジェクト「日本博 2.0」や芸術祭などの国際

文化芸術発信拠点の形成による国家ブランディングの強化、地方への誘客を
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行う。 

・地域の文化財等のデジタルアーカイブ化の促進や、国内外への発信強化に向

けた文化遺産オンライン構想を推進する。 

（文化庁企画調整課、文化資源活用課、文化財第一課、文化財第二課、文化経済・国際

課、参事官（文化観光担当）、参事官（文化創造担当）、国土交通省都市局公園緑地・景

観課景観・歴史文化環境整備室） 

 

ⅴスポーツ・健康まちづくり 

【具体的取組】 

・2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会を一過性の

イベントとして終わらせず、「日本らしいスポーツホスピタリティ」も取り入

れながら、以下のような取組により、「スポーツ・レガシー」として「スポー

ツ・健康まちづくり」に転化させ、スポーツを活用した特色あるまちづくりの

創出を全国で加速化させる。 

・各地域の自然資源を活用したアウトドアスポーツやインバウンドニーズの高い

日本発祥の武道を活用したコンテンツ開発等に取り組むとともに、スポーツに

よるまちづくりの推進主体の一つである地域スポーツコミッションの質の向上

に向け、新たなチャレンジ等への支援に加え、その運営を担う基盤人材の育成

をサポートすることにより、スポーツツーリズム等を通じたまちづくりを推進

する。 

・地方公共団体、地域のプロスポーツチーム、企業等が一体となって取り組むス

タジアム・アリーナ整備について、VR・AR 技術等を活用した観戦体験向上の

取組などの事例を収集し広く共有することで、スタジアム・アリーナを核とし

たまちづくりを推進する。 

・地域のプロスポーツチーム等と企業・大学等との連携・共創によるデジタル技

術等を活用した新たな財・サービスを創出し、地域の活性化や社会課題解決に

つなげるため、地域版スポーツオープンイノベーションプラットフォーム（地

域版 SOIP）の構築に取り組む。 

・地域スポーツの DX化により地域経済の活性化を推進するため、DXによる新し

いサービスを展開する際の法的課題の整理のほか、国内外における最新活用事

例調査や先進事例形成支援等を行う。 

・「新たな日常」における国民の運動・スポーツ実施を官民で連携して促進し、

子どもや若者、働く世代、高齢者、障害者、女性など多様な主体が生活の中で

運動・スポーツを実施できるよう、総合型地域スポーツクラブの充実や関係者

間の連携体制の構築、地域のスポーツ施設の整備の促進をはじめ、普及啓発や

地域におけるスポーツ環境の充実を図る。 

・公共スポーツ施設において、個別施設計画の内容充実を推進するとともに、指

定管理者制度の柔軟な運用や成果連動型民間委託契約方式（PFS/SIB）など多

様な PPP/PFI の導入を促進し、効率的・効果的な整備・管理運営を推進する。

また、民間スポーツ施設についても、地域のスポーツの場としての有効活用を
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推進する。 

・地域の実情に応じた身近なスポーツの場づくりを進めるため、学校体育施設に

ついて多様な主体と連携した持続可能な仕組みによる活用を促進するととも

に、公園等のオープンスペース、庁舎施設や商業施設等の空きスペースなど多

様な空間を活用する効果的な取組を促進する。 

・地域の医療とスポーツ施設等が連携することにより、生活習慣病等を有する住

民等でも適切なプログラムに基づいて安全・効果的に運動・スポーツを実践す

ることで健康増進を図ることができる環境整備を行い、地域における諸課題の

解決を行う。 

・部活動指導員等を活用した運動部活動改革や休日部活動の主体を学校から段階

的に地域の団体等に移行することに向け、地域の実情に応じた取組を促進し、

子どもたちがそれぞれに適した環境でスポーツに親しめる社会を構築するとと

もに、地域におけるスポーツ環境の充実を図る。 

・地域版次世代ヘルスケア産業協議会などの場を活用しつつ、スポーツ及び健康

へのリテラシーを向上させるための環境を整備するとともに、企業や地方公共

団体等の取組を広報することにより、他の地域への派生を促す。 

・関係省庁で構成された新たな法定会議の設置により、スポーツによるまちづく

りに関する施策を総合的、一体的かつ効果的に推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、総務省自治行政局地域自立応援

課、スポーツ庁健康スポーツ課、参事官（民間スポーツ担当）、参事官（地域振興担

当）、地域スポーツ課、厚生労働省健康局健康課、老健局認知症施策・地域介護推進

課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交

流課、経済産業省商務・サービスグループサービス政策課スポーツ産業室、ヘルスケア

産業課、国土交通省都市局まちづくり推進課、公園緑地・景観課、観光庁観光資源課、

環境省自然環境局国立公園課） 

 

ⅵ地域のエネルギー資源を活用したまちづくり 

【具体的取組】 

⒜分散型エネルギーを活用した地域活性化 

・大規模停電時に地域の再生可能エネルギー等により自立的に電力を供給できる

エネルギーシステム（地域マイクログリッド）の構築に向け、先例モデルを構

築する。 

（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課） 

・分散型エネルギーシステムに関係する多様なプレイヤーが互いに共創する機会

を提供するため、取組事例の共有や課題についての議論等を行う場づくり等に

取り組む。 

（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課、新エネルギーシステム課、環

境省地球環境局地球温暖化対策課） 

・再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23年法律第

108号）において地域活用要件の導入など、地方公共団体の関与がより一層重
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要となっていることを踏まえ、地方公共団体との連携について、地域連絡会を

活用する。 

（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課） 

・地方公共団体を核として、需要家、地域エネルギー会社、金融機関等、地域の

総力を挙げて、地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上げる「分散型

エネルギーインフラプロジェクト」を推進する。「事業化ワンストップ相談窓

口」を開設し、関係省庁タスクフォースと連携して、事業化に向けた支援を行

うとともに、2022年度からは、地域に不足している専門家の紹介、その専門家

を招へいする際に必要となる費用を支援することで事業化に向けた支援を一層

推進する。 

（総務省自治行政局地域政策課、農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課、林野庁林政

部木材利用課、資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課、新エネルギー

システム課、国土交通省都市局市街地整備課、環境省大臣官房環境計画課） 

 

ⅶ地域における脱炭素化の推進 

【具体的取組】 

⒜地域における脱炭素化の推進 

・地方創生人材支援制度において、再生可能エネルギーの導入などの脱炭素の取

組を通じて地域課題の解決を図ることができるグリーン専門人材の地方公共団

体への派遣を強化する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・再生可能エネルギー導入と連携し、新サービスの創出や魅力的なまちづくり等

官民連携の取組を推進するため、関係省庁間で連携し、地方創生推進交付金等

により地域の自主的・自立的な取組を支援するほか、脱炭素化を通じた地方創

生の先行的な取組やデジタル技術を活用した事業展開のノウハウ等について地

域間での情報交換を促進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・脱炭素型まちづくりに向けて、都市のコンパクト化、街区単位での面的な取

組、都市空間の緑化などの取組を推進する。 

（国土交通省都市局都市政策課、まちづくり推進課、都市計画課、市街地整備課、街路交

通施設課、公園緑地・景観課） 

・都市の脱炭素化に向けた都市公園への太陽光発電などの再生可能エネルギーに

ついて、国営公園をはじめとした導入可能性に関する調査を踏まえ、以降の導

入を推進する。 

（国土交通省都市局公園緑地・景観課） 

・緑の基本計画において、グリーンインフラを体系的に組み込めるよう市町村を

サポートするとともに、官民連携・分野横断により公園緑地の創出等を図るグ

リーンインフラの取組を支援し、持続可能で成長力の高い都市の形成を推進す

る。 

（国土交通省都市局都市政策課、公園緑地・景観課） 
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・地方公共団体を核として地域資源を活用した災害時の自立エネルギー供給も可

能な地域エネルギー事業を立ち上げるマスタープランの策定を支援する「分散

型エネルギーインフラプロジェクト」について、事業化に必要となる専門人材

リストを整備し、地方公共団体に人材を紹介するとともに、マスタープラン策

定済団体が関係省庁補助金を活用する際に加点による優遇を図ることで事業化

を一層推進する。 

（総務省自治行政局地域政策課、農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課、林野庁林政

部木材利用課、資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム

課、環境省大臣官房環境計画課） 

・カーボンニュートラル実現に向け、都市等における木材利用促進のために、脱

炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関す

る法律（平成 22年法律第 36号）を踏まえ、公共建築物の木造化・木質化、「建

築物木材利用促進協定」制度の運用、民間建築物での木材利用促進に向けた官

民協議会（ウッド・チェンジ協議会）の開催、木材利用拡大の機運醸成のため

の国民運動の展開、CLT や木質耐火部材等の開発・普及、品質性能が確かな

JAS 構造材の利用拡大などの取組を推進する。また、これらにより、建築物へ

の木材利用による炭素の貯蔵を図る。 

（林野庁林政部木材産業課、木材利用課） 

・2025年度までに少なくとも 100か所の脱炭素先行地域を創出し、あわせて脱

炭素の基盤となる重点対策を全国で実施するため、意欲的な脱炭素の取組を行

う地方公共団体等を複数年度にわたり継続的かつ包括的に支援する交付金によ

って、再エネ等設備の導入に加え、再エネ利用最大化のためのデジタル技術を

活用した取組を支援する。 

（環境省大臣官房地域脱炭素事業推進調整官室） 

・地方公共団体が公共施設等の脱炭素化（太陽光発電の導入、省エネルギー改修

など）を計画的に実施できるよう、公共施設等適正管理推進事業債による地方

財政措置を講ずるとともに、公営企業の脱炭素化の取組についても地方財政措

置を講ずる。 

（総務省自治財政局公営企業課・財務調査課） 

・地域のレジリエンスと地域の脱炭素化の同時実現に貢献するために、昨今の災

害リスクの増大に対し、災害・停電時に公共施設へのエネルギー供給等が可能

な再エネ設備やデジタル技術を活用したエネルギーマネジメントシステムの導

入等の支援を実施する。 

（環境省大臣官房環境計画課） 

・2030年度温室効果ガス排出削減目標の達成と 2050年脱炭素社会の実現に貢献

するため、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献す

る取組として、デジタル技術を活用したシステム導入検討などの支援を実施す

る。 

（環境省大臣官房環境計画課） 

・脱炭素社会、循環経済、自然共生・分散型社会への移行による、経済社会の再

014370
ハイライト表示
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設計（リデザイン）に向けた具体的な取組を、「地域」の視点から統合的に具

現化する観点から「地域循環共生圏」の創造を進める。このために、デジタル

技術も活用しつつ、環境・経済・社会課題の同時解決に寄与するローカル

SDGs事業を生み出す地域のプラットフォーム形成を支援する。 

（環境省大臣官房環境計画課） 

・地方公共団体の温室効果ガス排出量等の見える化、地方公共団体実行計画策

定・実施マニュアル、地域の再エネの最大限の導入を促進するための合意形成

ツール等、気候変動対策に関する基礎情報・ツールを整備し、地域における脱

炭素化（ゼロカーボンシティの実現）を促進する。 

（環境省大臣官房環境計画課、環境影響評価課） 

・即時性のあるエネルギーマネジメントやデジタルインフラに必要不可欠な ICT

のグリーン化（Green of ICT）による徹底した省エネを実現するための次世代

半導体技術等の高度化・社会実装や、再生可能エネルギー導入の支援を行う。 

（環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室） 

 

⒝民間企業による自家消費型・地産地消型の再エネ導入の推進 

・民間企業による屋根・駐車場を活用した太陽光発電・蓄電池の導入や、地域と

共生した地産地消型の再エネの導入、変動性再エネを需要側施設で効果的に活

用する取組、データセンターでの地域再エネの活用等を推進し、再エネ主力化

による地域の脱炭素化とレジリエンス強化を図る。 

（環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室） 

 

⒞地方における快適な次世代オフィス環境の整備とレジリエンスの強化 

・業務用施設への高効率設備や再エネ設備、蓄電池等の導入支援により、ZEB39等

の次世代オフィス環境の整備や地域資源の有効活用の機会を増やすとともに、

停電時にもデジタル機器にエネルギー供給可能な建築物の普及拡大を図る。 

（環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室） 

 

⒟脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素の活用推進： 

・再エネ等の地域の資源を活用し、製造から利活用まで一貫した地域水素サプラ

イチェ－ンの構築を図り、地域の脱炭素化とレジリエンスの向上などの地域課

題の解決に資するとともに、その横展開を図る。 

（環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室） 

 

 

                                                   
39 ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：50%以上の省エネルギーを図った上で、再生可能エネルギー等の導入により、エ

ネルギー消費量を更に削減した建築物について、その削減量に応じて、①『ZEB』（100%以上削減）、②Nearly ZEB（75%以

上 100%未満削減）、③ZEB Ready（再生可能エネルギー導入なし）と定義しており、また、30～40％以上の省エネルギーを

図り、かつ、省エネルギー効果が期待されているものの、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法

律第 53 号）に基づく省エネルギー計算プログラムにおいて現時点で評価されていない技術を導入している建築物のうち 1

万㎡以上のものを④ZEB Oriented と定義している。 
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⒠鉄道資産活用型・沿線地域連携型の情報化・脱炭素化の推進 

・鉄道駅等における、5G設備や光ファイバ設備等に係るインフラシェアリン

グ、沿線地域と連携したグリーン電力の地産地消等を促進し、鉄道資産を活用

した地域の情報化や脱炭素化を推進する。 

（国土交通省鉄道局総務課企画室） 

 

⒡港湾におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組 

・デジタル物流によるゲート前の混雑解消など、デジタル技術も活用しつつ、カ

ーボンニュートラルポート（CNP）の形成を推進することにより、地域におけ

るエネルギー転換や新たな産業立地を促進し、地域の経済成長と環境対策の両

立を図る。 

（国土交通省港湾局産業港湾課、港湾経済課、計画課、技術企画課、海洋・環境課、海

岸・防災課） 

・洋上風力発電の導入促進に向け、基地港湾として指定見込みの港湾を整理・公

表するとともに整備を推進し、地元企業の参入や地域での洋上風力関連産業の

形成等による地域振興を図る。 

（国土交通省港湾局海洋・環境課） 

 

⒢気候変動適応の取組推進 

・「気候変動適応計画」（令和３年 10月 22日閣議決定）を踏まえ、気候変動適応

広域協議会の活動や気候変動リスク情報の提供、地域独自の気候変動情報の収

集・分析の支援等を通じ、気候変動適応の取組を推進する。 

（環境省地球環境局総務課気候変動適応室） 

 

⒣バイオものづくり革命 

・内閣府が認定するバイオコミュニティとも連動し、バイオとデジタルの融合を

加速するためのバイオものづくり研究開発・実証への支援を通じて、地域経済

の発展及び地域資源の有効活用と、カーボンニュートラル等の社会課題解決の

両立を目指す。 

（経済産業省商務・サービスグループ生物化学産業課） 

 

⒤地域資源を活かした個性あふれる地域の形成 

・生物多様性ビッグデータの活用により、個性的かつ魅力ある地域資源としての

自然の価値を定量的に示すことで、地域と都市住民や企業との交流を促進し、

保全活動や地域経済の活性化に貢献する。 

（環境省自然環境局自然環境計画課） 

・人々の暮らし方や働き方の変化、デジタル技術の進展を踏まえ里地里山自然資

源を活用した新ビジネスの創出など生物多様性の保全と社会経済問題の統合的

解決に資する取組の支援等を行う。 

（環境省自然環境局自然環境計画課） 
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・国が掲げる産業廃棄物最終処分場の維持管理等に係る課題の解消に資する公共

関与型産業廃棄物最終処分場の整備支援等を行うことにより、産業廃棄物の適

正な維持管理等に係る知見を集積し、維持管理上の課題の解消に向けた取組を

推進し、地域の持続可能な経済発展の基盤整備の促進を図る。 

 （環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課） 

 

⒥廃棄物処理や資源循環の担い手不足問題の解決、循環型社会の形成、地域の生

活環境保全等の実現 

・市町村等が実施する一般廃棄物処理施設の更新等の支援の一環として、ICT に

よる処理施設のシステムの機能向上や効率化、廃棄物発電電力の非常用電源と

しての有効活用の体制整備等を実施する。これにより、廃棄物処理や資源循環

の担い手不足問題といった地方の課題の解決や、災害時にもレジリエントなデ

ジタルインフラの実現に資する。 

（環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課） 

 

⒦福島における復興まちづくりと脱炭素社会の同時実現 

・原子力災害以降、住民の帰還や産業の再建が道半ばである福島においては、復

興まちづくりを進めつつ、脱炭素社会の実現を目指すには大きな困難が伴うこ

とから、福島での自立・分散型エネルギーシステムの導入等に関して重点的な

支援を行い、復興まちづくりと脱炭素社会の両立を後押しする。 

（環境省環境再生・資源循環局福島再生・未来志向プロジェクト推進室） 

 

⒧設立予定の株式会社脱炭素化支援機構による脱炭素投資の一層の誘発 

・財政投融資を活用して脱炭素化に資する事業を支援する機構を通じて、エネル

ギーマネジメント等のデジタル技術により地域の再エネ等を有効活用する取組

等を支援する。 

（環境省大臣官房環境計画課） 

 

⑤地域の DX推進による地域課題の解決、地域の魅力向上 

ⅰ地域の DX推進による地域課題の解決 

【具体的取組】 

⒜「スマートシティ」の推進 

・AI、IoT などの未来技術や官民データ等を地域づくり・まちづくりに取り入

れ、都市・地域課題の解決を図る「スマートシティ」を次世代につなげる地域

づくり・まちづくりの基本とし、MaaSや自動運転、ドローン、グリーン化と

いった個別の分野も含めた全国各地のスマートシティ関連事業を強力に推進

し、実証から実装に向けたモデルづくりを進める。また、スマートシティ実装

に向けた中長期ロードマップの策定、ロードマップを裏付ける官民による施

策・取組の具体化を検討するとともに、地域の取組を継続的に向上するための

評価指標の在り方や、運営上の課題の解決方法等について検討を進める。 
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・実装の推進に当たっては、官民連携プラットフォームの枠組みを活用し、関係

府省連携の下、合同審査会を実施し、リファレンス・アーキテクチャやスマー

トシティ・ガイドブック等の充実も図りつつ、取組の横展開を進める。加え

て、デジタル活用による地域課題解決の取組の加速を図るため、必要なインフ

ラ整備、データ連携基盤構築等への支援を行う。 

・さらに、スマートシティ等の地域づくり・まちづくりの取組を先導する経営人

材の人材像の明確化について検討するとともに、その育成につながる各分野の

取組に関する情報を集約する。また、その活動の場となるスマートシティや、

各分野の地域の拠点（地域中核大学等、スタートアップ・エコシステム拠点都

市、地域バイオコミュニティ等）における取組に関する情報の共有を図ること

により、地域の経営人材の活躍・交流の機会を広げ、経験の共有・横展開を進

める。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局、科学

技術・イノベーション推進事務局、総務省情報流通行政局地域通信振興課、経済産業省

大臣官房第四次産業革命政策室、製造産業局自動車課、国土交通省総合政策局モビリテ

ィサービス推進課、都市局都市計画課、デジタル庁国民向けサービスグループスマート

シティ担当） 

 

⒝スマートシティ海外展開の推進 

・デジタル技術を活用して都市課題等を解決するスマートシティについて、

ASEAN 諸都市等を対象とした案件形成調査等により、官民連携して我が国のス

マートシティの海外展開を推進することで、日本各地の企業が有する技術・ノ

ウハウの積極的なプロモーションを行い、ビジネスチャンスの拡大を図る。 

（国土交通省総合政策局国際政策課（グローバル戦略）、海外プロジェクト推進課） 

 

⒞スーパーシティやデジタル田園健康特区など国家戦略特区等との連携 

・2022年４月に区域指定されたスーパーシティ型国家戦略特区（茨城県つくば

市及び大阪府大阪市）とデジタル田園健康特区（岡山県吉備中央町、長野県茅

野市及び石川県加賀市）について、デジタル田園都市国家構想の実現に向け

て、データの連携や先端的サービスの実施を通じて地域課題の解決を図るた

め、2022年夏頃を目途に指定区域ごとに区域会議を立ち上げ、規制改革を強

力に推進する。 

・あわせて、構造改革特別区域法の一部を改正する法律（令和４年法律第 58

号）に基づき、デジタル技術も活用しながら、地域のイノベーション創出に資

する高度人材の育成や革新的な研究開発等の促進を図る。 

（内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒟衛星データの利活用促進 

・政府に蓄積されている衛星データや政府が民間等から調達する衛星データ、地

上データ等の有用な地理情報を活用して、地域における社会課題解決のための
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ビジネスの実証支援を行う。 

（経済産業省製造産業局宇宙産業室） 

 

⒠地域 DXの推進による地域経済の発展と Well-beingの向上 

・データとデジタル技術を活用して、顧客や社会ニーズを基に地域課題の解決や

地域産業・企業の競争優位性の確立に資する地域の産学官金の取組を「地域

DX推進ラボ」として選定し、地域経済の発展と Well-beingの向上を目指す。 

（経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課、地域経済産業グループ地域企業高度化

推進課） 

 

⒡研究開発型スタートアップの支援 

・将来、地域経済の活性化の担い手となる可能性のある先端技術を活用したスタ

ートアップ企業の創出や成長にも資する、研究開発型スタートアップの事業化

を支援する。 

（経済産業省産業技術環境局技術振興・大学連携推進課） 

 

⒢スマートホーム 

・同居、遠隔を問わず家族のつながりや、学生と地域社会のかかわり等を可視化

し、そのために有効なサービスとデータ連携のニーズを明らかにすることで、

家電や住宅設備、携帯機器、インフラ等を活用した新たなライフスタイルを提

案、実現する。 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課） 

 

⒣シェアリングエコノミーの活用による地域課題の解決、地域の魅力向上 

・地方公共団体でのシェアリングエコノミーの活用に向けて公表したモデル防災

連携協定、シェアリングエコノミー活用ハンドブック等の効果的・効率的な情

報発信を図り、これまでの公共サービスを補完する新たな活用事例の創出を図

る。 

（デジタル庁国民向けサービスグループシェアリングエコノミー担当） 

・シェアリングシティ推進協議会等と連携しつつ、地方公共団体の実情や潜在的

なニーズをしっかりと把握した上で、共助のビジネスモデルや地域におけるシ

ェアリングエコノミーの効果的な導入方策を具体的に検討する。 

（デジタル庁国民向けサービスグループシェアリングエコノミー担当） 

 

⑥地方創生 SDGsの推進による持続可能なまちづくり 

【具体的取組】 

⒜地方公共団体による SDGs達成のためのモデル事例の形成 

・「環境未来都市」構想を引き続き推進するとともに、脱炭素化やデジタル化等

の新しい時代の流れを踏まえ、SDGs達成に向けて優れた取組を提案する都市

を引き続き「SDGs未来都市」として選定する。また、SDGs未来都市の提案の
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うち、特に先導的な取組を「自治体 SDGsモデル事業」として選定し、資金的

支援を行うとともに、関係省庁と連携して強力に支援し、モデル事例の形成を

促進する。さらに、小規模な地方公共団体等が広域で連携し、SDGsの理念に

沿って地域における脱炭素化やデジタル化等に取り組み、地域活性化を目指す

事業を「広域連携 SDGsモデル事業」として選定し、支援を行う。 

・地方公共団体による SDGs達成に向けた取組を促進するため、経済、社会及び

環境の三側面を統合した取組を通じた地域課題解決に係る地方公共団体職員向

けの人材育成を行う。 

（内閣府地方創生推進室） 

 

⒝「地方創生 SDGs官民連携プラットフォーム」を通じた官民連携の促進 

・地方公共団体における SDGsの達成に向けた官民連携の取組を促進するため

「地方創生 SDGs官民連携プラットフォーム」の取組を一層発展させる。今

後、より広範なステークホルダーの参画を図るとともに、マッチング支援や分

科会開催、普及促進活動を引き続き実施する。また、2021年度に構築したマ

ッチングシステムを本格的に運用するとともに、システムの機能拡充を行う。

加えて、地域課題解決に向けた官民双方へのコーディネート機能を拡充し、支

援をより充実させる。 

（内閣府地方創生推進室） 

・官民連携による地域課題の解決をより一層推進するため 2021年度に立ち上げ

た「全国 SDGsプラットフォーム連絡協議会」の活動を更に拡充し、全国レベ

ルにおける官民連携を促進するとともに、SDGs達成への貢献を目指す 2025年

大阪・関西万博の成功に向けた取組を進める。 

（内閣府地方創生推進室） 

 

⒞地方創生 SDGs金融や地域における ESG金融の推進 

・地方創生 SDGsに取り組む地域事業者に対して、地方公共団体と地域金融機関

等が連携して支援を行うことで、地域における資金の還流と再投資を生み出

し、全てのステークホルダーが関わる「地方創生 SDGs金融」を通じた自律的

好循環の形成を目指す。このため、地方創生 SDGsに取り組む地域事業者等を

対象にした登録・認証等制度の展開、地方公共団体等と地域金融機関等に対す

る地方創生 SDGs金融表彰を実施する。また、様々なステークホルダーによる

事業の取組に対する評価手法の構築、不動産特定共同事業（FTK）による資金

供給の促進等を行う。 

（内閣府地方創生推進室、国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

・地域において環境・社会・経済に寄与する ESG金融を拡大させ、地方創生の深

化につなげるため、「ESG地域金融実践ガイド」（2022年３月改訂）の改訂等の

環境整備を行う。加えて、地域金融機関に対して、気候関連財務情報開示タス

クフォース（TCFD）提言に沿ったリスク・機会の把握と開示に関する支援を行

う。また、不動産分野における ESG投融資、その中でも我が国及び地域の実情
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を踏まえた社会課題分野に係る情報開示の在り方の検討を行い、2022年度中

にガイダンスを策定する。 

（環境省大臣官房環境経済課、国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

 

⒟地方創生 SDGsの普及促進活動の展開 

・地方創生に向けた日本の SDGsモデルや脱炭素化、デジタル化等を通じた地方

創生に資する取組、海外都市における SDGsを通じた地方創生に関する取組の

事例を国内外に発信するため、国際的なフォーラムの開催や国際会議などの機

会を活用した情報発信を行う。さらに、地方公共団体及びその他のステークホ

ルダー等への地方創生 SDGs普及のため、先行事例をまとめ、広報活動やウェ

ブサイト等を通じて広く発信する。また、地方公共団体による SDGs達成に向

けた取組状況を調査するためアンケートを実施する。 

（内閣府地方創生推進室） 

 

⑦防災・減災、国土強 靱
じ ん

化の強化等による地域の安全・安心の確保 
【具体的取組】 

⒜次期国土強 靱
じ ん

化基本計画の検討と継続的な防災・減災、国土強 靱
じ ん

化の推進 

・切迫化する大規模地震災害、相次ぐ気象災害、火山災害、インフラ老朽化対策

等の国家の危機に打ち勝ち、地域社会の重要な機能を維持するためには、デジ

タル技術を活用し、防災・減災、国土強 靱
じ ん

化の強化を図ることが不可欠であ

る。このため、次期「国土強 靱
じ ん

化基本計画」の検討を進めるとともに、中長

期的かつ明確な見通しの下、「国家百年の大計」として、ハード・ソフト一体

となって取組を継続的・安定的に推進する。 

（内閣官房国土強靱化推進室） 

 

⒝予測情報の高度化と水害リスク情報・評価の充実 

・災害対応や避難行動等に資するより精度の高い予測情報の提供を行うため、河

川において本川・支川が一体となった洪水予測や３日程度先の水位予測に取り

組むほか、高潮・高波については AI 動画解析を活用したうちあげ高の観測技

術の開発、土砂災害については地震後の土砂災害警戒情報の運用見直し及び降

灰後土石流の影響範囲予測の迅速化等を実施する。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課、砂防部砂防計画課、砂防部保全課海岸室） 

・新たに浸水範囲と浸水頻度の関係を示した「水害リスクマップ」を整備し水害

リスク情報の充実を図るとともに、データ利用者のニーズやリスク・予測情報

の利用優先度を踏まえつつデータ形式・基盤整備等の検討を進め、オープンデ

ータ化を図り、リスクコミュニケーションを推進する。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課、河川計画課情報企画室） 

 

⒞適応策と緩和策を両立させるダム運用の高度化 

・気候変動に対して、流域治水（適応）とカーボンニュートラル（緩和）を両立
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させる取組として、最新の予測技術を活用し事前放流や水力発電の更なる強化

のためのダム運用の高度化を推進する。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課） 

・水系におけるより効果的な事前放流の実施に向け、１級･２級水系の利水ダム

における水位等のリアルタイムデータを河川管理者に一元的に集約し、関係者

間で共有するための情報網の整備を推進する。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課） 

 

⒟施設維持管理・操作の高度化・効率化 

・操作員の担い手不足や洪水時の安全確保などの課題に対し、排水機場等の遠隔

監視・遠隔操作化を推進する。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課） 

・土砂災害の復旧現場等における施工の安全性・生産性向上、早期復旧の実現の

ため、5G通信を活用した無人化施工について、実証実験を踏まえ復旧現場で

の実装を推進する。 

（国土交通省水管理・国土保全局砂防部保全課） 

・河川管理を抜本的に転換し、業務を高度化・効率化・省力化するため、2025

年度末までに国管理河川における三次元河川管内図の整備を進める。また、河

川に関する台帳の電子化・データベース化を行い、三次元河川管内図との連携

を図る。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課、水政課） 

・今後の担い手不足に対しても持続的な巡視、点検を実現するため、現在巡視員

が目視で実施している河川等の巡視・点検を、ドローン・画像解析技術（AI）

といった機械や技術を活用して異常箇所を自動抽出する技術開発を推進する。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課、砂防部保全課） 

・洪水時の流量観測を自動化し、作業の危険を回避するとともに、確実なデータ

取得を可能とする。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川計画課、河川環境課） 

・下水道施設管理の高度化・効率化や省エネ化等を目指し、構築を進めてきたデ

ータ利活用の基盤となる共通プラットフォームの運用を 2023年度中に開始す

るとともに、ICT・AI による広域管理・運転支援技術の実証及びガイドライン

策定を行い、水平展開を図る。 

（国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課、下水道企画課） 

 

⒠衛星画像を活用した海岸線モニタリング 

・気候変動に伴う海面上昇等による海岸侵食の兆候をいち早く把握できるように

するため、衛星画像を活用した海岸線モニタリング技術を実用化し、全国の海

岸の長期的なモニタリングに向けた運用を開始する。 

（農林水産省農村振興局整備部防災課、水産庁漁港漁場整備部防災漁村課、国土交通省水

管理・国土保全局砂防部保全課海岸室、港湾局海岸・防災課） 
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⒡水門・陸閘等の安全な閉鎖体制の確保 

・南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規

模地震が想定されている地域等における、津波・高潮等から背後地を防護する

水門・陸閘等の安全な閉鎖体制の確保（自動化・遠隔操作化を含む。）を推進

する。 

（農林水産省農村振興局整備部防災課、水産庁漁港漁場整備部防災漁村課、国土交通省水

管理・国土保全局砂防部保全課海岸室、港湾局海岸・防災課） 

 

⒢復興まちづくりのための事前準備の推進 

・被災後の早期かつ的確な復興まちづくりに向けた、地方公共団体における復興

事前準備の取組（復興の体制・目標等の事前検討、地域防災計画等への位置付

け、事前復興まちづくり計画の策定等）を推進する。 

（国土交通省都市局都市安全課） 

 

⒣災害に強い防災情報基盤の整備 

・各市町村における住民への災害情報伝達手段の整備促進、多重化に向け、専門

的な知見を有するアドバイザーの派遣、実態把握、助言等を通じて、課題・

解決方策の共有等の支援を行う。 

・災害発生時のバックアップの通信網となる衛星通信回線について、機器の機能

向上やアプリケーション拡充等の検討を行い、非常用通信手段の高度化を進

める。 

（消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室） 

 

⒤デジタル化による消防・防災の高度化 

・各消防本部で今後予定される消防指令システムの更新にあわせ、119番通報に

ついて、音声にとどまらず画像、動画、データ等の活用が可能となるよう、

今後のシステムに求められる機能を検討し、システムの試作、他システムと

のデータ連携等の実証を実施する。 

（消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室） 

 

⒥消防団を中核とした地域防災力の充実強化 

・多様化する災害に対応するための消防団の設備等の支援や、幅広い住民の消防

団への加入促進等を通じた地域防災力の充実強化を図る。 

（消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室） 

 

⒦レジリエントな社会の実現に向けた防災・減災 DXに関する研究開発 

・各地域において喫緊の課題となっている災害対応現場の DXを研究開発により

推進し、レジリエントな社会を実現するため、国立研究開発法人防災科学技術

研究所において、産学共創の下、防災情報等の先進的なセンシング・モニタリ
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ング手法の開発とデータの統合基盤の整備・活用を通じた防災・減災に資する

情報プロダクツ 40の創出やデジタルツイン 41などの最先端技術の開発等に向け

た更なる環境整備を図る。 

（文部科学省研究開発局地震・防災研究課） 

・地方公共団体等の災害対応を支援するため、これまでの災害対応の経験やニー

ズ等を踏まえ、現在内閣府で運用している総合防災情報システム及び国立研究

開発法人防災科学技術研究所で運用している SIP4D42のシステムの役割や在り

方を再度整理し、情報集約、地図情報への加工、災害対応機関への提供等を可

能とする新たな防災システムを開発する。 

（内閣府政策統括官(防災担当)付参事官(防災デジタル・物資支援担当)） 

 

⒧自然生態系を基盤とする防災減災 

・自然調和型で災害に強いまちづくりにつなげるべく、地理情報システム

（GIS）を活用した「生態系機能ポテンシャルマップ」の作成・活用方法の普

及を図る。 

（環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性戦略推進室） 

 

⒨警戒警備における無人航空機の活用に向けた調査研究 

・災害対応をはじめとする緊急事態対処や過疎地等における各種警察活動におい

て無人航空機を一層活用するため、無人航空機の性能向上や、有人・無人の航

空機を連携して運用するための技術について研究開発を進める。 

（警察庁警備局警備運用部警備第二課） 

 

⒩Ｌアラート情報の迅速かつ確実な伝達及び高度化の推進 

・Ｌアラート（災害情報共有システム）について、他の災害関連システムとの円

滑な連携や情報の迅速性・正確性について調査研究を実施し、災害情報伝達の

質の更なる向上を目指す。 

（総務省情報流通行政局地域通信振興課） 

 

⒪防災・減災対策に係る地方財政措置 

・災害が激甚化・頻発化する中、地方公共団体が、防災情報システムや災害対応

ドローンなどデジタル技術も活用した防災・減災対策に取り組めるよう、緊急

防災・減災事業債等による地方財政措置を講ずる。 

（総務省自治財政局地方債課） 

 

                                                   
40 各種観測データから得られるハザード・リスク情報に社会科学的な知見を加えたシミュレーションを行い、災害状況の把

握や予測、対応において、利活用しやすい形に加工したもの。 
41 現実の世界で収集した様々なデータを活用し、コンピュータ上で再現する技術のこと。 
42 Shared Information Platform for Disaster managementの略で、災害時に状況認識を統一するために、災害対応に必要と

される情報を多様な情報源から収集し、利用しやすい形式に変換して迅速に配信する機能を備えたシステムであり、防災

情報の基盤的流通を担うもの。 

014370
ハイライト表示
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⒫流域治水ケタ違い DX・技術開発プロジェクト 

・自動車業界とポンプ業界が初めて連携し、量産品を活用したマスプロダクツ型

排水ポンプの開発・現場実証を推進する。 

（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課） 

・浸水の危険性がある地域に民間企業や地方公共団体と連携し、小型、長寿命及

び低価格なセンサを多数設置し、浸水状況をリアルタイムに把握する仕組みを

構築する。 

（国土交通省水管理・国土保全局河川計画課） 

・発災から復旧完了までの災害復旧プロセス全体にデジタル技術を導入し、迅速

化・効率化するとともに、技術的支援等により地方公共団体における災害対応

力の向上を図ることで、早期復旧を実現する。 

（国土交通省水管理・国土保全局防災課） 

・河川の利用等に関する手続のデジタル化を促進することで、利用者の移動や書

類作成に係る負荷を軽減する等、国民の利便性を向上させる。 

（国土交通省水管理・国土保全局水政課） 

 

⑧地方公共団体等・準公共分野のデジタル化推進 

ⅰ地方公共団体等におけるデジタル化推進 

【具体的取組】 

⒜地方消費者行政のデジタル化・地方公共団体間連携等の促進に向けた支援 

・地方消費者行政強化交付金等を通じて、デジタル技術や自治体連携の活用によ

る住民サービスの向上、消費生活相談員が活躍できる環境の整備、孤独・孤立

した消費者への対応等に取り組む地方公共団体の取組を重点的に支援する。

（消費者庁地方協力課） 

 

⒝刑事手続における情報通信技術の活用 

・刑事手続における書類の電子データとしての作成、管理やオンラインでの発

受、非対面、遠隔での手続を可能とすることにより、地方の関係機関間の円滑

迅速な連携を推進し、治安対策をより一層強化するとともに、手続に関与する

地方在住者の負担を軽減する。 

（法務省刑事局総務課刑事手続 IT化準備室） 

 

⒞水道分野（上水道や工業用水道）におけるデジタル化の推進 

・地域における事業運営の広域連携を見据えつつ、業務の効率化を推進するた

め、デジタル技術を活用した標準仕様にのっとったプラットフォームを周知す

るとともに、国がその導入を支援することで、普及を図っていく。 

（厚生労働省医薬・生活衛生局水道課、経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ

地域産業基盤整備課、商務情報政策局情報産業課ソフトウェア・情報サービス戦略室） 
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⒟警察業務のデジタル化の推進 

・警察共通基盤の整備により、警察情報管理システムの共通化・集約化を進め、

全国の都道府県警察が高度化された情報管理システムを斉一的に利用すること

を可能にする。 

・具体的には、運転免許証とマイナンバーカードの一体化に資する運転免許の管

理等を行うシステム（運転者管理システム）、警察が所管する行政手続のオン

ライン化を実現するためのシステム（警察行政手続システム）等を構築するこ

とにより、運転免許証の住所変更手続のワンストップ化、居住地外での迅速な

運転免許証更新等を可能とするほか、警察が所管する行政手続についてオンラ

イン化を推進することで国民の利便性向上及び負担軽減を図る。 

（警察庁長官官房技術企画課） 

 

⒠IoT、AI、ドローン等の新たなテクノロジーを産業保安分野に導入する「スマ

ート保安」の推進 

・石油・化学コンビナート、電力、ガス等の産業保安分野における、保安人材の

枯渇等の課題に対処するため、IoT、AI、ドローン等の新たなテクノロジーを

産業保安分野に導入し、産業保安の効率性と安全性を向上させる「スマート保

安」を推進する。 

（経済産業省産業保安グループ保安課） 

 

⒡国土交通省手続業務一貫処理システムの拡充による DXの加速 

・行政手続のオンライン化を加速し、国民等の利便性向上や行政の業務効率化等

に資する国土交通行政の DX を推進するため、申請受付から審査、通知などの

申請業務に係るプロセスを一貫して処理できるシステムの拡充等を実施する。 

（国土交通省総合政策局情報政策課） 

 

⒢宅地建物取引業免許申請等に係る手続の電子化の推進 

・現状、書面で行われている宅地建物取引業免許申請等を電子申請システム（受

付機能）の整備を図り、2024年度以降オンラインによる申請等を順次可能とす

ることで、申請者の利便性向上及び行政事務の効率化を図る。 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産業課） 

 

⒣自動車運送事業の各種手続のオンライン化に伴う手続の最適化・効率化のため

の調査 

・2025年の行政手続のオンライン化に向けて、道路運送法（昭和 26年法律第 183

号）、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83 号）等の法令に基づく許認可

手続の最適化・効率化のための調査（BPR等）を実施する。 

（国土交通省自動車局旅客課、貨物課） 
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⒤税務手続等のデジタル改革の推進 

・全国の納税者が、税務署に行かなくてもオンラインで簡易に税務手続等を行う

ことができるよう、国税関係システムの整備・改善を進める。 

（国税庁長官官房企画課） 

 

⒥船員関係手続のデジタル化 

・「船員の働き方改革」の一環として、船員関係の行政手続について、デジタル

技術の活用により、船員や船舶所有者の負担軽減及び業務の効率化を実現する

ための、制度整備やシステム構築等を進める。 

（国土交通省海事局船員政策課、海技課） 

 

⒦デジタルの活用による行政相談手段の多様化 

・オンラインで相談を受けるためのタブレット端末の配備、いつでも相談するこ

とができるウェブサイトの構築など、時間や場所を問わない行政相談手段を整

備し、デジタル関連の相談を含め相談対応を充実する。 

（総務省行政評価局行政相談企画課） 

 

⒧民事裁判手続等の IT 化 

・民事裁判手続等の紛争解決手続の IT 化を実現し、オンラインで手続に関与す

ることを可能とすることで、地方居住者の民事裁判手続等の利用を容易にし、

地方を活性化するとともに、地方のデジタル実装を促す。 

（法務省大臣官房司法法制部、民事局参事官室） 

 

ⅱ準公共分野のデジタル化推進 

【具体的取組】 

⒜準公共分野のデジタル化推進 

・生活と密接に関連し、国と民間が協働して支えている健康・医療・介護、教

育、防災等の準公共分野において、ユーザーに個別化したサービスを提供する

ことを可能とするため、以下の具体的取組を通じて各分野におけるデータ利活

用環境の整備を推進する。 

① 健康・医療・介護 

個人情報の適正な取扱いを確保した上で、これまでの取組を活かしつつ、

個人や各種サービスの提供主体がデジタル化の恩恵を最大限享受できるよ

う、サービスの提供に加えて関連する行政手続等も含めた一連の業務見直

しも含めたデジタル化の考え方を整理する。 

② 教育 

教育デジタルコンテンツをはじめとした様々な教育関連データの利活用環

境整備を進めるため、様々なデジタル書籍・素材等との学習指導要領コー

ドとの紐付け・検索機能の整備や、個人情報の適正な取扱いを確保した教

育関連データ連携に関する実証事業を行う。 
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③ 防災 

地方公共団体等の防災業務のデジタル化を推進するため、防災関係システ

ムの実態調査等を実施し、技術的支援等の検討を行うほか、国民等への防

災情報の共有、利活用の促進を図るため、関係府省庁等と連携し、防災分

野のプラットフォームの構築に向けた検討を推進する。 

④ こども 

個人情報の適正な取扱いを確保した上で、地方公共団体において教育・保

育・福祉・医療等のデータを分野を越えて連携させ、真に支援が必要なこ

どもや家庭に対するニーズに応じたプッシュ型の支援に活用するための実

証事業を実施する。 

⑤ モビリティ 

デジタル交通社会全体のアーキテクチャの設計・実装に向けて、官民で保

有するモビリティ関連データの利活用促進のための検討、開発及び実証を

行うほか、「３次元空間 ID」を含めたデジタルインフラの整備に着手する。 

⑥ インフラ 

土地や不動産に関する各種台帳等のデータ連携の高度化を図るため、効率

的な連携方策について、仕組み作りやシステム連携等の観点から全体像を

検討する。 

（デジタル庁国民向けサービスグループ準公共総括班、医療班、教育班、防災班、こども

班、モビリティ班、インフラ班） 

 

⒝準公共分野・相互連携分野における情報銀行を介したパーソナルデータ利活用 

・地域におけるデータ利活用を促進し、地域課題の解決につなげるため、個人の

関与の下でパーソナルデータの流通・活用を進める仕組みである「情報銀行」

について、地方公共団体や地域事業者とのデータ連携を通じた準公共分野のデ

ータ利活用に係る調査・モデルケース実証等を行うとともに、相互連携分野に

おける情報銀行活用に向けたニーズ、課題の調査等を行う。 

（個人情報保護委員会事務局、デジタル庁デジタル社会共通機能グループデータ班、総務

省情報流通行政局地域通信振興課デジタル企業行動室、経済産業省商務情報政策局情報

経済課） 

 

（６）多様な主体が参加する地方活性化 

①一人ひとりが魅力づくりの担い手となる地方創生 

【具体的取組】 

⒜社会的事業をめぐる環境整備 

・地方創生起業支援事業について、社会的課題の解決につながるとともに、地域

における魅力的なしごとづくりに資する取組を促進する。また、制度としての

持続可能な仕組みづくりに留意しつつ、地域課題をデジタル技術の活用によっ

て解決する事業者を含む、社会的事業者の取組を評価・認証する制度の在り方

を検討する。 
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（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

 

⒝成果連動型民間委託契約方式（PFS）の普及促進 

・地域の課題解決に関する官民のニーズを踏まえ、成果連動型民間委託契約方式

（PFS）について、医療・健康、介護分野での横展開と、再犯防止、環境、ま

ちづくりなどの分野での事例構築を進める。 

（内閣府成果連動型事業推進室、法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室、厚生労働省

政策統括官（総合政策担当）付政策統括官室、経済産業省商務情報政策局商務・サービ

スグループヘルスケア産業課、国土交通省都市局まちづくり推進課、環境省大臣官房総

合政策課企画評価・政策プロモーション室） 

 

⒞多様な主体によるデータ利活用の推進 

・地域における多様な主体によるデータ利活用の推進に向けて、データ分析に関

する情報発信の強化やユーザーコミュニティの形成を図るとともに、地方公共

団体とデータ分析に関する有識者をつなぐネットワークを形成することで、好

事例を共有し、横展開を促進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

 

⒟社会教育を基盤とした地域活性化 

・公民館・図書館などの社会教育施設の活用を促すことにより、地域の取組にリ

アルな交流とデジタルの相乗効果が生まれ、課題解決に向けたコミュニティ活

動が活発化することで、誰一人として取り残されない、デジタル社会の実現を

図る。 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

・公民館・図書館などの社会教育施設において、地域の教育力向上に向けて、

ICT などの新しい技術を活用しつつ、多様な主体と連携、協働しながら魅力的

な教育活動を展開し、ひとづくり、地域づくりを行う取組を促進する。 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

・社会教育主事などの社会教育人材の ICT 活用スキルを向上させ、民間などの多

様な主体と連携し、デジタル社会に対応する地域人材を育成し、活用する取組

を促進するとともに、社会教育士のデジタル社会の幅広い分野での活躍を促進

する。 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

 

⒠コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 

・全ての公立学校に地域と連携・協働する体制を構築することを目標とし、コミ

ュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組を一層推進する。その

際、学校と地域をつなぐ人材として、地域学校協働活動推進員の効果的な配置

促進等を図ることにより、我が国の将来を担う子どもたちを地域全体で育む地
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域とともにある学校づくりを推進するとともに、まちづくりといった課題解決

のためのプラットフォームにもなり得る学校を核とした地域づくりを推進す

る。【再掲】 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

 

⒡障害者等による文化芸術活動 

・障害者等による文化芸術活動について、鑑賞、創造、発表の機会を確保する等

の取組の推進を図る。 

（文化庁参事官（文化創造担当）、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課自立支

援振興室） 

 

⒢外国人留学生の活躍推進 

・外国人留学生の国内企業への就職等を一層促進するため、各大学が国内企業等

と連携し、就職に必要なビジネス日本語教育、キャリア教育及びインターンシ

ップからなる教育プログラムを提供するための取組を推進する。 

（文部科学省高等教育局高等教育国際戦略プロジェクトチーム） 

 

⒣中小企業等による地域・社会課題の解決を通じた、地域の持続的発展の促進 

・地域内外の中小企業等が、地方公共団体等の地域内の関係主体と連携しつつ地

域・社会課題解決と収益性との両立を目指す取組を支援する。また、地域で持

続的に課題解決を行うため、地方公共団体と課題解決に取り組む中小企業等と

のマッチング等を促進する。 

（経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ地域産業基盤整備課） 

・人口減少による国内市場の縮小や、地域住民の生活ニーズ等の変化に的確に対

応するため、中小商業者等が、地方公共団体と連携しつつ、商業集積地域にお

ける新たな需要の創出につながる施設の整備や需要に応じた最適な供給体制の

実現に向けた取組等を進める。具体的には、空き店舗等を活用した創業拠点の

整備や、デジタル技術の活用、地域の取組の担い手となる人材の育成への支援

等を行う。 

（中小企業庁経営支援部商業課） 

 

②地方公共団体等における多様な人材の確保 

【具体的取組】 

⒜地方公共団体への人材派遣等 

・地方創生人材支援制度を通じて、地方創生に積極的に取り組む市町村に対し

て、国家公務員、大学研究者、デジタル分野を含む民間専門人材を市町村長の

補佐役として派遣し、地方公共団体における多様な人材の確保を支援する。 

・派遣者間の情報交換を行う報告会や有識者を交えたシンポジウムの開催等を通

じて、デジタルを活用して効果的に地域課題を解決するための取組の横展開や

ノウハウの共有を促す。 
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（内閣府地方創生推進室） 

・人材派遣を伴う企業版ふるさと納税の仕組み（企業版ふるさと納税（人材派遣

型））について、デジタル分野を含む活用事例を地方公共団体に提供すること

等により、一層の活用促進を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・地域活性化起業人、企業版ふるさと納税（人材派遣型）及び地域プロジェクト

マネージャーの仕組みも活用し、多様な人材の地方公共団体への派遣等を一層

推進する。 

（内閣府地方創生推進室、総務省自治行政局地域自立応援課） 

 

⒝地方公共団体からの相談窓口 

・地方公共団体からの相談に対して、当該地域に愛着のある職員が地方創生コン

シェルジュとなって迅速かつ的確に対応するとともに、地方公共団体のニーズ

に応じて、「出前コンシェルジュ」や「オンライン地方創生コンシェルジュ」

等を実施する。 

（内閣府地方創生推進室、地方創生推進事務局） 

 

⒞社会教育主事などの社会教育人材の活用 

・社会教育主事などの社会教育人材の ICT 活用スキルを向上させ、民間などの多

様な主体と連携し、デジタル社会に対応する地域人材を育成し、活用する取組

を促進するとともに、社会教育士のデジタル社会の幅広い分野での活躍を促進

する。【再掲】 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

 

③地域コミュニティの維持・強化 

ⅰ地域共生社会の実現 

【具体的取組】 

⒜地域共生社会の実現 

・高齢者、障害者、子どもなどの対象者ごとに提供する福祉分野の各種の支援サ

ービスについて、対象者を区分せず、包括的に支援できるようにすることによ

り、市町村の創意工夫ある支援体制づくりの構築を支援する。具体的には、地

域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２年法律

第 52 号）により創設された、属性を問わない相談支援、参加支援及び地域づ

くりに向けた支援を一体的に行う「重層的支援体制整備事業」の実施等を通じ

て、市町村における包括的な支援体制の整備等を促進する。また、地域におけ

る一層多様な社会参加の場の創出や、つながりが生まれやすくなるよう、教

育、地方創生、まちづくり、地域自治、環境など他分野との連携を推進する。

さらに、持続可能で活力ある地域社会を実現するため、出資・意見反映・労働

が一体となった組織であって、地域に貢献し、地域課題を解決するための非営

利の法人を、簡便に設立できる制度として制定された労働者協同組合法（令和
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２年法律第 78号）が、2022年 10月１日に施行されることを踏まえ、その適切

な普及促進を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、厚生労働省子ども家庭局総務課少

子化総合対策室、社会・援護局地域福祉課、生活困窮者自立支援室、障害保健福祉部企

画課自立支援振興室、障害福祉課、老健局老人保健課、雇用環境・均等局勤労者生活

課） 

 

⒝地域運営組織の持続的な取組の支援 

・地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事業で得られた成果を

踏まえ、地域課題の解決に取り組む地域運営組織の活動を支援する。 

（総務省自治行政局地域振興室） 

 

⒞公民館・図書館などの社会教育施設を拠点とした地域コミュニティの維持・強

化 

・公民館・図書館などの社会教育施設の活用を促すことにより、地域の取組にリ

アルな交流とデジタルの相乗効果が生まれ、課題解決に向けたコミュニティ活

動が活発化することで、誰一人として取り残されない、デジタル社会の実現を

図る。【再掲】 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

・公民館・図書館などの社会教育施設において、地域の教育力向上に向けて、

ICT などの新しい技術を活用しつつ、多様な主体と連携、協働しながら魅力的

な教育活動を展開し、ひとづくり、地域づくりを行う取組を促進する。【再

掲】 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

 

⒟地域全体で家庭教育を支える体制の充実 

・地域の様々な人材を活用し、保護者の悩み・不安に対応する家庭教育支援チー

ムを全国で展開し、その取組の充実に資するよう、各地方公共団体が有するノ

ウハウや好事例を集約し検索・共有可能なシステムを構築することで、取組の

横展開を図る。 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

 

⒠国土の適切な管理 

・持続可能な地域社会の実現に向け、地域・市町村において、土地や資源の現状

把握と将来予測を基に、地域づくりと土地の利用・管理の在り方を一体的に考

え、将来像や具体的な取組を検討・共有する管理構想の取組を推進する。 

（国土交通省国土政策局総合計画課国土管理企画室） 

 

⒡地域交通を基盤とした共創による地域コミュニティの活性化 

・地域交通と、デジタル、エネルギー、医療・介護等を組み合わせた事業モデル
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について、「共創モデル実証プロジェクト」として実証し、その結果を踏ま

え、その中で生じる事業スキームの構築やファイナンスに係る課題に対して所

要の措置を講ずるとともに、2022年度中に事例の横展開を進める。【再掲】 

（国土交通省総合政策局地域交通課） 

 

⒢地方公共団体による再犯防止・地方創生に向けた取組の支援 

・「誰一人取り残されない」社会の実現に向けた、地方公共団体による再犯防止

（更生支援）に関する計画の策定及び取組の実施に係る支援のほか、矯正施

設、更生保護官署、保護司、協力雇用主等と地方公共団体が連携して実施する

地方創生にもつながる再犯防止に向けた取組の案件形成及びその横展開に係る

支援を行う。 

（法務省大臣官房秘書課、矯正局更生支援管理官、保護局更生保護振興課） 

 

④誰もが活躍する地域社会の推進 

ⅰ誰もが居場所と役割を持つ地域社会の実現 

【具体的取組】 

⒜全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」の展開等 

・誰もが居場所と役割を持つコミュニティをつくり、活気あふれる温もりのある

地域をつくるため、「生涯活躍のまち」づくりに関するガイドラインやアプロ

ーチの説明書等の普及促進を通じて「生涯活躍のまち」づくりを推進する。ま

た、健康を軸にして地域のコミュニティ形成にデジタル技術を活用して取り組

む事例等に着目して、デジタル技術の活用による地域課題の解決に関するプロ

セスのモデル化、地方公共団体間の交流機会の活用等を通じて、「生涯活躍の

まち」づくりに関する知見・ノウハウの展開を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

・フレイル対策等を含めて、いつまでも健康で活躍できるモデルの普及や、コミ

ュニティビジネスとも関連させた健康推進事業の普及を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、厚生労働省健康局健康課、老健局

老人保健課、保険局高齢者医療課） 

 

⒝安定的な事業基盤の確立 

・｢生涯活躍のまち｣の中核的な機能を担う多世代交流の拠点の場等で、介護保険

と障害福祉の両制度において創設された共生型サービスをはじめとした各種福

祉制度を活用すること等を通じて、地域の実情に合った多世代・多機能型の総

合的な福祉サービスの実現を推進する。また、こうした取組を更に推進する観

点からも、地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律に

より創設された「重層的支援体制整備事業」の実施等を通じて、属性を問わな

い包括的な支援体制の整備や地域における多様な主体の参画を促す。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、厚生労働省社会・援護局地域福祉

課、地域福祉課生活困窮者自立支援室、障害保健福祉部障害福祉課、老健局認知症施
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策・地域介護推進課） 

 

⒞保健医療福祉に関する専門人材の機能強化・最大限の活用 

・誰もが居場所と役割を持つコミュニティづくりを支える人材として、住民とと

もに地域をつくり、また、コミュニティを構成する人々の様々なニーズを把握

し、支援する主体として活用が期待される保健医療福祉関係の人材について、

地域生活の中で本人に寄り添った支援をしていく観点から、複数の分野にわた

る専門的知識を習得できるような工夫（複数分野の資格の取得も含む。）の検

討を行う。 

（厚生労働省政策統括官（総合政策担当）付政策統括室） 

 

ⅱ地域における多文化共生の推進 

【具体的取組】 

⒜多様な主体が参加する地方活性化 

・デジタル分野をはじめとした高度外国人材を含む外国人材の受入支援や共生支

援などの優良事例の収集・横展開を行い、地方公共団体の自主的・主体的で先

導的な取組について、引き続き地方創生推進交付金により積極的に支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

・JET43青年と地域づくり関係者との間で地域活性化事例を共有することにより、

JET 青年の地域国際化をはじめとする地域協力活動等への積極的な参画を支援

するとともに、国際的な視点を持った地域活性化を推進する。 

（総務省自治行政局国際室） 

・インバウンド対策や海外販路開拓、多文化共生等の業務に従事し、地域の国際交

流の幅広い分野で活躍するJETプログラム国際交流員（CIR）の一層の活用を促進

する。 

（総務省自治行政局国際室、外務省大臣官房人物交流室、文部科学省初等中等教育局教育課

程課外国語教育推進室） 

・外国人材の地域への定着に向け、地方公共団体等との連携により、JET プログラ

ム終了者や留学生等が地域産業の担い手や地域おこし協力隊員等として活躍でき

るよう、マッチングの機会の拡大等を行う。 

（総務省自治行政局地域自立応援課） 

・地域における多文化共生施策について、「多文化共生地域会議」等を通じて地方

公共団体の先進的な取組の共有・横展開を推進する。 

（総務省自治行政局国際室） 

 

⒝外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進 

・外国人材の円滑かつ適正な受入れに向けて、外国人材と地域の企業とのマッチ

ング支援や適正な雇用管理のための相談・指導などの取組を促進する。 

                                                   
43 The Japan Exchange and Teaching Programme の略。外国青年を招致して地方公共団体等で任用し、外国語教育の充実と地

域の国際交流の推進を図る事業。 
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（厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課、職業安定局外国人雇用対策課、社会・援護局

福祉基盤課福祉人材確保対策室、農林水産省経営局就農・女性課、大臣官房新事業・食

品産業部食品製造課、外食・食文化課、水産庁漁政部企画課、経済産業省製造産業局産

業機械課、素形材産業室、商務情報政策局情報産業課、国土交通省不動産・建設経済局

国際市場課、自動車局整備課、航空局航空ネットワーク部航空ネットワーク企画課、安

全部安全政策課乗員政策室、海事局船舶産業課、観光庁参事官（観光人材政策）） 

・特定技能制度における円滑かつ適正な受入れに向け、特定技能外国人と地域の

企業とのマッチング支援等の実施や、効果的な情報発信を通じた制度の周知及

び適切な雇用管理のための相談・指導等に取り組み、特定技能外国人の受入れ

を促進する。 

（出入国在留管理庁政策課、厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課、職業安定局外国人

雇用対策課、社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室、農林水産省大臣官房新事

業・食品産業部食品製造課、外食・食文化課、経営局就農・女性課、水産庁漁政部企画

課、経済産業省製造産業局産業機械課、素形材産業室、商務情報政策局情報産業課、国

土交通省不動産・建設経済局国際市場課、自動車局整備課、海事局船舶産業課、航空局

航空ネットワーク部航空ネットワーク企画課、安全部安全政策課乗員政策室、観光庁参

事官（観光人材政策）） 

 

⒞行政・生活情報の多言語・やさしい日本語化、相談体制の整備 

・地方公共団体が運営する一元的相談窓口の整備を引き続き財政的に支援すると

ともに、同窓口への相談員としての出入国在留管理庁の職員の派遣、研修会の

実施、相談事例の共有等を行い、地域における外国人材の受入環境整備をより

支援する。 

（出入国在留管理庁在留管理支援部在留支援課） 

・共生社会の実現のための環境整備を一層進めていくため、外国人の在留支援に

関係する行政機関等の関係部門を集約させた外国人在留支援センターにおい

て、入居機関が連携しながら、外国人の在留を効果的に支援する。 

（出入国在留管理庁在留管理支援部在留支援課、外務省領事局領事サービス室、厚生労働

省職業安定局外国人雇用対策課、労働基準局監督課、労働基準局安全衛生部安全課、経

済産業省貿易経済協力局技術・人材協力課） 

・14言語に翻訳した安全・安心な生活・就労のための「生活・就労ガイドブッ

ク」（2019年４月公表、2022年３月改訂）について、関係省庁の連携の下、必

要に応じてその内容を拡充する。 

（出入国在留管理庁在留管理支援部在留支援課） 

・共生社会実現に向けてやさしい日本語の普及を図るため、関係省庁と連携しつ

つ、有識者会議を開催し、在留外国人のためのやさしい日本語の効果的な活用

を促進する。 

（出入国在留管理庁在留管理支援部在留支援課、文化庁国語課） 
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⒟日本語パートナーズ派遣事業 

・アジアにおける日本語教師の活動支援及び日本語学習者と日本人の交流の機会

の増大を図るために、現地日本語教師・学習者のパートナー役となる人材を我

が国から各国・地域の日本語教育機関に派遣するとともに、外国との交流が限

定的な日本国内の地方の学校と現地の学校とのオンライン交流等を含め、地方

での多文化理解・多文化共生社会実現の促進に資する効果的な事業を実施す

る。 

（外務省大臣官房文化交流・海外広報課） 

 

ⅲ多様な人材の活躍推進型就労の展開 

【具体的取組】 

⒜女性の活躍推進 

・子育て世代の女性が働きながら安心して妊娠、出産し、仕事と育児を両立でき

るような職場環境の整備や令和元年改正後の女性活躍推進法の着実な施行に取

り組むことで、女性の活躍を推進していく。 

（厚生労働省雇用環境・均等局雇用機会均等課、職業生活両立課） 

 

⒝高齢者の活躍推進 

・就職支援の強化のほか、シルバー人材センターにおける就業機会の確保や、地

域ニーズを踏まえた働く場の創出・継続のためのモデルづくり等を通じた多様

な就業機会の確保など、雇用・就業環境の整備等に取り組んでいく。 

（厚生労働省職業安定局高齢者雇用対策課） 

 

⒞障害者の特性に応じた就労支援 

・ハローワークにおける多様な障害特性に応じた就労支援や、身近な地域で就業

面と生活面の一体的な相談支援を行う障害者就業・生活支援センターでの就労

支援や職場定着支援等を推進していく。 

（厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課） 

 

⒟障害者のテレワーク雇用の推進 

・障害者雇用におけるテレワークに関する好事例の周知や各企業の具体的な取組

に対する支援など、障害者雇用におけるテレワークの推進に向けた取組を行っ

ていく。 

（厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課） 

 

⒠時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方の普及・促進 

・勤務地や職務等を限定した「多様な正社員」の制度の導入・普及に必要となる

支援や、「転勤に関する雇用管理のヒントと手法」の周知を行う。また、2021

年３月に改定したテレワークガイドラインの周知や、中小企業に対するテレワ

ーク導入経費の助成、テレワークに関する労務管理と ICT の双方についてワン
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ストップで相談できる窓口の設置等により、良質なテレワークの導入・定着を

図り、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方の定着・促進に取り組む。

【再掲】 

（総務省情報流通行政局情報流通振興課、厚生労働省雇用環境・均等局有期・短時間労働

課、職業生活両立課、在宅労働課） 
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２. デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデ

ジタル基盤整備 

（１）デジタルインフラの整備 
【具体的取組】 

⒜デジタル田園都市国家インフラ整備計画の実行 

・2022年３月に策定した「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に基づ

き、光ファイバ、5G、データセンター/海底ケーブル等のデジタル基盤の整備

を推進する。整備の効果を最大化するため、総務省が、地方公共団体、通信事

業者、社会実装関係者、インフラシェアリング事業者等から形成される「地域

協議会」を開催し、5Gや光ファイバの整備とデジタル実装とのマッチングを

推進するとともに、Beyond 5Gの研究開発を加速し 2020年代後半から順次、

開発成果の社会実装を実現する。 

（総務省総合通信基盤局総務課、電気通信事業部事業政策課ブロードバンド整備推進室、

データ通信課、電波部移動通信課、国際戦略局技術政策課） 

 

⒝光ファイバ整備 

・不採算地域におけるブロードバンドサービスの安定した提供を確保するための

交付金制度の創設等の制度整備に取り組む。 

（総務省総合通信基盤局電気通信事業部事業政策課） 

・高度無線環境整備推進事業等を活用した光ファイバ整備を推進するとともに、

地方公共団体が保有する光ファイバの高度化に対して必要な支援を行う。ま

た、人口減少等を見据え、効率化を図るため、ブロードバンド基盤の担い手に

関して「公」から「民」への移行を推進する。 

（総務省総合通信基盤局電気通信事業部事業政策課ブロードバンド整備推進室） 

 

⒞5G整備 

・2022年度における新たな 5G用周波数（2.3GHz帯）の割当てにおいて、条件不

利地域等の基地局整備を評価する指標を導入する。 

（総務省総合通信基盤局電波部移動通信課） 

・電波監理審議会による電波の有効利用評価の強化、有効利用の程度が一定の基

準に満たないとき等の周波数の再割当て、開設計画の認定を受けている携帯電

話事業者に対する特定基地局の開設の責務規定の創設等の必要な制度整備に取

り組む。 

（総務省総合通信基盤局電波部電波政策課） 

・携帯電話等エリア整備事業により、携帯電話事業者やインフラシェアリング事 

業者による条件不利地域での 5G基地局整備等を支援する。 

（総務省総合通信基盤局電波部移動通信課） 

・インフラシェアリングを活用した 5G 基地局整備を促進し、その整備を加速す

る。また、5G 及びローカル 5G の整備については、安全性やオープン性等を確
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保しつつ推進する。 

（総務省情報流通行政局地域通信振興課デジタル経済推進室、総合通信基盤局電波部移動

通信課、経済産業省商務情報政策局情報産業課） 

・複数の事業者の 5G基地局を共用化する技術について研究開発を実施する。 

（総務省総合通信基盤局電波部移動通信課） 

・高周波数帯を利用し、システム全体の「高信頼性」、「高エネルギー効率」及び

「高効率な周波数利用」を実現する技術の研究開発を実施する。 

（総務省総合通信基盤局電波部移動通信課新世代移動通信システム推進室） 

 

⒟地域のデジタル基盤の構築の推進 

・ローカル 5G などの地域における情報通信インフラの構築のための取組を通じ

て、地域のデジタル基盤の整備・活用を推進する。 

（総務省情報流通行政局地域通信振興課） 

 

⒠データセンター/海底ケーブル等整備 

・地方における医療・教育・交通・農業等、デジタル実装の促進や我が国のレジ

リエンス強化、エネルギー・通信の効率化等の観点から、データセンターの地

方拠点整備を含め、民間事業者によるデータセンターの全国展開を促進する。 

（総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課、経済産業省商務情報政策局情報産

業課） 

・地方におけるデジタル実装を促進するとともに、災害の激甚化・頻発化に対す

る通信ネットワークの強 靱
じ ん

化を図るため、2025年度末までに日本一周する国

内海底ケーブルを完成させ、また、国際海底ケーブルの地方分散を促進する。 

（総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課） 

・インターネットトラヒックの混雑緩和や地域格差のないインターネットの品質

確保等に向けて、トラヒックの事前予測・共有や地域分散、インターネットの

品質測定手法の確立に向けた取組を実施する。 

（総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課） 

 

⒡ケーブルテレビネットワークの光化等 

・地域における情報の流通に資するケーブルテレビネットワークの光化等を支援

する。 

（総務省情報流通行政局衛星・地域放送課地域放送推進室） 

 

⒢次世代の情報通信インフラ「Beyond 5G」の社会実装 

・2030年代の情報通信インフラ「Beyond 5G」（いわゆる 6G）の技術開発を我が

国がリードし、大阪・関西万博を起点として 2025年以降順次、 

- 通信インフラの超高速化と省電力化（光ネットワーク技術や光電融合技術、

テラヘルツ波技術） 

- 陸海空をシームレスにつなぐ通信カバレッジの拡張（衛星や HAPS 等の非地
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上系ネットワーク（NTN）技術） 

- 利用者にとって安全で高信頼な通信環境（セキュアな仮想化・オーケストレ

ーション技術） 

 等を実現する開発成果の社会実装と国際標準化を強力に推進する。 

（総務省国際戦略局技術政策課） 

 

⒣Beyond 5Gに向けた研究開発戦略の策定と研究開発の加速 

・上記を実現するため、情報通信審議会において我が国が注力すべき研究開発課

題を含む Beyond 5Gに向けた研究開発戦略の検討を進め、2022年夏に取りま

とめるとともに、総務省において、同戦略を反映した Beyond 5G研究開発を強

力に加速する。 

（総務省国際戦略局技術政策課） 

 

⒤森林における通信の確保 

・森林における通信については、地形や立木の影響により電波が減衰しやすい等

の課題が存在する。このため、まずは現場ニーズの高い緊急通報や獣害対策に

おける通信（LPWA）の活用を推進するとともに、林業機械の遠隔操作や生産デ

ータの送信等のより高度な通信について、衛星コンステレーション等の新しい

技術も含め、森林内への適用可能性について検証しつつ、活用を進める。 

（林野庁森林整備部研究指導課） 

 

⒥準天頂衛星システムの開発・整備・運用 

・準天頂衛星システム４機体制による衛星測位サービス、測位精度を向上させる

測位補強サービス及び災害情報・安否情報を配信するメッセージサービスの提

供を着実に実施するとともに、持続測位が可能となる７機体制の 2023年度目

途の構築に向け、着実に開発・整備を進める。 

（内閣府宇宙開発戦略推進事務局） 

 

（２）マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大 
【具体的取組】 

⒜マイナンバーカードによる利便性の高い市民カードの実現 

・市区町村における好事例の横展開、関係システムの標準仕様への反映、様々な

サービス・場面に応じたマイナンバーカードの利用方法の実現や周知等を行う

ことにより、印鑑登録証、図書館カードなどの市区町村の各種市民サービスカ

ードとして、マイナンバーカードを利用できるようにすることを目指す。 

（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード担当） 

 

⒝マイナンバーカードによる利便性の高いオンライン市役所サービスの実現 

・各種手続におけるマイナンバーカードの利用を進めるに当たり、特に、以下の

取組を重点的に進めることにより、様々な手続がオンラインで迅速にでき、ま
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た、個人に応じたサービス案内をオンラインできめ細かく受け取れ、簡単に申

し込めることができるようにすることを目指す。 

①コンビニ交付サービスについて、対応市区町村を順次拡大し、全国でできる

ようにすることを目指す。 

②引越し時の転出届、転入予約を 2022年度中に市区町村で可能にする。 

③子育て・介護等の特に国民の利便性の向上に資する行政手続（31手続）に

ついて、2022年度中に、原則、全ての地方公共団体でマイナポータルから

マイナンバーカードを用いたオンライン手続を可能にすることを目指す。ま

た、31手続以外の様々な手続についても、地方公共団体によりオンライン

手続を可能にすることを目指す。このため、全ての地方公共団体におけるマ

イナンバーカードを用いた子育て・介護等のオンライン手続が可能となるよ

う、システム改修等を支援する。 

④市町村の基幹システム側からマイナポータルへの情報通知を実現するため、

申請管理システムの標準仕様への反映、マイナポータルの改修等を行うとと

もに、広く行政機関からマイナポータルへの情報通知を実現するための検討

等を行う。 

（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード担当、総務省自治行政局住民

制度課、住民制度課マイナンバー制度支援室、地域情報化企画室） 

 

⒞マイナンバーカードによる民間電子商取引の発展 

・オンラインでも対面でも、迅速・確実な本人確認等をデジタルで完結して行う

ことができ、顧客・事業者双方にメリットがあるマイナンバーカードの民間利

用の推進を目指し、メリットや利用方法の周知のほか、民間事業者の意見を聴

取し、必要な措置について検討・実施する。 

（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード担当） 

 

⒟マイナンバーカードの普及の推進 

・安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点か

ら、国はマイナンバーカードの利便性向上・利活用シーンの拡大を更に推進す

るとともに、市町村における交付体制の強化に向けた支援を行う等、マイナン

バーカードの普及を強力に推進する。 

（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード担当、総務省自治行政局住民

制度課マイナンバー制度支援室） 

 

⒠マイナンバーカードの普及等デジタル社会の基盤の状況を踏まえたデジタル田

園都市国家構想交付金の検討 

・マイナンバーカードの普及等デジタル社会の基盤の状況をデジタル田園都市国

家構想交付金による支援に際して評価することについて検討する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、デジタル

庁国民向けサービスグループデジタル田園都市国家構想検討チーム） 
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⒡マイナンバー制度の利活用の推進 

・個人の ID・認証基盤であるマイナンバー制度をデジタル社会における社会基

盤として利用することにより、行政の効率化、国民の利便性の向上、公平・公

正な社会を実現する。 

（デジタル庁デジタル社会共通機能グループ ID認証・マイナンバー担当） 

 

⒢自治体マイナポイントの全国展開 

・地域独自のポイント給付施策をオンラインで迅速かつ効果的に実施できる自治

体マイナポイントの基盤を整備し、全国展開を推進する。 

（デジタル庁国民向けサービスグループマイキープラットフォーム担当、総務省自治行政

局マイナポイント施策推進室） 

 

⒣マイナポイント第２弾によるデジタル社会の実現 

・マイナンバーカードの普及を促進するとともに、消費喚起や生活の質の向上に

つなげるため、マイナンバーカードを活用して、幅広いサービスや商品の購入

等に利用できるマイナポイント（①マイナンバーカードの新規取得者等に最大

5,000円相当、②健康保険証利用申込者に 7,500円相当、③公金受取口座登録

者に 7,500円相当）を付与する。 

 このマイナポイント第２弾により、マイナンバーカードの普及やキャッシュレ

ス決済の拡大を図りつつ消費を喚起し、更に健康保険証利用や公金受取口座の

登録も促進することでデジタル社会の実現を図る。 

（デジタル庁国民向けサービスグループマイキープラットフォーム担当、マイナポータル

担当、デジタル社会共通機能グループ公金受取口座担当、総務省自治行政局マイナポイ

ント施策推進室、厚生労働省保険局保険データ企画室） 

 

⒤キャッシュレス基盤の構築による地域活性化 

・地方における住民の利便性向上や消費喚起促進等による地域活性化のため、一

般社団法人キャッシュレス推進協議会と共に統一コード（JPQR）や地域通貨の

普及に向けた取組を通じて、マイナポイント活用場面や決済データ利活用の拡

大等により地域のキャッシュレス化を推進する。 

（総務省自治行政局マイナポイント施策推進室、情報流通行政局情報流通振興課デジタル

企業行動室） 

 

⒥マイナンバーカードの普及状況等を踏まえた交付税算定の検討 

・2023年度から、マイナンバーカードの普及状況等も踏まえつつ、マイナンバー

カードの交付率を普通交付税における地域のデジタル化に係る財政需要の算定

に反映することについて検討する。 

（総務省自治財政局交付税課） 

014370
ハイライト表示
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（３）データ連携基盤の構築 

ⅰ公共・準公共領域におけるデータ連携基盤等の整備 
【具体的取組】 

⒜データ連携基盤の構築に向けた国からの支援 

・品質・コスト・スピードを兼ね備えた行政サービス実現に向けた情報連携の基

盤となる公共サービスメッシュの設計について検討するとともに、各地域にお

けるデータの創成を支援する仕組みを整備する。また、各地域における、民間

サービス間等でのデータ連携を担うエリア・データ連携基盤の整備を進めるた

め、コアとなる部品の提供を行いつつ、この動きを支援する。 

・円滑なデータ連携が行えるデータ形式の設計が進むよう、政府相互運用性フレ

ームワーク（GIF）を提供する。 

・また、社会のデータを国全体で整備をするベース・レジストリを推進するとと

もに、各地方公共団体が進めるオープンデータの取組を支援する。 

・政府が整備を進めてきたスマートシティのアーキテクチャに基づき、データ連

携基盤のコアとなるデータ仲介機能（ブローカー）を、普及実績のある Orion

をベースに不足機能を補う形で、2021年度に開発を行ったところ。開発した

機能については、詳細なドキュメントを順次整備するとともに、関係企業・団

体が運営する団体、具体的には、一般社団法人データ社会推進協議会を通じ

て、その無償提供と活用に関する助言を進めていく。各地域による統合的なデ

ータ連携基盤の構築を支援する。 

（デジタル庁国民向けサービスグループデジタル田園都市国家構想検討チーム） 

・今後、産業用を中心に、欧州で GAIA-Xが開発を進めるコネクタ型のブローカ

ーが広がることを見据え、我が国においても、一般社団法人データ社会推進協

議会と関係省庁が協力しつつ、分野間データ連携基盤である「DATA-EX」の運

用に向けて引き続き、関連技術の実証・実装に向けた取組を進める。 

（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局、デジタル庁デジタル社会共通機能グルー

プデータ班） 

・データ流通推進上の課題となる提供先でのデータの流用やプライバシー侵害等

の懸念・不安を払拭するため、データ連携基盤構築の際に踏まえるべき視点と

検討手順を示した「プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイ

ダンス ver1.0」（令和４年３月４日公表）を参照し、データ連携基盤の利用

規約等のルールを検討する。 

（内閣府知的財産戦略推進事務局、デジタル庁デジタル社会共通機能グループデータ班） 

 

⒝ガバメントソリューションサービスの整備 

・国・地方全体を通じた効率的かつ高品質なネットワーク環境を整備し、2023

年度までに 1,000か所以上の国・地方支分部局等の拠点整備を目指す。 

（デジタル庁デジタル社会共通機能グループガバメントソリューションサービス班） 
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⒞地方公共団体の基幹業務システムに係るガバメントクラウドの活用 

・地方公共団体が、安心してガバメントクラウドを利用できるようにするため、

2021年度及び 2022年度に実施するガバメントクラウド先行事業の結果を踏ま

え、地方公共団体によるガバメントクラウドへのシステム移行を支援する。 

（デジタル庁デジタル社会共通機能グループ地方業務システム基盤チーム） 

 

⒟地方公共団体情報システムの統一・標準化 

・地方公共団体の情報システムの統一・標準化の取組を進めるため、標準仕様に

適合したシステムへの移行のために必要となる経費に対する補助（全額国費）

を行うことで円滑な移行を支援する。支援に当たっては、地方公共団体の意見

を丁寧に聞きつつ、移行に当たり必要な措置を講ずる。 

（デジタル庁デジタル社会共通機能グループ地方業務システム基盤チーム、総務省自治行

政局住民制度課デジタル基盤推進室） 

 

ⅱ公共・準公共領域におけるその他の共通サービス基盤の整備 
【具体的取組】 

⒜統計データの利便性向上と環境整備 

・各府省は、統計データをより利便性の高いデジタル化を踏まえたかたちで提供

していく必要があることから、総務省は統計データの整備に係る方針を策定

し、各府省における統計データの整備を積極的に支援する。 

（総務省統計局統計情報システム管理官、政策統括官（統計制度担当）付統計企画管理

官） 

 

⒝公的統計におけるビッグデータの利活用の推進 

・ビッグデータ等の活用に関する情報を一元的に集約・提供する「ビッグデー

タ・ポータル（仮称）」を構築し、ビッグデータ等を用いて各地域で直面して

いる課題を把握・解決した好事例等を広く共有し、同様の取組を推進する。 

（総務省統計改革実行推進室） 

 

⒞デジタルツインの実現のための地理空間情報整備 

・国土のデジタルツインの実現に必要不可欠な高精度な標高データについて、デ

ジタルインフラとしての役割を果たすべく、３次元点群データの整備を引き続

き行いつつ、特に南海トラフ地震などの災害発生リスクの高いエリアについて

着実に整備を実施する。 

（国土交通省国土地理院地理空間情報部、基本図情報部） 

 

⒟位置の基準を与える位置情報インフラの整備 

・位置情報インフラである GNSS 連続観測システム（電子基準点網）の安定的な

運用・高度化等により、自動運転や ICT 施工等で国家座標に基づく位置の基準

を安心して使えるよう地理空間情報の整備・提供を着実に行う。 
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（国土交通省国土地理院測地部、測地観測センター） 

 

⒠Ｇ空間情報の高度活用の社会実装 

・我が国の準天頂衛星システムが提供する高精度測位情報と地理情報システムを

組み合わせた「Ｇ空間情報」の活用により、統合型Ｇ空間防災・減災システム

の構築をはじめ、防災、農業、交通等の様々な分野で高度な技術の社会実装を

推進する。 

（内閣官房地理空間情報活用推進室） 

 

⒡Ｇ空間情報のデータ連携の推進 

・Ｇ空間情報センターをハブとして、防災、農業、交通等の様々な分野のデータ

が垣根を越えてつながるよう、システムの標準化等を図り、全国的なデータ連

携基盤の構築を推進し、地域経済の活性化及び地域課題の解決を図る。 

（内閣官房地理空間情報活用推進室） 

 

⒢デジタル田園都市国家構想が目指す中長期的な方向性や新たな生活空間の実現

に向けたデータの利活用状況の可視化 

・仕事、交通、教育、医療をはじめとした地方が抱える様々な課題について、

RESAS 等によりデータを提供するほか、デジタル田園都市国家構想が目指す中

長期的な方向性や新たな生活空間の未来像をデータから可視化する。これによ

り、地方公共団体の政策立案や地域企業の経営判断におけるデータの利活用を

推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

 

ⅲ産業領域におけるデータ連携基盤等の構築 

【具体的取組】 

⒜グローバル・サプライチェーン対応 

・CO2排出量の表示、模倣品排除など、グローバル・サプライチェーンにおいて

新たに対応が必要となっているデータ共有・利活用基盤を構築する。 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課） 

 

⒝産業 DXのためのデジタルインフラ整備 

・モビリティや取引（受発注、請求、決済）、スマートビルの分野を中心に、相

互連携に必要となるシステム全体のアーキテクチャの設計・検証や実装に向け

た技術開発を行い、世界をリードする新たな産業・サービスを創出することを

目指す。 

（経済産業省商務情報政策局情報経済課アーキテクチャ戦略企画室） 
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⒞スマートホーム 

・同居、遠隔を問わず家族のつながりや、学生と地域社会のかかわり等を可視化

し、そのために有効なサービスとデータ連携のニーズを明らかにすることで、

家電や住宅設備、携帯機器、インフラ等を活用した新たなライフスタイルを提

案、実現する。【再掲】 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課） 

 

（４）ICT の活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワ

ークの整備 
【具体的取組】 

⒜持続可能性と利便性の高い地域公共交通ネットワークへの再構築 

・人口減少やマイカーへの転移等により利用者が大幅に減少し、危機的状況にあ

るローカル鉄道について、国が中心となり、沿線地方公共団体と鉄道事業者を

含む関係者による新たな協議の枠組みを創設する。その上で、協議に必要なデ

ータ等を共有し、対象線区が鉄道の特性を発揮できるか否か、多様な観点から

再確認した上で、地域公共交通ネットワークのあり方という観点から、デジタ

ル技術の導入を含め、実証事業も活用しながら必要な対策を関係者に促してい

く。具体的には、保守等を含む DXの推進や新技術の活用、輸送モード間の連

携、上下分離等や新たな輸送モードの導入等を通じて、より持続可能性と利便

性の高い地域公共交通ネットワークへ再構築していくこととし、その実現に向

け、規制・運用の緩和・特例や実効性ある支援等を実施する。【再掲】 

（国土交通省鉄道局鉄道事業課） 

・最新技術の実装を進めつつ、地方公共団体がバス等のサービス水準を設定した

上で、交通事業者に対して、エリア一括して複数年にわたり運行委託する場合

に、事業者の収支改善インセンティブを引き出すため、複数年にわたる長期安

定的な支援に向け、実効性ある支援等を実施する。 

（国土交通省総合政策局地域交通課） 

 

⒝高速かつ安定的な交通インフラの整備 

・移動時間を１時間強に短縮し、三大都市圏間及びその周辺地域のアクセス利便

性向上を図る。このため、リニア中央新幹線について、水資源、環境保全等の

課題解決に向けた取組を進めることにより品川・名古屋間の早期整備を促進す

るとともに、全線開業の前倒し 44を図るため、建設主体が 2023年から名古

屋・大阪間の環境影響評価に着手できるよう、沿線自治体と連携して、必要な

指導、支援を行う。 

 （国土交通省鉄道局幹線鉄道課、施設課） 

 
                                                   
44 リニア中央新幹線については、2016年、建設主体の当時の 2045年の東京・大阪間の全線開業計画について全線開業までの

期間の最大８年間前倒し（最速 2037年）を図るため、財政投融資を活用して 2016年、2017年の２年間で３兆円の長期、

固定、低利の貸付けを行った。 
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（５）エネルギーインフラのデジタル化 
【具体的取組】 

⒜エネルギーインフラのデジタル化 

・高粒度・高頻度の電圧値取得の機能や、需要家機器との接続機能が追加・強化

された次世代スマートメーターを 2025年度から導入し、配電線の適正制御を

はじめとした配電・変電設備の運用の高度化や VPP45事業の効果的な実現、エ

ネルギーマネジメントの高度化、停電早期把握を通じた、効率的な再エネ導入

拡大や省エネ促進、電力の安定供給の向上を実現する。 

（資源エネルギー庁電力・ガス事業部） 

・蓄電池や EV等の統合制御を通じた配電網の効率運用と再エネ利用拡大に資す

る「分散型エネルギーリソースを活用したフレキシビリティ技術」について、

早期の実証と着実な社会実装を目指していく。 

（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課） 

・系統整備に関するマスタープランを 2022年度中に策定し、データセンターな

ど需要サイドの見通しを折り込んだ送配電網の増強を計画的に実施する。 

（資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課） 

・センサーを活用して気温や風などの実データを計測し、それに基づき送電可能

量を制御することで送電線容量の最大限の利用を可能とする「ダイナミックレ

イティング」技術の導入等を順次拡大する。 

（資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課） 

・再エネ有効活用につながる、ディマンドレスポンスや系統混雑の緩和等に資す

る蓄電池に関して、2022年４月に中間とりまとめを行った「蓄電池産業戦

略」について 2022年夏頃目途に最終とりまとめを行い、国内製造基盤・上流

資源の確保、人材育成、次世代技術開発、蓄電池の導入促進等を一体的に支援

する。 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課電池産業室） 

 

（６）次世代計算基盤・研究デジタルインフラの整備 

ⅰ次世代計算基盤 

【具体的取組】 

⒜IoT 用半導体産業基盤の強化 

・先端半導体の国内生産拠点の整備及び当該生産拠点での継続生産、サプライチ

ェーン上不可欠性の高い半導体の生産設備刷新を通して IoT 用半導体産業基盤

の強化を実現する。 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課） 

 

 

                                                   
45 分散型エネルギーリソースの保有者もしくは第三者が、リソースを制御（リソースからの逆潮流も含む）することで発電

所と同等の機能を提供する技術。 
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⒝次世代計算基盤の整備 

・スーパーコンピュータや AI コンピュータを含む古典コンピュータと量子コン

ピュータなど、様々な計算資源を、超分散処理や連合学習、秘密計算、光伝送

などの技術で、安全・安心につないだ次世代計算基盤を開発する。具体的に

は、先端半導体、量子、光電融合、コンピューティング及び様々な計算資源を

最適に制御する計算資源マネージャ等の技術開発等を進めていく。 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課） 

 

⒞量子関連技術 

・量子コンピュータ等の社会実装に必要な、デバイス製造・評価機能やアプリケ

ーション開発に利用できるテストベッド機能等を有するグローバル産業支援拠

点を産総研に構築する。 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課、産業技術環境局研究開発課） 

 

⒟秘密計算技術 

・データを暗号化したまま計算することができる秘密計算技術の実用化に向けた

研究開発を加速し、データ分析の高度化とプライバシー保護の両立を図る。 

（経済産業省商務情報産業局サイバーセキュリティ課） 

 

ⅱ研究デジタルインフラ 

【具体的取組】 

⒜世界最高水準の研究デジタルインフラの整備・活用による全国的な AI・デー

タ駆動型研究開発の推進及び基盤の整備 

・地方を含めた全国の大学等における AI・データ駆動型研究開発を加速するた

め、マテリアル、ライフサイエンス、気候変動・レジリエンス、人文社会の分

野におけるユースケース形成（研究データプラットフォームの構築、先導的な

AI・データ駆動型研究開発の推進等）に係る取組を推進する。 

・特に、気候変動・レジリエンス分野については、全国の大学等において、頻発

化・激甚化・広域化する災害等に対応するための複合災害や分野横断的な研究

開発を促進する、観測・予測データの共有・利活用のプラットフォーム形成等

を推進する。 

・また、他分野を先導するマテリアルでは、全国 25の大学等のネットワークの

下で良質なデータを取得可能な共用設備の高度化や、データ収集・管理体制、

AI 解析基盤の強化等を推進し、全国どこでもデータや AI 解析を利活用できる

環境を実現、脱炭素等に資するデータ駆動型研究開発を本格推進する。 

・さらに、全国どこからでも様々な研究データとつながり、最先端の研究開発を

実施できる世界最高水準の研究デジタルインフラ（SINET46、HPCI47及びストレ

                                                   
46 日本全国の大学、研究機関等の学術情報基盤として、国立情報学研究所(NII)が構築、運用している情報通信ネットワー

ク。 

47 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラストラクチャ―: スーパーコンピュータ「富岳」と全国の大

学や研究機関に設置されたスーパーコンピュータやストレージを高速ネットワーク（SINET）で結んだ共用計算環境基盤。 
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ージ）の整備と効果的な利用を促進する。 

（文部科学省研究振興局参事官（情報担当）付、科学技術・学術政策局研究環境課、研究

振興局振興企画課、ライフサイエンス課、参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担

当）付、研究開発局地震・防災研究課、環境エネルギー課） 
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３.デジタル人材の育成・確保 

（１）デジタル人材育成プラットフォームの構築 

①デジタル人材育成プラットフォームの仕組みづくり 

ⅰデジタルスキル標準の設定及びコンテンツの整備 

【具体的取組】 

⒜デジタルスキル標準の設定 

・2021 年度に、働き手一人ひとりが、DX を自分事ととらえ、変革に向けて行動

できるようになることを狙い、全てのビジネスパーソン共通に求められる学び

の指針を「DX リテラシー標準」として策定した。また、DX を推進する立場の

人材は、更に専門的なデジタル知識・能力が必要であるため、2022年末に、デ

ータやデジタル技術の利活用を通じ DX を推進する人材に係るスキル標準を策

定する。 

（経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課） 

 

⒝デジタルスキル標準に基づいた教育コンテンツの整備 

・新たに作成するデジタルスキル標準に紐付ける形で、民間事業者や大学等が提

供する様々な教育コンテンツや教育訓練給付対象講座等を統一的に提示すると

ともに、デジタル技術を活用した企業の課題解決過程を疑似経験できるケース

スタディ教育プログラム等を学生も含めて実施する。 

（文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課、高等教育局専門教育課、厚生労働省人材開

発統括官付若年者・キャリア形成支援担当参事官室、訓練企画室、企業内人材開発支援

室、経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課） 

 

ⅱ地方における活動支援 

【具体的取組】 

⒜地方における DX促進活動支援（地方 DX拠点） 

・地域の企業・産業の DX に必要なデジタル人材を育成・確保すべく、地方 DX 拠

点を創設し、数理・データサイエンス・AI拠点大学から提供されるモデルカリ

キュラムや研修の場も活用しながら、実践的な学びの場の提供等を行う仕組み

を構築する。 

（文部科学省高等教育局専門教育課、厚生労働省人材開発統括官付若年者・キャリア形成

支援担当参事官室、企業内人材開発支援室、経済産業省商務情報政策局情報技術利用促

進課、地域経済産業グループ地域企業高度化推進課） 

 

②地域経済分析システム（RESAS）を通じた取組 

ⅰRESAS を通じた人材育成等の推進 

【具体的取組】 

⒜デジタル基盤を活用した地域のデジタルデータを活用できる人材の育成 

・デジタル基盤を活用して地域経済に関する官民のデータを分かりやすく表示す
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るサービスの提供を行う RESAS 等について、デジタルスキルの獲得に資するよ

う、研修やワークショップを開催するほか、普及啓発資料や利活用促進サイト

などの教育コンテンツの整備を行う。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

・社会のデジタル化を進めていくためには、汎用スキルに加え、多様な産業を持

つ地域ごとの実情を踏まえた人材育成の取組が必要である。このため、全国共

通の汎用スキルについてオンラインセミナーを行うことで基礎的なデータ分析

のスキルを高めていくほか、地域ごとの実情に応じ、全国の地方支分部局等に

配置した政策調査員が RESAS 研修やワークショップを開催することで、地域の

特色に応じたデータ利活用の産業別スキルの育成を目指す。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

・また、全国共通の汎用スキルや地域の産業別スキルなど、データ分野のデジタ

ルスキルの獲得を効果的に推進するため、データ利活用促進のポータルサイト

を設置するほか、地方公共団体とデータ利活用に関する有識者をつなぐネット

ワークを形成する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

 

（２）職業訓練のデジタル分野の重点化 

①職業訓練のデジタル分野の重点化 

【具体的取組】 

⒜人材開発支援助成金等によるデジタル人材の育成 

・企業によるデジタル人材の育成を促進するため、人材開発支援助成金におい

て、IT 技術の知識・技能を習得させる訓練を高率助成の対象に位置付け、企

業によるデジタル人材育成の強化等に取り組む。 

（厚生労働省雇用環境・均等局有期・短時間労働課、人材開発統括官付企業内人材開発支

援室） 

 

⒝離職者等向けの支援（職業訓練）によるデジタル人材の育成 

・離職者等のデジタル分野の職業訓練の活用を促すため、公的職業訓練につい

て、IT 分野の資格取得を目指す訓練コースの訓練委託費等の上乗せ等による

デジタル分野のコース設定の促進等、デジタル分野の重点化を実施するととも

に、制度の一層の周知・広報に取り組む。 

・離職者等による自発的な能力開発を支援する教育訓練給付について、高等教育

機関等におけるリカレント教育プログラム及び産業界で求められるスキル標準

やそれに紐付く教育コンテンツ等、関係省庁の取組との連携により、デジタル

分野の指定講座の充実を行うとともに、制度の一層の周知・広報に取り組む。

また、「生産性向上人材育成支援センター」において、DX人材をはじめ中小企
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業の人材育成に関する相談支援を行える体制を整備した上で、DXの加速化な

どの環境変化に対応した生産性向上支援訓練を拡充する。 

（厚生労働省人材開発統括官付訓練企画室、若年者・キャリア形成支援担当参事官室、経

済産業省経済産業政策局産業人材課、商務情報政策局情報技術利用促進課、文部科学省

総合教育政策局生涯学習推進課） 

 

⒞地域のニーズに合った訓練コースの設定の促進 

・職業訓練に地域のニーズをより適切に反映させるため、2022年 10月に施行さ

れる改正職業能力開発促進法に規定された都道府県を単位とした地域の関係機

関による協議会を活用し、デジタル分野を含む地域の今後の産業展開も踏まえ

た必要なスキルを習得する訓練コースの設定を促進していく。 

（厚生労働省人材開発統括官付訓練企画室） 

 

⒟民間からの提案を踏まえたデジタル人材育成の強化 

・企業や労働者の訓練ニーズに対応した支援に強力に取り組んでいく観点から、

３年間で 4,000億円規模の施策パッケージにより募集した民間提案を踏まえ

て、人材開発支援助成金の訓練メニューの高率助成化や教育訓練給付の指定講

座の充実などデジタル人材育成の更なる強化を行うとともに、制度の一層の周

知・広報に取り組む。 

（厚生労働省雇用環境・均等局有期・短時間労働課、人材開発統括官付企業内人材開発支

援室、若年者・キャリア形成支援担当参事官室） 

 

（３）高等教育機関等におけるデジタル人材の育成・確保 

①育成プログラムの充実 

【具体的取組】 

⒜数理・データサイエンス・AI 教育の推進 

・数理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシアムにおける活動を通じ、リ

テラシーレベル/応用基礎レベルのモデルカリキュラムや各大学・高等専門学

校の成果を全国へ普及・展開させる。 

・データサイエンスやコンピュータサイエンス分野を含めた複数専攻（ダブルメ

ジャー）の学位プログラムの活用を促し、人文社会科学系を中心とした分野に

おいてもデジタルの知見を併せ持つ人材を育成する。 

・国際競争力のある博士課程教育の改革に取り組む。 

（文部科学省高等教育局専門教育課） 

 

⒝大量かつ複雑なデータを分析・解析するために必要な統計人材の育成 

・統計学の教育・研究の中核となる統計エキスパートの育成を目的に、大学共同

利用機関・大学等によるコンソーシアムにおいて、若手研究者を対象とした人

材育成プログラムや共同研究を実施する。 

（文部科学省研究振興局参事官（情報担当）付） 
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⒞大学・専門学校等におけるリカレント教育の推進 

・大学・専門学校等において、地方公共団体や企業等と連携し、DXなど成長分野

に関するリテラシー/リスキルレベルのプログラムを開発・実施するととも

に、横展開を図り、多くの教育機関や企業等における活用を促進する。 

（文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課） 

 

⒟理工系分野における女性の育成・確保 

・IT 分野をはじめとした理工系分野における女性の人材を育成・確保する。地

域によっては理工系の進路情報や興味を持つきっかけとなるイベントなどの機

会が少ないことも踏まえ、地方公共団体等と連携したイベントの開催やロール

モデルによる出前授業の実施等により、理数系の学びに関するジェンダーギャ

ップを解消し、地方大学を含めた理工系学部における女子学生及び本分野にお

ける女性教員の割合の向上を促す。 

（内閣府男女共同参画局推進課、科学技術・イノベーション推進事務局、文部科学省総合

教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課） 

 

②地域や産業界と密着した教育体制の整備・強化 

【具体的取組】 

⒜産学官の連携によるデジタル人材の育成 

・大学が、地域のニーズを着実に踏まえた実践的なプログラムを構築・実施する

ことで、人材育成機関としての機能を強化する。 

 （文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 

・専修学校が企業等と連携して実践的・専門的な職業教育に取り組む職業実践専

門課程の充実を図る。 

（文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課） 

・大学間連携や地域社会のリソースを結集したプラットフォーム形成を通じて、

地域の産業高度化やイノベーション創出を担う人材を育成する取組を推進す

る。 

（文部科学省高等教育局大学振興課） 

 

⒝地域の専門人材の育成 

・高等専門学校のシーズを地域の大学や地元企業が活用できるようにすること

で、地域課題の解決や地域産業の持続的成長を推進するとともに、高等専門学

校を高度化することで、それらを担う人材を育成する。 

・これからの時代に求められる成長産業や地域産業を担う専門職業人を育成する

ため、専門職大学・専門職短期大学・専門職学科及び専門職大学院について、

教育の充実を図るための取組を推進する。 

（文部科学省高等教育局専門教育課） 
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⒞奨学金返還支援制度の活用促進 

・地域産業の担い手となる学生等の奨学金返還支援に関する地方公共団体の取組

の更なる拡大や支援制度の活用の推進のため、独立行政法人日本学生支援機構

等と連携し、広報活動を強化するなど、積極的に情報発信を行う。【再掲】 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、総務省自治財政局財務調査課、文

部科学省高等教育局学生・留学生課) 

 

⒟地方におけるインターンシップの推進 

・地方における質の高いインターンシップの展開に向け、デジタル技術を活用し

た取組事例の横展開や、地方公共団体での実践に向けたノウハウの提供等を行

う。【再掲】 

（内閣府地方創生推進室、文部科学省高等教育局専門教育課） 

 

⒠東京圏の大学等の地方へのサテライトキャンパスの設置促進 

・デジタル技術等も活用した効果的な地域課題の解決等に資する東京圏の大学等

の地方へのサテライトキャンパスの設置に向け、地方公共団体と大学等の連携

を推進するほか、誘致を希望する地方公共団体に対し、計画検討段階から助言

等を行うとともに、大学等が自発的に地方へのサテライトキャンパスの設置に

取り組むような環境整備を図る。【再掲】 

（内閣府地方創生推進室、文部科学省高等教育局高等教育企画課高等教育政策室、大学振

興課、国立大学法人支援課、私学部私学行政課、私学助成課） 

 

③専門分野におけるデジタルスキルを有する人材の育成 

【具体的取組】 

⒜AI 技術の開発・導入を推進する医療人材の養成 

・医療・介護現場における各種データを活用した機械学習や企業等における AI

技術の課題解決への応用の学び等を目的として、保健医療分野での AI 実装に

向けた新たな教育拠点の構築を支援する。 

（文部科学省高等教育局医学教育課） 

 

⒝産学連携したロボット人材の育成 

・ロボットメーカーやシステムインテグレーターといった産業界と、高等専門学

校や工業高校などの教育機関が連携して設立した「未来ロボティクスエンジニ

ア育成協議会（CHERSI）」が中核となり、高等専門学校等向けの教材開発、産

業界の講師による教員・学生向けの講義等を実施する。 

（経済産業省製造産業局ロボット政策室） 

 

⒞産学官連携による半導体人材の育成 

・企業や業界団体等の産業界と、高等専門学校や大学等の教育機関、文部科学省

や経済産業省、九州各県が連携した「九州半導体人材等育成コンソーシアム」

014370
ハイライト表示
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を設立し、半導体人材の育成・確保に向けて、今後、同様の取組の全国的な展

開を図る。 

（経済産業省商務情報政策局情報産業課） 

 

（４）デジタル人材の地域への還流促進 

①「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」の推進 

【具体的取組】 

⒜UIJ ターンによる起業・就業者の創出 

・東京 23区在住・在勤者が地方に移住して起業や就業等をする場合に、地方公

共団体が移住支援金や起業支援金を支給する取組を引き続き支援しながら、地

域の将来を担う人材を確保するため、地方での子育てを希望する若い世帯の移

住を更に後押しする。また、地方において様々な分野で卓越した技術を有する

事業者の情報を発信し、その技能承継や後継者確保等を促進するため、移住支

援金の活用も含め、地域を越えた就業希望者とのマッチングサポートを行う地

方公共団体等の取組を支援する。さらに、都市部の人材を活用した地方公共団

体の移住支援体制の強化を図る。【再掲】 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

 

⒝地方への仕事の移転 

・Society5.0関連業種等、デジタル技術等を活用しつつ地域を支えるクリエイ

ティブで付加価値の高い産業分野での起業や、第二創業による当該産業分野へ

の進出等を地方創生起業支援事業により支援し、地域においてスタートアップ

企業や若者をひきつけるような産業を地方に創出するとともに、雇用拡大等に

より地域経済を活性化させる。【再掲】 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

 

⒞地域企業のデジタル人材のマッチング支援 

・地域企業の成長・生産性向上を実現するため、地域企業の経営幹部や経営課題

解決に必要な専門人材のマッチングを支援する「先導的人材マッチング事業」

について、日常的に地域企業と関わり、その経営課題をよく理解する地域金融

機関に加え、スタートアップ企業の実情を把握するベンチャー・キャピタルや

スタートアップ専門の職業紹介事業者等の参画・連携を促進する。これによ

り、地域におけるイノベーション創出を後押しし、地方からのデジタル実装の

加速化を図るとともに、経営幹部やデジタル人材などのハイレベル人材の地域

への還流を目指す。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・地域企業におけるデジタル人材の確保に資するため、プロフェッショナル人材

戦略拠点の体制強化支援や副業・兼業促進のための環境整備に取り組む。ま

た、プロフェッショナル人材のマッチングで高いノウハウと実績を有するプロ



149 

フェッショナル人材戦略拠点に対し、地域企業とネットワークを有する地域金

融機関との連携強化を 慫慂
しょうよう

するとともに、ベンチャー・キャピタル等との協

働を促進し、スタートアップを含む地域の幅広い企業の経営課題解決に必要な

デジタル人材等のマッチングを支援する。こうした民間事業者との連携による

ノウハウの共有・移転と外部人材を活用する企業の裾野拡大を通じて、地域へ

のデジタル人材等の還流と、地域人材市場の育成、マッチングビジネスの早期

市場化・自立化を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・REVIC が行う「地域企業経営人材マッチング促進事業」による、大企業人材と

地域企業をつなぐ人材プラットフォームの整備及び経営人材を確保した地域企

業への補助等を通じ、転籍や副業・兼業、出向といった様々な形でのマッチン

グを推進するなど、地域金融機関の人材仲介機能の強化を図ることで、「先導

的人材マッチング事業」や「プロフェッショナル人材戦略拠点」を通じた、地

域企業の経営人材の確保を加速させ、地域企業によるデジタルを活用した成

長・生産性向上の実現を目指す。【再掲】 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、金融庁監

督局総務課人材マッチング推進室） 

 

⒟地方公共団体へのデジタル人材の確保支援 

・情報通信関連事業者などの民間事業者と連携し、地域の DX等を支援できる社

員を「デジタル専門人材」（デジタル技術を活用し、地域課題を解決・改善す

る人材）として、人材を求める地方公共団体に派遣する。これにより、その知

識やノウハウの地域への移転・定着を図り、デジタル技術を活用した地方創生

のための人材基盤を整備する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・企業社員、DXスキルを有する個人等からなる DX人材のチームを組成して地域

に派遣し、地域と連携して DXによる地域の課題解決を図る「DXチーム派遣モ

デル」について、副業・兼業やプロボノの活用等の拡張を図る。また、ノウハ

ウの全国展開を図ることで、地域 DX人材、地域 DXの中間支援組織等の育成・

確保を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・市町村が CIO 補佐官等として、外部人材を任用する場合等に要する経費につい

て地方財政措置を講ずるとともに、市区町村における外部人材の募集情報を収

集の上、総務省ウェブサイトで公表するとともに、協力企業に展開し、市区町

村の取組を後押しする。また、地方公共団体と外部人材のマッチング機能の強

化や、複数市町村により外部人材を共有する仕組みへの支援等を推進するとと

もに、人材同士のネットワークを強化する。 

（総務省自治行政局地域情報化企画室） 
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⒠地方公共団体による外国人材受け入れの取組の横展開 

・デジタル分野をはじめとした高度外国人材を含む外国人材の受入支援や共生支

援などの優良事例の収集・横展開を行い、地方公共団体の自主的・主体的で先

導的な取組について、引き続き地方創生推進交付金により積極的に支援する。

【再掲】 
（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局） 

 

②地域における人材確保に関する多様な支援 

【具体的取組】 

⒜地域活性化に取り組む人材の掘り起こしとデータ利活用等のデジタルスキルの

向上・横展開 

・政策立案アイデアコンテストなどのイベントを通じて地域活性化に取り組む人

材の掘り起こしを行い、それらの人材に RESAS 等によるデータ利活用を促すこ

とでデジタルスキルを向上させ、地域活性化の成功例を地域に横展開する。こ

れにより、データ利活用の取組を組織やコミュニティ間に波及させることを目

指す。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

 

⒝「地域オープンイノベーション拠点選抜制度」を通した支援 

・デジタル人材育成に貢献するため、「地域オープンイノベーション拠点選抜制

度」において、AI の基礎分野から応用分野まで広範囲に及んだ先進的な研究

や人材育成に取り組み、次世代の産学連携に資するオープンイノベーション拠

点としてのハブ機能を有する拠点等を複数選抜・支援していく。 

（経済産業省産業技術環境局大学連携推進室） 

 

⒞観光デジタル人材の育成・活用 

・IT に加えマーケティング等のスキルも有する観光デジタル人材の育成を促進

する。また、DMO 等において、上記観光デジタル人材の登用を加速し、地域の

デジタル化や観光経営におけるデータ活用を主導する。 

（観光庁参事官（観光人材政策）、観光地域振興課） 

 

⒟地方創生を学ぶ機会の創出 

・地方創生の実践的知識をｅラーニング形式で提供する地方創生カレッジにおい

て、大学や民間事業者など複数の養成機関が作成した学習コンテンツを、地方

創生に関心のある幅広い年齢層・職種向けに発信し、デジタル人材を含む地方

創生を担う人材の育成を支援する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室） 

・eラーニングの提供に加え、地方創生に熱意のある関係者が集まるワークショ

ップを強化するとともに、ウェブサイトを活用し、知見の共有や相互にアイデ
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アを提案することを促すことで、地方創生の実現に向けた取組を推進する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進室、金融庁監

督局銀行第二課地域金融企画室） 

 

（５）女性デジタル人材の育成・確保 
【具体的取組】 

⒜「女性デジタル人材育成プラン」に基づく取組の推進 

・「女性デジタル人材育成プラン」に基づき、就労に直結するデジタルスキルの

習得支援及びデジタル分野への就労支援を今後３年間集中的に推進する。ま

た、プラン策定の３年後を目途に効果を検証し、プラン全体の施策の在り方に

ついて必要な見直しを行う。 

（内閣府男女共同参画局総務課） 

 

⒝「デジタル人材育成プラットフォーム」を活用した情報発信 

・「デジタル人材育成プラットフォーム」において、オンラインを含めた産学官

のデジタルスキル教育コンテンツを提供する。その際、ポータルサイトにおい

て、女性が活用しやすい講座を抽出するとともに、主要な支援策を分かりやす

く一覧化することで、求職者等が必要な情報にアクセスしやすくなるようにす

る。 

（内閣府男女共同参画局総務課、経済産業省経済産業政策局産業構造課経済社会政策室、

商務情報政策局情報技術利用促進課） 

 

⒞公的職業訓練における女性デジタル人材育成の推進 

・公的職業訓練において、IT分野の資格取得を目指す訓練コースの訓練委託費等

の上乗せや、地域の訓練ニーズを反映する協議会の活用により、デジタル分野

のコース設定を促進する。 

・育児等で時間的制約のある女性も受けやすいよう、ｅラーニングコースの拡充

や託児サービス付きの訓練コース等を実施する 

（厚生労働省人材開発統括官付訓練企画室） 

 

⒟関係機関と連携した地域の実情に応じた取組の促進 

・地域女性活躍推進交付金を通じて、女性デジタル人材の育成やリモートによる

女性登用促進のための研修、テレワークの促進、女性へのオンラインを活用し

た相談支援など、関係団体と連携して地方公共団体が行う、地域の実情に応じ

た取組を支援する。【再掲】 

・地方公共団体や企業等の優良事例をまとめた事例集を通じて、全国各地域へ取

組の横展開を図る。 

（内閣府男女共同参画局総務課） 
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⒠理工系分野における女性の育成・確保 

・IT 分野をはじめとした理工系分野における女性の人材を育成・確保する。地

域によっては理工系の進路情報や興味を持つきっかけとなるイベントなどの機

会が少ないことも踏まえ、地方公共団体等と連携したイベントの開催やロール

モデルによる出前授業の実施等により、理数系の学びに関するジェンダーギャ

ップを解消し、地方大学を含めた理工系学部における女子学生及び本分野にお

ける女性教員の割合の向上を促す。【再掲】 

（内閣府男女共同参画局推進課、科学技術・イノベーション推進事務局、文部科学省総合

教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課） 

 

（６）その他の関連重要施策 

 ①初等中等教育段階における情報活用能力の育成 

【具体的取組】 

⒜初等中等教育段階における情報活用能力の育成 

・2020年度から順次実施されている学習指導要領において、情報活用能力を学習

の基盤となる資質・能力として位置付けたことに沿って、高等学校において、

プログラミングやネットワークを含む「情報Ⅰ」を共通必履修科目として設置

する等、初等中等教育段階を通じ教科等横断的に情報活用能力を育成する。 

（文部科学省初等中等教育局学校デジタル化プロジェクトチーム） 

・地方公共団体や地域企業と連携し、教育機関におけるデータリテラシーの向上

に向けて、データを活用した政策立案のアイデアを競うコンテストなどの普及

促進イベントを実施するほか、RESAS 等を教育の現場で活用するための副教材

を提供することで、文理を問わず数理やデータサイエンスを応用する力を持っ

た人材の育成を加速する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 

・将来のデジタル人材として期待される、中学生や高校生等が取り組むデジタル

関連活動（学校部活、地域クラブ活動、個人活動など）やデジタル関連授業を

産業界等が支援する取組を、産学官の連携により促進する。 

（経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課、文部科学省初等中等教育局学校デジタ

ル化プロジェクトチーム情報教育振興室、総務省情報流通行政局情報流通振興課情報活

用支援室） 

 
②デジタルスキルを習得する多様な機会の確保 

【具体的取組】 

⒜データサイエンスに関する講座 

・統計リテラシーを有する者を増加させ、データサイエンス力の高い人材の育成

と国民や事業者によるデータの適切な利用を推進することを目的として、統計

データを利活用していく能力の向上に資するオンライン講座を実施する。 

（総務省統計局統計情報利用推進課） 
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⒝統計リテラシー向上セミナー 

・民間企業における統計データの利活用が可能な人材を育成し、政府統計データ

への理解増進を図り、ビジネス社会における政府統計データの有効活用を推進

することを目的として、民間企業の社会人を対象にビジネスで役立つ統計デー

タ利活用に関するセミナーを開催する。 

（総務省統計局統計データ利活用センター） 

 

⒞DX推進施策(DX銘柄・DX認定等)を通した人材育成促進 

・DX銘柄や DX認定の基準となるデジタルガバナンス・コードにおいて、デジタ

ル人材の育成・確保等の新たな視点を盛り込むべく、2022年１月に「コロナ

禍を踏まえたデジタル・ガバナンス検討会」を立ち上げ、検討を行っている。 

（経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課） 

 

⒟地域のサイバーセキュリティ人材の育成 

・地域のセキュリティ・コミュニティ（「地域 SECUNITY」）の活動支援を通じ、

各地域においてサイバーインシデント対応演習等を開催するとともに、各地域

の特色を活かした産学官連携を促進することで、地域におけるセキュリティ人

材の育成や地域企業のセキュリティ強化を図る。 

（総務省サイバーセキュリティ統括官室、経済産業省商務情報政策局サイバーセキュリテ

ィ課） 

 

⒠情報処理安全確保支援士の確保 

・サイバーセキュリティに係る最新の知識・技能を備えた専門人材の国家資格で

ある情報処理安全確保支援士（登録セキスぺ）の運用・普及啓発を通じ、サイ

バーセキュリティ人材の確保を図る。 

（経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課、サイバーセキュリティ課） 

 

③公的分野におけるデジタル人材の育成・確保 

【具体的取組】 

⒜公的分野のデジタルデータ利活用人材の育成・確保 

・地方公共団体のデジタル化を推進するため、地方公務員を対象として、オンラ

インセミナーを行うことで基礎的なデータ分析のスキルを高めるほか、地域ご

との実情に応じ、全国の地方支分部局等に配置した政策調査員が RESAS 研修や

ワークショップを開催することで、地域の特徴に応じたデータの利活用が行え

る人材を育成する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、経済産業省地域経済産業グループ

地域経済産業調査室） 
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⒝サイバーセキュリティ人材育成に向けた演習 

・国立研究開発法人情報通信研究機構を通じ、国の機関、地方公共団体等の情報

システム担当者等を対象に、実機の操作を伴った体験型の演習を実施し、サイ

バー攻撃への実践的な対処能力を持つセキュリティ人材等を育成する。 

（総務省サイバーセキュリティ統括官室） 

・重要インフラや我が国経済・社会の基盤を支える産業のサイバー攻撃への防護

力を強化するため、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）産業サイバーセキ

ュリティセンターにおいて、模擬プラントを用いた演習を通じて、官民の共同

によりサイバーセキュリティ対策の中核となる人材を育成する。あわせて、サ

イバーインシデントに係る事故調査の体制整備を進める。 

（経済産業省商務情報政策局サイバーセキュリティ課） 

 

⒞国家公務員・地方公務員における統計人材の育成 

・統計の作成、分析・利用に必要な知識の習得を目的として国家公務員・地方公

務員を対象に実施する研修について、集合形式の研修に加え、eラーニング形

式のオンライン研修や研修のライブ配信等、ICT を活用した研修の充実を図

り、多くの職員が受講しやすい環境を整備する。 

（総務省統計研究研修所研修企画課） 

 

⒟地域づくりの分野におけるデジタル人材の育成・確保 

・都市情報と都市活動に関連する静的・動的な情報を連携させることで様々な課

題の分析、検討、解決を図る都市情報基盤である「i-都市再生」に係る研修等

を推進し、豊かで魅力あふれる地域づくりの推進に向けた地域課題の見える

化、分析、合意形成等を高度かつ効率的に実行するデジタル人材の育成を進め

る。 

（内閣府地方創生推進事務局、国土交通省都市局都市政策課） 

 

⒠デジタル人材育成を通じた地域におけるテレワークの普及・促進 

・都市部と比べてテレワークの普及が遅れている地域において、テレワークマネ

ージャーの派遣等を通じて地方公共団体との連携を強化し、ICT ツールの積極

的活用を推進できるデジタル人材を育成・確保することで、地域におけるテレ

ワークの普及を推進する。 

（総務省情報流通行政局情報流通振興課） 

 

⒡地域情報化アドバイザー派遣等による ICT 活用推進 

・ICT を活用した地域活性化に関する各種セミナー等により優良事例の周知広報

を行うとともに、「地域情報化アドバイザー」の派遣、地方公共団体職員向け

の研修を通じて、地域における ICT 人材の育成を推進する。 

（総務省情報流通行政局地域通信振興課） 
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⒢災害時における地図情報を活用した迅速・的確な災害対応のための人材育成 

・災害時には、様々な災害情報を集約・地図化することが迅速・的確な災害対応

につながることから、全国の地方公共団体の防災担当職員がそのための技術力

や調整力を身に付けられるような研修を実施する。 

（内閣府政策統括官(防災担当)付参事官(防災デジタル・物資支援担当)付） 

 

④個別分野におけるデジタル人材の育成・確保 

【具体的取組】 

⒜インフラ分野のデジタル技術研修（BIM/CIM 研修） 

・発注者だけではなく、地方の中小建設企業も含め、公共工事における BIM/CIM

活用を実現するための人材育成を推進する。 

（国土交通省大臣官房技術調査課） 

 

⒝Ｇ空間情報活用人材の育成交流事業 
・既存のＧ空間情報を活用した分野にとらわれない斬新なアイデア・スキルを持

つ人材の発掘とアイデアの事業化を目指すビジネスアイデアコンテストを開催

する。 

（内閣官房地理空間情報活用推進室） 

 

⒞スマート農林水産業人材の育成 

・スマート農業実証プロジェクトで培われた技術やノウハウを有する生産者、研

究者、民間企業、普及指導員等からなるチームが、他の産地の抱える課題に応

じてスマート農業の実地指導を行い、課題解決を図るとともに、支援を受けて

能力が向上した産地の関係者が、更に他の産地をサポートするといった人材育

成の好循環を形成する。さらに、産地の指導者向けの研修の充実や普及指導員

と農業支援サービス事業者等が連携してデータに基づく農業を実践する農業者

の育成を図る。 

（農林水産省大臣官房政策課技術政策室、農産局農産政策部技術普及課、農林水産技術会

議事務局研究推進課） 

・農業高校や農業大学校などの農業教育機関においてスマート農業を取り入れた

授業等の充実を図るため、現場実習等の機会の増加や指導者の育成等を図る。 

 （農林水産省経営局就農・女性課） 

・デジタル技術に精通した人材の育成・確保を図るため、スマート農業の最新技

術等を学べる人材育成拠点の設置等を推進する。【再掲】 

 （農林水産省経営局就農・女性課） 

・林業におけるデジタル人材の育成を推進するため、林業高校・林業大学校にお

けるスマート林業のカリキュラム化や実践的な教育体制の整備等を実施すると

ともに、林業経営体のデジタルに関するスキルの向上を図る。 

（林野庁林政部経営課、森林整備部研究指導課） 

・円滑な漁村地域のデジタル化に向け「水産デジタル人材バンク」を 2023 年度
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までに創設し、デジタル人材の各種情報を集約して現場に発信をしていくとと

もに、デジタル人材と漁業者等との橋渡し役を担う人材を育成し、地域内外へ

の横展開を実施する。あわせて、スマート水産人材の育成・確保に向けて、若

手漁業者をはじめ既就業者向けの短期・長期スマート技術研修等も充実させ

る。 

（水産庁漁政部企画課） 
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４.誰一人取り残されないための取組 

（１）デジタル活用を促すための支援 
【具体的取組】 

⒜データ利活用を推進する政策調査員による支援 

・全国の地方支分部局等に配置したデータ利活用を推進する政策調査員のデジタ

ル活用を促すための支援活動として、講習会等を実施する。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

 

⒝地域 ICT クラブの普及推進 

・地域でプログラミング等の ICT 活用スキルを学ぶ機会を提供する「地域 ICT ク

ラブ」の更なる普及促進に向け、地域 ICT クラブ間及び地域 ICT クラブと多様

な主体との連携の拡大等により地域の学びの運営支援を行う。 

（総務省情報流通行政局情報流通振興課情報活用支援室） 

 

（２）デジタル活用に不安のある人への支援 
【具体的取組】 

⒜デジタル推進委員の展開 

・誰一人取り残されないデジタル社会の実現に向け、総務省、厚生労働省等の関

係省庁、地方公共団体・関連団体、ボランティア団体等と連携の上、デジタル

に不慣れな方をサポートするため、国民運動として、「デジタル推進委員」の

取組を 2022年度に２万人以上でスタートし、今後、「デジタル推進委員」を全

国津々浦々に展開できるよう、更なる拡大を図る。 

（デジタル庁デジタル社会共通機能グループアクセシビリティ担当） 

 

⒝高齢者等に向けたデジタル活用支援の推進 

・高齢者等のデジタル活用の不安解消に向けて、オンラインによる行政手続など

スマートフォンの利用方法に関する講習会を 2021年度から全国の携帯ショッ

プ等で実施している。2021～2025年度の５年間での実施を想定し、2022年度

以降は携帯ショップがない市町村を念頭に講師派遣も開始する予定である。ま

た、地方公共団体による地域におけるきめ細かなデジタル活用支援の取組を促

進する。 

（総務省情報流通行政局情報流通振興課情報流通高度化推進室、自治行政局地域情報化企

画室） 

・公民館・図書館などの社会教育施設の活用を促すことにより、地域の取組にリ

アルな交流とデジタルの相乗効果が生まれ、課題解決に向けたコミュニティ活

動が活発化することで、誰一人として取り残されない、デジタル社会の実現を

図る。【再掲】 

（文部科学省総合教育政策局地域学習推進課） 
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⒞デジタルの活用による行政相談手段の多様化 

・オンラインで相談を受けるためのタブレット端末の配備、いつでも相談するこ

とができるウェブサイトの構築など、時間や場所を問わない行政相談手段を整

備し、デジタル関連の相談を含め相談対応を充実する。【再掲】 

（総務省行政評価局行政相談企画課） 

 

⒟テレワークセキュリティの確保 

・企業等がテレワークを実施する際のセキュリティ上の不安を払拭するため、テ

レワーク導入に当たってのセキュリティ対策の考え方や対策例を示した「テレ

ワークセキュリティガイドライン」等を策定する。 

（総務省サイバーセキュリティ統括官室） 

 

⒠無線 LAN セキュリティの確保 

・無線 LAN を活用する際のセキュリティ上の不安を払拭するため、利用者・提供

者双方におけるセキュリティ対策状況の実態を踏まえたガイドライン等を策定

するとともに、周知啓発等を実施する。 

（総務省サイバーセキュリティ統括官室） 

 

⒡利用者目線の使いやすいアプリ開発の支援 

・シビックテックなどの、民間企業が提供する市民目線で作られた UI/UXの積極

的な活用をデジタル田園都市国家構想推進交付金 TYPE2/3 の要件とし、地域に

おける住民向けサービスの UI/UX の使いやすさの向上を図る。 

（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、デジタル庁国民向けサービスグル

ープデジタル田園都市国家構想検討チーム） 

 

（３）「誰一人取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開 

【具体的取組】 

⒜「誰一人取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開 

・社会全体でデジタルについて定期的に振り返り、体験し、見直す機会である

「デジタルの日」を、地域を巻き込んで開催し、産学官、コミュニティなどが

連携した自発的な取組を推進する。また、「誰一人取り残されない、人に優し

いデジタル化」の実現に資する、社会貢献度の高い活動や先進的な活動等を行

う個人や企業・団体等の表彰を行う。これらの取組を通じ、社会全体のデジタ

ルへの理解を深めるとともに、デジタル社会の推進に向けた全国各地の活動・

取組について、広く普及促進を図り、事例の横展開等を進める。 

（デジタル庁戦略・組織グループコミュニケーションズ総括チーム） 
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（参考） 

１．地方の経済・社会の現状 

（１）感染症の拡大 

①感染症の状況 

2020 年に最初の感染者が確認された感染症は、最も多い時には１日の新規感染者

が 10 万人以上となる等、感染は全国に拡大した。医療機関のひっ迫等への対応のた

め、累次にわたり、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）

に基づく緊急事態宣言・まん延防止等重点措置が発出されるとともに、ワクチン接

種などの対策を進め、これまで感染抑止に努めてきた。こうした取組の効果もあり、

2021 年末にかけて一時的に感染状況の改善が見られたものの、オミクロン株の流行

に伴い、いわゆる「第６波」が全国を襲った。 

 

②人流への影響 

感染拡大防止の観点から、政府及び地方公共団体は「不要不急の外出の自粛」「都

道府県境をまたぐ移動の自粛」等をはじめとする、人々の接触機会を減らす対策の

実践を呼びかけた。こうした対策に伴い、対面を基本とするこれまでの活動形態は

大きく制限され、対面による人々の交流機会は大きく減ることになり、経済活動に

大きな影響を与えただけでなく、人々の生活スタイルや価値観にも影響を及ぼすこ

ととなった。 
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（２）地域経済・社会の状況 

①経済への影響 

第３次産業活動指数 48によると、サービス産業全体における指数は 2021年 12月に

は、感染症拡大以前の 2020 年１月に迫る数値にまで回復したが、対面でのサービス

提供が基本となる、宿泊、飲食等を含む広義 嗜
し

好的個人向けサービスは、他のサー

ビスに比べ、回復が遅れている。また、業種別の内訳を見ると、宿泊業や飲食店，

飲食サービス業、娯楽業等は感染症拡大以前の８割程度の回復にとどまっており、

2022年に入ってからは「第６波」の影響により、再度落ち込みを見せている。 

 

図４ 業種別の第３次産業活動指数の推移（2015 年＝100、季節調整値） 

 

（出典）経済産業省「第３次産業活動指数」 

（注） 「第３次産業活動指数」の業種別季節調整済指数より該当業種を抜粋し作成。 

 

  

                                                   
48 本章において掲載されている統計データ等については、2022年５月 26日時点のものである。 
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特に、宿泊業を含む観光業においては、感染症拡大以前、年間 3,000 万人を超え

る旺盛なインバウンド需要に支えられてきたが、国際的な人の往来がほぼなくなっ

たことにより、訪日外国人旅行者数が 2019 年に比べ、2021 年には 99％減となるな

ど、インバウンド需要は大きく後退している 49。また、先述の外出自粛要請等の影

響により、日本人の国内旅行者数も減少した結果、日本人及び外国人を合わせた延

べ宿泊者数は、感染状況の改善された時期を除き、感染症拡大以後、大きなマイナ

スとなる 50等、大きな打撃を受けている。 

 

図５ 年間訪日外国人旅行者数の推移（単位：万人） 

 

（出典）日本政府観光局(JNTO)「訪日外客統計」 

 

図６ 延べ宿泊者数対 2019 年同月比の推移 

 

（出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

                                                   
49 日本政府観光局（JNTO）「訪日外客統計」 
50 観光庁「宿泊旅行統計調査」速報値（令和４年２月 28日公表）。客室稼働率について、調査開始当初は従業員数 10人以上

の宿泊施設のみを調査対象としていたが、2010年度より調査対象を従業者数 10人未満の宿泊施設にも拡充し、拡充以来最

低を記録。 
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②雇用への影響 

こうした中、有効求人倍率について、一部の地域を除き、感染症拡大以前に比べ、

低い状況が続いている。特に、感染症の影響が大きい宿泊業及び飲食サービス業、

卸売業及び小売業等に従事する就業者の構成比が高い南関東、沖縄等において 1.00

倍を下回る等、低下が顕著となっている。 

 

図７ 地域別の有効求人倍率（就業地別・季節調整値）の推移 

   

（資料）厚生労働省「職業安定業務統計」に基づき作成。 

 

（３）地方への人の流れの変化 

①人口減少・少子高齢化の現状 

我が国の少子化の進行、人口減少は深刻さを増している。出生数の減少は急速に

進んでおり、2015 年に 100 万６千人であった年間出生数は、2020 年には約 84 万１

千人と、過去最少を記録した 51
。また、合計特殊出生率については、2005年に過去最

低の 1.26 を記録した後、上昇傾向となり、2015 年には 1.45 まで回復したものの、

その後は低下傾向となり、2020年は前年（2019年）に比べて0.03ポイント低下し、

1.33となった。 

出生数の減少と死亡数の増加を背景に、我が国の人口は、2008 年をピークに減少

局面に入っている。我が国の 2021年 10月１日現在の総人口 52は１億 2,550万２千人

で、前年（2020年）に比べ 64万４千人の減少と、11年連続の減少となっている。 

  

                                                   
51 厚生労働省「令和２年（2020）人口動態統計（確定数）」（令和３年９月 10日公表） 

52 総務省「人口推計（令和３年 10月１日現在）」（令和４年４月 15日公表） 
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図８ 出生数・合計特殊出生率の動向 

 

（資料）厚生労働省「人口動態統計」に基づき作成。 

 

人口減少及び少子高齢化に伴い、我が国の生産年齢人口（15～64 歳人口）は、

2016年から 2021年までの６年間で、7,667万人（2016年 10月１日時点）から 7,450

万人（2021 年 10 月１日時点）へと 217 万人減少している。また、65 歳以上の人口

は 3,621万４千人、総人口に占める割合は 28.9％となっている。 

 

図９ 人口・総人口に占める老年人口の割合の推移 

 

（資料）2020 年までは総務省「国勢調査」、2021 年は総務省「人口推計（令和３年 10 月１日現在）」（令和４年４月 15 日公

表）に基づき内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局で集計。 
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②東京圏・東京都への転出入の現状 

東京圏への転入超過は、2011 年の約６万３千人から増加傾向にあり、2019 年には

約 14万６千人の転入超過であったが、感染症の影響を受け、2021年の転入超過数は

約８万人と大きく減少している。 

2021 年の東京圏への転入超過の内訳を見ると、大半は若年層であり、15～19 歳

（約２万４千人）と 20～29 歳（約８万６千人）53が転入超過の大部分を占めている。 

 

図 10 東京圏の年齢階級別転入超過数の推移 

 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者） 

 

また、東京圏への転入超過数を男女別に見ると、2021 年は男性が約３万４千人、

女性は約４万６千人となる等、近年は女性の転入超過数が男性を上回る傾向が続い

ている。 

 

図 11 東京圏の男女別転入超過数の推移 

 
（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者） 

                                                   
53 総務省「住民基本台帳人口移動報告 2021年（令和３年）結果」（2022年１月 28日公表） 
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最初の緊急事態宣言が出された 2020 年４月に転入超過数が大きく減少して以降、

東京圏、東京都ともに、月別の転入超過数は、感染症拡大以前の同月の水準を下回

る状況が継続している。特に東京都に関しては、例年、進学・就職等で転入数が多

くなる３月、４月を除き、2020 年５月以降ほとんどの月で転出超過となっているこ

とに加え、東京都区部では 2021 年に、1996 年以来 25 年ぶりに転出超過となってい

る。ただし、感染症拡大後の 2020 年４月以降に見られた転入超過数の減少の動きは

やや減速しており、今後の動向を注視する必要がある。 

 

図 12 東京圏の月別転入超過数 

 
（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者） 

 

図 13 東京都の月別転入超過数 

 
（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者） 
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また、東京圏を除く各道府県別に、東京圏への転出超過数の状況をみると、感染

症拡大以前の 2019年と比較し、2021年には全道府県で転出超過数が減少しており、

感染症を契機に人の流れが変化しつつあることが見てとれる。こうした東京圏への

一極集中是正の動きを確実なものとすることが重要である。 

 

図 14 各道府県から東京圏への転出超過数（2019 年、2021年） 

 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者） 

 

③地方に対する意識の変化 

感染症により、地方に対する意識にも変化が現れている。内閣府の調査によると、

地方移住に関心を持つ人の割合は、感染症拡大以後増加を続けており、2021 年９

月・10 月の調査では、東京圏在住者の３割以上が関心を示している。その理由とし

ては、地方の人口密度が低く自然豊かな環境や自己のライフスタイルに関する考え

方の変化とともに、テレワークの普及やオンラインによる買物・教育・医療など、

オンラインサービスの広がりにより地方でも都市部と同様の働き方や生活ができる

ことを挙げる人も多くなっている。 
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図 15 地方移住への関心（東京圏在住者） 

 
（出典）内閣府「第４回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」 

 
図 16 地方移住への関心理由（東京圏在住で地方移住に関心がある人） 

 

（出典）内閣府「第４回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」 
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（４）労働生産性の地域間格差 

東京への転入・転出動向の一つの要因としては、労働生産性の格差及びそれに伴

う賃金格差も影響していると考えられる。 

 

図 17 都道府県別の現金給与額と労働生産性の関係 

 
（資料）厚生労働省「平成 30年賃金構造基本統計調査」及び内閣府「県民経済計算（平成 30年度）」に基づき作成。 

（注１）点線は、それぞれを対数近似したもの。 

（注２）労働生産性は、県内総生産を県内就業者数で除して算出。 

 

賃金及び労働生産性の状況を県別に見てみると、図 17 のとおり、賃金水準は最大

で 1.6倍、そのベースとなる労働生産性を見ても、1.5倍の差があり、両者は一定の

相関関係を持っている。 

また、都市部以外で労働生産性の高い、滋賀県（第２位、製造業比率約 40％）、

山口県（第５位、製造業比率約 35％）などは、産業構造における製造業の占める比

率が高く、資本装備率の高い地域は、生産性も高い傾向にある。 
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地域に残る流通、運輸、生活関連サービス、宿泊業などは、いまだに労働集約性

が高く、構造的に生産性が低い場合が多い。これらのことが、地域間における賃金

と生産性の構造的な格差を生んでいることが推測される。 

 

 

生産性と賃金が相対的に低い地方から、相対的に高い都市部への人の流れを生み

出す一つの原因となっていると考えられ、また同時に、2000 年以降の製造業の成長

が全体的に頭打ちになると同時に、欧米と異なり多くの地方で伸び悩むサービス業

の生産性の停滞が、東京圏への過度の一極集中を促す構造的要因となっていたと考

えられる。 

図 18 業種別の従業員 1人当たり付加価値額 

 
（資料）総務省「平成 24年経済センサス-活動調査」、総務省「平成 22年国民経済計算」に基づき作成。 

（注） 付加価値額は、平成 24年経済センサスの付加価値額である。 

図 19 主要国の国内総生産における製造業の生産額の推移 

 

（資料）National Accounts Main Aggregates Database (United Nations Division)（2010年８月時点）に基づき作成。 
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２．デジタル利活用の浸透 

（１）情報通信の利用拡大 

①通信インフラの整備状況 

通信インフラの整備は、感染症以前より進められており、光ファイバ等の世帯カ

バー率は 99.7％（2022年３月末時点）となる見込みであるほか、2020年よりサービ

スが開始された 5Gサービスは、民間事業者による基地局整備が進められている。 

 

図 20 光ファイバ等世帯カバー率（各年３月末推計値、単位：％） 

 
（資料）総務省「ブロードバンド基盤整備率調査」（毎年実施）に基づき作成。 

 

②感染症に伴う利用拡大 

感染症拡大による不要不急の外出自粛要請等により、対面を前提とした従来の行

動様式が制限される中で、日常生活、企業活動、行政サービスなどのあらゆる場面

でデジタルの利活用が進んだ。これにより、単位時間当たりのインターネットトラ

ヒック（通信量）は、感染症が発生した 2020 年以降に、大きく増加し、その後も増

加傾向を示している。 

 

図 21 インターネットトラヒック（通信量）の推移（月間の平均（推定値）、単位：GB/s） 

 
（資料）総務省「我が国のインターネットトラヒックの集計・試算」より固定系ブロードバンド契約者の総ダウンロード 

トラヒック（推定値）に基づき作成。 
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（２）生活における活用拡大 

日常生活場面においては、インターネットを通じて商品を注文をした世帯は、感

染症が拡大した 2020 年４～５月に大きく伸びたほか、コンテンツ部門におけるサブ

スクリプションサービスへの加入者数もこの時期に伸びる等、日常生活における買

い物や娯楽などでオンラインサービスは広く浸透しつつある。 

 

図 22 インターネットを通じて注文をした世帯の割合（単位：％） 

 

（資料）総務省「家計消費状況調査」に基づき作成。 
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（３）ビジネスシーンにおける活用拡大 

①テレワークの進展と働き方の変化 

ビジネスシーンにおいては、テレワーク等のオンラインを活用した柔軟な働き方

が定着しつつある。2021年には、全国の３割の人がテレワークを経験し、東京 23区

では半数を超える人がテレワークを経験している。テレワーク経験者のうち、

66.4％は継続意向を示しており、テレワークの利点として「通勤にかかる時間を減

らせる」、「効率的に業務を行える」などが挙げられる等、ワークライフバランスの

実現や生産性の向上にも貢献している。 

 

図 23 テレワークの実施状況 

 
（出典）内閣府「第４回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」 

 

②企業活動の変化 

企業活動においても、デジタルの利活用が進んでいる。先述のとおり、多くの

人々が日常生活でオンラインサービスを利用する中で、企業における EC の導入が進

んでいることに加え、企業内の会議や取引先との商談等においてもオンライン化が

進んでいる。 

 

図 24 遠隔会議サービスを利用している従業員の割合（単位：％） 

 
（出典）総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」（2021年３月） 
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こうした流れに加え、企業の生産性向上や人手不足の解消等の観点からも DX の重

要性が認識されるに至り、DX に取り組んでいる企業及び取組を検討している企業は

４割にまで増えている。一方で、企業規模別にみると、大企業が約６割であるのに

対し、中小企業は約３割にとどまっており、また、本社所在地別にみると、東京都

の企業に比べ、地方圏の企業では取組が進んでいない。 

 

図 25 DX の取り組み状況（企業規模別、本社所在地別）（単位：％） 

 

 

 

（出典）総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」（2021年３月） 

 

（４）公共セクターにおける活用拡大 

①行政サービスのデジタル化 

行政サービスにおける手続のオンライン化等はこれまでも着実に進められており、

国の手続におけるオンライン利用率は 2019年度には件数ベースで 61％まで向上して

いる。 

他方、住民のオンライン行政手続に関する調査 54では、行政手続の電子申請を利

用したことがある人の割合は 24.5％にとどまっており、その理由として「電子申請

できる行政手続が限られているから」などが挙げられた。また、感染者やワクチン

接種に関する情報の電子化の遅れなど、感染拡大という非常時の中で、行政のデジ

タル化の遅れは顕在化しつつある。 

 

                                                   
54 総務省「令和３年版 情報通信白書」 
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図 26 行政手続きの電子申請の利用経験と利用しない理由（単位：％） 

 

（出典）総務省「令和３年度 情報通信白書」 

 

②教育のデジタル化 

GIGA スクール構想に基づき、１人１台端末の整備を進め、2022 年２月の文部科学

省の調査によれば、義務教育段階における１人１台端末の整備状況については、全

地方公共団体等のうち 98.5%で整備が完了している。 

 

図 27 義務教育段階における１人１台端末の整備状況 

 

（出典）文部科学省調べ（2022年２月時点） 
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大学においても、感染症の影響も受け、講義のオンライン化が進んでいる。学生

を対象としたアンケート調査では、2020 年度後期に履修した授業のうち、オンライ

ン授業がほとんど又は全てだったと回答した学生は、全体の６割であった。 

 

図 28 大学におけるオンライン授業の割合（2020 年度後期） 

 

（出典）新型コロナウイルス感染症の影響による学生等の学生生活に関する調査 
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（５）地方におけるデジタル化の取組、投資の重要性 

我が国全体の動向をみると、次の調査結果にあるように、先進国の中でも新製

品・新サービスへの取組が著しく遅れた国となりつつある。最近では、様々な財・

サービスの供給において、創造性や多様性が重要視されつつある。地方においては、

今後こうした状況に対応することが必要である。 

 

図 29 新製品・サービスを導入した企業の割合 

 
（資料）OECD（2017）「OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2017」に基づき作成。 

（注） 企業向けアンケートにおいて、「2012-14年に新製品・サービスを導入（新機能の追加や用途の大幅な改善を含 

む。）を行った」と回答した企業の割合。 

 

世界の国々は、デジタル投資を一つの原動力として、その GDP や生産性を伸ばし

ており、以下の図のとおり、デジタル投資の動向と GDP の伸びは結果的に相関関係

を示している。 

 

図 30 日米のデジタル投資額と GDP の推移 

 
（出典）第４回デジタル田園都市国家構想実現会議 経済産業省提出資料 
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（６）海外との比較 

国際電気通信連合（ITU）の示した比率で IoT とインフラ進展度をみると、無線通

信の充実度は、我が国は他国に比して高いことがうかがわれる一方、IoT を財・サ

ービスに活用している導入率などその進展度数では、我が国は低い水準にとどまっ

ている。 

 

 

例えば、行政分野での手続オンライン利用率を見ると、下図にあるとおり、世界

各国の中でも 30位と極めて低い水準にある。 

 

図 32 国の行政手続のオンライン利用率（2018年） 

 
（出典）OECD.Stat（2018の数値） 

（注１）OECD 諸国等のうち 30カ国が回答（2018年時点） 

(注２) 国の行政手続のオンライン利用率とは、公的機関のウェブサイトからオンラインの申請フォームに記入・提出 

した個人の割合 

 

このように、我が国のデジタルの利活用の状況は、国際的に見ると遅れが目立つ。

デジタルの持つポテンシャルを暮らしや経済の活性化に必ずしも活かしきれていな

いのが現状である。 

図 31 IoT とインフラ進展度 

 
（出典）国際電気通信連合 「ICT Development Index」 
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（７）地域間の比較 

 デジタル利活用の状況について、図 33 のように、パソコンやスマートフォンの利

用率は地域間で大きな開きがあり、特に都市部と地方とでは、その仕事や暮らしへ

の浸透ぶりにまだまだ差があることが伺える。 

 

図 33 パソコンとスマートフォンの都道府県別利用率 

 

（資料）令和 2年版情報通信白書に基づき作成。 

 

 また、地域別に見たデジタル対応能力を調べた民間研究機関の調査によれば、地

域間でのデジタル対応能力には、大きな格差があることがわかる。 

 

図 34 都道府県別 DCI スコア（2021年 7月） 

 
（出典） 株式会社野村総合研究所「DCI にみる都道府県別デジタル度」 

 

我が国においてデジタルインフラの整備とデジタル技術の利活用が一定程度浸透

しているものの、海外と比べれば大きな差があり、国内でも地域間の格差が残され

ているのが現状である。 
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（８）デジタル人材の育成・確保 

IMDデジタル競争力ランキング 2021によると、日本の労働者のデジタル/技術スキ

ルは 64 か国中 62 位と国際的に見て低い。国内事業者のうち、約９割が、IT 人材が

質・量ともに不足していると感じているとの調査もある(図 35、36)。 

IT技術者の都市圏への偏在も課題であり、2015年の国勢調査によると、IT技術者

数は約 100万人 55であったが、その７割強が IT 企業内に偏在するとともに、IT 技術

者の約６割が東京圏に集中している(図 37、38)。 

 

図 35 日本の労働者のデジタル/技術スキルの低下（単位：位、全 64か国中） 

 
（出典）国際経営開発研究所（IMD）デジタル競争力ランキング 2021 

（注） Digital/Technological skills指標の世界ランキング推移（「Knowledge」因子の一つ） 

 

図 36 国内・事業会社の IT 人材の「量」に対する過不足感と「質」に対する不足感 

 
（出典）独立行政法人情報処理推進機構「DX白書 2021」 

（注） 2020 年度調査では、従来の IT 人材（IT 企業や事業会社の情報システム部門等に所属する人)に加えて、IT を活用

して事業創造や製品・サービスの付加価値向上、業務の QCD 向上等を行う人も含む。 

 

                                                   
55 国勢調査（平成27年）に基づき、職業（小分類）における「システムコンサルタント・設計者」、「ソフトウェア作成者」、

「その他の情報処理・通信技術者」の数を合算した人数。 
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図 37  IT 企業とそれ以外の企業に所属する IT 技術者の割合 

 

（出典）独立行政法人情報処理推進機構「IT 人材白書 2017」 

 

図 38 IT技術者数と割合（都道府県別） 

 
（資料）国勢調査（平成 27年）に基づき作成 

（注） IT 技術者＝職業（小分類）における「システムコンサルタント・設計者」及び「ソフトウェア作成者」及び「その

他の情報処理・通信技術者」の数を合算※就業者総数＝15歳以上就業者数 
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